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はじめに 
 
 
外郭団体は、行政サービスを補完・支援する役割を担うだけでなく、文化・ス

ポーツの振興や健康増進、市民活動支援、公共施設維持管理など、さまざまな分

野で専門性を活かしながら、区民サービスを拡充する役割を果たしています。 
 一方、公の施設への指定管理者制度の導入や公益法人制度改革など、規制緩和、

官から民への流れのなかで、新たな公共サービスの担い手として民間企業、ＮＰ

Ｏ等の参入が進み、外郭団体を取り巻く環境は、これまでに増して大きく変化し

ています。 
区では、外郭団体の一層の活性化を図り、経営の改善・効率化を進めるために、

今後１０年を見通し、区及び外郭団体が取り組むべき課題や方向性を示す「外郭

団体改善方針（平成１７年４月～平成２６年３月）」を平成１７年４月に策定し

ました。 
 この改善方針のもと、各外郭団体は、取り組むべき課題を明確にした３年間ご

とに「改善計画」をまとめ、その取組みの進捗状況と実績を毎年度公表してきま

した。 
この間、平成２０年１２月に公益法人制度改革関連三法の施行により、６団体

が新体制に移行しました。 
さらに、改善方針の最終年となる平成２４年度・２５年度の２か年における改

善計画を策定し、各外郭団体は、事業目標、財政・人員計画等の策定とともに、

全事業点検を実施するなど、一層の改善に向けた取組みを進めております。 
 
この「世田谷区における外郭団体改善の取組み実施結果」は、その「改善計画

（平成２４年度～２５年度）の取組み実績を明らかにするものです。 
なお、今後は、外郭団体の自主・自立に向け、より一層の効率的な経営の確立

を目指し、平成２６年度から向こう１０年間の基本計画の中で、区及び外郭団体

の改革の方向性を定めた「外郭団体改革基本方針」に基づき、必要な改革を進め、

取組みの内容を「世田谷区新実施計画（平成２６年度～平成２９年度）」の中で

明らかにしていきます。 
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１．世田谷区の外郭団体の状況

（１）世田谷区の外郭団体

○公益財団法人等（８団体）

○会社法法人（株式会社）（２団体）

公益財団法人
せたがや文化財団
（文化・国際課）

公益財団法人
世田谷区産業振興公社
（商業課）

株式会社
世田谷サービス公社
（政策企画課）

団　　　　体　　　　名 設置根拠

世田谷区において幅広い文化事業を展開すると
ともに、区民の多様な文化創造活動、市民活動・
交流活動を支援し、地域文化の振興と心豊かな
地域社会の形成に寄与する。

社会福祉
法上の社
会福祉法
人

公益社団法
人及び公益
財団法人の
認定等に関
する法律

　
世田谷区では、「世田谷区外郭団体の指導調整事務要綱」において、区が資本金、基本金
その他これに準ずるものの４分の１以上を出資している団体及び継続的な財政支出を行って
いる団体のうち、特に指導・調整をする必要のある団体として定めている団体を「外郭団体」と
しています。

公益財団法人
世田谷区スポーツ振興財団
（スポーツ推進課）

団　　　　体　　　　名 設置根拠

中小企業の経営の安定と発展のため、中小企業
への支援および従業員等への勤労者福祉事業
を行い、活力ある地域社会の実現に寄与する。

健康診査、健康相談・指導・教育等を行うととも
に、疾病予防の強化、健康の増進、医療水準の
向上、公衆衛生思想の高揚を図り、区民福祉の
向上に寄与する｡

自然環境や歴史的・文化的環境を保全した美し
い風景のあるまちの実現、安全に安心して活き
活きと住み続けられる共生のまちの創出、居住環
境を魅力的に守り育む活動とコミュニティの形成
に寄与する。

（区所管課）

社会福祉法人
世田谷区社会福祉協議会
（生活福祉担当課）

一般財団法人
世田谷トラストまちづくり
（都市計画課）

公益社団法人
世田谷区シルバー人材センター
（工業・雇用促進課）

社会福祉法人
世田谷区社会福祉事業団
（高齢福祉課）

昭和51年
10月

設立年月

会社法上の
株式会社

公益社団法
人及び公益
財団法人の
認定等に関
する法律

区民のスポーツ及びレクリエーション活動を普及
するとともに、区民が身近な地域でスポーツ・レク
レーション活動を通じて、心身ともに健康で豊か
な生活を送ることができる生涯スポーツ社会の形
成に寄与する。

社会福祉
法上の社
会福祉法
人

心身ともに健やかに、自立した日常生活を営むこ
とができるよう、利用者の意向を尊重した多様な
福祉サービスを総合的に提供することにより、区
民福祉の向上に寄与する。

世田谷区内の社会福祉を目的とする事業の企画
及び実施や社会福祉に関する活動への住民の
参加のための援助などを通じて、地域福祉を推
進する。

６０歳以上の区民が知識、経験、技能等を活か
し、就業を通じて生きがいの充実を図り、就業並
びに社会奉仕活動を通じて、社会参加すること
で地域社会づくりに寄与する。

世田谷区の地方公社として、区と密接な連携を
取りながら企業活動を展開し、地域社会の発展と
区民福祉の向上に寄与する。

設立目的

高年齢者等
の雇用の安
定等に関す
る法律上の
団体

平成15年
４月

昭和61年
10月

平成11年
２月

昭和55年
12月

昭和60年
４月

平成18年
４月

平成６年
９月

設立目的 設立年月
（区所管課）

平成18年
４月

公益社団法
人及び公益
財団法人の
認定等に関
する法律

公益財団法人
世田谷区保健センター
（計画調整課）

公益社団法
人及び公益
財団法人の
認定等に関
する法律

一般社団法
人及び一般
財団法人に
関する法律
上の財団
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○その他の団体（２団体）

区民健康村施設の維持管理、運営、給食提供並
びに食堂、土産品販売の経営等健康村事業に
関連する諸事業を統括し、地域振興に寄与す
る。

世田谷区土地開発公社
（用地課）

団　　　　体　　　　名

株式会社
世田谷川場ふるさと公社
（区民健康村・ふるさと交流課）

設置根拠
（区所管課）

多摩川緑地広場管理公社
（公園緑地課）

大田区との共
同設置による
任意団体

設立目的

公有地の拡
大の推進に
関する法律
上の団体

公共用地又は公用地等の取得、管理及び処分
等を行うことにより、地域の秩序ある整備と区民の
福祉の増進に寄与する。

多摩川河川敷について、広く一般区民のスポー
ツ及び憩いの場に供するために適切に管理し、
もって区民の健康増進に寄与する。

会社法上の
株式会社

昭和53年
12月

昭和61年
４月

設立年月

昭和49年
８月
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（２）外郭団体の経営状況

①公益財団法人等の経営状況について

ア　収支比率

○収支比率（平成２５年度決算） （単位：千円）
収入項目合計 行政コスト 収支比率

① ② （②／①）×100
2,182,466 2,194,581 100.56%

387,778 397,767 102.58%
1,312,606 1,317,741 100.39%
2,477,051 2,605,659 105.19%
1,563,340 1,572,533 100.59%
3,583,237 3,564,029 99.46%
1,045,021 1,059,971 101.43%
1,380,386 1,385,492 100.37%

13,931,885 14,097,773 101.19%

※

※

※

（一財）世田谷トラストまちづくり

（公財）世田谷区スポーツ振興財団

（社福）世田谷区社会福祉事業団

（公財）せたがや文化財団

収入項目合計とは、団体が事業活動に付随して当期に新たに獲得した収入のことを指しま
す。前期からの繰越金や預金の取崩しによる収入等は、当期に新たに獲得した収入ではない
ため、ここには含みません。

行政コストとは、企業会計では「費用」のことを指し、「支出」とは異なり、退職給与引当
金や固定資産の減価償却費等の「現金として支出されない費用」を含みます。

合計

｢収入項目合計｣・｢行政コスト｣：各団体の財務諸表（平成２５年度決算）の数値をもとに算
出しています。

（公財）世田谷区産業振興公社

（公財）世田谷区保健センター

（社福）世田谷区社会福祉協議会

（公社）世田谷区シルバー人材センター

外郭団体は、区と連携しながら民間の人材や知識、資金等を活用することにより、区民
ニーズに即した多様な公的サービスを提供することを目的に設立されており、公益財団法
人等については、各団体の管理運営や公益的な事業の実施に対して、区から財政支援を
行っています。
ここでは、外郭団体を、①公益財団法人等、②会社法法人（株式会社）、③その他の団

体に分類し、各団体の経営状況について掲載しています。

収入項目合計に占める行政コストの割合を表しています。当期の収入と支出を比較する
指標で、１００％未満は単年度収支において黒字を表しています。

団体名
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イ　区からの財政支出等

○収入項目合計に占める区からの収入割合（平成２５年度決算） （単位：千円）

収入項目合計 区からの収入 区からの収入割合

① ② （②／①）×100
2,182,466 1,454,048 66.62%

387,778 243,700 62.85%
1,312,606 1,060,109 80.76%
2,477,051 769,699 31.07%
1,563,340 1,103,583 70.59%
3,583,237 694,684 19.39%
1,045,021 680,736 65.14%
1,380,386 746,346 54.07%

13,931,885 6,752,905 48.47%

※

※

（一財）世田谷トラストまちづくり

合計

（公財）世田谷区スポーツ振興財団

（社福）世田谷区社会福祉事業団

（社福）世田谷区社会福祉協議会

（公社）世田谷区シルバー人材センター

｢収入項目合計｣：各団体の財務諸表（平成２５年度決算）の数値をもとに算出しています。

｢区からの収入｣：各団体の当期支出に対する財源内訳（平成２５年度決算）をもとに算出し
　　　　　　　　ています。

（公財）世田谷区保健センター

団体名

（公財）せたがや文化財団

（公財）世田谷区産業振興公社

公益財団法人等の収入に占める区からの補助金、委託料の状況です。補助金や委託料
は区から公益財団法人等への支出の中心となるもので、委託料は区が各団体に公益的事
業の実施を委託し、その対価として支払う支出であり、補助金は各団体が自主的に実施
している公益的事業を育成、助成するために区から支出するものです。
団体ごとに実施する事業が異なることもあり、一概に適正な補助金収入割合を定める

ことは困難ですが、区では、団体ごとに補助金交付要綱等を定めるとともに、外郭団体
への財政支援基準を定め、団体事業の公益性に着目し、必要最小限の補助金を支給して
います。

収入項目合計に占める区からの収入の割合
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○当期支出に対する財源内訳（平成２５年度決算） （単位：千円）

管理費等（事
業費以外）

うち人件費 事業費 うち人件費 合計 うち人件費

総計 5,559 2,440 2,182,699 555,703 2,188,258 558,143

委託 0 0 444,797 93,969 444,797 93,969

補助 0 0 1,009,251 405,327 1,009,251 405,327

団体 5,559 2,440 728,651 56,407 734,210 58,847

総計 7,404 3,146 384,268 103,470 391,672 106,616

委託 0 0 2,387 0 2,387 0

補助 852 852 240,461 103,470 241,313 104,322

団体 6,552 2,294 141,420 0 147,972 2,294

総計 21,829 11,555 1,288,729 806,291 1,310,558 817,846

委託 0 0 993,645 602,679 993,645 602,679

補助 1,533 92 64,931 18,845 66,464 18,937

団体 20,296 11,463 230,153 184,767 250,449 196,230

総計 91,234 51,286 2,496,792 228,829 2,588,026 280,115

委託 0 0 559,885 81,574 559,885 81,574

補助 33,438 25,643 176,376 102,925 209,814 128,568

団体 57,796 25,643 1,760,531 44,330 1,818,327 69,973

総計 24,572 6,439 1,566,365 319,014 1,590,937 325,453

委託 0 0 929,699 213,279 929,699 213,279

補助 120 120 173,764 90,160 173,884 90,280

団体 24,452 6,319 462,902 15,575 487,354 21,894

総計 180,771 68,388 3,702,692 2,649,887 3,883,463 2,718,275

委託 0 0 495,318 373,585 495,318 373,585

補助 36,057 35,971 163,309 159,251 199,366 195,222

団体 144,714 32,417 3,044,065 2,117,051 3,188,779 2,149,468

総計 269,820 79,736 1,046,154 527,671 1,315,974 607,407

委託 0 0 168,416 66,363 168,416 66,363

補助 35,070 31,376 477,250 408,380 512,320 439,756

団体 234,750 48,360 400,488 52,928 635,238 101,288

総計 38,449 38,449 1,347,043 87,546 1,385,492 125,995

委託 0 0 661,713 0 661,713 0

補助 24,902 24,902 59,731 49,165 84,633 74,067

団体 13,547 13,547 625,599 38,381 639,146 51,928
639,638 261,439 14,014,742 5,278,411 14,654,380 5,539,850

委託 0 0 4,255,860 1,431,449 4,255,860 1,431,449

補助 131,972 118,956 2,365,073 1,337,523 2,497,045 1,456,479

団体 507,666 142,483 7,393,809 2,509,439 7,901,475 2,651,922
1,156,104 268,900 14,052,362 5,534,466 15,208,466 5,803,366

委託 0 0 4,394,610 1,536,150 4,394,610 1,536,150

補助 168,649 149,708 2,585,397 1,529,528 2,754,046 1,679,236

団体 987,455 119,192 7,072,355 2,468,788 8,059,810 2,587,980
△ 516,466 △ 7,461 △ 37,620 △ 256,055 △ 554,086 前 - △ 263,516

委託 0 0 △ 138,750 △ 104,701 △ 138,750 年 0.1 △ 104,701

補助 △ 36,677 △ 30,752 △ 220,324 △ 192,005 △ 257,001 度 △ 1.1 △ 222,757

団体 △ 479,789 23,291 321,454 40,651 △ 158,335 比 0.9 63,942

※

※

※

53.9%

前年度対比

58.4%
10.9%

82.1%

46.1%

47.8%

5.1%

総合計（２５年度）

原則として表示単位未満を四捨五入しているため、各表の数値の合計と合計欄の数値が一致しない場合がありま
す。

事業費以外の費用はすべて管理費として集計しており、管理費と事業費の合計が各団体の当期総支出額になり
ます。

財源内訳

財源内訳

団体の当期支出額を賄う財源を３区分で表示しています。「委託」「補助」はいずれも世田谷区からの歳入を表し、
「団体」はそれ以外の団体の自主財源を表します。

29.0%
17.0%

総合計（２４年度） 100.0%

財源内訳

世田谷
トラストまちづくり

スポーツ振興財団

社会福祉事業団

100.0%

12.8%

70.3%

30.6%
100.0%

団体名

せたがや文化財団

産業振興公社

保健センター

区分

経費区分別 総計

（構成比）

100.0%
75.8%

100.0%
20.3%
46.1%
33.6%
100.0%
0.6%
61.6%
37.8%

5.1%
19.1%

21.6%
8.1%

100.0%

38.9%

100.0%

社会福祉協議会

100.0%
12.8%

48.3%

6.1%

100.0%

28.9%
18.1%
53.0%

シルバー
人材センター
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②会社法法人（株式会社）の経営状況について

ア　収益性

○総資本経常利益率（平成２５年度決算）

（単位：千円）
総資本 経常利益 総資本経常利益率

3,422,743 △ 153,178 △4%

317,709 16,771 5%

○総資本回転率（平成２５年度決算）

（単位：千円）
総資本 売上高 総資本回転率

3,422,743 3,108,224 0.9

317,709 655,505 2.1

イ　安全性

○自己資本比率（平成２５年度決算）

（単位：千円）
総資本 自己資本 自己資本比率

3,422,743 3,108,217 91%

317,709 211,811 67%

○流動比率（平成２５年度決算）

（単位：千円）
流動負債 流動資産 流動比率

314,526 1,423,161 452%

43,949 196,073 446%

未払い金など１年以内に支払期限がくる負債を払えるだけの現金、預金等が十分
かどうかを表します。比率が高いほど、支払い能力が高く、経営の安全性が保たれ
ているといえます。

世田谷サービス公社

世田谷サービス公社

世田谷川場ふるさと公社

世田谷サービス公社

世田谷川場ふるさと公社

世田谷川場ふるさと公社

企業が事業を継続していくためには、適正な利益をあげることが求められます。
「収益性」とは、投下した資本に対して、どの程度利益を生み出しているかを計る
指標です。

世田谷川場ふるさと公社

世田谷サービス公社

総資本に占める返済義務のない自己資本の比率を表します。比率が高いほど経
営は安定的であるといえます。

経営活動のために投下した資本に対して、経常利益がどれだけあったかを表しま
す。この数値が低い場合、資産が過大であるか、経営効率が悪いということがいえ
ます。

経営活動のために投下した資本が、何回売上という取引で回転したかを表しま
す。回数が多いほど、投下した資本が効率的に活用されているといえます。

「安全性」とは、資金の収支バランスがとれているか、資金繰りが安定している
か等、企業の支払い能力や財務状況の健全性を表す指標です。
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③その他の団体について

ア　多摩川緑地広場管理公社

○収支状況（平成２５年度決算） （単位：千円）

財源 金額 うち人件費

総計 99,567 29,113

委託（世田谷区+大田区） 98,523 29,113

うち世田谷区委託 41,915 -

団体 1,044 0

イ　世田谷区土地開発公社

　世田谷区土地開発公社は、公有地の拡大の推進に関する法律に基づき世田谷区が１００％
出資して設立した公法人です。
　固有の職員は採用しておらず、世田谷区の公社事業関係職員が兼職により運営を行ってい
ます。
　土地開発公社は法律上、土地の造成や販売、賃貸等の収益事業を行うことができますが、
世田谷区土地開発公社では収益事業を行わず、世田谷区からの取得依頼に基づき区に代わっ
て土地を取得し、区の通知に基づき区へ土地を譲渡する事業を行っています。
　取得のための資金は、金融機関等から借り入れ、土地の取得に要した金額に、譲渡までの
期間に要した金融機関等からの借入金の利息を加えた額で譲渡します。
　また、東京外かく環状道路（関越道～東名高速間）の都市計画制限により、生活に支障を
きたしている土地等の権利者を救済するため、平成１６年１１月に、国、東京都、世田谷
区、世田谷区土地開発公社の四者で「東京外かく環状道路（関越道～東名高速間）における
生活再建救済制度に係る用地の取得に関する基本協定書」を締結しました。
　この協定により、世田谷区からの用地取得協力依頼に基づき、国の道路開発資金を借り入
れて土地を取得し、国の通知に基づき、取得や管理に要した費用に借入金の利息を加えた金
額で国等へ土地を譲渡する事業も行っています。
　公社の収入は、区等からの土地の譲渡収入と、区から支払われる公社運営費負担金収入で
あり、区からの補助金や委託料の収入はありません。このうち譲渡収入は、借入金の返済に
全額充てられ、区から支払われる公社運営費負担金収入も、公社運営に要した経費に全額充
てられています。

99.0%

（構成比）

多摩川緑地広場管理公社は、区民に健康増進及び憩いの場を提供することを目的に、世田
谷区と大田区が旧建設省から昭和５３年に多摩川河川敷の占用許可を得て運動施設（世田谷
区立多摩川玉堤広場・大田区立多摩川田園調布緑地）を整備し、その適正な維持管理のため
に共同設置した任意団体です。
世田谷区・大田区からの委託に基づき、両区に代わって世田谷区立多摩川玉堤広場・大田

区立多摩川田園調布緑地の維持管理業務を行っています。

100.0%

42.1%

1.0%
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（３）外郭団体の人員の状況

○平成２５年度当初人員（平成２４年度当初人員との比較） (単位：人）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

11 0 53 11 0 50 103

△ 1 0 2 △ 1 0 △ 7 △ 5

11 2 14 8 2 13 31

0 0 △ 4 △ 5 1 △ 2 △ 5

12 1 71 19 19 114 205

0 0 △ 9 △ 4 15 △ 14 △ 8

10 2 29 8 8 17 56

0 0 △ 2 △ 1 1 0 △ 1

10 1 24 3 21 9 55

0 0 0 0 △ 1 0 △ 1

11 1 229 1 57 457 744

0 0 △ 10 △ 1 0 32 22

25 0 66 2 3 33 102

0 0 0 △ 1 3 1 4

12 2 13 0 0 4 19

0 1 0 0 0 △ 1 0

8 5 62 1 61 650 778

0 0 0 △ 1 △ 7 30 23

8 0 31 0 4 4 39

0 0 △ 3 0 2 2 1

7 1 0 0 0 6 7

0 0 0 0 0 0 0

9 0 - - - - -

0 0 - - - - -

134 15 592 53 175 1,357 2,139

△ 1 1 △ 26 △ 14 14 41 30
※

※

※

※

非
常
勤
等

契
約
職
員

常
勤
職
員

役
員 う

ち
常
勤

Ｈ25

対前年度
増減

平成２５年度合計

「役員」には団体の理事・取締役を計上しています。（監事、監査役は除いています。）

対前年度増減合計

公益財団法人
せたがや文化財団

Ｈ25

対前年度
増減

Ｈ25

対前年度
増減

Ｈ25

対前年度
増減

Ｈ25

対前年度
増減

世田谷区土地開発公社
Ｈ25

対前年度
増減

公益社団法人
世田谷区シルバー人材セン
ター

株式会社
世田谷サービス公社

Ｈ25

対前年度
増減

Ｈ25

対前年度
増減

社会福祉法人
世田谷区社会福祉事業団

社会福祉法人
世田谷区社会福祉協議会

多摩川緑地広場管理公社
Ｈ25

対前年度
増減

Ｈ25

対前年度
増減

Ｈ25

対前年度
増減

公益財団法人
世田谷区産業振興公社

公益財団法人
世田谷区保健センター

一般財団法人
世田谷トラストまちづくり

公益財団法人
世田谷区スポーツ振興財団

（
参
考
）

Ａ
〜

Ｄ
の
合
計

団　　　　体　　　　名

各外郭団体における人員の状況です。外郭団体は独立した事業主体として自主的運
営を行っていますが、団体の運営上の必要や、施策の推進を図るため人的支援を行う
必要がある場合には、外郭団体からの要請に基づき、区職員の派遣を行っています。

土地開発公社については、固有の職員を採用しておらず、すべて区職員の兼職により運営している
ため、役員数のみ掲載しています。

株式会社の人員については、社員は「常勤職員」に、嘱託社員は「契約職員」に、臨時社員は「非常
勤・嘱託等」に計上しています。

役員のうち「常勤」とは、役員として報酬を得て、かつ役員専任で従事しているものを指します。

う
ち
区
派
遣

株式会社
世田谷川場ふるさと公社

Ｈ25

対前年度
増減
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（４）外郭団体役員報酬・職員給与の状況

○外郭団体常勤役員の状況

人

円

※

※

○外郭団体職員の状況

固有常勤
職員数

職員平
均年齢

せたがや文化財団 38 46.3

6 46.2

67 44.1

21 47.1

21 41

229 42.9

64 42.0

13 48

34 44

31 37

0 0

※

※

※

職員数は、平成２５年４月１日時点の固有常勤職員数を記載しています。

職員平均年収は、平成２５年４月１日～２６年３月３１日までに固有職員に支
払われた給料、諸手当、期末・勤勉手当の総額を固有常勤職員数で除した金額
を記載しています。

サービス公社は、（３）外郭団体の人員状況の区からの派遣職員と契約職員を
除く常勤職員を対象としています。

7,140,426

多摩川緑地広場管理公社

世田谷川場ふるさと公社

世田谷サービス公社

0

5,769,603

5,860,378

10

5,548,298

常勤役員平均報酬は、平成２５年４月１日～２６年３月３１日までに支払われ
た報酬額（旅費、費用弁償を除く）を常勤役員数で除した数値を記載していま
す。

固有常勤職員平均年収

常勤役員とは、役員として報酬を得て、かつ役員専任で従事しているものを指
します。

常勤役員数

団体名

常勤役員平均報酬

6,318,279

産業振興公社

スポーツ振興財団

6,308,110社会福祉協議会

社会福祉事業団

シルバー人材センター

5,805,568

6,906,035

6,918,573

世田谷トラストまちづくり 6,808,043

6,134,999保健センター
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２．平成１７～２５年度の改善成果

（１）財政支援の見直し

（単位：千円）

○人員の増減状況 （単位：人）

平成１７
年度当初

平成１８
年度当初

平成１９
年度当初

平成２０
年度当初

平成２１
年度当初

平成２２
年度当初

平成２３
年度当初

平成２４
年度当初

平成２５
年度当初

17年度対
25年度比

194 172 174 174 168 163 137 135 134 △ 60
12 9 9 9 10 13 14 14 15 3
610 589 575 567 580 613 605 618 592 △ 18
97 95 90 88 86 77 70 67 53 △ 44
42 47 80 114 104 159 161 161 175 133

1,456 1,737 1,370 1,290 1,307 1,258 1,240 1,316 1,357 △ 99

※

※

4,834,521
3,245,016
7,473,913
15,553,450

31.1%
20.9%
48.1%
100.0%

4,610,291
3,641,703
7,794,623
16,046,617

28.7%
22.7%
48.6%
100.0%

3,521,587
7,827,142
15,722,953

27.8%
22.4%
49.8%
100.0%

平成22年度 構成比

15,824,622

4,374,224
平成20年度 構成比 平成21年度 構成比

7,880,638 49.3%
100.0% 15,998,510 100.0%

構成比

53.3%

平成19年度 構成比
26.3% 4,578,529 28.6%
20.5% 3,539,343 22.1%

平成18年度
4,412,549
3,440,363
8,947,129

27.3%
20.8%
51.9%
100.0%

平成17年度
4,326,665
3,292,172
8,205,784

株式会社の人員については、社員は「常勤職員」に、嘱託社員は「契約職員」に、臨時
社員は「非常勤・嘱託等」に計上しています。

団体財源
総計

　区からの職員の派遣について、団体の指導調整上の必要性や、職員の人材育成など
の視点から検証を行った結果、平成２５年度当初は、区から団体へ５３名の職員派遣
を行い、平成１７年度当初と比較すると４４人の削減を行いました。

役員数
　うち常勤役員数
常勤職員数（役員を除く）

（２）人的支援の見直し

原則として表示単位未満を四捨五入しているため、各表の数値の合計と合計欄の数値が一致し
ない場合があります

区からの補助金

土地開発公社については、固有の職員を採用しておらず、すべて区の職員の兼務により
運営しているため、役員数のみ掲載しています。

　区は「外郭団体改善方針」に基づき、外郭団体に対する財政支援基準について見直
しを行い定額補助制度対象事業を精査し、管理経費補助の上限の徹底と補助率の逓減
を図りました。２５年度決算に対する区からの委託料・補助金の額は、２４年度と比
較して減少しました。

　うち区派遣職員数
契約職員数
非常勤・嘱託等

※

区からの委託料

「外郭団体改善方針」に基づき、平成１７年度から２５年度で、以下の改善を行いま
した。

○当期支出に対する財源内訳

区からの委託料

区からの補助金
団体財源
総計

構成比

16,800,040

構成比
区からの委託料 4,498,975 28.4% 4,394,610 28.9% 4,255,860 29.0%

平成23年度

19.3% 2,754,046

構成比 平成25年度構成比 平成24年度

18.1% 2,497,045 17.0%
団体財源 8,302,112 52.3% 8,059,810 53.0% 7,901,475 53.9%
区からの補助金 3,058,955

100.0% 14,654,380 100.0%総計 15,860,042 100.0% 15,208,466
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（３）外郭団体の統合・再編

（４）団体経営の透明性の向上

（５）障害者雇用に係る取組み

　障害者の雇用の促進等に関する法律や「外郭団体改善方針に基づく取組みの方向性
等について(平成２１年１月)」に基づき各外郭団体では障害者雇用に係る取組みを改
善計画の年次計画として位置付け具体的な取組みを進めていきます。

○障害者雇用実績のある団体　５団体

（財）世田谷区産業振興公社の設立

　平成１７年度からの個人情報保護法施行、区の個人情報保護条例改正施行に合わ
せ、各団体の個人情報保護制度について、区の改正個人情報保護条例と整合を図り、
平成１７年度末までに整備しました。
　また、各団体は団体のホームページを運営し、情報提供を行っており、１１団体が
決算状況等の財務情報及び就業規程等を公表しています。
　今後も、「外郭団体改善方針に基づく取組みの方向性等について(平成２１年１
月)」に基づきホームページを活用した情報提供を進めていきます。

（株）世田谷サービス公社と（株）エフエム世田谷の経営統合
　（株）世田谷サービス公社と（株）エフエム世田谷は、これまで両社が培ってきた
現場対応力・情報発信力・地域貢献ノウハウ等の経営資源を活かし、相乗効果により
新たな区民サービスの展開と既存事業のレベルアップを図るとともに、経営の効率化
により安定的な経営基盤を確立していくため、平成２４年７月１日付で経営統合しま
した。

　「外郭団体改善方針」に基づき、団体の存在意義、設立目的の達成状況や実績を検
証し、平成１８年度当初に以下の２団体の統合再編を実施しました。また、経営の安
定化と事業の発展を図るため、平成２４年７月１日付で株式会社世田谷サービス公社
と株式会社エフエム世田谷の経営統合を行いました。

　（財）世田谷区勤労者サービス公社は、中小企業勤労者及び区民に対し、勤労者福
祉事業を行い、中小企業の振興、地域社会の発展に寄与することを目的に設立されま
した。「外郭団体改善方針」では、勤労者福祉事業の会員数の減少など、経営環境は
厳しく事業の拡大が想定できないことや地域の活性化に向けた、まちのにぎわいづく
りや企業支援など新たなニーズへの対応が区の課題となっていること等が指摘されて
いました。
　そこで、課題を踏まえ、起業・創業支援をはじめ、意欲ある事業者や特色を活かし
た商工業を育成する等、民間の力を積極的に活用し中小企業施策を総合的に進めるた
め、（財）世田谷区勤労者サービス公社を解散し、（財）世田谷区産業振興公社を設
立しました。

（財）世田谷トラストまちづくりの設立
　「外郭団体改善方針」では、（財）世田谷区都市整備公社について、公社としての
事業が市街地再開発や土地区画整理事業からまちづくりセンターによる区民主体のま
ちづくり支援事業やコーディネイト事業等へと転換していること、ＮＰＯ等の中間支
援組織としての役割が重要になっていることが指摘されていました。
　また、同方針では、（財）せたがやトラスト協会について、財政や税体系の制約に
より、緑地管理機構としての機能を十分に生かしきれていないことや、緑の保全・整
備の推進体制強化が課題となる中で、新たな事業展開が進展せず、人材活用の面にお
いて団体規模等による制約もあることが指摘されていました。
　そこで、これらの指摘や課題を踏まえ、まちづくりセンター機能を核に、みどり、
まちづくり、住まいづくりに関する地域活動の支援とコーディネイト機能の強化を図
るため、両財団の成果を継承し、（財）世田谷トラストまちづくりを設立しました。
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３．外郭団体の「改善計画」 
（平成２４年度～２５年度） 

の実施結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

13



  

○外郭団体の「改善計画」の実施結果 
 
１．「改善計画」評価、進行管理について 
 各団体の改善の取組みを着実に推進するために、「改善計画」に基づく取組みの成果・実

績の評価、進行管理については、団体自らが行うことを基本とします。区は、団体の取組

み状況を把握し、評価を行う過程で、あらためて団体への支援や関与のあり方について検

討し、必要な指導・調整を行います。 

 
２．「改善計画」の実施結果について 
 外郭団体が策定した「改善計画」の平成２５年度実績に対する外郭団体及び区所管部の

評価及び今後の進め方を取りまとめました。 

 

３．推進状況等の構成について 
 団体ごとの「改善計画」の実施結果等の基本的な構成は次のとおりです。 

 
（１）事業内容と経営目標 

団体の事業内容と経営目標等を記載しています。なお表中の「区委託」とは、区が

団体へ委託し契約に基づき実施している事業、「指定管理者」とは、区の施設を指定管

理者として管理する事業を表します。 
※指定管理者制度 
地方自治法改正（平成１５年９月施行、平成１８年９月全面施行）により、公の施

設の管理委託先（指定管理者）として民間事業者等による管理の代行が可能となった

制度。 
 

（２）改善計画の推進状況（平成２４年度～２５年度実績） 
団体が実施する事業の目標、財政計画、人員計画、外郭団体改善方針に沿った取組

みの各項目について、平成２４年度～２５年度までの計画と実績を掲載しています。 
※ 原則として表示単位未満を四捨五入しているため、各表の数値の合計と合計欄の

数値が一致しない場合があります。 

   

ア 事業目標 

   団体の事業について、団体の設置目的や経営目標を達成する上での目標を可能な限

り数値目標として設定しています。 
   各団体には、掲げた目標の達成に向けて創意工夫が求められるとともに、その達成

状況を評価し、次の事業執行に生かしていく必要があります。 
①２５年度実績・目標達成に対する評価 

   目標に対する実績の達成状況を踏まえ、目標設定の適正性、実施手法の有効性等の 
観点から、平成２５年度の取組みに対する外郭団体の自己評価を記載しています。 
②２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価 

   各外郭団体が平成２４年度～２５年度の「改善計画」で示した取組み方針について、

自己評価を記載しています。 
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  ③今後の進め方 
   平成２４年度～２５年度の実績に対する評価、目標達成に向けた課題の整理を踏ま

え、今後の取組みの進め方を記載しています。 
  ④外郭団体のコメント 

   主な事業目標、計画の推進状況について、外郭団体の考え方を記載しています。 
  ⑤区所管部のコメント 

  平成２５年度までの外郭団体の計画に対する実績、外郭団体の自己評価等を踏まえ、

外郭団体の取組みに対する所管部としての評価、今後の指導・調整等の考え方を記載

しています。 
   ※以下、イ 財政計画、ウ 人員計画についても同様に、①から⑤について記載し

ています。 

 

イ 財政計画 

   団体の財政状況、団体財源に占める区からの収入割合等、区と団体の財政的な関係

を表す項目を設定しています。 

各団体は自らが経営の効率化や自主財源の確保に努め、経営基盤を確立していくこ

とが必要です。 

   区は、「外郭団体への財政支援基準（世財発第 157 号）」、「外郭団体への財政支援基

準の改正（１8世財第 147 号）」、「外郭団体への財政支援基準（24 年度・25 年度）（23

世財第 261 号）」や外郭団体改善方針に基づき、補助金や委託料等の支出方法を改善し、

区の関与の透明性を向上させるため、指導・調整を行っていきます。 

   ※株式会社については、民間企業として区からの補助金による支援はありません。 
 
ウ 人員計画 

   団体の（監事・監査役を除く）役員、職員数に加え、団体における区からの人的支

援の状況を表す、区からの派遣職員数等を項目として設定しています。 

   各団体は、団体の事業規模に応じた執行体制の構築など、計画的に取組んでいく必

要があります。 

   区は、団体固有職員の育成を支援し、区派遣職員については実績主義と適材適所の

視点から、人材配置ルールを定め、計画的削減を進めていきます。 

※ 役員数のうち「常勤役員」とは、役員として報酬を得て、かつ役員専任で従事し

ているものを指します。 
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（３）外郭団体改善方針に沿った取組み 
①外郭団体の取組み 

   外郭団体改善方針において、「外郭団体の取組みの方向性」として掲げた次の項目に

ついて、年度毎の団体の取組み内容を記載しています。 
項目 視点 
執行体制の簡素 
・効率化 

・ 団体の事業規模や内容に応じた適切な執行体制の構築を進め

る。 
・ 財務規程を整備し規定に基づく適切な財務・経理事務を進める。

人事・給与制度 
・人材育成等 

・ 目標管理手法や定期評定の実施など能力・業績主義の導入や、

独自の昇任制度・給与制度の導入を検討し、団体の事業内容等

に応じた経営改善を進める。 

・ 団体の設立目的の達成に必要な公益的事業が安定的、継続的に

実施できる技術的能力、専門的知識を有する人材の育成に努め

る。 

・ 障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条及び障害者の雇用

の促進等に関する法律施行令第９条の規定に基づき常勤労働者

数５０人以上規模の団体については、法定雇用率 2.0％以上の障

害者の雇用の確保を図ること。また、それ以外の団体において

も、障害者の雇用に努める。 

※平成２２年７月より（法改正）常用雇用労働者の総数や実雇用障害者の計算の際に、短時間労働者

も算定することとなった。 

※平成２５年４月より（法改正）障害者を雇用しなければならない事業主の範囲が、常勤労働者５６

人以上から５０人以上に変更となった。また、法定雇用率が 1.8%から 2.0%に変更となった。 

団体事業の 
見直し 

・団体ごとに事業の目標･指標を設定し、Plan(計画)－Do(実行)－

Check(評価)－Action(継続的改善)のマネジメント・サイクルに

より、評価に重点を置いた改善を進めるための仕組みを構築す

る。 

経営の透明性の

向上 
・ 透明性を高め、事業活動に対する区民への理解を深めるため、

ホームページ等を活用して積極的な情報開示を行う。 
・ 団体職員の給与規程、就業規程を報告する。 
・ 各団体の積立金や基金の運用、活用に係る規程を整備するとと

もに、活用策を明確にする。 
公益法人制度改

革への取組み 
・ 対象団体は、一般財団法人又は公益財団法人の移行認可又は認

定を受け登記を行う。 
 
②区所管部の取組み 

   各団体の改善計画の末尾に、団体が改善計画を進めるにあたって、団体経営等に影

響のある、区からの委託事業等の見直し等について、区所管部の取組み内容と取組み

年度を記載しています。 
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（４）外郭団体における全事業点検（団体自主事業） 

   各団体は、改善方針に基づく取組みとして、「執行体制の簡素・効率化」、「人事・給

与制度・人材育成」、「団体事業の見直し」、「経営の透明性の向上」等について、所管

部と調整を図りながら、この間取り組んできました。 
   併せて、団体に対する補助金や委託料についても、外郭団体への財政支援基準の改

正に基づき、適切な執行に努めるとともに繰越金や積立金の活用など、区の関与の適

正化も図るなどの取組みを進めてきました。 
   今回、平成２２年度に区で実施した政策点検方針に基づく見直しと同様に、各団体

において事業精査や経費節減に向けた取組みの検討を行い、平成２４年度・２５年度

の取組み内容を明らかにしています。 
 

 ＜外郭団体＞ 

各団体において全事業点検の実施、これまでの事業に対する検証等を踏まえ、改善計

画に反映します。 

  ①施策事業の見直し 

○必要性・・施策事業の政策目的を再確認し、社会情勢や区民ニーズに照らし、現

在では施策事業を行う意義（必要性）が薄れていると判断される場合

は、廃止、縮小を含めた見直しを行う。 

○有効性・・施策事業の必要性はあっても、現在の実施手法が政策目的に沿った成

果を達成できなくなっている場合もある。そのような事業は、実施手

法の全面的な見直しや、廃止も視野に入れた検討を行う。 

○優先度・・施策事業の必要性が認められる場合でも、事業間で優先順位をつける

とともに、優先度が低い事業である場合、その開始時期等について再

検討し、事業の先送り等を行う。 

②施策事業の効率化と質の向上 

   事業費の削減や、今までの手法に代わる効率的な方法の検討、重複した施策事業の

整理を行う。 

③適正な利用者負担等の導入 

   サービス提供の財源を確保するため、サービス受給者から適正な利用者負担の導入

の検討や事業の効率化の徹底を図る。 

  

＜区所管部＞ 

外郭団体に対し、経営の効率化や自主財源の活用等の視点から見直しし、改善計画に

反映します。 

見直しにあたっては、「外郭団体と民間事業者との役割分担」、「外郭団体への委託等

の見直し」、「外郭団体の活用の説明責任」、「外郭団体への支援のあり方」、「外郭団体等

の利益の還元等」を見直しの視点とします。 
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（１）事業内容と経営目標
指
定
管
理
者

区
委
託

一
部
○

○

○

○

経
営
目
標

設立 平成１５年４月

事業内容

　区民に質の高い芸術に触れる機会を提供するため、劇場での演劇・ダン
ス等の公演、音楽事業部による音楽公演、美術館及び文学館での企画展覧
会の開催や関連企画等を実施する。

その他区から
受託する事業等

　指定管理者として、美術館、美術館分館、文学館の常設展（収蔵品展）
事業及び美術作品・文学資料等の修復・管理等業務を行う。

３－１

　区民の自主的な文化創造活動のための環境整備と教育普及事業を行う。
・生活工房
　セミナー、ワークショップ事業等の実施
・劇場
　区民団体等によるフリーステージ、演劇・ダンス等のワークショップ、
　学校との共同プログラム事業等の実施
・音楽事業部
　区民が気楽に参加できるせたがやまちかどコンサート、楽器体験ワーク
　ショップ、ジュニアオーケストラによる人材育成事業等の実施
・美術館及び文学館
　講演会やワークショップ、学校・子どもを対象とした教育普及事業等の
　実施

区出資率 100% 区出資額 ８億円

公益財団法人せたがや文化財団

事業名

１　地域文化の振興と心豊かな地域社会の形成に寄与するとともに、教育普及事業等により子ども
　　の創造性を育む。
２　区民の多様な文化ニーズに応え、先進的な企画から親しみやすい企画まで、幅広い文化芸術事
　　業を世田谷から全国、世界へ発信する。
３　区民の主体的な地域文化創造活動・交流活動を支援するとともに、文化芸術活動を通じてまち
　　の活性化を図る。
４　公益財団法人のメリットを活かした自主財源の確保とともに効率的な組織運営に努め、経営基
　　盤の強化を図る。

収益事業
　物品販売及び
　飲食物提供事業

飲食物提供事業として文化生活情報センターの劇場ロビーカフェ及び２
階カフェ、美術館のレストラン及びカフェの運営を行う。物品販売事業と
して文化生活情報センター劇場のＤＶＤ等販売、美術館及び文学館の
ミュージアムショップの運営を行う。

公
益
目
的
事
業

文化芸術振興に
資する展覧会・
公演等の実施

地域文化創造
活動の支援及び
教育普及に関す
る事業

　劇場における小中学生を対象とした「古典芸能体験事業」等の区及び教
育委員会からの受託事業を行う。
　「世田谷区文化・芸術振興計画」及び「第２期調整計画」に基づく区か
らの受託事業及び共催事業を行う。

　市民活動団体との協働事業の実施と団体活動の活性化のための支援を行
う。

　海外の文化芸術の紹介、内外の文化的な交流を図るため、国際共同制作
の舞台公演や海外公演を行う。また、市民レベルの国際交流、異文化理解
などの事業を行う。

常設展示等事業

施設の維持管理
事業

　指定管理者として、文化生活情報センター、美術館（向井潤吉アトリエ
館、清川泰次記念ギャラリー、宮本三郎記念美術館を含む）及び文学館の
施設維持管理業務を行う。

代表者 理事長　永井　多惠子
区担当所管 生活文化部文化・国際課

市民活動の支援
及び振興に関す
る事業

国際的な文化・
市民交流推進に
関する事業

８億円基本金

公益財団法人　せたがや文化財団 18



（２）改善計画の推進状況

ア　事業目標

項目 ２４年度
（計画）

２４年度
（実績）

計画との
差

達成率
２５年度
（計画）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

計画との
差

達成率

施設利用者数 873,000 882,811 9,811 101.1% 878,000 902,025 24,025 102.7%

展覧会・公演・演奏会等入場者
数

433,500 425,037 △ 8,463 98.0% 436,500 423,661 △ 12,839 97.1%

教育普及事業等参加者数 92,500 60,337 △ 32,163 65.2% 94,500 57,639 △ 36,861 61.0%
市民活動支援事業参加者数 116,000 120,614 4,614 104.0% 116,000 111,975 △ 4,025 96.5%
国際交流推進事業参加者数 16,800 13,518 △ 3,282 80.5% 16,800 16,555 △ 245 98.5%
マスコミ掲載件数 1,745 1,750 5 100.3% 1,745 1,255 △ 490 71.9%
せたがやアーツカード登録者数 6,000 6,713 713 111.9% 8,000 8,834 834 110.4%
フェスティバル事業参加者数 174,500 217,712 43,212 124.8% 174,500 106,342 △ 68,158 60.9%

主な事業目標、計画の推進状況について

平成２４～２５年度の取組み方針
○財団の総合力を発揮し、ジャンルを超えた幅広い事業を展開する。
○財団事業の区民への浸透を図り、多様な区民ニーズに対応して事業を展開する。

●各項目の考え方
①施設利用者数
　文化生活情報センター（生活工房、世田谷パブリックシアター、音楽事業部）、世田谷美術館、世田谷文学館の利用者及び事
業参加者数の総合計。
  多くの区民等に、身近な文化施設で、文化・芸術に親しんでいただく取り組みの成果指標とする。
②展覧会・公演・演奏会等入場者数
  各館が実施する文化芸術の振興に資する事業の入場者数の合計。
  世田谷ゆかりの芸術家の企画や公演等の文化芸術の振興に資する取り組みの成果指標とする。
③教育普及事業等参加者数
  各館が実施する文化芸術の啓発・体験・支援、発表の機会の提供等の教育普及事業等の事業参加者数の合計。
  未来を担う子ども達や若い世代等に文化芸術に親しむ環境を提供し、創造性や才能の芽を育む取り組みの成果指標とする。
④市民活動支援事業参加者数
  文化生活情報センター生活工房が実施する市民活動支援事業の参加者数の合計。
  区民団体等による自主的な文化芸術活動の支援として、活動の機会の提供や活動しやすい環境づくり等の取り組みの成果指標
とする。
⑤国際交流推進事業参加者数
  海外招聘及び国際共同制作作品の公演、グローバルな視点での講演会や展覧会等事業の参加者数の合計。
  海外の優れた演劇・舞踏作品の招聘、国際協力や国際貢献に関する講演等を通じて、国際交流や異文化理解の促進を図る取り
組みの成果指標とする。
⑥マスコミ掲載件数
  新聞、雑誌等に記事が掲載された件数の合計。
  影響力の大きい新聞、雑誌、テレビ番組等のメディアへの積極的な広報活動を通じ評価を獲得し、「せたがや」のブランド
アップの取り組みの成果指標とする。
⑦せたがやアーツカード登録者数
  世田谷区在住者を対象とし、メールマガジンの配信による情報提供、観覧料やチケットの割引等を特典とする会員制度の登録
者数。
  多くの区民が、文化芸術活動に参加し易い環境を整備し、世田谷の文化環境の豊かさを実感していただくとともに、リピー
ターを増やす取り組みの成果指標とする。
⑧フェスティバル事業参加者数
  各館が地域の団体等と協力、連携して行うイベント等の参加者人数の合計。
  地域に根ざした文化施設として、商店街、町会、地域団体等との協力、連携を深め、文化・芸術の力でまちを活性化する取り
組みの成果指標とする。

施設利用者数（人）

882,811 902,025

878,000873,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

24年度 25年度実績 計画

教育普及事業等参加者数（人）

60,337 57,639

94,50092,500

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

24年度 25年度実績 計画
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●２５年度実績・目標達成に対する評価
　厳しい社会状況の中、質の高い文化・芸術事業の実
施に力を尽くし、全体では目標を上回る集客数、評価
の高い事業実績をあげることができた。特に生活工
房、世田谷文学館での秋篠宮妃のお成り、美術館で
の、展覧会の奨励賞や優秀カタログ大賞、世田谷文学
館での地域創造大賞の受賞など、外部からの評価の高
い事業を行うことができた。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　２４～２６年度においても、全体では計画を上回る実
績をあげることができた。パブリックシアターでは戯
曲賞を、美術館においては、2年連続で展覧会・カタロ
グ賞を、文学館では地域創造大賞を受賞し、外部から
の評価の高い事業にも実績を上げた。各館ともに教育
普及事業にも積極的に取り組み、数値目標には達しな
かったが、成果としては順調なものがあった。
　アーツカードも２５年度は目標を上回る登録数とな
り、順調に登録者数を増やしている。

●今後の進め方
　平成２６年３月に策定された「世田谷区の第2期文
化・芸術振興計画」に基き、引き続き質の高い文化・
芸術事業を実施していく。

●外郭団体のコメント
＜主な事業目標、計画の推進状況について＞
　施設利用者数は前年度を上回った。これは、
多くの区民等にとって文化・芸術に親しんで
いただくことができる、身近な文化施設であ
ることを表しているといえる。
　その一方で、教育普及事業等参加者数は前
年度を下回った。事業の精査、広報の強化等
とともに、適正な目標値を検討する必要があ
るといえる。

●区所管部のコメント
　計画に対して９０％～１００％を超える数値
目標を達成している成果は評価できる。
　一方で、特に教育普及事業が、２４～２５
年度とも目標数値を下回っている状況につい
ては、小・中・高校との連携強化、募集数の
増加を目途に一般区民へのＰＲ強化、目標設
定を含めた見直しが必要である。
　区民の代表である区議会の動向を踏まえた
計画性のある事業計画を念頭に、予定してい
る事業の確実な実施を行い、今後も、世田谷
区の文化・芸術施策の牽引役としての役割を
果たすよう、質の高い事業展開の支援を行
う。
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イ　財政計画　 （単位：百万円）

２４年度
（当初予算額）

２４年度
（決算額）

２５年度
（当初予算額）

２５年度
（決算額）

2,315 2,095 2,285 2,188

団体財源(Ｂ) 768 597 826 734

区からの収入額(Ｃ+Ｄ) 1,547 1,498 1,459 1,454

　　区補助金収入(Ｃ） 1,099 1,055 1,014 1,009

　　区からの委託料収入(Ｄ） 448 443 445 445

区からの収入比率（（Ｃ+Ｄ）/Ａ） 66.8% 71.5% 63.9% 66.5%

8 5 6 6

3 2 0 0

37.5% 40.0% 0.0% 0.0%

28.9% 29.4% 25.2% 25.6%

管理費における区補助金比率（F/E）

人件費比率

管理費に対する区補助金額（Ｆ）

備考

※「２５年度（当初予算額）」
からは、財団法人等に派遣
する職員の給与支給方法
を、区からの直接支給に変
更した。

平成２４～２５年度の取組み方針

○経費縮減及び事業収入の確保により、収支のバランスを図る。
○社会経済状況の変化を見据えつつ助成金、協賛金、寄付金等の獲得に努めるとともに、収
益事業における収益性の向上に努め、自主財源の強化を図る。

項目

団体総収入額(A）

管理費(Ｅ）

区からの収入比率

71.5%
66.5%

66.8% 63.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

24年度 25年度
決算額（％） 当初予算額（％）

●２５年度決算、目標達成に対する評価
　２５年度は予定していた支出超過を大幅に縮小することができた。
　主な要因として、収入面では、美術館や文学館で計画を上回る収入を
獲得することができたためである。
  一方、計画を大幅に下回る事業もあったが、このような場合でも観客
動員の動向を注視し制作過程で予算規模を縮小したり、公演回数を削減
する措置をとるなどの収支のコントロールに努めた結果、支出超過を抑
えることができた。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　過去の大幅な補助金削減により、当財団はここ数年赤字予算の編成を
余儀なくされている。 前年度から赤字決算であるが、その赤字額は対
前年度比でも、対予算比でも大幅に縮減できている。
  収支のコントロールのほか、新規の助成金獲得など外部資金の獲得に
も尽力した結果である。

●今後の進め方
　増税などで支出は増える一方、収入の大幅な増加は見込みにくい。
  引き続き支出削減や収入獲得に努め、安定的な財団運営を図る。
  収支構造を見直すなど、計画的に資金を使えるよう改善を図る。

●外郭団体のコメント
  予定していた支出超過の大幅な縮小、赤字
額の大幅な縮減を図った。
　今後も引き続き、収支構造の見直し等によ
り、計画的な執行に向けてさらなる改善を図
る。

●区所管部のコメント
　赤字額の縮減に努めているところではある
が、引き続き、職員の共通認識のもと、収入
が確保できる自主事業、助成金の獲得等によ
り、安定的な経営維持に努めるとともに、予
算規模を見据えた適正な事業計画と事業実施
に努めるよう、指導を行っていく。
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ウ　人員計画　 （単位：人）

監事を除く

派遣再任用を含む

0

55

0

50非常勤・嘱託等

　常勤役員数

常勤職員数(役員除く)

　うち派遣職員数

契約職員等

平成２４～２５年度の取組み方針

○固有職員の人材育成を強化する。
○効率的、効果的な人材登用を行う。

項目

役員数

２４年度

11

11

0

備考

53

14

２５年度

11

0

53

常勤職員数（人）

53 53

0

10

20

30

40

50

60

70

24年度 25年度

●２５年度組織・人員数・目標達成に対する評価
　　24年度に引き続き、管理職研修を中心に人材育成に取り組み、事業
の見直しを図るとともに、人員計画を検討した。

●外郭団体のコメント
　昇任時研修や研修計画に基づく研修、ＯＪ
Ｔ、またアウトソーシングや民間派遣の有効
活用により効率的な運営を図った。
　今後も定年後の継続雇用、外部の研修、専
門職の契約職員採用等により、固有職員の強
化を図る。

●区所管部のコメント
　組織人員体制を検証し、適正な人員配置や
専門性を有する職員育成等、課題解決に向
け、計画的に取組みを進め、区の財政状況や
外郭団体に求められる役割等、厳しい状況を
把握し、経営能力を持つ固有職員の育成に力
を注いでいくよう指導・監督を行っていく。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　昇任時研修や、実務研修などの研修計画に基づく研修や、職場でのＯ
ＪＴにより、人材育成の強化を図っており、着実に進歩している。
　また、アウトソーシングや民間派遣による専門的な知識及びスキル
の有効活用により、効果的な運営が行えた。

●今後の進め方
　定年後の継続雇用などにより、退職者の専門スキルを後任に生かす
工夫をし、また外部の研修、専門職の契約職員採用などにより、派遣
職員の削減による弱体化を防ぐべく、固有職員の強化を図っていく。
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（
３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
執
行
体
制
の
充
実

２
３
年
度

実
施

継
続

継
続

継
続

新
理
事
長
の
就
任
、
幹
部
職
員
の
人
事
異
動
に
伴
う
新
た
な

体
制
を
整
え
た
。

幹
部
の
変
更
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
円
滑
な
財
団
運
営
を
続
け

る
こ
と
が
で
き
た
。

②
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
活
用

１
７
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

給
与
・
社
会
保
険
事
務
の
一
部
を
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
し

た
。
ま
た
民
間
の
人
材
活
用
を
行
っ
た
。

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
行
う
こ
と
で
、
事
務
の
効
率
化
が
図

れ
た
。
ま
た
民
間
の
人
材
を
活
用
す
る
こ
と
で
、
業
務
の
専

門
的
な
掘
り
下
げ
が
行
え
た
。

③
諸
規
程
等
の
整
備

２
３
年
度

実
施

継
続

継
続

継
続

職
員
就
業
規
程
の
改
正
、
非
常
勤
職
員
規
則
、
臨
時
職
員
規
則
、
契

約
職
員
規
則
、
職
員
の
再
雇
用
に
関
す
る
規
則
等
の
改
正
、
制
定
を

行
っ
た
。
ま
た
、
区
の
給
与
改
正
に
伴
い
、
職
員
給
与
規
程
、
退
職

手
当
支
給
規
程
の
改
正
を
行
っ
た
。

法
改
正
に
伴
う
雇
用
関
係
規
程
の
整
備
を
実
現
し
た
。

①
人
事
考
課
制
度
の
充
実

１
９
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

管
理
職
を
含
む
財
団
職
員
の
人
事
考
課
制
度
を
実
施
し
、
勤
務
評
定

を
昇
給
へ
反
映
す
る
な
ど
し
た
。
ま
た
、
非
常
勤
職
員
の
ヒ
ア
リ
ン

グ
シ
ー
ト
に
基
づ
く
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
っ
た
。

人
事
考
課
制
度
の
実
施
に
よ
り
、
職
員
の
努
力
や
成
果
を
評

価
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
ま
た
、
勤
務
評
価
に
よ
る
昇
給
等

で
職
務
に
お
け
る
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高
め
る
こ
と
が
で
き

た
。

②
固
有
職
員
の
研
修

２
３
年
度

実
施

継
続

継
続

継
続

新
規
採
用
者
研
修
に
て
、
オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
、
文
書
・
経
理
事

務
、
接
遇
研
修
を
等
行
っ
た
。
ま
た
、
区
の
研
修
所
及
び
外
部
の
教

育
機
関
に
よ
る
昇
任
時
研
修
や
、
社
会
保
険
等
の
実
務
研
修
を
受
講

さ
せ
た
。

新
規
採
用
職
員
へ
の
研
修
、
昇
任
時
研
修
に
よ
り
、
財
団
職
員
と
し

て
、
自
身
の
立
場
の
自
覚
を
促
す
こ
と
が
で
き
た
。
ま
た
、
実
務
研

修
に
お
い
て
職
員
の
専
門
性
を
高
め
る
こ
と
が
で
き
た
。

③
効
果
的
な
人
材
の
登
用

２
０
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

新
た
に
障
害
者
雇
用
を
行
っ
た
。

法
定
の
障
害
者
雇
用
率
の
達
成
が
で
き
た
。
ま
た
こ
の
こ
と

に
よ
り
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
障
害
者
雇
用
の
助
成
金
を
得
る

こ
と
が
で
き
た
。

④
人
員
計
画
の
検
討

２
３
年
度

検
討

検
討

実
施

継
続

定
年
退
職
後
の
継
続
雇
用
、
障
害
者
雇
用
を
含
む
中
長
期
的

な
人
員
計
画
の
検
討
、
準
備
を
行
っ
た
。

継
続
雇
用
の
検
討
・
準
備
に
よ
り
、
平
成
2
5
年
度
退
職
者
を

2
6
年
度
で
継
続
雇
用
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。

―
執
行
体
制
の
簡
素
･効
率
化
―

―
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
―

平
成
２
４
～
２
５
年
度
の
取
組
み
方
針

○
公
益
財
団
法
人
と
し
て
の
経
営
基
盤
を
確
立
す
る
。

○
執
行
体
制
の
充
実
を
図
る
。

項
目

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
実
績
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
５
年
度

（
計
画
）
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①
事
業
評
価
制
度
の
充
実

１
９
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

各
館
に
お
け
る
事
業
評
価
を
定
着
さ
せ
、
引
き
続
き
事
業
評

価
を
決
算
時
の
事
業
報
告
に
反
映
さ
せ
た
。

事
業
評
価
を
定
着
さ
せ
た
こ
と
に
よ
り
、
重
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べ
き
事
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ら
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、
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の
事
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予
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編
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に
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る
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と
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。

②
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業
の
見
直
し

２
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度
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継
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事
業
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。

③
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の
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実

２
３
年
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施
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続

継
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飲
食
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の
委
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。
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。

①
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ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
の
充
実

２
３
年
度

実
施

継
続

継
続

継
続

規
程
の
整
備
、
職
員
研
修
の
充
実
な
ど
を
行
っ
た
。

規
程
類
の
整
備
、
職
員
研
修
等
を
通
じ
て
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
の
重
要
性
が
職
員
に
広
く
浸
透
さ
れ
た
。

②
情
報
開
示
の
充
実

１
５
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

決
算
状
況
等
の
財
務
情
報
、
就
業
規
程
に
加
え
、
他
の
規
程

類
も
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
公
表
を
進
め
た
。

財
団
運
営
の
一
層
の
透
明
化
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

③
積
立
金
や
基
金
等
の
運
用
及
び
活
用

２
３
年
度

実
施

継
続

継
続

継
続

国
債
ま
た
は
地
方
債
の
購
入
に
よ
り
、
資
産
の
安
全
か
つ
効

率
的
な
運
用
と
効
果
的
な
活
用
を
図
っ
た
。

資
産
の
有
効
活
用
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

※
区
所
管
部
の
取
組
み

２
４
年
度

実
施

実
施

実
施

実
施

各
項
目
に
つ
い
て
、
財
団
が
改
善
に
向
け
た
検
討
・
取
り
組

み
に
対
し
、
助
言
等
の
支
援
を
行
っ
た

文
化
・
芸
術
施
策
の
推
進
を
担
う
財
団
が
、
円
滑
に
事
業
運

営
を
行
え
る
よ
う
に
、
執
行
体
制
の
充
実
と
安
定
し
た
経
営

基
盤
の
確
立
に
向
け
、
助
言
等
の
支
援
を
行
い
連
携
し
て
取

り
組
ん
だ
が
、
よ
り
一
層
、
厳
し
い
財
政
状
況
に
対
応
す
る

必
要
を
痛
感
し
て
い
る
。

項
目

２
５
年
度

（
計
画
）

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）

項
目

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

区
と
財
団
の
連
携
を
よ
り
強
化
す
る

２
５
年
度

（
実
績
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

―
経
営
の
透
明
性
の
向
上
―

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
５
年
度

（
実
績
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

●
２
５
年
度
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

　
前
年
度
か
ら
の
継
続
と
し
つ
つ
、
各
項
目
に
お
い
て
取
組

み
内
容
の
充
実
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

●
２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

　
項
目
と
し
て
は
多
岐
に
わ
た
っ
て
い
た
が
、
「
公
益
財

団
法
人
と
し
て
の
経
営
基
盤
を
確
立
す
る
」
、
「
執
行
体

制
の
充
実
を
図
る
」
と
い
う
方
針
の
も
と
、
各
項
目
を
着

実
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
た
。

●
今
後
の
進
め
方

　
　
取
組
み
方
針
を
基
に
、
経
営
基
盤
を
更
に
強
固
な
も
の
に

し
、
ま
た
、
執
行
体
制
の
更
な
る
充
実
を
図
り
、
財
団
運
営

に
取
り
組
む
。
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（
４
）
外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）
〔
生
活
工
房
〕

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

地
域
文
化
創
造

活
動
の
支
援
、

教
育
普
及
事
業

暮
ら
し
に
密
着
し
た
質
の

高
い
事
業
を
展
開
し
て
い

る
が
、
経
費
の
削
減
に
伴

い
、
賑
わ
い
を
創
出
す
る

た
め
の
よ
り
一
層
の
効
率

的
運
営
が
課
題
と
な
る
。

従
来
か
ら
、
企
業
、
専
門

家
、
大
学
な
ど
と
の
連
携

に
よ
り
独
創
的
な
事
業
を

展
開
す
る
こ
と
で
、
効
率

的
で
事
業
経
費
を
抑
え

た
事
業
構
築
を
し
て
い

る
。
今
後
、
よ
り
一
層
の

努
力
に
よ
り
区
内
外
の
文

化
施
設
な
ど
の
「
文
化
資

源
」
と
の
連
携
に
よ
り
事

業
の
重
点
化
、
効
率
的

運
営
を
目
指
す
。

引
き
続
き
、
重
点
化
を
心

が
け
効
率
的
な
事
業
展

開
を
目
指
す
。

4
5
,3
8
6

3
8
,6
2
1

4
1
,4
0
9

4
0
,4
2
9

4
7
,6
7
8

4
5
,0
0
8

3
8
,6
2
7

3
8
,6
2
7

市
民
活
動
支
援

事
業

活
動
団
体
が
活
性
化
し
よ

り
発
展
的
な
社
会
的
活
動

が
で
き
る
こ
と
を
支
援
し
て

い
る
が
、
課
題
解
決
型
の

テ
ー
マ
の
設
定
な
ど
、
整

理
す
る
必
要
が
あ
る
。

N
P
O
法
人
協
議
会
等
中

間
支
援
団
体
８
組
織
・
団

体
と
の
連
絡
会
議
「
ネ
ッ

テ
ィ
会
議
」
の
場
を
十
分

に
生
か
し
、
団
体
間
の
連

携
を
さ
ら
に
強
化
す
る
中

で
、
市
民
活
動
の
活
性

化
を
促
し
支
援
事
業
の

効
果
的
・
効
率
的
な
事

業
運
営
を
目
指
す
。

G
en
ki
ネ
ッ
ト
に
つ
い
て

は
問
題
点
を
整
理
し
再

整
備
を
図
る
。

引
き
続
き
、
中
間
支
援
団

体
と
連
携
し
て
効
率
的

な
事
業
展
開
を
目
指

す
。

1
5
,7
4
2

1
5
,3
9
7

1
2
,7
7
9

1
5
,9
8
1

1
3
,9
0
9

1
3
,6
3
9

1
2
,2
8
4

1
2
,2
8
4

国
際
的
な
文

化
・
市
民
交
流

推
進
事
業

異
文
化
理
解
の
窓
口
と
し

て
質
の
高
い
事
業
を
展
開

し
て
い
る
が
、
よ
り
活
発
な

交
流
へ
の
発
展
を
考
慮
し

た
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
提
案
す
る

必
要
が
あ
る
。

事
業
評
価
に
基
づ
き
、

国
際
社
会
に
学
ぶ
海
外

訪
問
研
修
事
業
を
廃
止

す
る
と
と
も
に
、
区
内
大

学
な
ど
と
も
連
携
し
、
区

民
が
国
際
交
流
を
行
え

る
機
会
を
増
や
す
な
ど
、

効
果
的
・
効
率
的
な
国

際
交
流
事
業
を
構
築
す

る
。

引
き
続
き
、
効
率
的
な
事

業
展
開
を
目
指
す
。

5
,1
2
9

4
,6
2
9

1
,8
6
2

2
,2
3
7

8
5
3

8
5
3

6
9
5

6
9
5

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

２
５
年
度

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題
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外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）
〔
劇
場
部
〕

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

舞
台
公
演
・
展

覧
会
・
演
奏
会

事
業

区
民
に
質
の
高
い
芸
術
に
触
れ

る
機
会
を
提
供
す
る
。
そ
の
成
果

を
通
し
て
国
内
外
か
ら
『
舞
台
芸

術
の
世
田
谷
』
と
し
て
注
目
を
集

め
、
世
田
谷
の
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ

に
貢
献
し
て
い
る
。
ま
た
、
劇
場

周
辺
地
域
で
の
経
済
波
及
効
果

も
多
大
で
あ
る
。
首
都
圏
の
劇
場

の
中
で
、
独
自
の
観
点
に
よ
る
運

営
を
展
開
し
、
さ
ら
に
舞
台
芸
術

を
リ
ー
ド
し
て
い
く
に
は
、
劇
場
の

ポ
リ
シ
ー
と
方
向
性
を
明
確
に

し
、
先
駆
的
な
作
品
創
造
と
人
材

発
掘
・
育
成
を
目
的
と
し
た
活
動

を
効
果
的
に
行
っ
て
い
く
こ
と
が

課
題
と
な
る
。

事
業
の
規
模
・
内
容
・
目

的
に
応
じ
て
積
極
的
・
先

行
投
資
的
に
展
開
す
る

事
業
と
、
他
の
事
業
を
支

え
る
収
支
構
造
を
持
つ

事
業
を
明
確
に
す
る
。
ま

た
、
地
方
公
演
な
ど
を
積

極
的
に
行
う
こ
と
で
、
コ
ス

ト
の
削
減
と
収
入
の
増
を

図
る
。

事
業
の
規
模
・
内
容
・
目

的
に
応
じ
て
積
極
的
・
投

資
的
に
展
開
す
る
事
業

と
、
他
の
事
業
を
支
え
る

収
支
構
造
を
持
つ
事
業

を
明
確
に
し
、
ト
ー
タ
ル

の
事
業
数
を
制
御
す
る
。

ま
た
、
こ
れ
ま
で
創
作
し

た
優
れ
た
作
品
の
再
演

や
地
方
公
演
な
ど
を
積

極
的
に
行
う
こ
と
で
、
コ
ス

ト
の
削
減
と
収
入
の
増
を

図
る
。

6
0
5
,7
6
8

7
1
,0
5
2
5
2
1
,0
0
6

7
0
,4
6
3
5
4
5
,5
5
4

4
2
,1
0
2
4
9
1
,8
3
9

6
7
,0
2
6

地
域
文
化
創
造

活
動
の
支
援
、

教
育
普
及
事
業

劇
場
事
業
を
多
様
な
形
で
地
域

に
還
元
す
る
、
参
加
型
事
業
と
教

育
普
及
型
事
業
が
あ
る
。
学
校
と

連
携
し
て
行
う
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
事

業
は
、
内
容
の
質
・
量
と
も
に
日

本
を
代
表
す
る
規
模
の
も
の
で
あ

り
、
全
国
か
ら
注
目
さ
れ
て
い
る
。

開
館
以
来
の
こ
れ
ら
の
事
業
は
、

子
ど
も
た
ち
の
思
考
や
活
動
の

方
向
性
、
可
能
性
な
ど
に
的
確

な
成
果
を
与
え
、
経
済
効
率
を

越
え
、
未
来
の
世
田
谷
を
支
え
る

人
材
を
育
て
る
た
め
の
事
業
と
し

て
、
そ
の
意
義
を
広
く
伝
え
認
知

を
高
め
る
こ
と
が
課
題
で
あ
る
。

学
校
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
方
針
が

変
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、
学
校
へ

出
向
い
て
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

等
の
数
は
微
減
傾
向
に
あ
る
。

し
か
し
、
そ
の
効
果
を
認
識
し

た
先
生
・
学
校
か
ら
は
長
期
・

継
続
的
な
依
頼
を
受
け
る
こ
と

も
増
え
て
お
り
、
そ
の
効
果
は

一
定
の
評
価
を
得
て
い
る
と
考

え
ら
れ
、
効
率
的
な
事
業
運
営

と
と
も
に
、
対
外
的
に
実
施
結

果
が
見
え
る
よ
う
な
枠
組
み
を

整
備
す
る
。

前
年
度
に
引
き
続
き
、
地

域
住
民
参
加
型
事
業
と

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
・
レ
ク

チ
ャ
ー
な
ど
広
義
の
人

材
育
成
の
た
め
の
事
業

を
実
施
す
る
。
そ
の
中
で

対
象
と
目
的
、
そ
し
て
そ

の
効
果
を
明
確
に
し
、
行

う
べ
き
事
業
を
精
査
す

る
。

5
1
,3
8
6

3
7
,0
6
1

3
7
,2
9
5

3
7
,6
5
0

4
9
,3
4
0

3
5
,2
4
7

3
6
,9
3
3

3
2
,1
3
1

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

２
５
年
度
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

国
際
的
な
文

化
・
市
民
交
流

推
進
事
業

海
外
の
優
れ
た
演
劇
・
舞

踊
作
品
の
招
聘
、
ア
ジ
ア
・

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
な
ど
の
劇
場
・

フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
な
ど
と
国

際
共
同
制
作
を
積
極
的
に

推
進
し
て
き
た
。
海
外
の
舞

台
関
係
者
か
ら
は
「
Ｓ
Ｅ
Ｔ

Ａ
Ｇ
Ａ
Ｙ
Ａ
（
世
田
谷
）
」
が

日
本
を
代
表
す
る
劇
場
で

あ
る
と
認
識
さ
れ
、
「
世
田

谷
ブ
ラ
ン
ド
」
の
認
知
度
は

高
い
。
今
後
も
他
劇
場
と

連
携
し
て
海
外
招
聘
を
行

い
、
ま
た
『
春
琴
』
の
よ
う
に

日
本
で
制
作
し
た
コ
ン
テ

ン
ツ
を
海
外
へ
持
っ
て
行

く
、
い
わ
ゆ
る
輸
出
型
の
ビ

ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
確
立
す

る
こ
と
も
必
要
と
い
え
る
。

海
外
招
聘
の
演
劇
と
舞

踊
公
演
を
予
定
し
て
い
る

の
で
、
他
の
公
共
劇
場

な
ど
と
の
連
携
や
国
際
交

流
基
金
の
活
用
、
招
聘

国
の
文
化
セ
ク
シ
ョ
ン
か

ら
の
協
力
を
得
て
招
聘

す
る
こ
と
で
、
経
費
の
削

減
に
努
め
る
。

ま
た
、
次
年
度
以
降
の
国

際
共
同
制
作
の
た
め
の

準
備
を
行
う
。

国
内
の
他
の
公
共
劇
場

と
の
連
携
を
強
め
て
招

聘
公
演
に
つ
い
て
は
経

費
の
削
減
に
努
め
る
。

国
際
共
同
制
作
公
演
に

つ
い
て
は
、
そ
の
年
の

国
際
交
流
の
状
況
な
ど

や
、
相
手
方
と
の
交
渉
を

す
す
め
、
経
費
削
減
に

努
め
る
。

3
1
,3
7
8

7
,3
9
3

2
9
,3
5
6

7
,3
9
3
1
2
9
,4
4
6

1
3
,8
7
3
1
3
0
,9
3
3

1
0
,5
4
4

外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）
〔
技
術
部
〕

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

地
域
文
化
創
造

活
動
の
支
援
、

教
育
普
及
事
業

開
場
当
初
よ
り
、
次
世
代
を

担
う
舞
台
技
術
者
の
人
材

育
成
を
目
的
に
研
修
プ
ロ

グ
ラ
ム
を
開
催
し
て
き
た
。

平
成
２
１
年
か
ら
、
舞
台
で

働
く
す
べ
て
の
ス
タ
ッ
フ
向

け
に
、
舞
台
安
全
技
術
講

座
を
始
め
た
。
毎
年
、
回
を

重
ね
１
５
年
、
延
べ
3
0
0
0
人

を
超
す
受
講
者
を
迎
え
入

れ
た
。
今
後
も
人
材
育
成

を
続
け
て
い
く
た
め
に
は

予
算
確
保
と
指
導
者
育
成

が
必
須
で
あ
る
。

文
化
庁
や
専
門
業
界
団

体
と
の
連
携
協
力
を
深

め
、
次
世
代
を
担
う
舞
台

技
術
者
や
プ
ラ
ン
ナ
ー
、

デ
ザ
イ
ナ
ー
の
人
材
育

成
を
継
続
し
て
行
う
と
と
も

に
、
3
.1
1
東
日
本
大
震

災
を
教
訓
に
多
く
の
観
客

を
迎
え
る
文
化
施
設
の

震
災
等
へ
の
対
応
や
被

害
防
止
策
の
充
実
に
努

め
る
。

同
左

3
4
,5
7
2

2
8
,3
0
4

3
2
,2
7
7

2
6
,8
1
6

3
9
,1
5
1

2
8
,5
0
3

3
2
,3
3
9

2
8
,5
0
3

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

２
５
年
度

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

２
５
年
度

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題
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外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）
〔
音
楽
事
業
部
〕

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

舞
台
公
演
・
展

覧
会
・
演
奏
会

事
業

生
活
の
様
々
な
場
面
で
質

の
高
い
音
楽
を
楽
し
む
機

会
創
出
の
た
め
、
世
田
谷

区
内
全
域
で
大
小
さ
ま
ざ

ま
な
企
画
を
実
施
し
て
音

楽
文
化
の
振
興
の
た
め
の

基
盤
づ
く
り
を
行
っ
た
。
し

か
し
拠
点
と
な
る
音
楽
ホ
ー

ル
が
な
い
た
め
、
会
場
確

保
に
苦
慮
し
て
い
る
。
ま
た

「
拠
点
か
ら
の
発
信
」
が
不

可
能
な
た
め
効
果
的
な
広

報
戦
略
が
取
り
に
く
い
。

“
生
活
の
と
な
り
に
良
質

の
音
楽
を
”
を
コ
ン
セ
プ
ト

と
し
、
事
業
の
見
直
し
を

図
り
、
劇
場
と
の
連
携
事

業
や
区
内
に
あ
る
音
楽

施
設
や
世
田
谷
縁
の
演

奏
家
と
地
域
の
人
々
と
の

有
機
的
な
出
会
い
の
場

を
創
出
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
活
力
あ
る
地
域
づ
く

り
に
貢
献
す
る
た
め
、
さ

ら
に
幅
広
く
充
実
し
た
事

業
を
展
開
す
る
。
ま
た
、

文
化
芸
術
事
業
の
一
翼

を
担
う
公
的
機
関
と
し
て

の
社
会
的
役
割
を
果
た

す
べ
く
、
事
業
評
価
を
も

と
に
効
率
的
安
定
的
な

運
営
を
目
指
す
と
と
も
に

長
期
的
で
計
画
的
な
視

野
に
立
っ
た
専
門
家
集

団
な
ら
で
は
の
事
業
運

営
を
行
う
。

２
５
年
度
以
降
も
事
業
評

価
を
も
と
に
効
率
的
安
定

的
な
運
営
を
目
指
す
と
と

も
に
、
長
期
的
で
計
画

的
な
視
野
に
立
っ
た
効

果
的
な
事
業
運
営
に
取

り
組
ん
で
い
く
。

3
5
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3
7

2
2
,0
7
9

3
2
,1
1
8

2
3
,2
8
2

2
9
,3
4
4

2
3
,4
2
9

2
9
,3
2
2

2
3
,4
2
9

地
域
文
化
創
造

活
動
の
支
援
、

教
育
普
及
事
業

「
せ
た
が
や
ジ
ュ
ニ
ア
オ
ー

ケ
ス
ト
ラ
」
の
発
足
を
機
に
、

多
種
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
拡

充
な
ど
音
楽
を
と
お
し
た
教

育
普
及
事
業
の
充
実
を

図
っ
た
。
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

関
係
は
対
象
や
内
容
を
精

査
し
つ
つ
充
実
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。

「
せ
た
が
や
ジ
ュ
ニ
ア

オ
ー
ケ
ス
ト
ラ
」
の
継
続

的
な
活
動
を
推
進
す
る
。

さ
ら
に
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
等
の

教
育
普
及
事
業
を
公
演

と
併
せ
た
主
要
な
柱
と
し

て
強
化
し
、
音
楽
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
等
区
民
が
参
加

で
き
る
機
会
を
拡
充
す

る
。
運
営
に
当
た
っ
て

は
、
事
業
評
価
に
基
づ

い
た
効
率
的
な
運
営
を

行
う
と
と
も
に
積
極
的
に

民
間
助
成
金
の
獲
得
を

目
指
す
。

「
せ
た
が
や
ジ
ュ
ニ
ア

オ
ー
ケ
ス
ト
ラ
」
の
活
動

を
、
音
楽
教
育
や
音
楽

芸
術
の
普
及
に
留
ま
ら

ず
、
教
育
や
福
祉
な
ど
、

文
化
芸
術
が
力
を
発
揮

す
る
場
に
お
い
て
貢
献

で
き
る
人
材
の
育
成
、
さ

ら
に
“
せ
た
が
や
の
音
楽

大
使
”
と
し
て
の
役
割
を

担
え
る
べ
く
発
展
を
目
指

す
。
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0
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3
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0

2
0
,1
9
4

2
0
,9
2
9

2
0
,1
9
4

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
５
年
度

２
５
年
度

２
４
年
度
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外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）
〔
文
生
共
通
〕

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

物
品
販
売
飲
食

提
供
事
業

映
像
資
料
や
展
示
販
売
、

自
動
販
売
機
、
ロ
ビ
ー
カ

フ
ェ
や
ギ
ャ
ラ
リ
ー
カ
フ
ェ

等
に
よ
り
劇
場
等
の
施
設

利
用
者
の
サ
ー
ビ
ス
を

行
っ
て
い
る
が
、
採
算
性
を

考
慮
し
た
サ
ー
ビ
ス
向
上

が
課
題
で
あ
る
。

販
売
方
法
や
ギ
ャ
ラ
リ
ー

展
示
方
法
等
を
改
良
し
、

利
用
者
に
喜
ん
で
も
ら
え

る
よ
う
サ
ー
ビ
ス
向
上
に

向
け
た
事
業
展
開
を
行

う
。

様
々
な
工
夫
を
す
る
こ
と

で
、
採
算
性
と
サ
ー
ビ
ス

の
質
の
確
保
に
努
力
す

る
。

4
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3
,4
3
4

0
5
,1
5
0

0
3
,2
6
9

0

外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）
〔
世
田
谷
美
術
館
〕

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

舞
台
公
演
・
展

覧
会
・
演
奏
会

事
業

区
民
に
質
の
高
い
芸
術
に

触
れ
る
機
会
を
提
供
す

る
。
今
後
、
経
費
の
精
査
、

事
業
の
手
法
の
見
直
し
等

を
行
い
、
質
の
高
さ
を
維

持
し
な
が
ら
効
率
的
か
つ

効
果
的
な
事
業
へ
と
改
善

を
図
る
必
要
が
あ
る
。

事
業
の
質
は
維
持
し
つ

つ
、
（
他
の
美
術
館
と
巡

回
を
組
む
な
ど
）
事
業
の

手
法
の
見
直
し
や
（
助
成

金
の
獲
得
に
努
め
る
な

ど
）
経
費
の
削
減
を
図

る
。
財
団
内
で
の
協
力
や

連
携
を
よ
り
強
め
て
、
効

率
的
、
効
果
的
な
事
業

展
開
を
図
る
。

引
き
続
き
、
効
率
・
効
果

的
な
事
業
運
営
に
努
め

る
。
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4
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1
3
1
,3
8
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5
9
,8
4
4
1
2
6
,6
9
8

6
4
,3
7
0

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

２
５
年
度

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
５
年
度

２
５
年
度

２
４
年
度
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

地
域
文
化
創
造

活
動
の
支
援
、

教
育
普
及
事
業

区
民
、
と
り
わ
け
子
供
や
青

少
年
が
文
化
・
芸
術
を
体

験
し
、
学
ぶ
機
会
を
提
供

す
る
。
今
後
、
事
業
内
容

や
手
法
の
見
直
し
、
経
費

の
精
査
等
を
行
い
、
効
率

的
か
つ
効
果
的
な
事
業
へ

と
改
善
を
図
る
必
要
が
あ

る
。
総
合
的
な
年
間
講
座
を
開

催
す
る
と
共
に
、
作
品
発

表
の
場
を
設
け
て
い
る
。

今
後
、
事
業
の
手
法
の
見

直
し
、
経
費
の
精
査
等
を

行
い
、
効
率
的
か
つ
効
果

的
な
事
業
へ
と
改
善
を
図

る
必
要
が
あ
る
。

よ
り
広
く
区
民
が
文
化
・

芸
術
を
体
験
で
き
る
機
会

を
提
供
す
る
と
共
に
、
特

に
子
供
や
青
少
年
に
そ

の
機
会
を
提
供
す
る
こ
と

に
力
を
注
ぐ
。
新
規
事
業

は
行
わ
ず
、
既
存
事
業

の
見
直
し
と
内
容
向
上
に

努
め
、
効
率
的
か
つ
効

果
的
な
事
業
へ
と
改
善

を
図
る
。

総
合
的
な
年
間
講
座
に

つ
い
て
は
、
新
規
展
開

は
行
わ
ず
、
既
存
事
業

の
内
容
改
善
に
努
め
る
。

作
品
発
表
の
場
の
提
供

お
よ
び
事
業
に
つ
い
て

は
、
手
法
の
見
直
し
を
図

り
、
共
に
効
率
的
か
つ
効

果
的
な
事
業
へ
と
改
善

を
図
る
。

引
き
続
き
、
内
容
の
検
討

と
共
に
効
率
・
効
果
的
な

事
業
運
営
に
努
め
る
。

学
校
教
育
や
区
民
に
よ

る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、
大
学

生
の
イ
ン
タ
ー
ン
な
ど
を

事
業
を
通
し
て
結
び
付

け
て
い
く
交
流
の
磁
場

の
よ
う
な
機
能
を
重
視
し

て
い
く
。
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2
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2
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0
3

1
9
,5
2
7

2
6
,8
7
6

1
9
,1
2
7

2
1
,8
0
4

1
4
,6
0
1

レ
ス
ト
ラ
ン
、

ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム

シ
ョ
ッ
プ
の
運

営

毎
回
企
画
展
の
テ
ー
マ
に

沿
っ
た
メ
ニ
ュ
ー
や
商
品
を

提
供
し
、
来
館
者
の
ニ
ー

ズ
に
応
え
ら
れ
る
よ
う
に
努

め
て
い
る
。

地
下
無
料
休
憩
室
を
カ

フ
ェ
コ
ー
ナ
ー
と
し
て
リ

ニ
ュ
ー
ア
ル
オ
ー
プ
ン
す

る
。
レ
ス
ト
ラ
ン
と
も
連
携

を
取
り
、
来
館
者
の
サ
ー

ビ
ス
に
努
め
る
。

レ
ス
ト
ラ
ン
で
は
、
ウ
ェ

デ
ィ
ン
グ
パ
ー
テ
ィ
ー
や

デ
ィ
ナ
ー
シ
ョ
ー
等
の
開

催
、
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
シ
ョ
ッ

プ
で
は
通
信
販
売
を
行

い
、
さ
ら
な
る
サ
ー
ビ
ス

に
努
め
る
。
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9
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0
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2
8

0
1
6
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1
6

0

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

２
５
年
度
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外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）
〔
世
田
谷
文
学
館
〕

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額
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。
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（１）事業内容と経営目標
指
定
管
理
者

区
委
託

一
部
○

経
営
目
標

　世田谷区の産業振興施策を推進する公益財団法人として、区行政と密接な連携を保ちながら、弾
力的かつ機動的に公益性の高い中小企業振興施策を展開する。

１．中小企業を取り巻く経営環境や雇用情勢などの変化を敏感に捉え、事業を継続的に検証、改善
　　することにより、お客様の視点に立ったサービスを提供する。
２．アウトソーシングなども視野に入れ、費用対効果や適材適所の面から、より専門性の高い事業
　　展開に取り組み、サービスの質的向上に努める。

雇用・就労支援（無料
職業紹介）事業

就職（転職）活動に対する様々な悩みや相談を抱える求職者に対して、専
門キャリアカウンセラー等がその解決を支援するとともに、合同就職面接
会や多様な就職支援セミナーを開催するなど、個々の状況に応じた就業実
現に向けた支援を行う。また、事業所に対しては、人材確保に対する相談
に応じながら就業希望者の紹介を行うとともに、正規就業の促進を目的と
した奨励金制度を実施する。
　また、若者、女性、高齢者などへの的確な就労支援等を強化し、あわせ
て区内事業所等の雇用を支援するための総合的なサービス拠点として、
「三軒茶屋就労支援センター（三茶おしごとカフェ）」を平成25年10月に
開設するとともに、ハローワーク渋谷の職業紹介部門の分室「ワークサ
ポートせたがや」を平成26年1月に併設した。

中小企業勤労者福祉事
業（セラ・サービス）
の充実・推進

区内中小企業に勤務する勤労者等の法定外福利の充実を目的とし、宿泊施
設利用補助や観劇チケットあっせんなどの余暇活動事業、人間ドック利用
補助などの健康維持増進事業、慶弔金給付事業などを行う。

中小企業経営支援・
融資あっせん

中小企業が抱える経営課題に対して、中小企業診断士等による指導・助
言・相談業務を行う。また、中小企業の経営実態に応じた融資制度の案内
や区の融資あっせん受付業務等を行う。

商店街の振興に関する
事業

中小企業診断士などの専門アドバイザー派遣事業を充実することにより、
商店街に対する専門性の高い支援（先進事例の紹介、訪問指導・診断、助
言、計画策定の支援など）や商店街振興組合の設立を支援する。また、商
店街のリーダー育成を目的としたセミナー「商店街経営学校」の実施や商
店街の核となる店舗に対する支援を充実することにより、商店街全体の活
性化を促していく。

ものづくり事業所の支
援

産学公連携や異業種交流を促進するため、新たな技術の調査研究・開発な
どにかかる経費の補助を行なうとともに、区内「ものづくり事業所」（工
業）のＰＲを行う。

世田谷ブランドの
育成・普及

世田谷ゆかりの逸品として「世田谷みやげ」を指定しＰＲすることによ
り、区民が世田谷の魅力を再発見するきっかけをつくるとともに、世田谷
ブランドの育成と普及を図る。また、世田谷の地域ブランド向上と大手
ネットショッピングモールでは埋もれがちな区内中小企業の販路拡大を目
的として「せたがや市」を運営する（平成25年度末で事業終了）。

世田谷区観光事業の
推進

区内商店街等に「観光情報コーナー」を整備するとともに、エフエム世田
谷による観光情報番組の提供、観光ガイドマップの作成など観光情報を発
信する。また、「世田谷まちなか観光研究会」の組織強化を図り、「まち
なか観光」に関する情報交換・意見交換を進め、産業関係団体・民間事業
者、区内大学等の連携による、民間を主体とした「まちなか観光」事業を
推進する。

100% 区出資額 ５億円設立 平成１８年４月

事業名 事業内容

起業（創業）・
事業承継支援事業

起業（創業）者に対するワンストップ相談窓口の開設やセミナー・研修会
の実施、及び事業承継者に対する相談事業を行う。

代表者 理事長　尾崎　護
区担当所管 産業政策部　商業課

５億円基本金

３－２ 公益財団法人世田谷区産業振興公社

区出資率
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（２）改善計画の推進状況

ア　事業目標

項目 ２４年度
（計画）

２４年度
（実績）

計画との
差

達成率 ２５年度
（計画）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

計画との
差

達成率

融資経営相談件数 4,000 2,950 △ 1,050 73.8% 3,500 2,500 2,100 △ 400 84.0%

区内商店街訪問相談回数 300 220 △ 80 73.3% - - - -

「せたがや市」アクセス数 3,000/日 2,702/日 △298/日 90.1% 3,300/日 3,000/日 3,031/日 31 100.1%

職業紹介件数 210 188 △ 22 89.5% 250 146 △ 104 58.4%

セラ・サービス会員数 9,450 8,464 △ 986 89.6% 9,000 8,500 8,436 △ 64 99.2%

主な事業目標

平成２４～２５年度の取組み方針

○区産業振興施策の実施主体として、サービスの充実と質の向上に取り組む

●各項目の考え方

①融資経営相談件数
　中小企業の経営の安定と向上を図ることを目的に、融資あっせん申込者等のための経営相談窓口を開設し、融資
やＩＣＴ化、経営計画の策定など、中小企業診断士が具体的な相談に応じている。
　利用者が今まで以上に気軽に相談できる体制を目指して、平成25年度から各総合支所実施分について予約制に変
更するとともに、新たに区内事業所への訪問相談を実施する。併せて、世田谷産業プラザで実施している相談を夜
間時間帯まで延長するなど、融資経営相談の受け入れ態勢の充実を図っているが、中小企業信用保険法の改正によ
り制度融資の対象業種が大幅に縮小されたため、25年度目標を修正する。

②区内商店街訪問相談回数
　区産業政策部と産業振興公社の組織改正と事業の見直しに伴い、25年度より産業振興公社事業ではなくなるため
25年度事業目標の項目からはずす。

③「せたがや市」アクセス数
　区民が世田谷の魅力を再発見するとともに世田谷ブランドの育成と普及を主な目的として、世田谷ゆかりの逸品
「世田谷みやげ」やインターネットショッピングモール「せたがや市」などの事業を行っている。これらの事業成
果を示す指標を「せたがや市」へのアクセス数とし、出店者数の拡大とサイトの利便性・魅力度の向上に取り組
む。

④職業紹介件数
　就職（転職）活動に対する様々な悩みや相談を抱える求職者に対して、専門キャリアカウンセラー等がその解決
を支援するとともに、合同就職面接会や多様な就職支援セミナーを開催するなど、就労に向けた支援を行ってい
る。依然として厳しい雇用環境ではあるが、事業者側が抱える人材確保に関する相談事項などにも積極的に応じな
がら、職業紹介件数の向上を目指す。

⑤セラ・サービス会員数
　区内中小企業の厳しい経営環境が続く中で、退会者が新規入会者を上回る状況が平成9年以来続いている。ス
ケールメリットを生かした事業を維持するために、平成24年度上半期には未加入事業所約3,700か所を訪問し事業
内容の説明及び勧誘を行った。厳しい経営環境のもと芳しい成果は得られなかったため、25年度目標を現状維持に
修正するが、引き続き事業内容の充実と会員獲得に努める。

融資経営相談件数（件）
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●２５年度実績・目標達成に対する評価

①融資経営相談については、全国的に業況の悪化している
業種に属する中小企業者を支援するためのセーフティネッ
ト保証5号制度に関して、国がその対象業種を前年度の6割
程度までに減らしたことが影響したと考える。
③「せたがや市」については、出店店舗によるスタンプラ
リーや加入促進キャンペーンの実施、メディア等によるPR
活動を行うなど、知名度とアクセス数の向上に取り組んだ
結果、目標のアクセス数を上回ることはできたが、売り上
げを伸ばすまでには至らなかった。
④職業紹介については、対前年度比で求職登録者数が約2.2
倍、求人登録件数も約1.4倍となったものの、職種や就労条
件などが両者のマッチングに結びつかなかった。
⑤勤労者福祉事業（セラ・サービス）については、魅力的
な事業の実施と効率的な事業運営に鋭意取り組んだ結果、
ほぼ目標どおりの結果となった。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価

①融資経営相談については、新たに事業所への訪問相談や
夜間相談などに取り組み、窓口での周知等の利用促進を
行ったが、想定したほどの利用がなかった。
③「せたがや市」については、区内産業の活性化を図る手
段の一つとして、一定の成果はあったと考えるが、収支改
善が難しく、またインターネットを取り巻く環境も大きく
変わっていることなどから、平成25年度をもって終了し
た。
④職業紹介については、厳しい就労環境の中、ひとりでも
多くの就労実績につながるように、専門のカウンセラーに
よるきめ細かな支援を行うことができた。
⑤セラ・サービスについては、退会者が新規入会者を上回
る状況が平成9年以来続いていたが、魅力的な事業の実施と
景気の回復傾向などもあり、歯止めをかけることができ
た。

●今後の進め方

①融資経営相談については、これまでの取り組みに対する
評価・検証のもとに、引き続き相談者の視点に立ったサー
ビスの充実に努める。
②「せたがや市」に代わる新たな取り組みとして、イン
ターネットを利用した商売のノウハウ等を学ぶセミナーを
開催する。
④職業紹介については、専門のカウンセラーによるきめ細
かな支援を引き続き行うとともに、就職に関する多彩なセ
ミナーやワークショップ、社会保険・労働相談などの実施
をとおして、就業と雇用を支援していく。
⑤セラ・サービスについては、個人の価値観や余暇活動が
多様化している中で、そのニーズに沿ったサービスの開発
と提供に努めていく。

●外郭団体のコメント
＜主な事業目標、計画の推進状況について＞

・融資経営相談については、計画目標には届かな
かったが、産業振興に資する専門知識や経験を有
する専門家の派遣事業や事業所が取得する環境認
証への支援事業など、様々な角度から中小企業の
経営支援に引き続き取り組む。
・職業紹介事業については、若年者から高齢者ま
で、年齢や性別を問わず誰もが気兼ねなく来所で
きる「三茶おしごとカフェ（世田谷区三軒茶屋就
労支援センター）」の運営をとおして、区やハ
ローワーク渋谷（分室）と一体となって取り組ん
でいく。

●区所管部のコメント

①融資経営相談については、融資を受けられなかっ
た中小企業者等に対して、産業振興公社が、財務、
雇用などを含めた総合的な経営改善を支援する相談
等の事業を、早期に展開するよう求める。

④職業紹介については、「三茶おしごとカフェ（世
田谷区三軒茶屋就労支援センター）」において産業
振興公社がハローワークと連携したより充実した相
談事業に取り組むとともに、より明らかな雇用形態
を相談者に示せるような、よりきめ細かなサービス
が提供できるよう支援・指導する。また今後、事業
所向けのワークライフバランスの普及への職場づく
りセミナー等の実施を求める。

⑤勤労者福祉事業（セラ・サービス）では、より魅
力ある事業展開と会員数の確保に努めるよう、支
援・指導していく。
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イ　財政計画　 （単位：百万円）

２４年度
（当初予算額）

２４年度
（決算額）

２５年度
（当初予算額）

２５年度
（決算額）

備考

669 551 456 392

団体財源(Ｂ) 208 171 170 149

区からの収入額(Ｃ+Ｄ) 461 380 286 243

　　区補助金収入(Ｃ） 454 377 280 241

　　区からの委託料収入(Ｄ） 7 3 6 2

区からの収入比率（（Ｃ+Ｄ）/Ａ） 68.9% 69.0% 62.7% 62.0%

12 9 9 7

4 3 2 1

33.3% 33.3% 22.2% 14.3%

32.0% 28.9% 27.5% 27.2%

平成２４～２５年度の取組み方針

○自主財源の確保と区補助金収入の抑制
○最小の経費で最大の効果を生む事業運営と経費の削減

項目

管理費に対する区補助金額（Ｆ）

管理費(Ｅ）

※「２５年度（当初予算額）」からは、財団法
人等に派遣する職員の給与支給方法を、
区からの直接支給に変更した。

※「２５年度（当初予算額）」からは、商業関
連事業予算の大半を区に変更した。

団体総収入額(A）

管理費における区補助金比率（F/E）

人件費比率

区からの収入比率

69.0% 62.0%

68.9%

62.7%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

24年度 25年度
決算額（％） 当初予算額（％）

●外郭団体のコメント
　効率的かつ効果的な事業運営による経費の
削減と区からの収入比率の抑制に努める。

●区所管部のコメント
　会費収入の改定のほか、事業経費の削減の
一層の努力を求める。

●２５年度決算、目標達成に対する評価
　団体総収入額について、当初予算額と比較し約64百万円減少して
いるが、中小企業に対する各種助成事業等の利用件数が見込みを下
回ったことにより、区からの補助金収入が減少したことが大きな要
因である。
　区からの収入比率や人件費比率については、ほぼ計画どおりと
なった。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　セラ・サービス事業の会費の改定など、自主財源の確保と経費の
削減に取り組んだ結果、区からの収入比率や管理費における区補助
金比率を抑えることができた。

●今後の進め方
　引き続き自主財源の確保と経費の縮減に取り組むことによって、
安定した財政基盤の確立を目指す。
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ウ　人員計画　 （単位：人）

備考

15

2

14

8

2

13

2

18

13

平成２４～２５年度の取組み方針

○中・長期的視点に立った、派遣職員の削減と固有職員の採用
○事業計画に対応し得る雇用形態の構築

非常勤・嘱託等

役員数

２４年度

11

項目 ２５年度

11

　常勤役員数

契約職員等

　うち派遣職員数

常勤職員数(役員除く)

1

常勤職員数（人）

18
14

0

10

20

30

40

24年度 25年度

●２５年度組織・人員数・目標達成に対する評価
　より効率的で効果的な商店街の支援振興を推進するため、商店街
育成支援事業にかかる公社と区との役割分担の見直しを行い、中小
企業診断士など専門アドバイザー派遣事業を充実するとともに、商
店街に対する専門性の高い支援（先進事例の紹介、訪問指導・診
断、助言、計画策定の支援など）と、商店街活動と密接に関わる観
光事業の充実を図る組織体制を整えた。

●外郭団体のコメント
　固有職員が主体となった公社運営を目指し、
引き続き職員の育成に努める。

●区所管部のコメント
　公社運営がより効率的かつ、事業計画が円滑
に実施されるよう、組織見直しを進めていく。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　多様な雇用形態により、人件費の削減と事業計画に応じた柔軟な
執行体制に取り組むとともに、派遣職員の計画的な削減を行うこと
ができた。

●今後の進め方
　公社が行う基本定型業務、非定型業務、専門的業務等について、
業務特性に合った雇用形態・人員配置の視点から検証し、固有職員
等が主体となった自立した組織を目指す。
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（
３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
活
用

１
９
年
度

推
進

推
進

推
進

推
進

一
部
業
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
継
続
実
施
し
た
。

必
要
に
応
じ
た
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
に
よ
り
、
効
率
的
な
業
務

執
行
を
行
う
こ
と
が
で
き
た
。

②
弾
力
的
な
執
行
体
制
の
維
持

１
９
年
度

推
進

推
進

推
進

推
進

適
材
適
所
に
よ
る
執
行
体
制
を
整
え
た
。

多
様
な
雇
用
形
態
の
維
持
と
効
果
的
な
組
織
運
営
を
行
う
こ
と

が
で
き
た
。

①
人
事
考
課
制
度
（
目
標
管
理
・
自
己
申
告
制

度
）
の
運
用

１
９
年
度

推
進

推
進

推
進

推
進

自
己
申
告
シ
ー
ト
に
よ
る
目
標
管
理
を
行
い
、
組
織
目
標
の
効

果
・
効
率
的
な
執
行
に
努
め
た
。

職
員
が
組
織
目
標
を
共
有
・
認
識
し
た
上
で
、
担
当
職
務
に
取

り
組
む
こ
と
が
で
き
た
。

②
固
有
職
員
の
専
門
性
の
向
上

１
９
年
度

推
進

推
進

推
進

推
進

区
が
実
施
す
る
研
修
へ
の
参
加
の
ほ
か
、
全
職
員
を
対
象
と
し

た
専
門
家
に
よ
る
会
計
実
務
研
修
を
3
日
間
実
施
す
る
な
ど
、

専
門
知
識
の
習
得
に
努
め
た
。

業
務
遂
行
に
必
要
と
な
る
知
識
な
ど
、
ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ル
の
向

上
に
取
り
組
ん
だ
。

③
職
員
提
言
制
度
の
導
入

２
５
年
度

試
行

試
行

実
施

実
施

中
小
企
業
の
振
興
事
業
に
関
す
る
提
案
や
事
務
事
業
の
能
率
向

上
に
関
す
る
提
案
な
ど
1
8
件
の
提
案
が
あ
り
、
有
効
な
提
案
に

つ
い
て
は
実
施
し
た
。

職
員
一
人
ひ
と
り
が
感
じ
て
い
る
問
題
点
や
ア
イ
デ
ア
を
提
案

す
る
こ
と
に
よ
り
、
事
務
事
業
改
善
に
対
す
る
職
員
の
意
欲
向

上
と
顧
客
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
つ
な
が
っ
た
。

①
事
務
事
業
評
価
制
度
の
推
進

２
４
年
度

実
施

休
止

検
討

休
止

真
に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
の
推
進
と
役
割
を
終
え
た
事
業
の
縮

小
・
廃
止
と
い
っ
た
「
選
択
と
集
中
」
の
視
点
か
ら
、
平
成
2
6

年
度
事
業
計
画
の
策
定
を
行
っ
た
。

制
度
と
し
て
の
導
入
に
は
至
っ
て
い
な
い
た
め
、
効
率
的
な
評

価
作
業
と
実
効
性
の
あ
る
評
価
手
法
の
構
築
に
つ
い
て
、
検
討

を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

②
区
計
画
と
連
携
し
た
事
業
展
開

１
８
年
度

推
進

推
進

推
進

推
進

産
業
ビ
ジ
ョ
ン
及
び
産
業
振
興
計
画
等
の
着
実
な
推
進
に
向
け

て
、
区
と
公
社
が
一
体
と
な
っ
て
取
り
組
ん
だ
。

産
業
ビ
ジ
ョ
ン
及
び
産
業
振
興
計
画
等
の
着
実
な
推
進
に
向
け

て
、
区
と
公
社
が
一
体
と
な
っ
て
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
た
。

③
公
社
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル

２
５
年
度

検
討

検
討

実
施

実
施

必
要
と
す
る
情
報
を
利
用
者
が
容
易
に
取
得
し
、
ま
た
タ
イ
ム

リ
ー
な
情
報
が
利
用
者
の
目
に
届
き
や
す
い
よ
う
に
、
ト
ッ
プ

ペ
ー
ジ
の
構
成
と
デ
ザ
イ
ン
の
見
直
し
を
行
っ
た
。

年
齢
や
利
用
環
境
な
ど
に
関
わ
ら
ず
必
要
な
情
報
が
確
実
に
得

ら
れ
る
よ
う
に
、
引
き
続
き
ア
ク
セ
シ
ビ
リ
テ
ィ
の
向
上
に
取

り
組
む
必
要
が
あ
る
。

平
成
２
４
～
２
５
年
度
の
取
組
み
方
針

○
多
様
な
雇
用
形
態
に
よ
る
人
材
の
強
化
と
生
産
性
の
向
上

○
公
益
法
人
と
し
て
、
一
層
良
質
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

２
５
年
度

（
実
績
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
４
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

項
目

―
団
体
事
業
の
見
直
し
―

―
執
行
体
制
の
簡
素
･効
率
化
―

実
施
年
度

２
５
年
度

（
計
画
）

―
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
―
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①
情
報
開
示
へ
の
取
組
み

１
８
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
に
よ
り
、
規
程
類
や
予
算
書
・
決
算
書
等
の

情
報
開
示
を
行
っ
た
。

積
極
的
な
情
報
開
示
に
よ
り
、
公
社
運
営
の
透
明
性
を
高
め
る

こ
と
が
で
き
た
。

②
資
産
の
適
正
・
効
率
的
な
運
用

２
４
年
度

実
施

実
施

推
進

推
進

規
則
に
則
り
計
画
的
な
運
用
を
行
っ
た
。

元
本
の
安
全
性
を
担
保
し
な
が
ら
、
計
画
的
な
資
産
運
用
を
行

う
こ
と
が
で
き
た
。

①
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
強
化

２
５
年
度

検
討

検
討

実
施

検
討

新
た
な
情
報
漏
洩
対
策
経
費
を
2
6
年
度
予
算
に
計
上
し
た
。

ク
ラ
イ
ア
ン
ト
Ｐ
Ｃ
の
外
部
媒
体
の
利
用
制
限
な
ど
、
情
報
漏

洩
の
対
策
を
行
っ
た
。

※
区
所
管
部
の
取
組
み

２
４
年
度

実
施

実
施

実
施

実
施

　
２
年
間
の
調
整
計
画
を
踏
ま
え
、
新
し
い
産
業
振

興
計
画
を
策
定
す
る
中
で
、
計
画
策
定
を
担
う
区
と

事
業
主
体
の
公
社
が
、
連
携
を
図
り
な
が
ら
そ
れ
ぞ

れ
が
産
業
振
興
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
効

率
的
か
つ
効
果
的
な
施
策
の
推
進
を
図
っ
た
。

　
公
社
が
行
う
中
小
企
業
振
興
事
業
（
融
資
あ
っ
せ

ん
制
度
・
職
業
紹
介
事
業
の
件
数
）
の
実
績
数
値
と

し
て
は
、
設
定
目
標
に
は
到
達
し
な
か
っ
た
も
の

の
、
厳
し
い
雇
用
環
境
や
社
会
・
経
済
状
況
の
中
、

鋭
意
取
り
組
み
、
一
定
の
成
果
を
上
げ
た
。
今
後
と

も
区
、
公
社
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
、
関
連
団
体
が
連
携

し
な
が
ら
事
業
の
円
滑
な
推
進
に
取
り
組
む
。

２
４
年
度

（
計
画
）

項
目

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
５
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
４
年
度

（
計
画
）

―
経
営
の
透
明
性
の
向
上
―

―
そ
の
他
―

２
５
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

実
施
年
度

実
施
年
度

公
社
の
中
小
企
業
振
興
事
業
に
対
す
る
支
援

項
目

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
５
年
度

（
実
績
）

●
２
５
年
度
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

①
専
門
化
・
複
雑
化
す
る
事
業
に
対
応
す
る
た
め
、
必
要
に
応

じ
た
業
務
委
託
や
民
間
派
遣
職
員
の
活
用
な
ど
に
よ
り
、
効
率

的
な
運
営
を
行
う
こ
と
が
で
き
た
。

②
よ
り
効
率
的
で
効
果
的
な
商
店
街
の
支
援
振
興
を
推
進
す
る

た
め
、
補
助
金
事
業
に
つ
い
て
は
区
に
移
管
し
た
こ
と
に
よ

り
、
商
店
街
育
成
支
援
事
業
に
か
か
る
区
と
公
社
の
役
割
分
担

が
明
確
に
な
っ
た
。

③
区
と
公
社
が
一
体
と
な
っ
て
区
内
雇
用
促
進
の
総
合
的
拠
点

づ
く
り
に
取
り
組
ん
だ
結
果
、
「
世
田
谷
区
三
軒
茶
屋
就
労
支

援
セ
ン
タ
ー
（
三
茶
お
し
ご
と
カ
フ
ェ
）
」
の
平
成
2
5
年
1
0
月

の
開
設
以
来
、
延
べ
8
千
人
を
超
え
る
来
館
者
を
得
た
。

●
２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

①
「
執
行
体
制
の
簡
素
・
効
率
化
」
に
つ
い
て
は
、
必
要
に
応

じ
た
業
務
委
託
の
実
施
や
多
様
な
雇
用
形
態
の
採
用
な
ど
に
よ

り
、
事
業
規
模
に
応
じ
た
適
切
な
執
行
体
制
を
維
持
す
る
こ
と

が
で
き
た
。

②
「
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
」
に
つ
い
て
は
、
職
員

提
言
制
度
な
ど
の
取
り
組
み
に
よ
り
、
新
規
事
業
や
既
存
事
業

の
改
善
な
ど
に
対
す
る
職
員
の
組
み
意
欲
が
向
上
し
た
。

③
「
団
体
事
業
の
見
直
し
」
に
つ
い
て
は
、
セ
ラ
・
サ
ー
ビ
ス

の
会
費
改
定
や
公
社
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
一
部
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
な

ど
、
公
社
運
営
の
健
全
化
と
サ
ー
ビ
ス
向
上
に
取
り
組
む
こ
と

が
で
き
た
。

④
「
経
営
の
透
明
性
の
向
上
」
等
に
つ
い
て
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
等
に
よ
り
、
公
社
経
営
に
関
す
る
情
報
の
積
極
的
な
開
示
に

努
め
た
。

●
今
後
の
進
め
方

①
中
小
企
業
を
取
り
巻
く
経
営
環
境
や
雇
用
情
勢
な
ど
の
変
化

を
敏
感
に
捉
え
、
中
小
企
業
振
興
に
係
る
事
業
や
雇
用
・
就
労

に
係
る
事
業
な
ど
の
見
直
し
と
新
た
な
取
り
組
み
を
展
開
す

る
。

②
将
来
の
事
業
環
境
の
変
化
に
耐
え
う
る
持
続
可
能
な
法
人
経

営
を
目
指
す
。

公益財団法人　世田谷区産業振興公社 38



（
４
）
外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

起
業
・
創
業
を
志
し
て
い
る
方

や
意
欲
あ
る
事
業
者
に
対
し

て
、
各
種
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
、

経
営
相
談
、
融
資
あ
っ
せ
ん

の
ほ
か
、
企
業
の
環
境
活
動

に
対
す
る
支
援
な
ど
を
行
な
っ

て
い
る
。
経
営
相
談
は
、
産
業

プ
ラ
ザ
と
5
支
所
で
年
間
４
千

件
弱
の
実
績
が
あ
る
も
の
の
、

５
支
所
で
の
相
談
件
数
が
低

い
の
が
課
題
で
あ
る
。

起
業
・
創
業
に
係
る
定
期
的
な
相

談
・
交
流
・
情
報
交
換
会
や
実
践

に
即
し
た
実
務
レ
ベ
ル
の
セ
ミ

ナ
ー
の
開
催
な
ど
、
起
業
・
創
業

を
志
す
方
を
多
角
的
に
支
援
す

る
。
公
社
と
支
所
で
行
っ
て
い
る

経
営
相
談
業
務
に
つ
い
て
、
利

用
者
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
体
制
を
検

討
す
る
。

ま
た
、
2
4
年
度
以
降
の
予
算
見
積

額
に
つ
い
て
は
、
融
資
あ
っ
せ
ん

受
付
業
務
体
制
の
見
直
し
等
に

よ
り
、
経
費
の
削
減
に
つ
な
げ
る
。

融
資
経
営
相
談
業
務
に
つ
い
て

は
、
平
成
2
5
年
度
か
ら
各
総
合
支

所
実
施
分
に
つ
い
て
予
約
制
に

変
更
す
る
と
と
も
に
、
新
た
に
区

内
事
業
所
へ
の
訪
問
相
談
を
実

施
す
る
。
併
せ
て
、
世
田
谷
産
業

プ
ラ
ザ
で
実
施
し
て
い
る
相
談
を

夜
間
時
間
帯
ま
で
延
長
す
る
な

ど
、
融
資
経
営
相
談
の
受
け
入
れ

態
勢
の
充
実
を
図
る
。

2
7
,6
5
7

2
7
,4
1
3

2
6
,9
8
1

2
6
,6
9
0

2
8
,6
1
3

2
8
,2
3
3

2
3
,5
8
9

2
3
,3
6
0

街
路
灯
設
置
な
ど
の
ハ
ー
ド

事
業
や
商
店
街
主
催
の
イ
ベ

ン
ト
事
業
、
地
域
の
拠
点
と
な

る
「
商
店
街
ま
ち
の
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
」
設
置
・
運
営
事
業
な

ど
、
世
田
谷
区
商
店
街
の
地

域
特
性
に
応
じ
た
き
め
細
か

い
支
援
事
業
の
ほ
か
、
商
店

街
街
路
灯
の
電
灯
料
助
成
を

行
っ
て
い
る
。
区
内
商
店
街

の
一
層
の
活
性
化
の
た
め

に
、
地
域
特
性
に
応
じ
た
支

援
が
必
要
で
あ
る
。

区
内
商
店
街
の
組
織
強
化
の
た

め
、
商
店
会
の
振
興
組
合
化
を

促
進
す
る
と
と
も
に
、
買
い
物
弱

者
を
は
じ
め
と
し
た
区
民
が
安
心

し
て
買
い
物
が
で
き
る
環
境
整
備

や
災
害
時
に
想
定
さ
れ
る
被
災

者
や
帰
宅
困
難
者
等
へ
の
商
店

街
の
取
組
み
に
対
す
る
支
援
な

ど
、
区
内
商
店
街
の
一
層
の
活

性
化
を
目
指
す
。

ま
た
、
2
4
年
度
以
降
の
予
算
見
積

額
に
つ
い
て
は
、
災
害
に
強
い
商

店
街
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
の

経
費
を
新
た
に
計
上
す
る
。

よ
り
効
率
的
で
効
果
的
な
商
店
街

の
支
援
振
興
を
推
進
す
る
た
め
、

商
店
街
育
成
支
援
事
業
に
か
か

る
産
業
振
興
公
社
と
区
と
の
役
割

分
担
の
見
直
し
を
行
う
。

公
社
は
、
①
商
店
街
に
対
す
る

専
門
性
の
高
い
支
援
（
先
進
事

例
の
紹
介
、
訪
問
指
導
・
診
断
、

助
言
、
計
画
策
定
の
支
援
な
ど
）

や
核
と
な
る
店
舗
へ
の
支
援
を
通

し
た
商
店
街
活
性
化
、
商
店
街
振

興
組
合
の
設
立
支
援
な
ど
を
行

う
。

1
1
8
,5
1
0

1
1
8
,5
1
0

9
4
,8
0
6

9
4
,8
0
6

1
0
,1
9
0

1
0
,1
9
0

5
,5
7
8

5
,5
7
8

２
５
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

事
務
事
業
名
等

現
状
と
課
題

中
小
企
業
の
振
興
に

係
る
支
援
に
関
す
る

事
業
（
起
業
・
創
業
・
事
業

者
育
成
関
連
）

中
小
企
業
の
振
興
に

係
る
支
援
に
関
す
る

事
業
（
商
店
街
支
援
関
連
）
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

事
務
事
業
名
等

現
状
と
課
題

「
世
田
谷
み
や
げ
」
の
指
定
や

ｅ
市
場
「
せ
た
が
や
市
」
の
運

営
を
通
し
て
、
区
内
中
小
企

業
の
販
路
拡
大
や
世
田
谷
ブ

ラ
ン
ド
の
育
成
・
普
及
を
行

な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
区
民

認
知
度
及
び
魅
力
度
の
更
な

る
向
上
が
課
題
で
あ
る
。

「
世
田
谷
み
や
げ
」
や
「
せ
た
が
や

市
」
を
更
に
魅
力
あ
る
も
の
と
し
て

い
く
た
め
に
、
指
定
方
法
や
運
営

方
法
の
見
直
し
を
検
討
す
る
。

ま
た
、
2
4
年
度
以
降
の
予
算
見
積

額
に
つ
い
て
は
、
事
業
全
体
の

改
善
に
よ
り
経
費
の
削
減
に
つ
な

げ
る
。

「
世
田
谷
み
や
げ
」
や
「
せ
た
が
や

市
」
を
更
に
魅
力
あ
る
も
の
と
し
て

い
く
た
め
に
、
引
き
続
き
指
定
方

法
や
運
営
方
法
の
見
直
し
を
検

討
す
る
。

1
5
,4
6
7

8
,2
0
7

1
4
,3
2
0

8
,8
2
1

1
5
,3
9
6

8
,7
8
2

1
2
,9
1
4

8
,0
5
8

区
内
産
業
の
情
報
発
信
事
業

と
し
て
、
①
世
田
谷
産
業
情
報

コ
ー
ナ
ー
の
運
営
（
産
業
プ
ラ

ザ
1
階
）
、
②
せ
た
が
や
エ
コ
ノ

ミ
ッ
ク
ス
の
共
同
発
行
（
年
4

回
、
1
回
4
,8
0
0
部
）
、
③
せ
た

が
や
観
光
マ
ッ
プ
の
発
行
（
6

万
部
）
な
ど
を
行
な
っ
て
い

る
。
今
後
は
、
区
観
光
ア
ク

シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
実
施
主
体
と

し
て
、
そ
の
充
実
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

区
観
光
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
に
基

づ
き
、
観
光
情
報
コ
ー
ナ
ー
を
新

た
に
4
箇
所
設
置
す
る
と
と
も
に
、

観
光
情
報
冊
子
を
作
成
・
発
行
す

る
な
ど
、
ま
ち
な
か
観
光
の
創
出

に
取
り
組
む
。

区
観
光
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
に
基

づ
き
、
引
き
続
き
魅
力
あ
る
観
光

情
報
発
信
に
取
り
組
む
。

ま
た
、
定
期
的
に
区
内
で
実
施
さ

れ
る
観
光
事
業
に
つ
い
て
、
区
を

は
じ
め
関
係
機
関
か
ら
情
報
収

集
に
努
め
る
。

9
,5
5
3

8
,4
5
7

9
,2
1
9

8
,3
0
1

9
,5
5
7

8
,4
9
7

9
,6
6
4

8
,7
6
3

せ
た
が
や
未
来
博
の
開
催
や

産
業
交
流
展
等
へ
の
Ｐ
Ｒ

ブ
ー
ス
の
出
展
、
区
内
も
の
づ

く
り
事
業
者
の
紹
介
冊
子
の

発
行
を
通
し
て
区
民
へ
の
理

解
を
深
め
る
な
ど
、
区
内
工
業

の
情
報
発
信
や
助
成
事
業
を

行
な
っ
て
い
る
。

せ
た
が
や
未
来
博
の
経
費
削

減
や
区
内
「
も
の
づ
く
り
事
業

所
」
（
工
業
）
の
更
な
る
Ｐ
Ｒ
が

課
題
で
あ
る
。

せ
た
が
や
未
来
博
に
つ
い
て
は
、

実
行
委
員
会
と
と
も
に
内
容
の
充

実
と
経
費
の
削
減
に
取
り
組
む
。

ま
た
、
も
の
づ
く
り
冊
子
第
3
号
を

作
成
す
る
と
と
も
に
、
バ
ッ
ク
ナ
ン

バ
ー
を
増
刷
し
、
区
内
「
も
の
づ
く

り
事
業
所
」
（
工
業
）
の
Ｐ
Ｒ
を
行

う
。

引
き
続
き
必
要
経
費
を
精
査
し
、

経
費
の
削
減
に
努
め
る
と
と
も

に
、
一
層
の
効
果
的
・
効
率
的
な

事
業
運
営
に
取
り
組
む
。

ま
た
、
も
の
づ
く
り
冊
子
を
産
業
交

流
展
や
、
区
内
金
融
機
関
が
主

催
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
事

業
等
で
活
用
し
、
区
内
「
も
の
づ
く

り
事
業
所
」
（
工
業
）
の
Ｐ
Ｒ
を
行

う
。

1
9
,9
7
2

1
7
,3
5
5

1
7
,0
6
9

1
4
,4
3
2

1
5
,9
3
0

1
3
,0
1
6

1
3
,4
7
2

1
0
,5
0
8

中
小
企
業
の
振
興
に

係
る
支
援
に
関
す
る

事
業
（
世
田
谷
ブ
ラ
ン
ド
の

育
成
・
普
及
関
連
等
）

中
小
企
業
の
振
興
に

係
る
情
報
の
収
集
、

提
供
及
び
普
及
に
関

す
る
事
業

中
小
企
業
の
振
興
の

た
め
の
交
流
の
推
進

に
関
す
る
事
業
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

事
務
事
業
名
等

現
状
と
課
題

雇
用
・
就
労
支
援
事
業
と
し

て
、
①
無
料
の
職
業
紹
介
事

業
、
②
就
職
面
接
会
や
相
談

事
業
の
実
施
、
③
就
職
希
望

対
象
者
別
セ
ミ
ナ
ー
な
ど
を

行
な
っ
て
い
る
。

引
き
続
き
厳
し
い
雇
用
環
境

を
受
け
、
特
に
新
卒
者
等
の

就
業
支
援
強
化
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

新
卒
者
や
３
年
以
内
の
既
卒
者
、

女
性
に
重
点
を
置
き
、
就
職
支
援

セ
ミ
ナ
ー
や
キ
ャ
リ
ア
カ
ウ
ン
セ

ラ
ー
に
よ
る
相
談
業
務
の
充
実
な

ど
に
取
り
組
む
。

ま
た
、
2
4
年
度
の
予
算
見
積
額
に

つ
い
て
は
、
事
業
の
精
査
を
行
な

い
、
経
費
の
削
減
に
つ
な
げ
る
。

若
年
者
と
女
性
の
就
職
支
援
強

化
及
び
区
内
事
業
所
の
雇
用
を

支
援
す
る
た
め
、
区
内
の
就
労
支

援
サ
ー
ビ
ス
の
拠
点
と
な
る
新
た

な
総
合
相
談
窓
口
に
つ
い
て
、
平

成
2
5
年
1
0
月
（
予
定
）
に
開
設
す

る
。

2
1
,8
3
2

2
1
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2
3
,0
9
8

2
3
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2

区
内
中
小
企
業
に
勤
務
す
る

勤
務
者
等
の
法
定
外
福
利
の

充
実
を
目
的
と
し
、
各
種
事
業

を
行
な
っ
て
い
る
。

会
員
数
の
減
少
に
歯
止
め
を

か
け
、
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
を
生

か
し
た
事
業
の
維
持
と
収
支

バ
ラ
ン
ス
を
勘
案
し
た
福
利
厚

生
事
業
の
見
直
し
が
必
要
で

あ
る
。

未
加
入
事
業
所
へ
の
加
入
促
進

活
動
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
利

用
実
績
を
踏
ま
え
た
事
業
の
再

編
に
取
り
組
む
。

ま
た
、
2
4
年
度
の
予
算
見
積
額
に

つ
い
て
は
、
福
利
厚
生
事
業
シ
ス

テ
ム
の
再
開
発
に
伴
う
経
費
が
増

加
す
る
が
、
自
主
財
源
に
よ
る
事

業
運
営
に
努
め
、
区
補
助
金
の

削
減
に
つ
な
げ
る
。

未
加
入
事
業
所
へ
の
勧
誘
を
継

続
す
る
と
と
も
に
、
年
々
増
加
す
る

利
用
者
の
サ
ー
ビ
ス
需
要
に
対

応
す
る
中
で
、
セ
ラ
・
サ
ー
ビ
ス
事

業
の
収
支
の
改
善
を
図
り
、
魅
力

あ
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
維
持
す

る
た
め
会
費
を
改
定
す
る
。
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中
小
企
業
勤
労
者
福

祉
の
充
実
及
び
推
進

に
関
す
る
事
業

区
の
支
援
の
あ
り
方
（
区
所
管
部
コ
メ
ン
ト
）

①
産
業
振
興
公
社
の
事
業
が
円
滑
か
つ
効
率
的
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
公
社
お
よ
び
区
関
連
所
管
と
の
連
絡
調
整
を
適
宜
・
適
切
に
行
う
。

②
区
内
事
業
者
支
援
や
雇
用
・
就
労
支
援
等
、
公
社
の
専
門
性
を
活
か
し
た
事
業
が
安
定
か
つ
継
続
的
に
推
進
さ
れ
る
よ
う
、
必
要
な
財
政
・
人
的
支
援
を
継
続
し
て
い
く
。

③
ま
ち
な
か
観
光
協
議
会
の
取
り
組
み
と
提
言
を
踏
ま
え
、
観
光
ア
プ
リ
の
作
成
等
具
体
的
な
取
り
組
み
を
実
施
、
支
援
、
指
導
し
て
い
く

④
区
と
し
て
は
、
２
９
年
度
を
目
途
に
、
産
業
振
興
公
社
の
今
後
の
経
営
を
見
据
え
、
効
果
的
な
事
業
展
開
を
進
め
る
中
で
、
他
団
体
と
の
連
携
も
視
野
に
入
れ
た
事
業
の
見
直
し
、
法
人
形
態
の
あ
り
方

を
、
産
業
振
興
公
社
と
と
も
に
計
画
的
に
検
討
し
て
い
く
。

雇
用
・
就
労
に
係
る

情
報
の
収
集
、
提
供

及
び
普
及
並
び
に
各

種
相
談
等
の
支
援
並

び
に
職
業
紹
介
に
関

す
る
事
業
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昭和５１年１０月

（１）事業内容と経営目標
指
定
管
理
者

区
委
託

○

○

○

○

○

○

○

区立保健センター及び
区立総合福祉センター
の維持管理運営

　区立保健センター及び区立総合福祉センターの施設・設備・物品の維持
管理運営を行う。

保育園等技術支援事業

障害者施設等技術支援
事業

　障害者施設等に専門職員を派遣し、障害特性や指導方法等について技術
的な助言・指導を行う。

　障害児保育の技術向上を目的に、保育園、児童館等に専門職員を派遣
し、障害特性や指導方法等について助言・指導を行う。

高齢障害者支援事業 　介護保険による通所リハビリテーション及び訪問リハビリテーションを
行う。訪問リハビリテーションは平成２４年度末、通所リハビリテーショ
ンは平成２５年度末で事業を終了した。

保険診療等による検査
事業

　地域の医療機関からの依頼によりＭＲＩ、ＣＴ、内視鏡等を使用した各
種精密検査を行う。

住宅改造アドバイザー
事業

　自宅で安全な日常生活が送れるよう、住宅改造を予定している高齢者や
障害者に住宅の相談に応じるアドバイザーを派遣する。

　福祉用具・住宅改造展示相談室「たすけっと」において、身近な福祉用
具の紹介や使い方の指導、リサイクル情報やレンタル情報の提供、住宅改
造の相談を行う。平成２４年度末で事業終了。

福祉用具・住宅改造展
示相談室事業

検体検査事業 　区の子宮がん検診で、指定医療機関が採取した検体の細胞診検査、区の
大腸がん検診便潜血検査の検体検査を行う。

健康教育事業 　保健衛生知識の普及・啓発のための講演会・講習会、正しい健康づくり
への動機付けの機会を提供するための各種指導及び健康情報誌「げんき
人」の発行を行う。

事業名 事業内容

保健福祉部計画調整課
区出資額 ４億円区出資率 100%

料金規程等による事業 　脳ドック、企業健診、個人健診、動脈硬化検査等の健康診断及び健康増
進事業を行う。

３－３ 公益財団法人 世田谷区保健センター
代表者

設立 基本金 ４億円

理事長　河上　二郎
区担当所管

がん検診事業 　40歳以上の区民を対象とした、Ⅹ線撮影による胃がん検診及び40歳以上
の区民を対象とした、乳房Ⅹ線撮影（マンモグラフィ）による乳がん検診
を行う。

経
営
目
標

１　常に、世田谷区民の健康及び障害者福祉の確保・増進を先導する気概と叡智をもった財団を目
　　指す。
２　常に、優れた指導理念と実効性に支えられたサービスを提供するとともに、区民の活動を全区
　　的に支援し、財団の存在意義を高める。
３　常に、創意と工夫により自主財源の拡大と運営の効率化に努め、経営基盤の拡充整備を図る。

健康増進事業 　18歳以上の区民を対象とした健康度測定を実施し、その結果に基づき栄
養、運動、休養の観点から総合的な助言・指導を行う。
　健康度測定の結果、心疾患が疑われ精密検査を指示された人等を対象と
して、トレッドミルによる運動負荷測定を行う。
　区が実施する健康づくり事業や、地域における区民の健康づくり活動に
運動指導員を派遣する。

機能訓練事業 　心身の機能に障害のある人や特別支援学校を卒業して在宅となった障害
者に対する指導・助言、個別及びグループ訓練、自立訓練を行う。
　心身の発達の遅れのある乳幼児・学童を対象とした個別及びグループ訓
練、児童発達支援事業を行う。
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（２）改善計画の推進状況

ア　事業目標

項目 ２４年度
（計画）

２４年度
（実績）

計画との差 達成率 ２５年度
（計画）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

計画との
差

達成率

胃がん検診の提供回数（回） 570 627 57 110.0% 620 640 20 103.2%

胃がん検診の受診者数（人） 15,000 15,172 172 101.1% 15,000 14,527 △ 473 96.8%

胃がん検診追跡調査における精
密検査受診率（％）

85.0 81.0 △ 4.0 95.3% 86.0 80.3 △ 5.7 93.4%

健康情報誌の発行数（千部） 920 875 △ 45 95.1% 875 875 0 100.0%

収益事業による経常増減額
（千円）

77,000 65,925 △ 11,075 85.6% 80,063 63,500 70,164 6,664 110.5%

健康づくりの地域支援の出前数
（回）

1,500 1,321 △ 179 88.1% 1,500 1,260 1,256 △ 4 99.7%

障害者総合支援法利用者数
（人）

755 834 79 110.5% 800 893 93 111.6%

技術支援派遣数（人） 615 605 △ 10 98.4% 575 569 △ 6 99.0%

主な事業目標

平成２４～２５年度の取組み方針

○がん検診受診率向上のための身近な検診機会と健康情報の提供、精度管理の保持向上
○保険診療等収益事業による財務基盤の確保
○地域の健康づくりへの機動的支援
○障害福祉を支える全区的拠点としての専門性の向上

●各項目の考え方
１、がん検診受診率向上のための身近な検診機会と健康情報の提供、精度管理の保持向上
　がん検診の受診率向上を図るため、検診車を区内にきめ細かく巡回させ精度の高い検診を効率的に行い早期がんの発見
に貢献している。町会自治会及び出張所・まちづくりセンターとの密接な連携を図り、会場の確保、呼びかけを行い、が
ん検診の大切さも情報提供する。また、商店街や同業者組合との連携など、より一層多様なルートを開拓して受診者を確
保できるよう、検診機会を増やす予定のため、計画を上方修正する。
２、収益事業による財務基盤の確保
　公益財団法人として公益目的事業の財源的基盤を安定的に確保する責務があり、公益目的事業を補完するための収益事
業（保険診療や料金規程等）を着実に実施し、収入を確保する。なお、地域医療で特定健診と大腸がん検診の同時受診が
開始されることに伴い、大腸がんの精度管理は拡充する一方で、大腸便潜血検査は当初計画21,000件のところ区契約にお
いて予定件数が10,000件に減少することから、経常増減額を下方修正する。
３、地域の健康づくりのための機動的支援
　保健センターでは、壮年期世代や心の健康づくりなど区健康プランに沿った健康教室を展開するとともに、地域の各種
のイベントや健康づくりグループへの出前による健康支援を行う。
　また単に回数ではなく、重度化予防の取り組みにおける地域出張健康測定・個別相談会など、総合的な支援に向け、事
業の展開・充実を図る。
　ただし、壮年期の健康教室が地域の会場確保が十分図れない場合も考慮し、保健センター内で夜間や土曜に実施する健
康増進指導に組み替えられていることなどから、出前数の計画は下方修正する
４、相談支援機能の強化及び法改正に対応した運営方法の見直し
　基幹相談支援センターを設置し、障害者・児にかかる相談支援体制の充実を図るとともに、障害者自立支援法から児童
福祉法、障害者総合支援法への改正を踏まえ、児童発達支援計画や個別支援計画の作成手順・方法の検討を進めている。

胃がん検診の受診者数（人）

15,172 14,527

15,000 15,000

10,000

15,000

20,000

24年度 25年度

実績 計画

健康づくりの地域支援の出前数（回）

1,321 1,256

1,500
1,260

0

500

1,000

1,500

2,000

24年度 25年度

実績 計画
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●２５年度実績・目標達成に対する評価
　胃がん検診については、計画数を上回る提供回数を実施すると
ともに、区の個別勧奨、財団の前年度利用者への受診勧奨等に
努めたものの、受診数は当初の計画数を若干下回った。高齢者
の受診者が多いため、夏季の猛暑や冬季の積雪などの影響が大
きいものと捉えている。
　収益事業においては、区が地域医療として特定健診と大腸が
ん検診の同時受診を開始したことを受け、当センターが区から
受託する大腸便潜血検査の計画数を減少することから経常増減
額を下方修正した。しかし、収益事業における経常増減額は計
画数を上回り、前年比でも4,239千円増となった。今年度は、保
険診療等による事業のピーアール強化等に取り組んだ結果が経
常増減額を伸ばすことに結びついたものと考える。
　地域支援については、区健康プランに沿い生活習慣病重度化
予防等などの事業の強化・拡充を図る目的で事業の枠組みを変
更したことで、計画数を2年連続で下方修正した。25年度は概ね
計画数を達成することができ、事業の改善が達成できたものと
捉えている。
　一部、当初の目標計画数を達成しなかった事業はあるもの
の、それらも達成率はいずれも90％を超えており、全体として
概ね順調に事業展開することができたものと評価している。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　目標とした８項目について、平成24年度は計画達成率が90％を
下回る事業があったものの、平成25年度は、全項目の計画達成
率が90％を超えており、100％を達成した項目も増えたことか
ら、各項目の事業の改善等が図れ、一定の成果をあげることが
できたと考える。
　しかし、平成24年度には計画達成していた胃がん検診受診数
が、平成25年度は計画数を下回る結果となったことや、胃がん
検診の追跡調査における精密検査の受診率も2年連続で下がって
いることなど、今後の課題として認識し、計画達成に向けた改
善に努めていく。

●今後の進め方
　胃がん検診は、区との連携による積極的な受診勧奨等に加え、
検診車による検診会場の拡大や土曜検診の継続など、区民の利
便性を高める努力を継続し、計画数の安定的な達成を目指す。
また、梅ヶ丘拠点整備を視野に、区が重点施策として進めるが
ん対策の推進の一環として、がん検診等の受診率を向上させ、
がんの早期発見・早期対応を効果的に図るために、地域で区民
が受けやすいがん検診体制のさらなる充実や精度管理向上に努
めていく。同様に、健康づくりの地域支援についても、区内全
地域における健康づくり支援を充実するため、地域に向けた出
前型事業の構築・充実に向け、体制を整備していく。
　財団経営のより一層の自主・自立化に向け、自主財源の確保
として安定的な収益事業における実績の確保に取り組む。
　また、平成30年度の総合福祉センター廃止に向け、利用者等
への理解を得ながら、事業の整理統合を計画的に進めていく。

●外郭団体のコメント
＜主な事業目標、計画の推進状況について＞
　胃がん検診では、高齢者の受診が年々増加傾向に
あり、日々の受診においては気候等の影響を受け
やすい。平成25年度は、夏季の猛暑や冬季の積雪
などの影響により、検診当日のキャンセルが多い
など、予約数に対して受診が伸びない状況もあり
計画には若干及ばなかった。今後も、区と連携し
た受診勧奨などに取り組み、受診率の向上を目指
す。
　区委託事業のもう一つの柱である健康増進事業
としての地域支援の実績は、概ね順調に推移し
た。今後も、地域の健康づくり支援の拠点機能の
役割強化を図りつつ、事業目標の安定的な達成を
目指していく。
　また収益事業としての保険診療事業において
は、高度医療機器のＭＲＩ機器等の更新の影響か
ら、25年度では2週間ほど休止がしたが、機器更新
後の新たなサービス提供や同事業のピーアール強
化に取り組み、経常増減額は24年度より増加し
た。公益目的事業を補完するための収益事業とし
て、安定した収入財源のより一層の確保に努めて
いく。
　総合福祉センター事業についても、機能訓練や
相談支援など概ね計画通りの実績をあげることが
できた。

●区所管部のコメント
 　胃がん検診については、前年度を上回る規模の
個別勧奨を実施したが受診者数を伸ばすことはで
きなかった。今後、区としても保健センターの計
画をバックアップして受診者数の増加に努めた
い。また、保健センターでのがん検診精度管理を
拡充していく予定であり、精密検査の受診率やが
んの発見数の増加を期待している。
　また、健康増進事業については、健康づくりの
地域支援について一定の実績をあげていることを
評価するが、今後は計画数の安定的達成を期待す
る。
  さらに、指定管理期間が終了する平成２９年度
以降、梅ヶ丘拠点開設予定の平成３１年度までの
対応についての検討を含め、円滑な事業移行のた
めの取り組みを行っていく。
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イ　財政計画　 （単位：百万円）

２４年度
（当初予算額）

２４年度
（決算額）

２５年度
（当初予算額）

２５年度
（決算額）

備考

1,547 1,473 1,365 1,319

団体財源(Ｂ) 303 283 259 244

区からの収入額(Ｃ+Ｄ) 1,244 1,190 1,106 1,075

　　区補助金収入(Ｃ） 103 92 67 65

　　区からの委託料収入(Ｄ） 1,141 1,098 1,039 1,010

区からの収入比率（（Ｃ+Ｄ）/Ａ） 80.4% 80.8% 81.0% 81.5%

81 102 22 22

5 4 2 2

6.2% 3.9% 9.1% 9.1%

64.7% 63.3% 60.4% 62.4%

平成２４～２５年度の取組み方針

○経営基盤の強化のため、自主財源の増加及び支出の抑制に取り組み、補助金額抑制に一層
努める。

項目

管理費に対する区補助金額（Ｆ）

管理費(Ｅ）

※「２５年度（当初予算額）」
からは、財団法人等に派遣
する職員の給与支給方法
を、区からの直接支給に変
更した。
区からの委託料収入は、指
定管理委託料のほか検体
検査事業の委託料を含む

人件費比率

団体総収入額(A）

管理費における区補助金比率（F/E）

区からの収入比率

80.8% 81.5%

80.4% 81.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

24年度 25年度
決算額（％） 当初予算額（％）

●２５年度決算、目標達成に対する評価
　収入については、指定管理受託における人件費の減額や大腸がん検
診の特定健診同時受診による受診数減による区からの委託料収入の減
並びに区派遣職員の給与の直接払いへの組み換えなどにより、大幅な
減収となった。一方、経営効率との改善に取り組み、補助金も減額す
ることができた。
　なお、財団の経費全体の圧縮により、人件費率は高まった。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　総合福祉センターの事業見直しで、補助対象事業であった高齢障害者
支援事業の訪問リハビリテーションと福祉用具・住宅改造展示相談室
事業が24年度末で、高齢障害者支援事業の通所リハビリテーションが
25年度末で終了した。このため補助金額も順次減少している。なお、
医療機器や建物設備の老朽化から、購入費や賃借料、修繕費が増加傾
向にあり、経営基盤の強化には費用の抑制のみでなく、設備投資に向
けた準備も必要と考える。

●今後の進め方
　梅ヶ丘拠点整備を視野に、既存事業の強化・拡充を区及び関係機関等
と連携を図り進めることや、財団経営のより一層の自主・自立に向け
経営改革に取り組む必要がある。特に、自主財源を安定的に確保する
ためには、収益事業の柱である保険診療事業の拡充に向け、25年度に
更新した高度医療機器を最大限活用し、新たな顧客の確保と収入増を
目指すとともに、その機器の有用性等を評価しピーアールしていく。

●外郭団体のコメント
　保険診療の精密検査事業は、検体検査事業と
ともに公益財団法人の公益目的事業を補完する
ための重要な収益事業である。平成２６年度以
降も引き続き効率的に事業執行を維持し、公益
目的事業の安定した遂行のための財源確保に努
める。また、将来に向け精密検査事業を継続す
るために必要な高度医療機器の有用性を、区や
関係機関等に客観的に示していく。

●区所管部のコメント
 　事業見直しや経営改善に積極的に取り組み、
補助金の減額を実現する等目標を達成した。ま
た、将来に向けた財団経営の一層の自立を進め
るため、医療器機や建物設備の投資について財
団を支援していく。
　 また、当初の計画どおり高齢障害者支援事業
が平成２５年度末で終了した。引き続き総合福
祉センターの運営及び維持管理については、
梅ヶ丘拠点への機能移転を前提に検討を行って
いく。
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ウ　人員計画　 （単位：人）

備考２４年度

114

２５年度

12

1

71

19

19

23

4

　常勤役員数

128

役員数 12

1

80

平成２４～２５年度の取組み方針

○法人としての組織・人員計画（２３年度策定）のもとで新たな人員体制を維持する。
○区派遣から財団固有への計画的転換を進める。

項目

非常勤・嘱託等

　うち派遣職員数

契約職員等

常勤職員数(役員除く)

常勤職員数（人）

80
71

0

20

40

60

80

100

24年度 25年度

●２５年度組織・人員数・目標達成に対する評価

　　常勤職員数は、総合福祉センターにおいては平成30年度の事業廃止
も踏まえ区派遣職員を減じているが、事業の質の維持・向上のために、
その転換として有期常勤としての契約職員を採用している。　しかし、
両施設とも専門職（社会福祉士、保育士、看護師、診療放射線技師）の
確保が難しく、年度当初には一部欠員が生じている。一方、区制度に準
拠し退職後雇用（再任用）制度の整備を行い、24年度末の定年退職者よ
り臨床検査技師（細胞検査士）の人材を確保した。
　全体としては専門職の一部欠員が生じている現状を踏まえ、計画的に
専門職等の人員を確保する方策に取り組む必要があるものと捉えてい
る。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　
　向こう10年、財団の正規職員の定年退職が増加することを見据え、定
年退職者のマンパワーの有効活用を進める「再任用制度」や、職員の世
代交代をすすめる際の新たな雇用制度として「契約職員制度」を導入
し、計画的な人材の確保に取り組んだ。また、区派遣職員を４名を減と
したが、「契約職員制度」を活用することで、固有職員への転換を図
り、サービス提供等の質の低下等を計画的に防ぐことができた。

●今後の進め方

　梅ヶ丘拠点整備を視野に、平成30年度の保健センターの移設及び総合
福祉センターの廃止を含めた組織・人事計画を新たに策定する必要があ
る。特に、総合福祉センターにおける事業廃止までの間の専門職種の人
材確保、整理統合に伴う人員の再編等を、区と連携を図りつつ計画的に
進めていく。
　また、区派遣職員については、常勤役員も含め、区と調整を図り計画
的に減員していく。

●外郭団体のコメント

　平成31年度の梅丘拠点整備に伴う総合福祉セ
ンターの廃止及び保健センターの移設に向け
て、具体的な事業移管や新規・拡充事業の詳細
は確定しておらず、現段階では人的措置等の判
断が困難である。
　早期に区とも十分協議し連携を図りながら、
次代を見据えた財団の新たな人員体制等を計画
的に整備・構築していく。

●区所管部のコメント
　
　今後１０年の正規職員の退職増を見据え、再
任用制度や契約職員制度を導入する等概ね人員
計画を達成している。また、梅丘拠点整備に伴
う総合福祉センターの廃止及び保健センターの
移設を踏まえた人員計画については、詳細が明
らかになり次第、財団と緊密に連携して対応し
ていく。
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（
３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
執
行
体
制
の
見
直
し

２
４
年
度

実
施

実
施

実
施

実
施

胃
が
ん
検
診
・
健
康
増
進
事
業
の
土
曜
実
施
（
継
続
）

基
幹
型
相
談
支
援
の
体
制
維
持
、
新
た
な
健
康
づ
く
り
の

地
域
拠
点
の
池
尻
健
康
増
進
・
交
流
施
設
の
分
担
業
務

の
体
制
づ
く
り
を
整
え
実
施
し
た

土
曜
事
業
の
定
着
、
基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
の
開

設
や
新
た
な
健
康
づ
く
り
の
地
域
拠
点
の
整
備
な

ど
、
執
行
体
制
を
見
直
し
て
区
民
の
健
康
増
進
事
業

の
利
便
性
の
向
上
に
繋
げ
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
情
報
効
率
化
の
た
め
の
基
盤
整
備

２
１
年
度

実
施

実
施

検
討

継
続

検
討

会
計
基
準
に
よ
る
財
務
シ
ス
テ
ム
及
び
給
与
シ
ス
テ
ム
は

運
用
を
継
続
維
持
し
た
。
ま
た
、
人
事
出
退
勤
シ
ス
テ
ム

及
び
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト
シ
ス
テ
ム
（
シ
ス
テ
ム
一
元
化
）
は
一

部
検
討
し
継
続
検
討
と
な
っ
た
。

財
務
・
給
与
シ
ス
テ
ム
運
用
を
通
じ
、
公
益
財
団
の

区
分
経
理
の
費
用
配
賦
及
び
会
計
貸
借
の
体
制
を
円

滑
に
継
続
で
き
た
。
ま
た
将
来
に
向
け
た
次
期
基
盤

シ
ス
テ
ム
導
入
に
向
け
た
課
題
を
浮
き
彫
り
に
す
る

こ
と
が
で
き
た
。

①
人
事
考
課
制
度
の
向
上

２
０
年
度

検
討

検
討

試
行

試
行

試
行

実
施

常
勤
職
員
（
契
約
職
員
含
む
）
の
組
織
目
標
管
理
の
共

通
ツ
ー
ル
と
し
て
「
自
己
申
告
書
」
を
導
入
し
、
人
事
考
課

制
度
と
の
連
動
を
図
っ
た
。
常
勤
職
員
に
対
し
て
は
、
自

己
申
告
書
の
進
捗
管
理
を
含
め
た
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
実
施
し

た
。

常
勤
職
員
（
契
約
職
員
含
む
）
の
組
織
目
標
管
理
と

し
て
自
己
申
告
書
を
導
入
し
、
勤
務
評
定
の
実
施
要

領
に
沿
っ
た
人
事
考
課
制
度
の
本
格
導
入
に
向
け
準

備
を
整
え
る
と
と
も
に
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
等
を
通
じ
組

織
目
標
の
確
認
等
が
効
果
的
に
実
現
で
き
た
。

②
人
事
制
度
の
見
直
し

２
３
年
度

実
施

実
施

実
施

実
施

区
派
遣
職
員
の
派
遣
終
了
に
伴
い
、
区
へ
引
き
上
げ

（
派
遣
職
員
４
名
減
）
る
と
と
も
に
、
財
団
常
勤
職
員
（
契

約
）
の
採
用
を
進
め
た
。

有
期
常
勤
雇
用
と
し
て
契
約
職
員
制
度
導
入
に
向
け

就
業
規
程
等
を
整
備
し
、
区
派
遣
職
員
の
減
や
固
有

職
員
の
定
年
退
職
に
対
応
し
人
材
を
確
保
で
き
る
制

度
を
整
え
る
こ
と
が
で
き
た
。

③
職
員
の
人
材
育
成

継
続

継
続

継
続

継
続

新
任
、
中
堅
、
管
理
職
等
の
区
や
外
部
の
職
層
研
修
を

通
じ
て
、
組
織
人
と
し
て
財
団
経
営
に
貢
献
で
き
る
人
材

の
育
成
に
努
め
た
。

採
用
・
昇
任
時
の
区
の
職
層
研
修
、
外
部
研
修
や
学

会
発
表
や
大
学
連
携
も
活
用
し
、
将
来
を
担
う
人
材

の
体
系
的
育
成
に
努
め
た
。
人
材
の
確
保
・
育
成
に

向
け
、
総
体
的
な
人
事
・
組
織
計
画
の
策
定
が
今
後

の
課
題
。

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評

価

―
執
行
体
制
の
簡
素
･効
率
化
―

実
施
年
度

平
成
２
４
～
２
５
年
度
の
取
組
み
方
針

○
公
益
財
団
法
人
へ
の
移
行
後
の
運
営
に
つ
い
て
、
管
理
手
法
を
確
立
し
、
経
営
の
安
定
化
を
図
る
。

○
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
等
を
踏
ま
え
、
新
た
な
事
業
展
開
の
準
備
、
実
行
に
着
手
す
る
。

項
目

―
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
―

２
４
年
度

（
計
画
）
２
４
年
度

（
実
績
）
２
５
年
度

（
計
画
）
２
５
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績
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④
再
任
用
制
度
の
導
入

２
４
年
度

実
施

実
施

継
続

継
続

雇
用
延
長
（
嘱
託
）
制
度
を
見
直
し
、
今
後
続
く
大
量
の

定
年
退
職
者
に
よ
る
急
激
な
マ
ン
パ
ワ
ー
の
低
下
を
軽

減
す
る
仕
組
み
の
一
助
と
し
て
再
任
用
制
度
を
導
入
し

た
。

定
年
退
職
後
の
継
続
雇
用
（
再
任
用
・
再
雇
用
）
の

制
度
を
整
備
し
運
用
を
開
始
、
実
際
に
細
胞
検
査
士

資
格
を
有
す
る
検
査
技
師
の
雇
用
継
続
を
図
る
こ
と

が
で
き
た
。

⑤
障
害
者
雇
用
の
確
保

検
討

検
討

検
討

検
討

障
害
者
雇
用
に
向
け
て
検
討
を
進
め
、
今
後
の
雇
用
を

確
保
で
き
た
。

障
害
者
雇
用
制
度
の
変
更
に
伴
う
財
団
の
雇
用
状
況

を
検
証
し
、
専
門
職
種
と
し
て
雇
用
の
可
否
の
検
討

を
行
う
と
と
も
に
、
法
定
雇
用
数
確
保
へ
の
見
通
し

が
で
き
た
。

①
福
祉
用
具
・
住
宅
改
造
展
示
相
談
室

事
業
そ
の
他
の
見
直
し

見
直
し

見
直
し

一
部
実
施
見
直
し

実
施

総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
は
平

成
2
5
年
度
末
を
も
っ
て
廃
止
し
た
。

福
祉
用
具
・
住
宅
改
造
展
示
相
談
室
及
び
リ
ハ
ビ
リ

事
業
に
つ
い
て
は
、
い
ず
れ
も
円
滑
な
利
用
者
の
対

応
を
図
り
、
事
業
終
了
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
料
金
規
程
事
業
の
見
直
し

２
５
年
度

検
討

検
討

一
部
実
施

実
施

実
施

料
金
設
定
を
含
め
た
見
直
し
や
新
規
事
業
の
検
討
・
試

行
を
進
め
、
専
門
人
材
や
機
器
の
有
効
利
用
を
図
り
収

益
拡
大
に
努
め
た
。
消
費
税
増
税
に
伴
う
見
直
し
を
行
っ

た
。

料
金
規
程
の
改
定
を
行
う
と
と
も
に
、
見
直
し
の
中

で
新
た
な
項
目
の
追
加
（
骨
密
度
測
定
・
脳
ド
ッ
ク

の
頚
動
脈
エ
コ
ー
）
を
行
う
こ
と
が
で
き
た
。

①
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
の
経
営
情
報
、
規

程
類
の
公
開

１
７
年
度

充
実

充
実

充
実

充
実

実
施

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
、
事
業
実
績
、
予
算
・
決

算
、
経
営
方
針
、
規
程
類
等
、
利
用
者
ア
ン
ケ
ー
ト

の
結
果
等
を
公
開
す
る
と
と
も
に
、
当
該
年
度
の
改

定
時
等
に
速
や
か
に
対
応
し
た
。

必
要
な
情
報
の
公
開
内
容
の
充
実
、
適
切
な
更
新
の

ほ
か
、
重
要
な
労
使
協
定
の
公
開
な
ど
の
充
実
も

図
っ
た
。
事
業
の
紹
介
や
申
込
み
に
つ
い
て
も
随
時

見
直
し
、
使
い
や
す
い
Ｈ
Ｐ
へ
の
改
良
が
進
め
ら
れ

た
。

②
例
月
会
計
指
導
と
経
営
管
理
の
強
化

充
実

充
実

継
続

継
続

各
月
毎
に
公
認
会
計
士
に
よ
る
会
計
指
導
を
受
け
、
経

営
管
理
に
活
用
し
た
。
ま
た
期
中
監
査
も
実
施
し
、
年

度
途
中
の
財
務
状
況
の
把
握
と
そ
の
結
果
公
表
等
の

を
活
用
に
関
し
て
の
検
討
を
進
め
た
。

会
計
指
導
、
期
中
監
査
・
決
算
監
査
な
ど
、
経
営
管

理
に
向
け
た
指
導
体
制
を
定
着
さ
せ
、
2
5
年
度
の
収

益
実
績
の
改
善
・
向
上
に
繋
げ
る
こ
と
が
で
き
た
。

年
度
途
中
の
財
務
状
況
の
把
握
と
そ
の
結
果
公
表
等

に
つ
い
て
は
継
続
課
題
と
す
る
。

２
４
年
度

（
実
績
）
２
５
年
度

（
計
画
）
２
５
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評

価
項
目

実
施
年
度
２
４
年
度

（
計
画
）

―
団
体
事
業
の
見
直
し
―

―
経
営
の
透
明
性
の
向
上
―
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※
区
所
管
部
の
取
組
み

一
部
実
施
一
部
実
施
一
部
実
施
一
部
実
施

前
年
度
ま
で
の
取
り
組
み
の
成
果
を
踏
ま
え
、
地
域
の
健

康
づ
く
り
活
動
支
援
を
更
に
推
進
す
る
と
と
も
に
、
生
活
習

慣
病
重
度
化
予
防
に
関
す
る
事
業
拡
充
の
検
討
を
行
っ

た
。

健
康
せ
た
が
や
プ
ラ
ン
（
第
二
次
）
に
即
し
て
、
生

活
習
慣
病
重
度
化
予
防
や
地
域
の
健
康
づ
く
り
活
動

支
援
を
推
進
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
一
方
、
壮
年
期

世
代
の
健
康
づ
く
り
へ
の
積
極
的
な
支
援
体
制
及
び

先
駆
的
な
事
業
展
開
等
に
つ
い
て
は
、
さ
ら
に
検
討

を
深
め
る
必
要
が
あ
り
、
次
年
度
以
降
の
課
題
で
あ

る
。

見
直
し

た
す
け
っ
と

及
び
訪
問
リ

ハ
ビ
リ
事
業

の
廃
止

通
所
リ
ハ
ビ

リ
事
業
の
廃

止

通
所
リ
ハ
ビ

リ
事
業
の
廃

止
当
初
の
計
画
ど
お
り
通
所
リ
ハ
ビ
リ
事
業
を
廃
止
し
た
。
当
初
の
計
画
ど
お
り
、
た
す
け
っ
と
、
訪
問
リ
ハ
ビ

リ
事
業
、
通
所
リ
ハ
ビ
リ
事
業
を
廃
止
し
た
。

事
業
利
用
者
の
移
行
も
円
滑
に
お
こ
な
っ
た
。

介
護
保
険
事
業
。
福
祉
用
具
・
住
宅
改
造
展
示

相
談
室
事
業
の
見
直
し
(障
害
施
策
推
進
課
)

実
施
年
度

執
行
体
制
の
見
直
し
（
健
康
増
進
事
業
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
５
年
度

（
実
績
）

２
４
年
度

（
実
績
）

項
目

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評

価
２
４
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
計
画
）

●
２
５
年
度
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

　 　
・
公
益
財
団
法
人
と
し
て
の
運
営
基
盤
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
健
康

づ
く
り
の
新
た
な
地
域
拠
点
と
し
て
池
尻
健
康
増
進
・
交
流
施
設
の
運
営

共
同
体
の
構
成
員
と
し
て
、
ス
タ
ッ
フ
の
育
成
や
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
監
修
等

に
努
め
た
。

　
・
人
事
制
度
に
お
い
て
は
、
契
約
職
員
の
採
用
、
退
職
後
雇
用
制
度

（
再
任
用
）
を
開
始
す
る
と
と
も
に
、
人
事
考
課
制
度
の
本
格
導
入
に
向

け
、
自
己
申
告
書
の
導
入
や
要
領
に
も
と
づ
く
勤
務
評
定
の
実
施
を
行
っ

た
。

　
・
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
高
齢
障
害
者
支
援
事
業
の
通
所
リ
ハ

ビ
リ
事
業
に
つ
い
て
は
、
事
業
廃
止
の
方
針
に
基
づ
き
、
利
用
者
の
理
解

を
得
な
が
ら
、
移
行
を
含
め
順
調
に
事
業
終
了
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

　
・
財
務
上
の
経
営
管
理
に
つ
い
て
、
期
中
の
状
況
を
把
握
す
る
仕
組
み

は
定
着
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
、
期
末
の
実
績
に
お
い
て
も
２
４
年
度
よ
り

経
常
増
減
額
を
改
善
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

　
　
以
上
の
こ
と
か
ら
、
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み
に
つ
い

て
は
ほ
ぼ
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

●
２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

　
梅
ヶ
丘
拠
点
整
備
を
視
野
に
、
区
立
保
健
セ
ン
タ
ー
の
梅
ヶ
丘
病
院
跡

地
へ
の
移
転
に
関
し
て
は
、
中
長
期
の
方
針
（
保
健
セ
ン
タ
ー
経
営
ビ

ジ
ョ
ン
／
平
成
2
2
年
2
月
）
が
示
す
保
健
セ
ン
タ
ー
の
拠
点
機
能
と
整
合

性
を
図
り
つ
つ
、
新
た
な
視
点
で
の
保
健
セ
ン
タ
ー
機
能
等
の
強
化
・
拡

充
を
進
め
て
き
た
。
　
ま
た
、
経
営
面
で
は
、
区
の
あ
ら
た
な
実
施
計
画

等
に
示
さ
れ
る
外
郭
団
体
改
革
基
本
方
針
や
行
動
計
画
と
の
整
合
性
を
図

り
つ
つ
、
経
営
改
善
に
努
め
て
き
た
。

　
特
に
、
梅
ヶ
丘
拠
点
整
備
に
伴
う
区
立
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
平
成
３

０
年
度
の
事
業
廃
止
に
先
立
ち
、
福
祉
用
具
・
住
宅
改
造
展
示
相
談
室
と

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
が
平
成
２
４
年
度
末
で
、
通
所
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
が
平
成
２
５
年
度
末
で
終
了
し
た
こ
と
か
ら
、
公
益
目
的
事

業
比
率
な
ど
の
再
確
認
の
た
め
公
益
法
人
の
認
定
変
更
手
続
き
を
済
ま
せ

て
い
る
。

　
さ
ら
に
、
職
員
の
高
年
齢
、
定
年
退
職
へ
の
対
応
と
し
て
、
外
部
の
人

事
研
修
や
、
Ｏ
Ｊ
Ｔ
の
体
制
を
整
え
る
な
ど
、
将
来
を
担
う
財
団
職
員
へ

の
育
成
に
も
力
を
注
ぎ
は
じ
め
た
。

　
ま
た
、
区
及
び
区
内
関
係
機
関
と
の
連
携
に
基
づ
き
、
今
後
の
保
健
セ

ン
タ
ー
の
先
駆
的
医
療
事
業
等
の
あ
り
方
に
つ
い
て
も
検
討
を
行
い
、
そ

の
方
向
性
等
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
た
。

●
今
後
の
進
め
方

　
　
今
後
、
国
や
都
の
健
康
づ
く
り
施
策
等
の
動
向
や
社
会
環
境
の
変
化

等
を
見
定
め
、
区
立
保
健
セ
ン
タ
ー
の
梅
ヶ
丘
病
院
跡
地
へ
の
移
転
、

区
立
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
事
業
廃
止
（
一
部
は
区
立
保
健
セ
ン
タ
ー

へ
移
管
）
に
向
け
公
益
財
団
法
人
と
し
て
の
役
割
を
全
う
し
つ
つ
、
あ

ら
た
な
中
長
期
の
方
針
（
新
た
な
保
健
セ
ン
タ
ー
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
）
の

策
定
に
向
け
た
準
備
を
進
め
、
法
人
運
営
を
よ
り
円
滑
に
進
め
て
い
く

必
要
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
今
後
の
保
健
セ
ン
タ
ー
の
先
駆
的
医
療
事
業

等
の
あ
り
方
に
関
す
る
検
討
を
、
区
及
び
関
係
機
関
等
と
継
続
し
て
い

く
。

　
ま
た
、
区
立
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
事
業
廃
止
（
一
部
は
区
立
保
健

セ
ン
タ
ー
へ
移
管
）
に
伴
う
計
画
的
な
事
業
収
束
や
、
職
員
の
高
年

齢
、
定
年
退
職
へ
の
対
応
も
急
務
で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
培
っ
て
き
た
検

診
や
健
康
づ
く
り
の
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
を
的
確
に
継
承
し
つ
つ
、
財
団
の

事
業
運
営
の
資
質
の
維
持
向
上
を
図
れ
る
マ
ン
パ
ワ
ー
の
確
及
び
育
成

が
大
き
な
課
題
と
言
え
る
。
こ
の
た
め
、
向
こ
う
1
0
年
、
財
団
の
正
規

職
員
の
定
年
退
職
が
増
加
す
る
こ
と
を
見
据
え
た
、
財
団
の
人
事
、
組

織
計
画
の
策
定
が
急
務
で
あ
る
。

　
さ
ら
に
、
財
団
の
経
営
改
革
の
具
現
化
に
向
け
、
財
政
の
健
全
化
等

に
も
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降
当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

区
立
保
健
セ
ン

タ
ー
の
維
持
管
理

運
営

区
立
保
健
セ
ン
タ
ー
は
築
３
６

年
を
迎
え
老
朽
化
の
中
で
機

能
の
維
持
に
努
め
る
。

引
き
続
き
効
率
的
な
運
営
に

努
め
る
。

同
左

1
9
9
,9
4
3

0
1
7
1
,8
1
6

0
1
5
8
,5
4
3

0
1
7
7
,3
3
0

0

が
ん
検
診
事
業

計
画
目
標
約
９
５
％
を
達
成
し

た
が
更
な
る
受
診
率
の
向
上

が
課
題
。
２
３
年
度
は
震
災
他

の
影
響
へ
対
応
す
る
。

こ
れ
ま
で
の
公
募
検
診
や
町

会
検
診
に
加
え
、
商
店
街
組

合
、
同
業
者
組
合
向
け
に
事

業
を
拡
大
し
地
域
と
の
つ
な
が

り
を
活
か
し
受
診
率
向
上
を
図

る
。

同
左
、
拡
大
す
る
。
乳

が
ん
検
診
の
視
触
診

実
施
に
向
け
た
検
討
・

調
整
を
す
す
め
る
。

1
6
0
,3
7
1

0
1
6
6
,5
7
3

0
1
7
2
,2
2
2

0
1
7
2
,0
5
4

0

保
険
診
療
等
に
よ

る
検
査
事
業

区
内
８
０
０
診
療
所
の
精
密
検

査
を
担
う
な
ど
後
方
支
援
機

能
を
果
た
し
て
い
る
。
検
査
収

入
の
拡
大
が
課
題
。

医
療
機
関
ア
ン
ケ
ー
ト
を
再
度

実
施
し
、
前
回
か
ら
の
改
善
点

を
検
証
し
、
収
入
増
に
努
め

る
。

ア
ン
ケ
ー
ト
内
容
を
分

析
し
、
利
用
機
関
拡
大

に
向
け
た
対
応
を
検
討

す
る
。
C
T
・
M
R
Iに
つ

い
て
重
点
的
に
P
R
に

努
め
る
。

2
0
1
,6
9
7

6
4
,0
1
9
1
9
7
,5
7
7

6
2
,7
0
8

1
9
6
,2
3
9

6
3
,6
7
1

1
8
1
,8
1
6

4
7
,8
3
3

料
金
規
程
等
に
よ

る
事
業

各
種
の
検
査
の
中
で
も
、
区

内
中
小
企
業
か
ら
の
健
診

ニ
ー
ズ
が
一
貫
し
て
増
加
へ

の
対
応
が
必
要
で
あ
る
。

各
種
検
査
の
コ
ス
ト
を
検
証

し
、
内
容
と
料
金
の
見
直
し
の

検
討
と
共
に
、
現
在
の
人
材
と

機
材
を
有
効
活
用
し
、
新
た
な

検
査
を
検
討
し
収
益
の
拡
大

を
図
る
。

同
左
、
実
施
す
る
。

2
1
,6
6
5

0
2
5
,1
3
2

0
2
9
,8
0
7

0
2
3
,2
4
0

0

検
体
検
査
事
業

大
腸
が
ん
、
子
宮
が
ん
の
検

体
検
査
へ
の
迅
速
で
的
確
な

処
理
と
検
査
精
度
の
維
持
向

上
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

子
宮
が
ん
に
お
け
る
べ
セ
ス
ダ

シ
ス
テ
ム
の
本
格
導
入
で
地
域

医
療
機
関
と
の
協
力
の
も
と
検

査
精
度
を
向
上
さ
せ
る
。
大
腸

が
ん
検
査
の
精
度
を
維
持
す

る
。

同
左
。
新
た
に
医
療
機

関
に
お
い
て
特
定
健
康

診
査
と
同
時
受
診
が
で

き
る
大
腸
が
ん
検
診
に

つ
い
て
は
、
精
度
管
理

業
務
を
受
託
す
る
。

3
9
,1
6
0

4
5
8

4
6
,5
4
2

2
2
9

3
9
,6
8
4

2
2
9

4
0
,3
3
6

2
2
9

健
康
増
進
事
業

対
象
や
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
工
夫
し

た
セ
ン
タ
ー
内
で
の
教
室
の

ほ
か
、
地
域
へ
の
支
援
ニ
ー

ズ
へ
の
N
P
O
や
大
学
と
の
連

携
で
応
え
る
。

２
３
年
度
に
続
き
、
ス
ポ
ー
ツ
振

興
財
団
と
の
連
携
事
業
の
拡

充
や
区
内
大
学
と
の
事
業
効

果
の
研
究
な
ど
、
区
専
門
機
関

の
特
性
を
活
か
し
た
展
開
を
図

る
。

同
左
。
事
業
規
模
に
大

き
な
変
動
は
な
い
が
「
こ

こ
ろ
」
を
取
り
入
れ
た
教

室
や
、
重
度
化
予
防
の

地
域
実
施
を
充
実
さ
せ

る
。

1
7
2
,7
6
6

0
1
7
7
,9
0
6

0
1
7
5
,5
3
1

0
1
7
9
,3
1
9

0

健
康
教
育
事
業

が
ん
検
診
、
健
康
づ
く
り
な
ど

健
康
に
身
近
な
テ
ー
マ
を
多

様
な
メ
デ
ィ
ア
で
発
信
し
働
き

か
け
る
必
要
が
あ
る
。

げ
ん
き
人
、
F
M
、
講
演
会
ほ
か

多
様
な
手
法
で
健
康
づ
く
り
情

報
発
信
を
強
化
す
る
。
事
業
者

向
け
の
健
康
づ
く
り
支
援
を
強

化
す
る
。

同
左
。
特
定
保
健
指
導

の
拡
充
の
ほ
か
、
新
た

な
健
康
の
拠
点
づ
く
り

と
し
て
、
池
尻
健
康
増

進
・
交
流
施
設
の
分
担

業
務
を
受
け
持
つ
。

3
7
,2
3
6

0
2
1
,7
4
8

0
4
7
,0
4
5

0
3
3
,3
9
6

0

２
５
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
５
年
度

２
４
年
度

（
４
）
外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）

事
務
事
業
名
等

現
状
と
課
題
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降
当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
５
年
度

２
４
年
度

事
務
事
業
名
等

現
状
と
課
題

総
合
福
祉
セ
ン

タ
ー
の
維
持
管
理

運
営

区
立
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
は

築
２
３
年
を
迎
え
老
朽
化
の
中

で
機
能
の
維
持
に
努
め
て
い

る
。

引
き
続
き
効
率
的
な
運
営
に

努
め
る
。

同
左

1
6
9
,5
9
9

0
1
6
8
,1
0
5

0
1
4
6
,2
2
8

0
1
5
2
,3
6
2

0

成
人
機
能
訓
練
事

業
障
害
者
自
立
支
援
法
の
改
正

に
伴
い
、
新
た
な
課
題
へ
の

取
り
組
み
が
求
め
ら
れ
て
い
る

と
も
に
、
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー

機
能
の
充
実
を
図
っ
て
い
く
。

既
存
事
業
の
運
営
の
見
直
し
、

新
た
な
相
談
支
援
事
業
の
対

応
や
自
立
支
援
協
議
会
の
事

務
局
の
運
営
の
方
策
を
確
立

し
て
い
く
。

同
左

1
7
4
,5
9
9

0
1
5
1
,6
4
3

0
1
3
6
,3
6
7

0
1
3
1
,8
1
9

0

児
童
機
能
訓
練
事

業
障
害
者
自
立
支
援
法
の
改
正

に
伴
い
、
新
た
な
課
題
へ
の

取
り
組
み
が
求
め
ら
れ
て
い

る
。

障
害
児
支
援
利
用
計
画
の
作

成
手
順
や
方
法
の
検
討
、
従

来
の
児
童
施
設
へ
の
訪
問
支

援
に
お
い
て
は
、
新
た
に
個
別

給
付
化
へ
の
移
行
を
検
討
し

て
い
く
。

同
左

2
3
3
,9
3
4

0
1
8
9
,5
9
4

0
1
7
6
,0
9
8

0
1
2
9
,5
7
5

0

福
祉
用
具
・
住
宅

改
造
展
示
相
談
室

事
業

都
内
最
大
級
の
展
示
施
設
だ

が
、
民
間
の
事
業
展
開
も
あ

り
、
財
団
で
実
施
す
る
意
義
が

薄
れ
て
き
た
。

区
な
ど
の
関
係
機
関
と
調
整
を

し
、
平
成
2
4
年
度
末
を
も
っ
て

廃
止
す
る
。

1
7
,5
5
1

1
7
,5
5
1
1
6
,6
6
8

1
6
,6
6
8

0
0

0
0

高
齢
障
害
者
支
援

事
業

補
助
金
削
減
に
よ
り
大
幅
な

赤
字
が
計
上
さ
れ
て
い
る
中
、

民
間
事
業
所
の
開
設
等
の
状

況
を
鑑
み
、
一
定
の
役
割
は

果
た
し
た
の
で
、
事
業
を
順
次

見
直
し
て
い
く
。

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
に
つ

い
て
は
、
区
な
ど
の
関
係
機
関

と
調
整
し
、
平
成
2
4
年
度
末
を

も
っ
て
廃
止
す
る
。

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
に
つ
い
て
、
区
な
ど

の
関
係
機
関
と
調
整

し
、
平
成
2
5
年
度
末
を

も
っ
て
廃
止
す
る
。

1
0
7
,1
3
3

1
5
,3
2
8
8
6
,7
4
3

9
,3
0
5

2
9
,5
4
1

1
,8
2
0

6
5
,0
5
3

1
,8
2
0

支
援
者
育
成
事
業

（
①
技
術
支
援
、
②
住

宅
改
造
ア
ド
バ
イ

ザ
ー
事
業
）

①
専
門
職
を
施
設
に
派
遣

し
、
障
害
特
性
や
指
導
法
等

の
技
術
的
な
助
言
・
指
導
を

行
っ
て
い
る
。

②
対
象
者
宅
を
訪
問
し
、
住

宅
改
造
相
談
に
応
じ
て
い
る
。

総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
唯
一

の
収
益
事
業
で
あ
り
、
専
門
職

の
ス
キ
ル
の
向
上
を
外
部
研

修
等
も
含
め
、
引
き
続
き
担
保

し
て
い
く
。
ま
た
、
対
象
施
設
の

拡
充
に
つ
い
て
検
討
し
て
い

く
。

同
左

3
,5
4
9

0
3
,0
0
3

0
4
,5
6
0

0
2
,4
2
8

0

区
の
支
援
の
あ
り
方
（
区
所
管
部
コ
メ
ン
ト
）

　
が
ん
検
診
事
業
に
つ
い
て
は
、
乳
が
ん
検
診
（
視
触
診
）
を
開
始
す
る
こ
と
に
係
る
環
境
整
備
に
努
め
る
と
と
も
に
、
連
携
し
て
が
ん
検
診
の
精
度
管
理
の
強
化
に
取
り
組
む
。
健
康
増
進

事
業
に
つ
い
て
は
、
生
活
習
慣
病
重
症
化
予
防
対
策
事
業
を
医
師
会
等
と
連
携
し
て
実
施
で
き
る
よ
う
支
援
し
て
い
く
。

 
 
ま
た
、
平
成
３
１
年
度
に
開
設
す
る
梅
ヶ
丘
拠
点
へ
の
機
能
移
行
に
向
け
て
、
保
健
セ
ン
タ
ー
と
協
働
し
て
「
区
立
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
機
能
・
業
務
移
行
検
討
会
」
を
立
ち
上
げ
て
円
滑

な
機
能
及
び
業
務
の
移
行
を
図
っ
て
い
く
。
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（１）事業内容と経営目標
指
定
管
理
者

区
委
託

一
部
○

一
部
○

一
部
○

一
部
○

○

経
営
目
標

１　自然環境や歴史的・文化的環境を保全した美しい風景のあるまちの実現
２　安全に安心して活き活きと住み続けられる共生のまちの創出
３　居住環境を魅力的に守り育む活動やコミュニティの形成
４　財団の自立的経営の確立に向けた、経営基盤の強化

駐車場の管理
運営事業

　地元商店街の振興や周辺まちづくり、買い物客の利便性向上に貢献する
駐車場を適切に管理運営し、自主財源の確保を図る。
　三軒茶屋キャロットタワー内地下の「キャロットパーク」、京王線下高
井戸駅北側の「下高井戸公共駐車場」・「下高井戸バイクパーク」の管理
運営に関する事業を実施している。

ＳＴＫハイツの管理
運営事業

　三軒茶屋地区の都市整備事業の仮店舗、仮住宅として建設した財団所有
の建物を、事業完了に伴い事務所として賃貸し、自主財源の確保を図る。
　「ＳＴＫハイツ」の賃貸・維持管理に関する事業を実施している。

事業名 事業内容

区出資額 ５億円区出資率 100%設立 基本金平成18年4月1日 5億円

安全で安心できる公共
施設の維持保全事業

　区民の誰もが身近な公共施設を安全に安心して利用できるよう、施設の
維持保全を行うとともに、バリアフリー改修工事を実施する。
　区内中小企業者の育成、公共施設の維持保全に関する事業を実施してい
る。

環境保全を図るトラス
ト運動事業

　区内に残る樹林地や河川・湧水などの自然環境や、世田谷の昔を伝える
歴史的・文化的環境など、かけがえのない環境を守り、みどり豊かなまち
を次世代に引き継いでいく活動を、多くの区民が主体的に参加できる体制
をつくって推進する。
　民有地のみどり保全・緑化推進、自然環境の保全再生、歴史的・文化的
環境の保全活用に関する事業を実施している。

参加の輪を広げる普及
啓発事業

　体験活動や講座の開催、他団体との協力・連携、情報発信や活動拠点の
運営、広報などを通して、環境共生・地域共生のまちづくりへの関心を高
め、活動に参加する住民層を広げる。
　環境学習・人材育成、企業・他団体等との連携・協力、ビジターセンタ
ーの運営、広報・情報発信に関する事業を実施している。

安心して住み続けられ
る住まいづくり事業

　住まいづくりを支える人たちとの協働により住まい・まちづくりを進め
ていくことによって、自分のまちに誇りと愛着をもち、安らぎと魅力が実
感できる豊かな住宅都市実現に貢献する。
　せたがやの家・区営住宅等の運営事業、住宅入居者を対象とした安心と
支えあいのサポートや住宅設備の維持管理、広く区民等を対象とした住ま
い相談及び入居支援に関する事業を実施している。

地域力を育むまちづく
り推進事業

　財団に蓄積されてきたまちづくり活動団体や専門家とのネットワーク、
及び財団内に培ってきたワークショップ運営等に関する専門知識や手法等
を活かし、住民主体によるまちづくり活動の発展を図るとともに、活動団
体相互の連携や、区民参加を推進して、地域力の向上を図る。
　地域共生のいえづくり支援、区民主体のまちづくり活動促進、住民参加
の企画運営協力に関する事業を実施している。

理事長　春日　敏男
区担当所管 都市整備部都市計画課

３－４ 一般財団法人世田谷トラストまちづくり
代表者
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２４年度
（計画）

２４年度
（実績）

計画との
差 達成率

２５年度
（計画）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

計画との
差

達成率

5,350 5,066 △ 284 94.7% 5,500 5,352 △ 148 97.3%

42 43 1 102.4% 46 47 1 102.2%

市民緑地・小さな森（箇所） 21 22 1 104.8% 23 23 0 100.0%

地域共生のいえ（箇所） 12 12 0 100.0% 13 15 2 115.4%

まちづくり拠点（箇所） 9 9 0 100.0% 10 9 △ 1 90.0%

24,500 30,043 5,543 122.6% 25,000 30,905 5,905 123.6%

93.5 91.2 △ 2.3 97.6% 94.5 88.9 △ 6 94.1%

14 14 0 100.0% 16 15 △ 1 93.8%

200,000 203,980 3,980 102.0% 171,000 164,909 △ 6,091 96.4%

ビジターセンター利用者数(人)

せたがやの家の入居率(入居率＝入居者
の年間家賃合計額÷全住戸の年間家賃
合計額)(％)

キャロットタワー駐車場収入(千円／年）

フラワー・地域交流サポート事業実施
団地数(団地)

●各項目の考え方
　財団の掲げる目標の実現を目指し、これにふさわしい事業の数値目標を設定する。
　取組みにあたっては、世田谷区の外郭団体改善方針及び政策検証委員会提言並びに平成18年度からの取組みの評価を踏まえ、
財団の特性や自主性を発揮しながら、着実な推進に努める。

○トラスト運動支援者数（人）
　　財団の目標を実現するため指標としている。
○みどり保全地や地域まちづくり拠点などの創出数（箇所）
　・市民緑地・小さな森（箇所）
　　　市民緑地とは、３００㎡以上の緑地所有者と契約し、管理公開している緑地である。また、小さな森は、世田谷トラス
    トまちづくりの独自のみどりの保全制度で、５０㎡以上の林や庭を所有する区民を募り、『小さな森』として登録し、庭
    づくりのアドバイスと年間数日オープンガーデンを行っている。
　・地域共生のいえ（箇所）
　　　地域共生のいえとは、区内にある家・建物を活用し、地域のまちづくり活動を支える場で、子育てを支援する場・地域
    の交流を広げる場など、各“いえ”により、様々な活動をしている。
　・まちづくり拠点（箇所）
　　　区民の主体的な参加によるまちづくりを推進するため、まちづくりファンド助成グループやまちづくり活動団体などの
    まちづくり相談に応じ、区民主体のまちづくり拠点創出を支援している。
○ビジターセンター利用者数（人）
　　成城４丁目にあるビジターセンターの年間利用者数。
○せたがやの家の入居率
　　入居者の年間家賃の合計額を全住戸の年間家賃合計額で割って算出している。
○フラワー・地域交流サポート事業実施団地数（団地）
　　区営等住宅入居者と地域との交流によるコミュニティの形成につながるため、指標としている。
○キャロットタワー駐車場収入（千円／年）
　　平成２５年度よりキャロットタワー駐車場の運営をサブリース方式に変更した。駐車場収入はこれまでの売上額ではなく
　賃借料収入額となるため、２５年度(計画)は２４年度（計画）より下回るが、委託費や設備費の歳出が削減されたため、ト
　ータルでは収益増となり、また安定的な収益が確保できることとなった。

平成２４～２５年度の取組み方針
○【２ヵ年で達成する目標】
（１）トラスト運動の推進によるみどりの保存・創出（２）区民の主体的な参加による地域共生のまちづくりの推進
（３）コミュニティ豊かで安心して暮らせる住環境の形成に努める。
○【目標を達成するための課題】
区民一人ひとりがまちづくりへの関心を高め、参加・協働の推進と自主財源の確保が課題である。

項目

トラスト運動支援者数（人）

（２）改善計画の推進状況

ア　事業目標

みどり保全地や地域まちづくり拠点な
どの創出数（箇所）

内
訳
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主な事業目標

トラスト運動支援者数（人）

5,066
5,352

5,350 5,500

0

2,000

4,000

6,000

24年度 25年度
実績 計画

みどり保全地や地域まちづくり拠点などの創出数（箇
所）

43
47

42
46

0

10

20

30

40

50

24年度 25年度
実績 計画

●２５年度実績・目標達成に対する評価
　①トラスト運動支援者数については、加入促進キャンペーンやトラストＤＡ
　　Ｙの開催など、会員及び区民に支援の必要性について普及啓発活動を図る
　　事業の実施や、他団体との連携を進めた結果、達成率は100％には届かな
　　かったものの、24年度より286人、達成率は97.3％と昨年より約3ポイント
　　増やすことができ、環境共生等区民の関心を高めることができた。
　②みどり保全地・地域共生のいえ・地域まちづくり拠点の総数については、
　　46箇所の計画に対し、47箇所となり、区民主体によるまちづくりの推進を
　　進めることができた。特に地域の交流の場である地域共生のいえについて
　　は、子育て世代や介護者など、新たに３箇所増え目標を上回る15箇所とな
　　った。またビジターセンターの利用者数は、25年度の年間目標数25,000人
　　を大きく上回る30,905人が利用し、区民の活動の場所として定着してきた。
　③せたがやの家の入居率については、様々な対応策を検討・実施しているが、
　　返還が迫っているファミリー型は、退去件数が増える状況が続いており、
　　目標を達成できなかった。
　④フラワー・地域交流サポート事業実施団地数については、目標には届かな
　　かったが、コミュニティ形成に消極的な団地が多い中で、職員が粘り強く
　　交渉したことで、新たに１団地増やすことができ、入居者同士や地域との
　　良好な関係を保つきっかけづくりとなった。
　⑤キャロットタワー駐車場は、プロポーザルで選定した業者によるサブリー
　　ス方式へ運営方法を変更したことにより老朽化された機器設備の一部（料
　　金精算機等）が更新され、ナンバー自動読み取りゲートバー、空き区画案
　　内システム、ユニバーサルデザイン対応料金精算機、場内照明のＬＥＤ化
　　などを新たに導入し、利用者への利便性向上が図られ、収益もほぼ目標を
　　達成できた。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　①トラスト支援者数については、更新率の低下を防ぐ努力や、団体との連携・
　　協働などによる事業を実施し、支援者数の拡大に努めているが、達成率は目
　　標に届かなかった。
　　しかし支援者数は平成24年度には初めて5,000人台となり着実に増加してお
　　り、区民意識向上に寄与している。
　②みどり保全地・地域共生のいえ・地域まちづくり拠点については、制度の周
　　知が広がってきたことなどにより、目標を上回る成果を上げることができ
　　た。
　　また、活動拠点については、平成25年度は目標である10カ所目のまちづくり
　　拠点の完成にはいたらなかったが、平成26年５月には完成し、10カ所目が創
　　出される予定で、地域力の向上につながった。また、ビジターセンターの利
　　用者数については、この２年間、目標を大きく上回る30,000人以上の利用者
　　があり、区民への普及啓発の場としての役割を果たしている。
　③せたがやの家は返還が迫る住宅が増えることにより退去件数が増え、入居率
　　は目標を下回っているが、良質な住宅を提供することができた。
　④フラワー・地域交流サポート事業実施団地数については、ほぼ目標数の団地
　　で理解を得て実施することができ、地域コミュニティの形成につながった。
　⑤キャロットタワー駐車場は運営方法の変更により、区民の利便性の向上に貢
　　献するとともに、安定的な収益を見込むことができた。

●今後の進め方
　①トラスト支援者数については、トラスト運動の成果をわかりやすく伝える
　　ことで更新率の低下を防ぐとともに、他団体との連携を拡大し、支援者数
　　の増加に努める。
　②市民緑地は区との連携強化による箇所数の拡大を図る。地域共生のいえに
　　ついては、目標数を増やし、地域共生のまちづくりの一層の拡大を目指す。
　　また、ビジターセンターの利用者数については、地域の環境保全団体等と
　　連携した催しの実施や、みどり保全や育成に関する相談機能を強化するな
　　ど、新たな来館者の獲得に努める。
　③せたがやの家は、入居者を増やす対応策を引き続き検討し、入居率の改善
　　を目指す。
　④フラワー・地域交流サポートの団地については、入居者同士や地域との交
　　流の重要性を理解してもらい、さらに団地数及び参加者の増加を目指す。
　⑤キャロットタワー駐車場の運営については、業者が一定以上の売上実績を
　　上げると財団の収入が増える従量賃料契約により、売上げ増が見込まれ、
　　財団の自主財源を確保していき、健全経営を目指す。

●外郭団体のコメント
＜主な事業目標、計画の推進状況について＞
　　　業務効率の高い組織・職員体制を構築し、
　自主財源の確保と事業執行に努めるとともに、
　健全な経営に努めた。さらに推進するため、
　平成25年度には新経営計画を策定した。

　

●区所管部のコメント
・様々な事業や活動を通して、制度の充実や普及
　啓発に努め、24年度・25年度ともに、目標数値
　の大半が、達成率95％を超えたことは、評価し
　ている。

・せたがやの家の入居率の改善については、財団
　の自主努力だけでは限界があるので、区として
　も財団と協議し、必要に応じて協力していく。

・今後とも、各事業の円滑な執行と財団の目標
　達成のために、適切な指導助言を行っていく。
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イ　財政計画　 （単位：百万円）

２４年度
（当初予算額）

２４年度
（決算額）

２５年度
（当初予算額）

２５年度
（決算額）

備考

3,039 2,719 2,637 2,701

団体財源(Ｂ) 2,174 1,901 1,866 1,920

区からの収入額(Ｃ+Ｄ) 865 818 771 781

　　区補助金収入(Ｃ） 241 219 216 210

　　区からの委託料収入(Ｄ） 624 599 555 571

区からの収入比率（（Ｃ+Ｄ）/Ａ） 28.5% 30.1% 29.2% 28.9%

99 84 78 91

49 39 39 33

49.5% 46.4% 50.0% 36.3%

12.3% 11.2% 11.3% 10.8%人件費比率

平成２４～２５年度の取組み方針

○【２ヵ年で達成する目標】
区からの収入比率を改善し、財団の自主・自立化を推進する。
○【目標を達成するための課題】
駐車場経営等の改善により、自主財源を安定的に確保することが課題である。

項目

管理費に対する区補助金額（Ｆ）

管理費(Ｅ）

※「２５年度（当初予算額）」からは、財団
法人等に派遣する職員の給与支給方法
を、区からの直接支給に変更した。

団体総収入額(A）

管理費における区補助金比率（F/E）

区からの収入比率

30.1% 28.9%

28.5% 29.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

24年度 25年度
決算額（％） 当初予算額（％）

●外郭団体のコメント
　この決算では、当期収支差額がマイナスと　な
り、せたがやの家事業が財団の財政状況を厳しい
ものとしている。また、契約満了に近い団地が増
加していくなかで財団独自の対策を講じても、入
居率の低下は依然続いている。
　平成２６年度より、区による子育て世帯への家
賃助成も制度化され、対応を進めている。
　今後は、新たな経営計画に基づき重点事業の展
開を進め、収益のさらなる確保と事務事業の手法
の点検、一層の効率的な事業執行に努める。

●区所管部のコメント

　事業の効率的な執行や自主財源の確保など、自
主・自立化を推進している点は評価できる。せた
がやの家事業については、区として必要に応じて
支援方法を検討する。
　今後とも自主財源の確保や健全経営について、
指導助言していく。

●２５年度決算、目標達成に対する評価

　各事業の実施体制の見直しや、事業費の効率的執行に努め、管理事務経費を
精査し、区からの補助金総額及び補助率も縮減することができた。
　また今年度は、キャロットタワー駐車場は運営方法を変更し、設備の更新に
よる利便性の向上、経営の安定化を図ることができた。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価

　事務事業の見直しや管理費を抑制するなど厳しい状況にあるが、自主財源か
ら捻出し補助金比率も抑制することができた。

●今後の進め方
 　各事務事業の効率化、経費の抑制を進め、駐車場やＳＴＫハイツの事業に
よる自主財源の安定的確保を図るとともに、せたがやの家事業に対する区の子
育て家賃助成や財団独自の空室対策による入居率の向上に取り組んでいく。
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ウ　人員計画　 （単位：人）

備考２５年度

29

8

8

9

7

17

10

2

17

2

31

２４年度

10役員数

項目

非常勤・嘱託等

　常勤役員数

常勤職員数(役員除く)

　うち派遣職員数

契約職員等

平成２４～２５年度の取組み方針

○【２ヵ年で達成する目標】
中長期的視野で財団経営を担うことが出来る人員態勢の確立を目指す。
○【目標を達成するための課題】
財団の求める専門性及びバランス感覚を有する職員育成が課題である。

常勤職員数（人）

31 29

0

10

20

30

40

50

24年度 25年度

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　　財団経営に必要とする多様な雇用形態による組織・人員
　体制を確立することにより、平成２５年度は派遣職員を１
　名削減することができた。
　

●今後の進め方
  　多様な雇用形態を基本とし、現在の事業の事務量、内容
　等を検証し、新たな経営計画に基づく重点事業を展開する
　ため、中長期的視野で財団経営を担うことができる人員体
　制に取り組んでいく中で、派遣職員の削減に取り組む。

●外郭団体のコメント
　　今後も公益的事業の推進に必要な専門性と
　ともに、幅広い視野と柔軟性を持った職員育
　成に努める。

●区所管部のコメント
　　　多様な雇用形態による組織人員体制を確立し、派
　遣職員を削減したことは、財団の自主・自立化につ
　ながることなので、評価できる。
　　引き続き、適正な人員配置や職員の育成について
　協議していくとともに、派遣職員数の見直しも行っ
　ていく。

●２５年度組織・人員数・目標達成に対する評価
　  財団経営に必要とする多様な雇用形態による組織・人員
　体制を確立した。
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（
３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
職
員
配
置
の
見
直
し

２
４
年
度

実
施

実
施

継
続

継
続

各
事
業
の
事
務
量
と
責
任
に
応
じ
た
職
員
の
再
配
置
を

行
う
こ
と
が
で
き
た
。

各
事
業
の
事
務
量
と
責
任
に
応
じ
た
職
員
の
再
配
置
に

よ
り
、
新
規
事
業
に
対
し
て
も
現
人
員
で
対
応
し
、
人

件
費
比
率
も
抑
制
で
き
た
。

②
経
費
削
減

２
２
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

事
業
執
行
に
際
し
、
計
画
的
か
つ
必
要
最
小
限
の
支
出

に
努
め
た
。

事
務
事
業
の
点
検
見
直
し
を
行
い
会
議
用
文
書
等
も
最

小
限
に
す
る
な
ど
経
費
節
減
に
努
め
た
。

③
意
思
決
定
の
迅
速
化

２
５
年
度

試
行

検
討

実
施

実
施

意
思
決
定
の
迅
速
化
が
図
れ
る
よ
う
、
起
案
文
書
の
電
子
化
も
視

野
に
入
れ
検
討
を
行
っ
た
が
、
費
用
対
効
果
を
検
証
し
、
起
案
文

書
の
電
子
化
は
見
送
る
こ
と
と
し
た
。
代
わ
り
に
文
書
研
修
を
行

い
、
意
思
決
定
の
迅
速
化
に
つ
い
て
職
員
の
理
解
を
深
め
た
。

起
案
文
書
の
電
子
化
に
つ
い
て
は
、
導
入
を
見
送
っ
た

が
、
研
修
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
意
思
決
定
の
迅

速
化
に
つ
な
が
っ
た
。

①
労
務
管
理
の
改
善

２
５
年
度

試
行

実
施

実
施

実
施

定
期
的
な
労
使
協
議
の
場
を
設
け
、
良
好
な
労
使
関
係

が
継
続
し
て
い
る
。

定
期
的
な
労
使
協
議
の
場
を
設
け
、
良
好
な
労
使
関
係

を
築
く
こ
と
で
安
定
し
た
財
団
経
営
に
つ
な
げ
た
。

②
目
標
管
理

２
２
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

自
己
申
告
書
に
よ
る
目
標
管
理
と
達
成
に
向
け
た
職
員

の
指
導
を
行
っ
た
。

自
己
申
告
書
に
よ
る
目
標
管
理
と
目
標
達
成
に
向
け
た

適
切
な
指
導
を
行
い
、
職
員
の
企
画
力
・
実
行
力
を
向

上
さ
せ
て
人
材
の
活
用
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

③
固
有
職
員
の
育
成

２
２
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

2
5
年
度
末
の
定
年
退
職
者
の
補
充
と
し
て
、
固
有
職
員

を
採
用
し
、
指
導
育
成
を
行
っ
た
。

職
員
育
成
計
画
に
基
づ
き
、
区
研
修
へ
の
参
加
な
ど
職

員
の
育
成
に
取
り
組
ん
だ
。

①
花
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
運
動
の
制
度
改
善

２
５
年
度

検
討

検
討

実
施

実
施

制
度
の
見
直
し
を
行
い
、
新
た
な
花
と
み
ど
り
の
ま
ち

づ
く
り
支
援
制
度
「
３
軒
か
ら
は
じ
ま
る
ガ
ー
デ
ニ
ン

グ
支
援
制
度
」
の
運
用
を
開
始
し
た
。

新
た
な
制
度
創
設
に
よ
り
、
区
民
の
主
体
的
か
つ
継
続

的
な
花
と
み
ど
り
の
街
並
づ
く
り
活
動
を
柔
軟
的
に
支

援
し
促
進
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
せ
た
が
や
の
家
の
空
室
対
策
改
善

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

お
す
す
め
物
件
対
象
住
戸
の
増
設
、
エ
ア
コ
ン
設
置
の

促
進
、
バ
ス
の
中
吊
り
広
告
に
よ
る
Ｐ
Ｒ
な
ど
、
様
々

な
空
室
対
策
を
実
施
し
た
。

入
居
促
進
P
R
の
強
化
な
ど
、
様
々
な
空
室
対
策
を
行

な
っ
た
が
、
入
居
率
の
改
善
は
図
れ
な
か
っ
た
。

③
せ
た
が
や
の
家
の
借
上
期
間
満
了
へ
の
対
応

２
５
年
度

検
討

検
討

実
施

実
施

目
標
ど
お
り
３
住
宅
5
2
戸
を
返
還
し
た
。

2
5
年
度
借
上
げ
終
了
に
該
当
す
る
住
宅
に
つ
い
て
、

オ
ー
ナ
ー
及
び
新
管
理
会
社
と
連
携
し
、
円
滑
に
返
還

で
き
た
。
2
6
年
度
以
降
返
還
す
る
住
宅
に
つ
い
て
も
、

準
備
を
進
め
て
い
る
。

④
キ
ャ
ロ
ッ
ト
タ
ワ
ー
駐
車
場
の
見
直
し

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

サ
ブ
リ
ー
ス
方
式
へ
の
駐
車
場
運
営
方
法
を
改
善
し
、

収
益
増
に
よ
る
安
定
的
財
源
確
保
を
図
っ
た
。

老
朽
化
し
て
い
た
機
器
設
備
が
一
部
更
新
さ
れ
、
利
用

者
へ
の
利
便
性
向
上
を
図
る
と
と
も
に
利
益
も
ほ
ぼ
目

標
を
達
成
で
き
た
。

―
団
体
事
業
の
見
直
し
―

―
執
行
体
制
の
簡
素
･効
率
化
―

平
成
２
４
～
２
５
年
度
の
取
組
み
方
針

○
【
２
ヵ
年
で
達
成
す
る
目
標
】
長
期
的
視
点
に
立
っ
た
、
継
続
的
・
安
定
的
な
財
団
経
営
の
実
現
を
目
指
す
。

○
【
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
課
題
】
固
有
職
員
の
長
期
的
視
点
の
醸
成
と
、
企
画
力
・
実
行
力
の
向
上
が
課
題
で
あ
る
。

２
５
年
度

（
実
績
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
４
年
度

（
計
画
）

実
施
年
度

２
５
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

項
目

―
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
―
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①
情
報
公
開
に
よ
る
透
明
性
の
向
上

２
２
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

財
団
の
例
規
集
を
Ｈ
Ｐ
に
公
開
し
て
い
る
。

2
4
年
度
よ
り
財
団
の
例
規
集
を
Ｈ
Ｐ
に
公
開
し
、
経
営

の
透
明
化
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
基
本
財
産
・
特
定
資
産
の
運
用
、
活
用

２
５
年
度

検
討

実
施

実
施

継
続

安
全
性
が
高
く
、
か
つ
高
い
運
用
益
が
得
ら
れ
る
運
用

に
努
め
た
。

財
産
管
理
の
方
針
に
基
づ
き
、
積
立
金
や
基
金
の
安

全
、
確
実
な
運
用
及
び
活
用
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

①
一
般
財
団
法
人
へ
の
一
時
的
移
行

２
４
年
度

実
施

実
施

継
続

実
施

一
般
財
団
法
人
に
移
行
が
完
了
し
た
。

2
4
年
度
末
に
一
般
財
団
法
人
へ
の
移
行
手
続
を
完
了

し
、
2
5
年
度
は
一
般
財
団
法
人
と
し
て
事
業
を
順
調
に

行
う
こ
と
が
で
き
た
。
今
後
は
早
期
の
公
益
法
人
認
定

を
目
指
す
た
め
、
区
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
公
益
目
的

支
出
計
画
に
基
づ
く
事
業
の
改
善
に
取
り
組
ん
で
い

く
。

※
区
所
管
部
の
取
組
み

２
４
年
度

実
施

実
施

実
施

実
施

情
報
交
換
・
協
議
を
進
め
、
「
外
郭
団
体
改
革
基
本
方

針
」
に
基
づ
く
、
2
6
年
度
以
降
の
取
組
項
目
を
策
定
し

た
。

情
報
交
換
・
協
議
を
行
い
、
必
要
に
応
じ
て
指
導
助
言

す
る
こ
と
で
、
改
善
計
画
に
基
づ
く
財
団
の
経
営
・
事

業
執
行
に
、
区
所
管
部
と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
た
。

情
報
交
換
・
協
議
の
強
化

―
経
営
の
透
明
性
の
向
上
―

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
５
年
度

（
計
画
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

項
目

２
５
年
度

（
計
画
）

実
施
年
度

項
目

―
そ
の
他
―

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
実
績
）

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
４
年
度

（
計
画
）

●
２
５
年
度
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

　
財
団
の
自
主
・
自
立
に
向
け
た
経
営
基
盤
の
強
化
に
取
り
組
ん
で

い
る
が
、
せ
た
が
や
の
家
事
業
で
は
、
契
約
期
間
満
了
に
近
い
団

地
が
年
々
増
加
す
る
こ
と
か
ら
、
財
団
独
自
の
フ
リ
ー
レ
ン
ト
等
の

対
策
を
講
じ
て
も
、
入
居
率
の
低
下
傾
向
が
続
い
て
財
団
の
財
政
的

経
営
基
盤
に
大
き
く
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
。

　
キ
ャ
ロ
ッ
ト
タ
ワ
ー
駐
車
場
で
は
、
新
た
な
出
入
庫
管
理
シ
ス
テ

ム
の
導
入
等
に
よ
り
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
り
、
収
益
を
拡
大
す
る

と
と
も
に
、
執
行
体
制
の
簡
素
化
・
効
率
化
に
よ
る
事
業
費
の
抑
制

を
進
め
る
こ
と
に
よ
り
、
安
定
的
な
収
益
も
確
保
が
で
き
た
。

　
財
政
状
況
は
厳
し
い
状
況
で
は
あ
る
が
、
財
団
の
自
立
・
自
立
に

向
け
、
2
6
年
度
か
ら
の
新
た
な
経
営
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
が
で
き

た
。

●
２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評

価 　
2
4
・
2
5
年
度
の
経
営
計
画
を
定
め
た
中
で
あ
ら
た
に
経
営
方
針
を
示
し

「
質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
提
供
・
ブ
ラ
ン
ド
力
」
、
「
地
域
ま
ち
づ
く
り
パ

ー
ト
ナ
ー
、
顧
客
本
位
の
発
想
」
、
「
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
・
人
材

育
成
」
、
「
創
造
性
・
改
革
力
発
揮
の
経
営
」
を
掲
げ
主
要
課
題
達
成
に

向
け
、
事
業
計
画
を
推
進
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

　

●
今
後
の
進
め
方

　
当
面
は
、
一
般
財
団
と
し
て
新
た
な
経
営
計
画
に
沿
っ
て
重
点

事
業
の
展
開
を
進
め
、
世
田
谷
み
ど
り
3
3
の
推
進
に
向
け
た
市
民

緑
地
等
の
拡
大
や
地
域
力
を
育
む
住
ま
い
・
ま
ち
づ
く
り
事
業
を

推
進
す
る
。

　
今
後
は
、
収
益
の
さ
ら
な
る
確
保
と
事
務
事
業
の
手
法
の
点
検
、

一
層
の
効
率
的
な
事
業
執
行
に
努
め
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
公

益
目
的
支
出
計
画
に
基
づ
き
公
益
事
業
を
推
進
し
、
早
期
の
公
益

財
団
法
人
認
定
を
目
指
す
。

　
引
き
続
き
、
各
事
務
事
業
の
効
率
化
、
経
費
の
抑
制
を
進
め
、

駐
車
場
や
Ｓ
Ｔ
Ｋ
ハ
イ
ツ
の
事
業
に
よ
る
自
主
財
源
の
安
定
的
確

保
を
図
る
と
と
も
に
、
せ
た
が
や
の
家
事
業
に
対
す
る
子
育
て
家

賃
助
成
や
財
団
独
自
の
空
室
対
策
に
よ
る
入
居
率
の
向
上
に
取
り

組
ん
で
い
く
。
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

1
0
1
民
有
地
の
み

ど
り
保
全
事

業

【
現
状
】
市
民
緑
地
及
び
小

さ
な
森
制
度
に
よ
る
民
有
の

み
ど
り
保
全
地
を
、
そ
れ
ぞ

れ
毎
年
１
箇
所
ず
つ
増
や
す

計
画
と
し
て
い
る
。

【
課
題
】
新
規
保
全
地
の
確

保
に
向
け
た
土
地
所
有
者
へ

の
Ｐ
Ｒ
と
、
市
民
緑
地
の
拡

大
に
伴
っ
て
増
加
す
る
経
常

的
な
維
持
管
理
費
の
抑
制
が

必
要
で
あ
る
。

市
民
緑
地
等
の
新
規
契
約
地
の

獲
得
に
向
け
、
土
地
所
有
者
へ

の
わ
か
り
や
す
い
情
報
提
供
を

引
き
続
き
実
施
す
る
。

コ
ス
ト
抑
制
に
向
け
て
は
、
維

持
管
理
費
の
低
減
化
に
つ
な
が

る
緑
地
の
整
備
内
容
や
公
開
方

法
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
導
入
や
土
地
所
有

者
に
よ
る
門
扉
開
閉
作
業
な
ど

へ
の
協
力
な
ど
を
可
能
な
と
こ

ろ
か
ら
実
施
す
る
。
ま
た
、
会

員
規
程
の
見
直
し
を
図
り
、
会

費
や
寄
付
金
の
使
途
を
市
民
緑

地
等
の
環
境
保
全
に
充
て
る
こ

と
を
よ
り
明
確
化
す
る
こ
と
で

、
寄
附
の
拡
大
を
図
る
。

市
民
緑
地
の
維
持
管
理
費
増
加

の
抑
制
を
図
る
た
め
に
、
市
民

緑
地
の
契
約
交
渉
時
に
、
土
地

所
有
者
か
ら
も
門
扉
開
閉
作
業

や
植
裁
管
理
な
ど
へ
の
協
力
や

役
割
分
担
を
得
ら
れ
る
よ
う
働

き
か
け
る
。
ま
た
、
市
民
緑
地

を
拡
大
し
、
み
ど
り
保
全
を
進

め
る
為
に
は
、
経
費
が
必
要
に

な
る
こ
と
を
区
民
に
理
解
い
た

だ
き
、
賛
助
会
費
や
寄
附
拡
大

に
努
め
る
。

1
9
,
0
6
4

1
3
,
9
9
1

1
9
,
2
8
9

1
2
,
9
1
3

1
9
,
6
1
4

1
4
,
5
8
4

1
8
,
1
6
1

1
4
,
9
4
0

1
0
2
民
有
地
の
緑

化
推
進
事
業

【
現
状
】
花
の
あ
る
ま
ち
づ

く
り
運
動
は
制
度
施
行
か
ら

2
0
年
経
過
し
、
近
年
は
申
請

団
体
が
減
少
傾
向
に
あ
る
。

【
課
題
】
助
成
期
間
の
３
年

を
終
了
す
る
と
、
活
動
を
止

め
て
し
ま
う
団
体
も
見
ら
れ

、
区
民
の
自
立
的
な
緑
化
活

動
に
つ
な
が
っ
て
い
な
い
面

が
あ
る
。
区
民
が
主
体
と
な

り
、
個
性
豊
か
な
み
ど
り
の

街
並
を
創
出
し
続
け
る
支
援

制
度
と
す
る
た
め
に
、
花
苗

、
緑
化
資
材
等
の
支
援
内
容

も
含
め
て
見
直
し
の
必
要
性

が
あ
る
。

現
行
の
「
花
の
あ
る
ま
ち
づ
く

り
運
動
」
制
度
の
見
直
し
を
行

い
、
区
民
の
主
体
的
か
つ
継
続

的
な
み
ど
り
の
街
並
み
づ
く
り

活
動
を
、
柔
軟
に
支
援
し
促
進

し
う
る
仕
組
み
を
検
討
す
る
。

ま
た
、
花
苗
、
緑
化
資
材
の
配

布
基
準
を
見
直
し
、
経
費
を
抑

え
つ
つ
も
よ
り
効
果
的
な
緑
化

支
援
策
を
考
え
る
。

平
成
2
4
年
度
に
制
度
検
討
を
行

っ
た
新
た
な
花
と
み
ど
り
の
ま

ち
づ
く
り
支
援
制
度
「
（
仮
）

３
軒
か
ら
は
じ
ま
る
ガ
ー
デ
ニ

ン
グ
支
援
制
度
」
を
2
5
年
度
よ

り
実
施
し
、
経
費
を
抑
え
な
が

ら
も
よ
り
効
果
的
な
緑
化
支
援

策
の
充
実
化
を
図
っ
て
い
く
。

7
,
6
5
0

6
,
4
5
8

7
,
6
6
4

6
,
5
9
8

6
,
6
2
9

5
,
6
3
4

6
,
0
3
9

5
,
6
3
1

２
５
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

２
４
年
度

２
５
年
度

（
４
）
外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

２
４
年
度

２
５
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

1
0
3
自
然
環
境
の

保
全
再
生
事

業

【
現
状
】
こ
れ
ま
で
行
っ
て

き
た
調
査
結
果
や
、
世
田
谷

区
等
の
自
然
環
境
調
査
報
告

を
収
集
し
、
区
民
の
活
用
に

供
す
る
た
め
の
自
然
環
境
情

報
閲
覧
シ
ス
テ
ム
を
制
作
し

て
い
る
。

【
課
題
】
今
後
の
自
然
環
境

保
全
再
生
事
業
に
活
か
す
観

点
か
ら
の
調
査
内
容
の
検
証

と
、
今
後
の
調
査
計
画
の
策

定
が
必
要
で
あ
る
。

自
然
環
境
情
報
閲
覧
シ
ス
テ
ム

の
運
用
を
開
始
す
る
。
ま
た
、

平
成
2
3
年
度
の
土
地
利
用
現
況

調
査
の
も
と
に
閲
覧
情
報
の
更

新
を
行
う
。

調
査
は
、
中
期
の
実
施
計
画
を

立
て
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
の
協

力
を
得
る
な
ど
、
経
費
の
抑
制

に
努
め
つ
つ
、
国
分
寺
崖
線
等

の
自
然
環
境
調
査
を
行
う
。

自
然
環
境
情
報
閲
覧
シ
ス
テ
ム

を
ビ
ジ
タ
ー
セ
ン
タ
ー
に
設
置

し
区
民
の
利
用
に
供
す
と
と
も

に
、
今
後
も
「
み
ど
り
の
資
源

調
査
」
な
ど
の
最
新
情
報
を
更

新
し
、
区
民
に
情
報
提
供
す
る

。 自
然
環
境
調
査
に
つ
い
て
は
、

計
画
に
沿
っ
て
国
分
寺
崖
線
の

動
植
物
調
査
を
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

の
協
力
を
得
て
実
施
す
る
。

1
,
8
5
2

1
,
8
5
2

1
,
9
5
9

1
,
9
5
9

1
,
7
4
6

1
,
7
4
6

1
,
2
8
7

1
,
2
8
7

1
0
4
歴
史
的
・
文

化
的
環
境
の

保
全
活
用
事

業

【
現
状
】
既
存
の
近
代
建
築

の
調
査
は
終
了
し
、
相
談
や

保
全
・
活
用
に
つ
い
て
の
事

業
を
試
行
し
て
い
る
。

【
課
題
】
調
査
結
果
を
活
か

し
た
、
歴
史
的
・
文
化
的
環

境
の
啓
発
と
、
近
代
建
築
保

全
活
用
の
普
及
が
課
題
で
あ

る
。

調
査
結
果
を
ま
と
め
た
小
冊
子

を
活
用
し
、
計
画
的
に
普
及
啓

発
に
利
用
す
る
。
ま
た
、
近
代

建
築
の
保
全
・
活
用
に
向
け
た

相
談
事
業
を
試
行
す
る
。
新
た

な
相
談
事
業
は
、
職
員
の
活
用

な
ど
に
よ
り
、
経
費
縮
減
を
図

り
な
が
ら
実
施
す
る
。

近
代
建
築
調
査
を
ま
と
め
た
小

冊
子
を
活
用
し
、
街
歩
き
イ
ベ

ン
ト
な
ど
、
近
代
建
築
保
全
の

啓
発
に
努
め
る
。
ま
た
、
近
代

建
築
の
保
全
・
活
用
に
向
け
た

相
談
事
業
に
つ
い
て
は
、
相
談

件
数
の
増
加
を
め
ざ
し
、
広
報

活
動
の
充
実
化
を
図
っ
て
い
く

。

3
9
5

2
9
5

2
9
7

1
8
9

3
9
7

2
3
4

2
4
4

2
4
4

2
0
1
地
域
共
生
の

い
え
づ
く
り

支
援
事
業

【
現
状
】
事
業
開
始
か
ら
５

年
を
経
過
し
、
徐
々
に
開
設

箇
所
数
が
増
加
し
て
お
り
、

専
門
家
を
派
遣
し
て
支
援
を

行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
新
し

い
公
共
の
取
り
組
み
と
し
て

各
機
関
か
ら
の
問
い
合
わ
せ

も
多
い
。

【
課
題
】
「
地
域
共
生
の
い

え
」
の
さ
ら
な
る
発
展
を
図

る
上
で
の
課
題
と
し
て
以
下

が
挙
げ
ら
れ
る
。

・
地
域
へ
の
制
度
周
知

・
オ
ー
ナ
ー
へ
の
相
談
機
能

の
強
化

・
運
営
サ
ポ
ー
タ
ー
の
拡
充

・
各
い
え
の
活
動
費
の
確
保

ま
た
、
地
域
共
生
の
い
え
の

増
加
に
伴
い
運
営
支
援
体
制

の
強
化
が
必
要
で
あ
る
。

事
業
の
発
展
・
拡
充
の
た
め
に

、
制
度
周
知
や
新
オ
ー
ナ
ー
募

集
に
努
め
る
と
と
も
に
、
オ
ー

ナ
ー
や
運
営
者
等
と
の
情
報
交

換
会
な
ど
を
と
お
し
て
、
課
題

解
決
策
を
検
討
す
る
。

経
費
に
つ
い
て
は
、
職
員
を
活

用
す
る
な
ど
で
経
費
の
効
率
的

な
運
用
に
務
め
る
。

い
え
同
士
の
横
の
つ
な
が
り
を

強
化
し
、
地
域
へ
の
制
度
周
知

や
運
営
サ
ポ
ー
タ
ー
の
拡
充
な

ど
の
課
題
解
決
を
図
る
た
め
、

新
た
な
情
報
紙
の
定
期
発
行
を

検
討
す
る
。
ま
た
、
区
の
各
部

署
と
の
日
頃
か
ら
の
情
報
共
有

な
ど
連
携
強
化
に
引
き
続
き
取

り
組
む
。
経
費
に
つ
い
て
は
、

職
員
の
活
用
な
ど
で
効
率
的
な

運
用
に
務
め
な
が
ら
、
事
業
の

拡
充
と
発
展
を
図
る
。

3
,
2
2
2

3
,
2
0
7

2
,
1
2
1

2
,
1
2
1

3
,
3
2
0

3
,
3
1
3

1
,
4
1
0

1
,
4
0
8
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

２
４
年
度

２
５
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

2
0
2
区
民
主
体
の

ま
ち
づ
く
り

促
進
事
業

【
現
状
】
区
民
ま
ち
づ
く
り

活
動
の
情
報
収
集
と
発
信
、

ま
ち
づ
く
り
相
談
へ
の
対
応

、
交
流
会
等
の
実
施
に
よ
り

区
民
主
体
の
ま
ち
づ
く
り
を

支
援
し
て
い
る
。
ま
た
、
フ

ァ
ン
ド
に
よ
る
こ
れ
ま
で
の

ま
ち
づ
く
り
助
成
事
業
の
成

果
の
検
証
を
進
め
て
い
る
。

【
課
題
】
助
成
事
業
の
検
証

調
査
に
基
づ
き
、
今
後
の
効

果
的
な
区
民
ま
ち
づ
く
り
活

動
支
援
策
を
検
討
す
る
こ
と

が
必
要
で
あ
る
。

な
お
、
ま
ち
づ
く
り
フ
ァ
ン

ド
関
連
の
経
費
に
つ
い
て
は

、
基
金
か
ら
の
取
り
崩
し
方

式
を
導
入
し
大
幅
に
削
減
し

た
。

ま
ち
づ
く
り
フ
ァ
ン
ド
に
よ
る

こ
れ
ま
で
の
成
果
の
検
証
調
査

を
も
と
に
、
財
団
の
ま
ち
づ
く

り
支
援
の
役
割
や
効
果
的
方
法

に
つ
い
て
必
要
な
見
直
し
を
行

う
。

経
費
に
つ
い
て
は
、
さ
ら
に
可

能
な
縮
減
方
策
の
検
討
を
進
め

る
。

ま
ち
づ
く
り
支
援
の
方
法
と
し

て
、
こ
れ
ま
で
に
蓄
積
さ
れ
た

人
材
や
知
恵
の
情
報
を
共
有
化

す
る
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

や
、
場
を
つ
く
る
仕
組
み
づ
く

り
な
ど
に
つ
い
て
、
引
き
続
き

検
討
す
る
。
経
費
抑
制
に
努
め

つ
つ
も
、
区
民
主
体
の
ま
ち
づ

く
り
へ
の
支
援
機
能
の
拡
充
を

図
る
。

2
,
3
2
7

1
,
2
9
3

2
,
5
1
7

2
,
0
5
9

1
,
6
3
0

6
3
8

9
4
4

9
4
4

3
0
1
環
境
学
習
・

人
材
育
成
事

業

【
現
状
】
年
間
を
通
し
て
数

多
く
の
啓
発
事
業
を
行
っ
て

い
る
。

【
課
題
】
個
々
の
普
及
啓
発

事
業
に
つ
い
て
、
費
用
対
効

果
や
事
務
効
率
等
の
検
証
を

行
い
、
効
果
的
な
成
果
達
成

の
観
点
か
ら
、
事
業
体
系
の

必
要
な
見
直
し
と
、
啓
発
事

業
予
算
の
合
理
的
な
支
出
管

理
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。

平
成
2
4
年
度
に
啓
発
図
書
の
一

つ
で
あ
る
野
鳥
図
鑑
の
全
面
改

訂
を
予
定
し
て
お
り
、
製
作
費

と
し
て
 
2
2
0
万
円
程
度
の
支
出

を
見
込
ん
で
い
る
た
め
、
一
時

的
に
経
費
が
増
加
す
る
。

そ
の
他
年
間
の
事
業
に
つ
い
て

は
、
事
業
の
ス
ク
ラ
ッ
プ
＆
ビ

ル
ド
を
検
討
し
、
普
及
啓
発
事

業
を
い
く
つ
か
の
柱
事
業
に
整

理
・
再
編
し
、
事
業
の
体
系
化

を
図
る
。

さ
ら
に
、
個
々
の
事
業
毎
に
支

出
し
て
い
る
予
算
を
、
事
業
体

系
化
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
一

括
管
理
し
、
消
耗
品
費
、
謝
金

等
の
支
出
を
抑
え
る
こ
と
に
よ

り
経
費
の
縮
減
に
努
め
る
。

ス
ク
ラ
ッ
プ
＆
ビ
ル
ド
に
よ
り

効
率
化
を
図
っ
た
、
普
及
啓
発

の
新
た
な
事
業
体
系
に
基
づ
き

、
ト
ラ
ス
ト
ま
ち
づ
く
り
大
学

の
計
画
的
な
運
営
を
進
め
る
。

ま
た
、
全
面
改
訂
し
た
野
鳥
図

鑑
を
、
販
売
や
普
及
啓
発
に
有

効
活
用
し
て
い
く
。

5
,
0
4
3

4
,
0
7
7

4
,
4
5
9

4
,
1
4
2

2
,
7
5
6

1
,
8
3
1

2
,
4
4
1

2
,
4
2
4
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

２
４
年
度

２
５
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

3
0
2
企
業
・
他
団

体
と
の
連

携
・
協
力
事

業

【
現
状
】
企
業
の
社
会
貢
献

活
動
の
受
入
を
は
じ
め
、
せ

た
が
や
ガ
ー
デ
ニ
ン
グ
フ
ェ

ア
や
区
民
ま
つ
り
等
の
イ
ベ

ン
ト
へ
の
協
力
・
参
加
・
後

援
の
ほ
か
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・

ト
ラ
ス
ト
や
ま
ち
づ
く
り
団

体
等
、
関
連
団
体
と
の
情
報

交
換
を
行
っ
て
い
る
。

【
課
題
】
み
ど
り
保
全
や
区

民
ま
ち
づ
く
り
の
発
展
を
図

る
た
め
の
、
企
業
・
団
体
等

と
の
連
携
・
協
力
関
係
の
強

化
が
必
要
で
あ
る
。

継
続
し
て
、
企
業
や
他
団
体
と

の
連
携
・
協
力
を
推
進
し
、
事

業
の
発
展
を
図
る
。

平
成
2
4
年
度
は
新
た
に
高
校
の

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
受
入
れ

を
行
う
な
ど
、
企
業
・
団
体
の

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
の
連
携
・
協

力
を
進
め
て
い
る
。
引
き
続
き

連
携
団
体
の
増
加
を
図
り
、
事

業
の
発
展
に
取
り
組
ん
で
い
く

。

3
7
5

3
7
5

3
4
8

3
4
8

7
4
1

5
9
4

6
2
8

6
2
8

3
0
3
ビ
ジ
タ
ー
セ

ン
タ
ー
の
運

営
事
業

【
現
状
】
環
境
共
生
・
地
域

共
生
の
ま
ち
づ
く
り
の
普
及

啓
発
を
図
る
情
報
発
信
の
拠

点
及
び
、
区
民
主
体
の
ま
ち

づ
く
り
活
動
支
援
拠
点
と
し

て
、
展
示
や
図
書
コ
ー
ナ
ー

の
運
営
、
周
辺
の
自
然
に
親

し
む
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
、

会
議
室
の
貸
し
出
し
等
を
行

っ
て
い
る
。

【
課
題
】
環
境
共
生
・
地
域

共
生
の
ま
ち
づ
く
り
を
広
く

区
民
に
普
及
啓
発
す
る
た
め

、
多
様
な
区
民
の
関
心
を
高

め
る
ソ
フ
ト
面
の
充
実
に
加

え
、
建
物
の
維
持
管
理
に
対

す
る
コ
ス
ト
の
縮
減
が
必
要

で
あ
る
。

ビ
ジ
タ
ー
セ
ン
タ
ー
の
P
R
を
強

化
す
る
と
と
も
に
、
多
世
代
の

区
民
に
と
っ
て
魅
力
的
な
展
示

や
、
自
然
に
親
し
む
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
実
施
等
、
ソ
フ
ト
面
の
充

実
を
図
る
。
ま
た
、
ボ
ラ
ン
テ

ィ
ア
の
協
力
を
呼
び
か
け
て
運

営
体
制
を
強
化
す
る
。

ま
た
、
節
電
等
に
よ
り
光
熱
水

費
の
抑
制
に
努
め
る
と
と
も
に

、
維
持
管
理
費
を
捻
出
を
図
る

た
め
、
自
動
販
売
機
や
世
田
谷

み
や
げ
等
の
販
売
物
の
充
実
化

を
図
る
。

桜
の
時
期
に
カ
フ
ェ
を
開
催
す

る
と
と
も
に
、
定
例
ミ
ニ
イ
ベ

ン
ト
や
シ
ア
タ
ー
ル
ー
ム
で
の

定
期
上
映
会
等
を
実
施
し
、
ビ

ジ
タ
ー
セ
ン
タ
ー
の
魅
力
を
高

め
て
い
る
。
引
き
続
き
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
等
の
協
力
を
得
て
、
プ

ロ
グ
ラ
ム
内
容
を
充
実
し
、
来

館
者
の
増
加
を
図
る
。

1
3
,
0
4
4

1
2
,
7
1
8

1
2
,
9
3
4

1
2
,
7
4
8

1
3
,
0
3
9

1
2
,
7
0
5

1
3
,
2
4
3

1
3
,
2
4
3

3
0
4
広
報
・
情
報

発
信
事
業

【
現
状
】
情
報
誌
や
メ
ー
ル

マ
ガ
ジ
ン
の
発
行
、
イ
ベ
ン

ト
カ
レ
ン
ダ
ー
の
配
布
、
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
の
更
新
に
よ
っ

て
、
情
報
発
信
を
し
て
い
る

。 【
課
題
】
情
報
発
信
と
し
て

一
定
の
成
果
を
あ
げ
て
い
る

が
、
財
団
活
動
の
知
名
度
向

上
の
た
め
に
、
さ
ら
な
る
創

意
工
夫
が
必
要
で
あ
る
。

ま
た
、
情
報
発
信
に
要
す
る

経
費
の
縮
減
へ
の
工
夫
も
必

要
で
あ
る
。

各
広
報
メ
デ
ィ
ア
の
費
用
対
効

果
の
検
証
を
継
続
し
つ
つ
、
財

団
の
情
報
発
信
力
の
強
化
を
図

る
。

ま
た
、
新
た
な
収
入
源
と
し
、

広
告
収
入
等
の
導
入
を
検
討
す

る
。

区
民
が
手
に
と
り
や
す
く
、
ま

た
活
動
現
場
の
様
子
が
実
感
で

き
る
誌
面
づ
く
り
な
ど
、
財
団

の
情
報
発
信
力
の
さ
ら
な
る
強

化
を
図
る
。
各
広
報
メ
デ
ィ
ア

の
費
用
対
効
果
の
検
証
及
び
経

費
の
縮
減
の
た
め
の
創
意
工
夫

に
つ
い
て
引
き
続
き
取
り
組
む

。

6
,
4
2
6

6
,
4
2
6

5
,
9
5
3

5
,
9
5
3

6
,
5
4
4

6
,
5
4
4

6
,
0
9
4

6
,
0
9
4
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

２
４
年
度

２
５
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

4
0
4
　
安
心

し
て
住
め
る

せ
た
が
や
の

家
運
営
事
業

【
現
状
】
せ
た
が
や
の
家
の

入
居
率
を
向
上
す
る
た
め
に

、
2
3
年
度
か
ら
、
不
動
産
団

体
２
団
体
と
入
居
者
募
集
に

関
す
る
協
定
の
締
結
、
「
子

育
て
世
帯
補
助
」
や
「
フ
リ

ー
レ
ン
ト
」
な
ど
入
居
率
向

上
の
対
策
に
取
り
組
ん
で
い

る
。

【
課
題
】
入
居
率
向
上
の
対

策
の
効
果
に
対
す
る
検
証
と

さ
ら
な
る
改
善
策
構
築
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。

平
成
2
3
年
度
に
実
施
し
た
空
室

対
策
等
の
有
効
性
を
検
証
し
、

さ
ら
に
実
効
性
あ
る
対
策
を
検

討
・
実
施
す
る
。

ま
た
、
平
成
2
5
年
1
2
月
に
借
上

げ
満
了
と
な
る
住
宅
が
あ
る
た

め
、
住
宅
所
有
者
と
管
理
運
営

等
返
還
に
向
け
た
相
談
・
協
議

を
進
め
る
。

2
0
年
間
の
借
上
げ
満
了
と
な
る

住
宅
に
つ
い
て
、
住
宅
所
有
者

へ
の
円
滑
な
返
還
を
図
る
。

1
,
5
6
9
,
5
1
0

1
8
,
8
7
6
1
,
5
2
7
,
7
2
5

1
4
,
7
8
6
1
,
5
3
0
,
9
4
7

1
2
,
3
9
5
1
,
5
0
5
,
3
7
8

1
1
,
7
6
7

9
7
,
8
9
4

0
0

1
0
0
,
6
7
0

6
0
1
～
6
0
3

駐
車
場
の
管

理
運
営
事
業

【
現
状
】
一
般
的
に
駐
車
場

経
営
は
、
民
間
遊
休
地
へ
の

時
間
貸
し
駐
車
場
の
設
置
が

進
み
供
給
過
剰
に
陥
っ
て
い

る
こ
と
や
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ

ッ
ク
以
降
の
経
済
低
迷
に
よ

る
車
離
れ
が
進
ん
で
い
る
こ

と
な
ど
に
よ
り
、
売
り
上
げ

収
入
の
低
下
が
止
ま
ら
ず
、

厳
し
い
状
況
に
あ
る
。

【
課
題
】
前
述
の
よ
う
な
社

会
情
勢
の
中
で
、
安
定
し
た

自
主
財
源
の
確
保
と
、
公
共

駐
車
場
と
し
て
の
使
命
を
果

た
す
に
は
、
管
理
委
託
費
等

の
支
出
削
減
を
進
め
る
一
方

で
、
場
内
事
故
の
防
止
等
の

た
め
の
一
定
の
人
員
配
置
が

必
要
で
あ
り
、
経
費
削
減
と

駐
車
場
利
用
者
の
安
全
確
保

の
バ
ラ
ン
ス
を
保
た
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

ま
た
、
平
成
2
3
年
度
の
取
り

組
み
と
し
て
、
キ
ャ
ロ
ッ
ト

パ
ー
ク
駐
車
場
の
地
下
３
階

の
機
械
式
駐
車
区
画
の
一
部

を
、
利
用
者
の
利
便
性
が
高

い
平
置
き
式
区
画
に
改
修
し

た
が
、
売
り
上
げ
収
入
改
善

効
果
の
検
証
と
、
さ
ら
な
る

効
率
的
、
効
果
的
な
駐
車
場

管
制
に
向
け
た
取
り
組
み
を

進
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

キ
ャ
ロ
ッ
ト
パ
ー
ク
駐
車
場
の

地
下
３
階
の
改
修
に
伴
う
人
員

配
置
の
見
直
し
に
よ
り
、
維
持

管
理
経
費
を
削
減
す
る
。

ま
た
、
売
り
上
げ
収
入
の
増
加

策
と
し
て
、
駐
車
場
近
隣
の
小

規
模
小
売
事
業
者
に
対
す
る
駐

車
場
サ
ー
ビ
ス
券
の
販
売
営
業

を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
駐
車

場
サ
ー
ビ
ス
券
の
取
扱
店
を
利

用
者
か
ら
わ
か
り
や
す
く
す
る

た
め
に
、
店
頭
に
取
扱
店
表
示

を
設
置
す
る
こ
と
の
協
力
を
求

め
て
い
く
。

さ
ら
に
、
よ
り
効
率
的
、
効
果

的
な
駐
車
場
管
制
が
可
能
な
人

員
配
置
の
あ
り
方
や
料
金
精
算

機
な
ど
の
調
査
・
研
究
を
行
う

。

平
成
2
5
年
度
よ
り
サ
ブ
リ
ー
ス

方
式
を
導
入
し
た
。

引
き
続
き
、
売
り
上
げ
収
入
の

増
加
策
に
取
り
組
む
と
と
も
に

、
効
率
的
、
効
果
的
な
駐
車
場

管
制
の
調
査
・
研
究
を
行
い
、

維
持
管
理
経
費
を
削
減
す
る
。

0
1
3
2
,
2
2
8

0
1
3
7
,
6
8
3
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

２
４
年
度

２
５
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

7
0
1
Ｓ
Ｔ
Ｋ
ハ
イ

ツ
の
管
理
運

営

【
現
状
】
建
設
後
2
0
年
が
経

過
し
、
設
備
等
に
経
年
劣
化

に
よ
る
不
具
合
が
生
じ
始
め

て
い
る
が
、
計
画
的
な
維
持

修
繕
と
管
理
が
適
切
に
行
わ

れ
て
い
な
い
。

【
課
題
】
適
切
な
維
持
管
理

を
行
う
た
め
、
財
政
面
等
を

考
慮
し
た
長
期
修
繕
計
画
を

内
部
努
力
で
策
定
し
、
修
繕

の
優
先
順
位
を
定
め
る
必
要

が
あ
る
。

ま
た
、
そ
の
他
の
経
費
に
つ

い
て
は
、
光
熱
水
費
、
修
繕

費
等
で
あ
り
、
財
団
の
努
力

だ
け
で
は
削
減
出
来
な
い
も

の
が
多
い
。

長
期
修
繕
計
画
に
よ
り
、
計
画

性
を
持
っ
た
修
繕
を
実
施
す
る

。 ま
た
、
経
費
に
つ
い
て
は
、
建

物
保
守
管
理
費
の
見
直
し
を
行

う
。

平
成
2
4
年
度
の
取
組
み
を
継
続

す
る
。

1
2
,
0
8
0

0
8
,
2
8
3

0
1
1
,
0
1
2

0
7
,
5
8
9

0

　 　
公
益
法
人
化
に
向
け
、
既
存
事
業
の
移
管
や
整
理
等
に
つ
い
て
、
財
団
と
協
議
を
進
め
る
。
ま
た
、
経
営
の
効
率
化
を
図
る
と
と
も
に
、
人
材
の
育
成
を
行
い
、
経
営
基
盤
の
強
化
を
図
れ
る

よ
う
、
財
団
に
指
導
・
助
言
・
支
援
し
て
い
く
。

　
世
田
谷
み
ど
り
３
３
に
向
け
た
緑
地
保
全
や
多
様
な
住
ま
い
づ
く
り
・
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
、
財
団
が
蓄
積
し
て
き
た
み
ど
り
の
ト
ラ
ス
ト
活
動
や
ま
ち
づ
く
り
活
動
を
通
じ
た
住

民
等
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
力
を
活
か
し
、
み
ど
り
・
ま
ち
づ
く
り
事
業
の
拡
大
に
つ
な
が
る
よ
う
支
援
し
て
い
く
。

区
の
支
援
の
あ
り
方
（
区
所
管
部
コ
メ
ン
ト
）
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（１）事業内容と経営目標
指
定
管
理
者

区
委
託

○

○ ○

○

平成11年2月

　世田谷246ハーフマラソン、区民大会等の開催や都民大会・都民スポレク大会等
への選手派遣等、日ごろの練習の成果を発揮する場を提供するとともに、ジュニ
ア選手の強化・育成を推進することにより、競技力の向上を図る。

障害者対象事業

　「区民スポーツまつり」や「元旦あるこう会」、「多摩川ウォーク」等、多く
の区民に気軽に参加いただける各種事業を開催するとともに、定期的な情報誌の
発行によるスポーツ・レクリエーション活動の普及・啓発を図る。また、指導者
の養成・活用や、地域と連携した事業を実施することで身近な地域でのスポーツ
活動や健康づくりの場を提供する。

スポーツ講習会

施設活性化事業

スポーツ及びレクリ
エーション団体育成
事業

　障害のある方に対する定期的なスポーツ教室の実施や、気軽に参加できるス
ポーツイベント等を開催し、スポーツに慣れ親しむ機会を提供する。

子ども対象事業

事業名

３－５ 公益財団法人世田谷区スポーツ振興財団

ス
ポ
ー
ツ
及
び
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
振
興
事
業

代表者 理事長　野原　明
区担当所管

区出資額設立

　高齢者・シニアを対象とした各種教室を実施し、区民がいつまでも元気でいら
れるよう健康増進とスポーツを通したコミュニティ形成のきっかけを提供する。

成人対象事業

高齢者対象事業

５億円

　成人を対象とした「体力・基礎運動能力向上事業」、各種スポーツ教室等の
「区内団体連携事業」を実施し、基本的技術の習得、健康増進、体力向上を図る
とともに、スポーツ・レクリエーションに親しむきっかけを提供する。

事業内容

区出資率 100%

　子どもを対象とした世田谷ジュニアアカデミー等の「体力・基礎運動能力向上
事業」、「子ども活き活きスポーツ活動推進事業」、「区内団体連携事業」を実
施し、子どもの基礎的運動能力と体力の向上を図る。

スポーツ推進担当部スポーツ推進課

５億円基本金

区のスポーツ施策振興
事業の推進

　生涯スポーツ推進者である世田谷区が委嘱するスポーツ推進委員の事務局機能
を受託するとともに、スポーツ推進委員と連携し、地域スポーツの振興を図る。

　総合運動場、千歳温水プール、大蔵第二運動場、烏山中学校温水プール、梅丘
中学校温水プール等において、施設の特性を最大限活かした多様なプログラムを
提供することにより、健康増進・体力向上と、施設の利用促進、活性化を図る。

　地域において子どもから高齢者まで気軽にスポーツ・レクリエーション活動に
参加できる場として総合型地域スポーツクラブを創設・育成するための支援とと
もに、区内の地域団体への活動支援を行う。

スポーツ及びレクリ
エーション普及啓発
事業

競技力向上事業

　スポーツについての専門家を招いた講習会を実施し、区民にスポーツの素晴ら
しさを理解してもらうとともに、区民のスポーツ・レクリエーション活動の推進
を図る。

経
営
目
標

１．区民のための生涯スポーツ社会を実現するために、行政の信頼性・確実性・公平性を継承しつ
    つ、効率性・専門性を追及した公益法人ならではの弾力的な経営により、多様な区民ニーズに
    応えたスポーツ・レクリエーション振興事業を推進する。
２．「経営基盤の強化」「区民サービスの向上」「経営の透明性の確保」の3点を掲げ、魅力ある
　　自主事業の展開による自主財源の確保や区民サービスの向上に努めるとともに、経営の改善・
    効率化を図り区民の信頼に応える。

スポーツ施設の管理・
運営

　総合運動場と千歳温水プールの指定管理者をはじめ、尾山台地域体育館、八幡
山小地域体育館、池尻小東側体育館等について、効率的・効果的な管理・運営に
より、区民が快適にかつ安全に利用できる環境を整えるとともに、施設の特性を
活かした魅力あるプログラムサービスの提供を行うことにより、利用促進を図
る。

学校開放施設の運営 　小中学校の体育館や校庭、テニスコート等を区民にスポーツ活動の場として提
供するとともに、太子堂、玉川、梅丘、烏山の４中学校温水プールの管理運営を
行い、快適かつ安全に利用できる環境を整え、利用促進を図る。
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（２）改善計画の推進状況

ア　事業目標

項目 ２４年度
（計画）

２４年度
（実績）

計画との
差 達成率

２５年度
（計画）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

計画との
差

達成率

①管理受託（指定管理者）施設の
　利用率向上

　(1)大蔵運動場利用者数 711,500 774,432 62,932 108.8% 708,500 758,987 50,487 107.1%

　(2)千歳温水プール利用者数 296,000 300,606 4,606 101.6% 181,000 174,453 △ 6,547 96.4%

　(3)大蔵運動場体育館稼働率 84.0% 83.0% △1.0％ 98.8% 84.0% 86.0% 2.0% 102.4%

②支出経費に対する事業収入比率
　の向上

　(1)多摩川ウォーク 46.0% 84.7% 38.7% 184.1% 46.0% 87.9% 41.9% 191.1%

　(2)世田谷246ハーフマラソン 22.0% 27.4% 5.4% 124.5% 22.0% 23.5% 1.5% 106.8%

③ホームページアクセス件数 615,000 837,827 222,827 136.2% 620,000 850,000 710,741 △ 139,259 83.6%

④協賛団体数 52 66 14 126.9% 52 64 12 123.1%

⑤自主事業の延べ参加者数 219,500 230,542 11,042 105.0% 222,000 231,000 188,085 △ 42,915 81.4%

主な事業目標

平成２４～２５年度の取組み方針
○利用者ニーズを分析し、魅力あるプログラムの提供によりサービス拡充を図り、利用者数の増を目指す。
○適正な参加料の見直しや協賛企業との連携強化による収入増と支出経費の削減により、事業収入比率の向上を目指すととも
に、自主事業の延べ参加者数の増を目指す。

千歳温水プール利用者数（人）

300,606

174,453

296,000

181,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

24年度 25年度
実績 計画

自主事業の延べ参加者数（人）

230,542 188,085

219,500 231,000

0

100,000

200,000

300,000

24年度 25年度
実績 計画

●各項目の考え方
①管理受託（指定管理者）施設の利用率向上
(1)大蔵運動場利用者数（単位：人）
　２５年度は国体（９月、１０月）開催に伴う施設の休館日等の調整と６月・７月の選挙での施設休館による利用者数減の為、当初目標の
７０９，０００人から利用者数を５００人マイナス修正した。
　自主事業の拡充や利用者サービスイベントを実施し、また広報活動を充実させる。さらにトレーニングルームのリニューアルを行い毎年
の利用者数の増加を図る。
(2)千歳温水プール利用者数（単位：人）
　千歳温水プール全館の利用者数。自主事業の拡充や利用者サービスイベントを実施し、また広報活動を充実させ、毎年の利用者数の増加
を図る。平成２５年１０月～３月の期間は大規模改修の影響で全館休館になるため全体利用者数に対して１０月～３月の予想利用者数の１
１５，５００人をマイナスした。
(3)大蔵運動場体育館稼働率（単位：%）
　開放可能枠と利用枠との割合。自主事業の拡充や広報活動の充実により利用者数の増加を図る。

②支出経費に対する事業収入比率の向上
(1)多摩川ウォーク（単位：%)
　経費削減等をすすめ効率的な事業執行を行うとともに、広報活動の充実等により参加者数の増加を図る。
(2)世田谷246ハーフマラソン（単位：%)
　経費削減等をすすめ効率的な事業執行を行うとともに、安全な大会運営を確保しつつ参加定員数の増加の諸条件を確立していく。
③ホームページアクセス件数（単位：件）
　事業や施設の情報をタイムリーに提供する手段としてホームページを充実させ、引き続き活用していく。
　２５年度の計画値については、平成２４度実績をベースに上方修正した。
④協賛団体数（単位：団体）
　事業収入比率の向上に向け、引き続き協賛団体の獲得に努める。
　社会情勢や企業の経営状況に大きな影響を受けるため、目標値については平成23年度の計画値を維持することとする。
⑤自主事業の延べ参加者数（単位：人）
　自主事業（第１号～第３号）の延べ参加者数の増を目指す。平成２４年度実績（２３０，５４２人）が計画値（２１９，５００人）を上
回ったことと、平成２５年度より新規事業（２事業）を実施することを踏まえ、計画値を２２２，０００人から９，０００人プラスし上方
修正した。
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●２５年度実績・目標達成に対する評価
【管理受託(指定管理者)施設の利用率の向上】
　大蔵運動場については、自主事業の拡充や千歳温水プール休館に
よるプール・トレーニングルーム利用者の増加により7.1％
（50,487人）計画数値を上回った。
【支出経費に対する事業収入比率の向上】
　多摩川ウォークについては、第１４回をむかえ事業が定着してき
たことによる参加者増や昨年度に引き続き、冠スポンサーの協賛金
収入を得られたことにより、事業収入比率は87.9%と計画値の46.0%
を大幅に上回った。
　一方、世田谷２４６ハーフマラソンについては、世間での「ラン
ニング」の盛り上がりの影響により参加者が増え参加費収入も増加
したものの、社会経済情勢等により企業等からの協賛金収入が大き
く減少したため、事業収入比率は前年度より3.9ポイント低下し
た。
【ホームページアクセス件数】
　25年度7月より、従来使用していたアクセス解析のサービスが終
了となり、新たな方法による解析を行った結果、解析方法が異な
り、数値が大きく変更となった。よって、計画値を大幅に下回る結
果となった。新たな解析方法による結果は、24年度489,950件、25
年度710,741件となり、大幅な増加となっている。
【自主事業の延べ参加者数】
　千歳温水プールの設備機器等の改修工事に伴う長期休館（平成２
５年１０月～平成２６年３月）があった影響で、当該施設で開催す
る各種教室は期間を短縮して開催することとなったことや、区民ス
ポーツまつり当日の悪天候により、大きく計画数値を下回った。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
【管理受託(指定管理者)施設の利用率向上】
　この2年間では大蔵運動場の国体開催や選挙、記録的な降雪、千
歳温水プールの長期休館等があったものの、安全安心で快適な施設
運営を基本に、ハード・ソフト一体となった事業運営を更に進め、
概ね目標数値を上回る成果が出ている。
　ハード面（施設管理）では、接遇、安全管理及び各種業務マニュ
アルを見直すとともに、受託業者まで含めた定期研修等を新設によ
り、従業員のサービス品質の均一化と向上に取り組んだ。
　ソフト面（事業運営）では、子どもから高齢者までが気軽に参加
できるフィットネス教室や世田谷ジュニアアカデミー等事業の拡充
等により、ハード・ソフト一体となった事業展開により、利用者数
が計画値を5～6万人程度上回っている。
【支出経費に対する事業収入比率の向上】
　多摩川ウォーク・世田谷２４６ハーフマラソンとも、事業内容の
改善や協賛企業等の協力により、回を重ねるごとに安定的な参加費
収入及び協賛金収入を確保できるようになってきた。
【自主事業の延べ参加者数】
　施設の長期休館や天候状況に左右された事業はあったものの、定
員充足率の低い事業の改善や新規事業の開催に取り組んだ結果、定
員充足率が改善されるなどし、事業への参加者数が安定してきてい
る。

●今後の進め方
【支出経費に対する事業収入比率の向上】
　参加者の安全安心や満足度向上を意識しながら、経費削減等をす
すめ効率的な事業執行を行うことにより、事業収入比率の向上に努
めていく。
【自主事業の延べ参加者数】
　国・都・区などのスポーツに関する各種計画や当財団が策定した
「世田谷区スポーツビジョン」に基づき、自主事業を展開してい
く。

●外郭団体のコメント
＜主な事業目標、計画の推進状況について＞
・この２年間では概ね事業目標や計画について、達成している。し
かし、千歳温水プールの長期休館などの減少要因があったため、一
部計画値を下回る結果となった。

・大蔵運動場については、国体本大会の影響があり、休館していた
時期もあったが、計画値を上回る結果となった。さらに、大蔵運動
場体育館の稼働率について、計画値及び昨年度の実績を上回った。

・自主事業の延べ参加者数については、千歳温水プールの休館や悪
天候による減少であり、定員充足率から見ると、安定した事業参加
者数である。今後も更なる参加者増をめざし、魅力的な事業を運営
していく。

●区所管部のコメント
①千歳温水プールは、長期休館の影響もあり計画を下回る結果と
なったが、大蔵運動場では、国体や選挙、記録的な降雪による休
館があった中で、利用者数・稼働率共に計画数値を上回るなど、
改善の成果が伺える。
今後も、より一層区民ニーズに即した事業展開となるよう、また
だれもが安心して利用できる施設運営となるよう、引き続き指導
していく。
②多摩川ウォークについては、冠スポンサーの協賛により安定的
な収入を確保できている。また、世田谷２４６ハーフマラソンに
ついては、企業等からの協賛金収入が減少しているものの、支出
経費に対して事業収入比率は目標数値を上回っていることが評価
できる。安定的なスポンサーの確保や経費の削減等に努め、さら
なる事業収入比率の向上を目指すとともに、より安全な大会運営
となるよう連携を図っていく。
③ホームページのアクセス件数については、解析方法の変更によ
り計画を下回る数値となっているが、実態としては25年度は24年
度と比較すると大幅に増加となっており、これまでの改善効果が
伺える。
今後も、ホームページ等の充実を図り、事業や施設の情報を正確
かつ迅速に区民に提供できるよう、指導を行っていく。
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イ　財政計画　 （単位：百万円）

２４年度
（当初予算額）

２４年度
（決算額）

２５年度
（当初予算額）

２５年度
（決算額）

備考

1,652 1,645 1,576 1,564

団体財源(Ｂ) 440 472 462 460

区からの収入額(Ｃ+Ｄ) 1,212 1,173 1,114 1,104

　　区補助金収入(Ｃ） 200 189 182 174

　　区からの委託料収入(Ｄ） 1,012 984 932 930

区からの収入比率（（Ｃ+Ｄ）/Ａ） 73.4% 71.3% 70.7% 70.6%

14 12 11 10

2 1 0 0

14.3% 8.3% 1.8% 0.0%

19.2% 20.3% 20.9% 20.8%

※平成２４年１１月からは、財団
法人等に派遣する職員の給与
支給方法を、区からの直接支給
に変更した。

平成２４～２５年度の取組み方針

○一層の経営の効率化及び自主財源の確保に努める。
○財源に占める区からの収入割合の逓減を図る。

項目

管理費に対する区補助金額（Ｆ）

管理費(Ｅ）

管理費における区補助金比率（F/E）

人件費比率

団体総収入額(A）

区からの収入比率

71.3% 70.6%

73.4% 70.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

24年度 25年度
決算額（％） 当初予算額（％）

●外郭団体のコメント
　生涯スポーツ社会の実現を目指し、広い視野や
柔軟かつ弾力的な思考を持ちながら、適正な事業
執行、経費削減に努め、引き続き区からの収入比
率の逓減に努めていく。

●区所管部のコメント
　事務事業の見直しによる経費の削減や、自主事
業の拡充等により、区からの収入比率を抑制する
など、取り組みが評価できる。
今後も、自主財源の確保に努めるとともに、限ら
れた予算の中でさらなるサービスの向上を図るこ
とができるよう、協議・指導を行っていく。

●２５年度決算、目標達成に対する評価
　２５年度予算は、効率的かつ効果的な事務事業の見直しや自主事
業の拡充を図ることで区補助金、区からの委託料の削減を目標と
した。結果としては、補助金、委託料とも目標を上回る削減とな
り、目標を達成したと評価している。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
 ２４～２５年度において、財源に占める区からの収入割合を着実
に逓減することができた。これは、平成２４年１１月から区派遣
職員の給与支給方法が変更になったことに加え、ＰＤＣＡサイク
ルによる事務事業の見直しや効率化による経費の削減、魅力的な
事業の拡充や経営努力による自主財源の確保につとめた成果であ
ると認識している。なお、団体総収入額については、２５年度の
千歳温水プールの休館（半年間）が影響し、減少する結果となっ
た。

●今後の進め方
　引き続き、自主財源の確保のため、区民ニーズに沿った質の高い
サービスを提供することで施設利用料金収入や事業参加費収入を
増額するほか、協賛金・寄附金収入の向上に努める。
また、積立金等、安定した財政基盤を築くことで、施設の維持管
理に適時適切に活用し、区民が満足する施設を提供していく。
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ウ　人員計画　 （単位：人）

備考

常勤職員数(役員除く)

　うち派遣職員数

22

10

項目

非常勤・嘱託等

21契約職員等

　常勤役員数

平成２４～２５年度の取組み方針
○計画的な人員管理を図る
○自主自立に向けた人材を育成する

２５年度２４年度

1

役員数

9

10

1

24

9

3

24

3

常勤職員数（人）

24 24

0

10

20

30

40

24年度 25年度

●外郭団体のコメント
　安定的な経営に向け、長期的な視野に立った人材
育成計画の策定を進める。

●区所管部のコメント
　契約職員数の削減や研修による人材育成などに取
り組み、評価できる。
　より一層、利用者にとって安全・安心な施設運営
を行うとともに、固有職員主体の自立した運営体制
を構築することができるよう、長期的な視野に立っ
た職員採用計画の策定や、職員の研修体制の充実に
向けた指導を行っていく。

●２５年度組織・人員数・目標達成に対する評価
　平成２５年度組織・人員数については、効率的な運営を目指
して、業務見直しを行い人員の配置調整等の検討をおこなっ
た。臨時職員に置き換えるなどにより契約職員1名を削減する人
員数となり、目標を十分に達成する内容となった。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　事業内容や規模に応じた適正な執行体制について検討を行っ
た。また、研修計画に基づく人材育成を図るとともに、業務に
関わる専門知識の習得や資格取得など、職員の専門性の向上に
努めた。

●今後の進め方
　長期的な視野に立った人材育成計画の策定と、研修体制の充
実を推進する。財団の特性やノウハウを最大限に活かせる組織
を目指し、運営体制、人員計画の見直しを行い、施設運営と自
主事業が効率的かつ効果的に実施できる職員配置や組織体制を
構築する。
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（
３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
執
行
体
制
の
見
直
し

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

財
団
の
経
営
・
企
画
部
門
の
強
化
を
図
る
た
め
、
企
画
・

計
画
係
を
新
設
す
る
組
織
変
更
を
行
っ
た
。

事
業
内
容
・
組
織
規
模
や
組
織
課
題
の
解
決
に
向
け
た
適

正
な
執
行
体
制
に
つ
い
て
検
討
し
、
見
直
し
（
施
設
管
理

体
制
の
変
更
や
組
織
変
更
）
を
実
行
し
た
。

②
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
活
用

１
１
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

ジ
ュ
ニ
ア
ア
カ
デ
ミ
ー
や
多
摩
川
ウ
ォ
ー
ク
、
2
4
6
ハ
ー
フ

マ
ラ
ソ
ン
の
参
加
費
収
納
業
務
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を

継
続
し
、
事
務
の
効
率
化
を
図
っ
た
。

事
業
参
加
者
数
の
多
い
事
業
に
お
い
て
、
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ

ン
グ
を
継
続
し
、
事
務
効
率
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

③
情
報
シ
ス
テ
ム
化
の
推
進

２
５
年
度

検
討

実
施

実
施

実
施

自
主
事
業
参
加
者
管
理
・
収
納
事
務
等
シ
ス
テ
ム
の
運
用

開
始
し
、
参
加
者
名
簿
作
成
や
入
金
管
理
等
の
事
務
量
の

軽
減
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

自
主
事
業
参
加
者
管
理
・
収
納
事
務
等
の
シ
ス
テ
ム
導
入

を
一
年
早
め
た
こ
と
に
よ
り
、
２
年
間
で
運
用
ま
で
進
め

る
こ
と
が
で
き
、
事
務
量
の
軽
減
に
も
つ
な
が
っ
た
。

④
適
正
な
財
務
・
経
理
業
務
の
執
行

１
１
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

公
認
会
計
士
に
よ
る
会
計
指
導
を
毎
月
受
け
、
適
正
な
執

行
に
努
め
た
ほ
か
、
収
納
金
内
部
検
査
を
継
続
実
施
し
、

チ
ェ
ッ
ク
体
制
を
整
え
た
。

公
認
会
計
士
に
よ
る
会
計
指
導
と
収
納
金
の
内
部
検
査
を

整
え
た
こ
と
に
よ
り
、
組
織
の
基
盤
と
な
る
財
務
・
経
理

業
務
を
、
適
正
に
執
行
で
き
た
。

①
人
事
考
課
制
度
（
目
標
管
理
・
自
己
申
告
制
度
）
の
運
用

１
９
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

自
己
申
告
書
・
目
標
シ
ー
ト
に
よ
る
目
標
管
理
と
勤
務
評

定
を
引
き
続
き
実
施
し
た
。

非
常
勤
・
契
約
職
員
を
含
め
、
自
己
申
告
書
・
目
標
シ
ー

ト
に
よ
る
目
標
管
理
と
勤
務
評
定
の
実
施
に
よ
り
、
適
正

な
人
事
考
課
制
度
の
運
用
を
図
っ
た
。

②
職
員
の
人
材
育
成

１
８
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

引
き
続
き
、
研
修
計
画
に
基
づ
い
た
職
員
育
成
研
修
を
実
施
し
た
。

ま
た
、
よ
り
質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
目
指
し
、
施
設
従
事
者

を
対
象
と
し
た
研
修
の
充
実
を
図
っ
た
。

研
修
計
画
に
基
づ
く
人
材
育
成
を
図
る
と
と
も
に
、
業
務

に
関
わ
る
専
門
知
識
の
習
得
や
資
格
取
得
な
ど
、
職
員
の

専
門
性
の
向
上
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

③
効
果
的
な
人
材
登
用

２
５
年
度

検
討

検
討

実
施

実
施

財
団
の
昇
任
制
度
に
基
づ
き
選
考
を
行
い
、
固
有
職
員
を

係
長
職
に
昇
任
さ
せ
た
。

施
設
・
機
械
設
備
の
専
門
知
識
や
警
備
業
認
定
に
必
要
な

資
格
を
も
つ
人
材
の
登
用
を
検
討
し
た
ほ
か
、
組
織
の
活

性
化
に
向
け
昇
任
制
度
に
基
づ
き
公
平
・
公
正
な
人
材
登

用
に
努
め
た
。

④
人
事
マ
ス
タ
ー
の
整
備

２
５
年
度

検
討

検
討

実
施

実
施

費
用
を
か
け
ず
、
人
事
記
録
を
管
理
す
る
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

を
独
自
に
構
築
す
る
方
向
で
検
討
を
行
っ
た
。

施
設
管
理
方
法
を
変
更
し
臨
時
職
員
数
が
増
加
し
た
こ
と

に
よ
り
、
人
事
マ
ス
タ
ー
整
備
の
必
要
性
が
高
ま
る
状
況

と
な
っ
た
。
検
討
内
容
を
今
後
に
つ
な
げ
る
。

①
事
務
事
業
評
価
制
度
の
見
直
し

２
４
年
度

実
施

実
施

継
続

継
続

事
業
部
門
に
お
い
て
新
た
な
様
式
で
の
「
事
務
事
業
点
検

評
価
書
」
の
運
用
を
開
始
し
た
。

目
標
ど
お
り
事
務
事
業
評
価
制
度
の
見
直
し
を
実
施
し
、

新
た
な
様
式
で
の
「
事
務
事
業
点
検
評
価
書
」
運
用
開
始

に
つ
な
げ
た
。

②
ス
ポ
・
レ
ク
ネ
ッ
ト
制
度
の
活
性
化

２
４
年
度

実
施

検
討

継
続

継
続

登
録
者
を
増
加
さ
せ
る
た
め
、
講
習
会
の
科
目
再
編
や
更

新
要
件
の
見
直
し
に
向
け
た
検
討
を
行
っ
た
。

地
域
で
一
層
活
用
さ
れ
る
よ
う
、
財
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や

ス
ポ
ー
ツ
の
し
お
り
等
に
よ
る
広
報
を
お
こ
な
う
と
と
も

に
、
小
・
中
学
校
長
会
や
ま
ち
づ
く
り
・
防
災
担
当
係
長

会
で
の
制
度
周
知
に
取
り
組
ん
だ
。

③
受
益
者
負
担
に
基
づ
く
適
正
な
参
加
費
徴
収
額
の
見
直
し

２
４
年
度

実
施

実
施

継
続

継
続

こ
れ
ま
で
の
検
討
を
踏
ま
え
、
区
民
体
育
大
会
の
参
加
費

見
直
し
を
お
こ
な
っ
た
。

収
入
割
合
等
を
踏
ま
え
、
ス
ポ
ー
ツ
教
室
等
の
適
正
な
参

加
費
の
継
続
的
な
見
直
し
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

２
５
年
度

（
計
画
）

平
成
２
４
～
２
５
年
度
の
取
組
み
方
針

○
効
率
的
で
簡
素
な
執
行
体
制
の
確
立
と
人
材
育
成

○
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
に
よ
る
、
評
価
に
重
点
を
置
い
た
改
善
の
推
進

２
４
年
度

（
実
績
）

項
目

―
団
体
事
業
の
見
直
し
―

―
執
行
体
制
の
簡
素
･効
率
化
―

―
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
―

実
施
年
度

２
５
年
度

（
実
績
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
４
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績
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①
個
人
情
報
保
護
の
取
り
組
み
（
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
マ
ー
ク
の
運

用
）

１
７
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
マ
ー
ク
認
証
の
更
新
年
度
に
あ
た
り
、
更

新
申
請
を
行
っ
た
。
審
査
の
結
果
、
認
証
継
続
が
許
可
さ

れ
た
。

個
人
情
報
保
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
適
正
な
運
用

に
よ
り
、
区
民
の
信
頼
確
保
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
経
営
基
礎
評
価
の
実
施

１
９
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

公
益
財
団
法
人
日
本
体
育
施
設
協
会
の
実
施
す
る
外
部
評

価
の
審
査
を
受
け
、
2
0
1
3
年
度
Ａ
Ａ
の
高
い
格
付
け
評
価

を
獲
得
し
た
。

２
年
連
続
高
い
格
付
け
評
価
の
Ａ
Ａ
を
獲
得
す
る
こ
と
が

で
き
た
。

③
経
営
状
況
の
公
開

１
１
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

各
年
度
の
決
算
書
及
び
予
算
書
を
引
き
続
き
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
掲
載
す
る
等
、
積
極
的
な
情
報
公
開
に
努
め
た
。

公
益
財
団
法
人
と
し
て
、
法
律
に
則
っ
た
形
で
の
公
正
な

情
報
公
開
を
行
っ
た
。

④
内
部
規
程
の
公
表

１
１
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

定
款
や
規
程
の
改
正
に
あ
わ
せ
て
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
更
新

し
、
常
に
最
新
の
情
報
を
公
開
し
た
。

公
益
財
団
法
人
と
し
て
、
内
部
規
程
に
つ
い
て
最
新
の
情

報
を
公
開
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

①
関
係
団
体
と
の
連
携
強
化

１
１
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

身
近
な
ま
ち
づ
く
り
推
進
協
議
会
と
連
携
し
た
「
健
康
講

座
」
等
の
地
域
連
携
事
業
を
拡
充
し
た
。
ま
た
、
千
歳
船

橋
商
店
街
振
興
組
合
の
ご
協
力
の
も
と
、
「
ち
と
ふ
な

フ
ォ
ト
ウ
ォ
ー
ク
」
の
新
規
事
業
を
実
施
し
た
。

地
域
団
体
等
を
中
心
に
、
連
携
事
業
を
拡
充
し
、
関
係
団

体
と
の
連
携
強
化
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

１
１
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

危
機
管
理
組
織
体
制
の
構
築
や
非
常
召
集
徒
歩
訓
練
を
実

施
し
、
更
な
る
危
機
管
理
に
強
化
に
取
り
組
ん
だ
。

危
機
管
理
基
本
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
や
災
害
備
蓄
品
等
の

配
備
を
実
施
し
、
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
推
進
を
行

う
こ
と
が
で
き
た
。

※
区
所
管
部
の
取
組
み

検
討

検
討

検
討

検
討

財
団
の
自
主
自
立
を
促
進
し
経
営
基
盤
の
強
化
を
図
る
た
め
、
既
存

事
業
の
参
加
料
や
施
設
利
用
料
な
ど
に
つ
い
て
受
益
者
負
担
の
観
点

か
ら
見
直
し
の
検
討
を
行
っ
た
。
ま
た
、
新
た
な
収
益
事
業
の
展
開

な
ど
に
つ
い
て
も
検
討
を
進
め
た
。

財
団
の
経
営
・
企
画
部
門
の
組
織
強
化
な
ど
に
よ
り
、
既
存
事
業
の

参
加
料
や
施
設
利
用
料
の
見
直
し
が
行
わ
れ
る
な
ど
、
成
果
が
あ
っ

た
。

今
後
も
引
き
続
き
自
主
財
源
の
確
保
に
向
け
て
検
討
し
て
い
く
。

２
４
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
実
績
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
５
年
度
取
組
み
実
績

―
経
営
の
透
明
性
の
向
上
―

―
そ
の
他
―

新
た
な
自
主
財
源
の
確
保
に
向
け
た
検
討

実
施
年
度

項
目

２
４
年
度

（
実
績
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
計
画
）

項
目

２
５
年
度
取
組
み
実
績

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
実
績
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

●
２
５
年
度
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

・
財
団
の
経
営
・
企
画
部
門
の
強
化
を
図
る
た
め
、
企
画
・
計
画
係
を
新
設
す
る
組
織
変

更
を
行
っ
た
。

・
平
成
２
４
年
度
末
に
導
入
し
た
自
主
事
業
参
加
者
管
理
・
収
納
事
務
シ
ス
テ
ム
を
、
平

成
２
５
年
度
当
初
か
ら
段
階
的
に
自
主
事
業
へ
運
用
を
開
始
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
シ
ス

テ
ム
導
入
に
よ
っ
て
、
参
加
状
況
や
参
加
料
の
収
納
管
理
な
ど
参
加
者
状
況
の
把
握
が
容

易
に
な
っ
た
と
と
も
に
、
名
簿
の
一
括
管
理
や
収
納
事
務
資
料
の
作
成
な
ど
事
務
量
の
効

率
化
に
も
つ
な
が
っ
た
。
ま
た
、
今
後
は
蓄
積
し
た
デ
ー
タ
を
も
と
に
、
区
民
ニ
ー
ズ
に

沿
っ
た
事
業
計
画
策
定
に
も
つ
な
が
る
も
の
と
考
え
る
。

・
施
設
利
用
者
の
サ
ー
ビ
ス
向
上
の
取
り
組
み
と
し
て
、
施
設
従
事
者
全
員
（
委
託
業
者

含
む
）
を
対
象
と
し
た
施
設
従
事
者
研
修
を
実
施
し
、
施
設
の
運
営
方
針
や
平
等
利
用
な

ど
の
内
容
の
教
育
に
取
り
組
ん
だ
。
施
設
利
用
者
が
よ
り
一
層
、
安
全
・
安
心
で
快
適
に

利
用
で
き
る
施
設
管
理
の
実
現
に
向
け
た
人
材
育
成
を
行
っ
た
。

・
関
係
団
体
と
の
連
携
強
化
や
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
新
規
事
業

の
実
施
、
災
害
備
蓄
品
の
配
備
や
非
常
招
集
徒
歩
訓
練
な
ど
を
実
施
し
、
当
初
の
目
標
を

達
成
で
き
た
。

●
２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

・
執
行
体
制
の
効
率
化
の
た
め
、
企
画
・
計
画
係
の
新
設
を
行
い
、
経
営
・
企

画
部
門
の
強
化
を
図
っ
た
。
ま
た
、
情
報
シ
ス
テ
ム
化
の
推
進
に
よ
り
、
自
主

事
業
参
加
者
管
理
・
収
納
事
務
等
に
つ
い
て
、
事
務
量
の
軽
減
を
図
る
こ
と
が

で
き
た
。
さ
ら
に
、
公
認
会
計
士
に
よ
る
会
計
指
導
を
 
導
入
、
よ
り
適
正
な
執

行
体
制
を
整
え
る
こ
と
が
で
き
た
。

・
人
事
考
課
制
度
や
人
材
育
成
に
つ
い
て
は
、
従
前
か
ら
の
手
法
に
よ
り
適
正

に
運
用
及
び
研
修
の
充
実
を
図
っ
た
。
ま
た
、
組
織
の
活
性
化
の
た
め
、
財
団

の
人
事
昇
任
制
度
に
基
づ
き
、
固
有
職
員
の
係
長
職
登
用
を
図
っ
た
。

・
事
業
部
門
に
お
い
て
新
た
な
様
式
で
の
「
事
務
事
業
点
検
評
価
書
」
の
運
用

を
開
始
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

・
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
マ
ー
ク
認
証
の
更
新
の
実
施
や
2
年
連
続
の
外
部
評
価
Ａ
Ａ
の

獲
得
な
ど
に
よ
り
財
団
の
信
頼
性
の
確
保
、
向
上
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。
ま

た
、
経
営
状
況
や
内
部
規
定
に
つ
い
て
の
最
新
情
報
の
公
開
な
ど
に
よ
り
、
経

営
の
透
明
性
の
向
上
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

・
関
係
団
体
と
の
連
携
強
化
で
は
、
身
近
な
ま
ち
づ
く
り
推
進
協
議
会
と
連
携

し
た
健
康
講
座
や
千
歳
船
橋
商
店
街
振
興
組
合
の
協
力
に
よ
る
ち
と
ふ
な
フ
ォ

ト
ウ
ォ
ー
ク
の
事
業
な
ど
を
実
施
。
地
域
団
体
等
と
の
連
携
を
図
る
こ
と
が
で

き
た
。

・
危
機
管
理
体
制
の
構
築
の
た
め
、
危
機
管
理
基
本
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
や
災

害
備
蓄
品
の
配
備
な
ど
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
推
進
を
図
る
こ
と
が
で
き

た
。

●
今
後
の
進
め
方

・
新
設
し
た
企
画
・
計
画
係
を
中
心
に
、
財
団
の
効
率
的
経
営
に
取
り
組
む
と
と
も

に
、
事
業
参
加
者
数
の
多
い
事
業
に
お
い
て
は
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
継
続
し
、
事

務
効
率
の
一
層
の
推
進
を
図
っ
て
い
く
な
ど
、
効
率
的
か
つ
適
正
な
運
営
を
推
進
し

て
い
く
。

・
警
備
員
指
導
教
育
責
任
者
な
ど
専
門
的
な
知
識
を
要
す
る
人
材
の
育
成
と
資
格
保

持
者
の
登
用
の
両
面
か
ら
検
討
を
進
め
、
長
期
的
な
人
員
計
画
の
策
定
を
目
指
し
て

い
く
。

・
新
た
な
「
事
務
事
業
点
検
評
価
書
」
の
運
用
に
よ
り
事
務
事
業
の
見
直
し
に
つ
い

て
効
率
的
に
行
っ
て
い
く
。

・
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
マ
ー
ク
の
認
証
の
継
続
取
得
に
向
け
、
現
在
の
個
人
情
報
保
護
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
見
直
し
を
行
う
と
と
も
に
、
内
部
監
査
や
、
全
職
員
を
対

象
と
し
た
研
修
を
実
施
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
個
人
情
報
の
適
正
な
取
り
扱
い
に
つ

い
て
再
度
徹
底
し
て
い
く
。

・
新
た
な
関
係
団
体
と
の
連
携
や
地
域
資
源
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
の
た
め
情
報

の
整
理
を
行
っ
て
い
く
。

・
危
機
管
理
基
本
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
に
よ
り
災
害
発
生
時
に
お
け
る
財
団
の
役
割

や
職
員
の
招
集
体
制
の
構
築
、
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
な
ど
を
進
め
て
い
く
。
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

ス
ポ
ー
ツ
教

室
気
軽
に
ス
ポ
ー
ツ
を
始
め
る

き
っ
か
け
と
し
て
定
着
し
、
一

定
の
成
果
を
上
げ
て
い
る
。

し
か
し
、
賛
助
団
体
の
普
及

拡
大
の
一
面
も
有
し
て
お
り
、

単
に
参
加
状
況
の
み
で
見

直
し
が
難
し
い
教
室
も
あ
る
。

ま
た
、
公
益
性
を
重
視
し
誰

も
が
気
軽
に
参
加
で
き
る
こ
と

を
目
的
と
し
て
実
施
す
る
ス

ポ
ー
ツ
教
室
と
、
空
施
設
の

有
効
活
用
と
区
民
ニ
ー
ズ
、

収
益
性
も
考
慮
し
た
フ
ィ
ッ
ト

ネ
ス
教
室
等
を
バ
ラ
ン
ス
よ
く

実
施
す
る
必
要
が
あ
る
。

区
民
ニ
ー
ズ
や
参
加
状

況
等
を
踏
ま
え
、
フ
ィ
ッ
ト

ネ
ス
教
室
等
の
内
容
を
見

直
し
、
経
費
削
減
、
参
加

費
収
入
の
増
を
図
る
。

競
技
者
人
口
の
少
な
い

種
目
に
つ
い
て
は
、
普
及

拡
大
の
要
素
が
必
要
で

あ
る
が
、
費
用
対
効
果
等

を
勘
案
し
各
団
体
の
自

主
性
を
重
視
し
た
実
施

手
法
へ
の
見
直
し
に
つ

い
て
、
各
団
体
と
協
議
を

進
め
る
。

8
4
,9
8
3

7
5
9

7
8
,0
8
6

0
7
9
,8
5
7

1
,0
2
7

7
1
,1
4
3

0

体
力
・
基
礎

運
動
能
力
向

上
事
業
（
子

ど
も
）

区
ス
ポ
ー
ツ
振
興
計
画
及
び

財
団
ス
ポ
ー
ツ
ビ
ジ
ョ
ン
2
1

の
重
点
項
目
で
あ
り
、
子
ど
も

の
基
礎
的
運
動
能
力
の
向

上
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
、

年
間
を
通
じ
て
多
く
の
子
ど

も
が
参
加
し
て
い
る
。
適
正
な

参
加
者
負
担
に
よ
り
、
補
助

金
削
減
に
効
果
を
あ
げ
て
い

る
。
更
な
る
体
力
・
運
動
能
力

向
上
に
向
け
た
充
実
が
求
め

ら
れ
て
い
る
。

実
施
種
目
の
追
加
を
行
う

と
と
も
に
、
既
存
種
目
に

つ
い
て
も
更
な
る
付
加
価

値
を
付
け
た
内
容
の
充
実

を
検
討
し
、
新
規
種
目
の

実
施
等
に
よ
り
参
加
費
収

入
の
増
を
図
る
。

引
き
続
き
ニ
ー
ズ
を
探
り

つ
つ
実
施
種
目
の
内
容

の
充
実
を
図
る
。

体
力
・
基
礎

運
動
能
力
向

上
事
業
（
成

人
・
高
齢

者
）

成
人
・
高
齢
者
の
基
礎
的
運

動
能
力
の
向
上
を
図
る
こ
と

を
目
的
と
し
、
幅
広
い
年
代

の
多
く
の
区
民
が
参
加
し
て

い
る
。
今
後
は
、
ラ
イ
フ
ス

テ
ー
ジ
に
応
じ
た
事
業
の
実

施
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

参
加
率
の
少
な
い
事
業

の
内
容
の
見
直
し
を
行
う

と
と
も
に
、
「
は
じ
め
よ
う
ス

イ
ミ
ン
グ
」
等
の
既
存
事
業

の
参
加
費
を
見
直
し
、
経

費
縮
減
、
参
加
費
収
入
の

増
を
図
る
。

引
き
続
き
ニ
ー
ズ
を
探
り

つ
つ
実
施
種
目
の
内
容

の
充
実
を
図
る
。

（
４
）
外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）

0

２
５
年
度

２
４
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

9
6
,9
6
6

0
9
0
,2
4
4

２
４
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

1
0
6
,5
8
2

２
５
年
度

1
0
7
,8
4
7

0
0
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

２
４
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

２
４
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
５
年
度

競
技
大
会

区
民
が
誰
で
も
参
加
で
き
る

競
技
会
と
し
て
親
し
ま
れ
て

い
る
。
ま
た
国
の
ス
ポ
ー
ツ
振

興
基
本
計
画
に
お
い
て
も
競

技
力
向
上
は
重
点
項
目
と

な
っ
て
お
り
、
区
民
が
日
頃

の
成
果
を
確
認
し
目
標
を
持

つ
こ
と
で
ス
ポ
ー
ツ
振
興
に

重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い

る
。
受
益
者
負
担
に
基
づ
く

適
正
な
参
加
費
の
見
直
し
や

会
場
確
保
な
ど
開
催
環
境
の

整
備
が
必
要
で
あ
る
。

区
民
大
会
に
つ
い
て
は
、

各
競
技
団
体
が
長
年
運

営
し
て
き
た
経
緯
を
踏
ま

え
つ
つ
、
適
正
な
収
支
バ

ラ
ン
ス
を
考
慮
し
経
費
の

削
減
、
参
加
費
の
見
直
し

を
図
る
。
そ
の
他
、
共
催

大
会
等
は
、
役
割
分
担
の

精
査
を
図
る
。
ま
た
、
「
Ｔ
Ｅ

Ｐ
Ｃ
Ｏ
レ
デ
ィ
ー
ス
バ
レ
ー

ボ
ー
ル
大
会
」
は
経
費
の

大
半
を
負
担
し
て
い
た
共

催
者
（
東
京
電
力
）
の
事

情
に
よ
り
廃
止
と
す
る
。

引
き
続
き
、
区
民
大
会
に

つ
い
て
は
、
参
加
状
況
・

収
支
バ
ラ
ン
ス
の
検
証
を

行
い
、
適
正
な
経
費
負
担

と
な
る
よ
う
参
加
費
の
設

定
を
行
っ
た
。
共
催
大
会

に
つ
い
て
は
今
後
も
引
き

続
き
役
割
分
担
の
精
査

を
図
る
。

2
5
,1
5
0

2
3
,4
4
2

1
9
,3
2
0

1
7
,2
0
3

2
0
,4
9
9

1
8
,4
8
5

1
8
,5
9
9

1
5
,9
9
6

世
田
谷
2
4
6

ハ
ー
フ
マ
ラ

ソ
ン

箱
根
駅
伝
等
で
活
躍
す
る
区

内
大
学
等
の
選
手
と
と
も
に

国
道
２
４
６
や
多
摩
川
河
川

敷
を
走
り
、
日
頃
の
練
習
の

成
果
を
発
揮
す
る
場
と
し
て
、

ま
た
ス
ポ
ー
ツ
の
世
田
谷
を

全
国
に
大
き
く
ア
ピ
ー
ル
す

る
大
会
と
し
て
重
要
な
役
割

を
果
た
し
て
い
る
。
課
題
と
し

て
、
定
員
に
対
し
て
参
加
申

込
み
人
数
が
大
幅
に
超
え
て

お
り
、
参
加
費
収
入
の
向
上

を
図
る
上
で
も
参
加
定
員
の

増
加
を
目
指
す
必
要
が
あ

る
。

H
2
3
年
度
の
実
績
を
基
に

大
会
運
営
の
安
全
性
等

を
検
証
し
、
参
加
定
員
の

増
加
に
よ
る
参
加
費
収
入

の
増
額
を
図
る
。
ま
た
、
大

会
の
定
着
化
を
踏
ま
え
た

運
営
内
容
の
精
査
に
よ
る

経
費
削
減
を
図
る
。

H
2
4
年
度
の
実
績
を
基
に

大
会
運
営
の
安
全
性
等

を
検
証
し
、
参
加
定
員
の

増
加
に
よ
る
参
加
費
収

入
の
増
額
を
検
討
す
る
。

ま
た
、
大
会
の
定
着
化
を

踏
ま
え
た
運
営
内
容
の

精
査
に
よ
る
経
費
削
減
に

努
め
る
。

4
5
,1
1
7

3
1
,9
3
1

4
6
,8
3
3

3
3
,9
8
3

4
7
,1
6
9

3
3
,6
0
4

4
7
,7
7
3

3
5
,6
5
4

ス
ポ
ー
ツ
講

習
会

区
民
が
ス
ポ
ー
ツ
の
実
技
や

ス
ポ
ー
ツ
振
興
に
携
わ
る
上

で
必
要
な
正
し
い
知
識
を
習

得
す
る
こ
と
は
、
安
全
管
理

面
で
も
非
常
に
有
効
で
あ

り
、
必
要
性
、
有
効
性
、
優
先

度
の
視
点
か
ら
も
必
要
で
あ

る
。

効
率
的
か
つ
効
果
的
な

事
業
運
営
を
行
い
、
経
費

削
減
を
図
る
。

引
き
続
き
、
効
率
的
か
つ

効
果
的
な
事
業
運
営
を

行
い
、
経
費
削
減
を
図

る
。

1
,3
6
0

0
7
2
8

0
1
,1
7
6

0
6
2
5

0
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

２
４
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

２
４
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
５
年
度

子
ど
も
活
き

活
き
ス
ポ
ー

ツ
活
動
推
進

事
業

ス
ポ
ー
ツ
を
通
し
て
、
子
ど
も

の
健
康
・
体
力
を
保
持
・
増

進
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い

る
。
子
ど
も
の
体
力
向
上
は
、

国
の
ス
ポ
ー
ツ
振
興
基
本
計

画
、
区
の
ス
ポ
ー
ツ
振
興
計

画
、
財
団
の
ス
ポ
ー
ツ
ビ
ジ
ョ

ン
２
１
で
も
大
き
な
柱
と
し
て

い
る
ほ
か
、
国
体
に
向
け
た

都
の
ジ
ュ
ニ
ア
育
成
事
業
に

も
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て

い
る
。
今
後
は
、
種
目
の
拡

大
や
内
容
の
充
実
を
図
り
、

継
続
的
な
育
成
が
重
要
で
あ

る
。

賛
助
団
体
と
実
施
し
て
い

る
ジ
ュ
ニ
ア
教
室
は
、
参

加
者
の
少
な
い
事
業
に

つ
い
て
実
施
内
容
の
調

整
を
行
い
参
加
人
数
の

増
加
を
図
る
。
部
活
動
支

援
に
つ
い
て
は
、
教
育
委

員
会
と
の
重
複
を
見
直
し

し
、
中
体
連
と
の
連
携
を

図
り
実
施
内
容
を
変
更
す

る
。
ま
た
、
都
の
補
助
金
を
活

用
す
る
な
ど
効
率
的
か
つ

効
果
的
な
事
業
運
営
を

目
指
す
。

H
2
3
･2
4
年
度
の
実
施
状

況
を
検
証
し
効
率
的
な

事
業
運
営
を
目
指
し
つ

つ
、
種
目
の
拡
大
や
内

容
の
充
実
を
図
る
。

8
,9
9
7

2
,9
8
2

7
,2
7
8

1
,7
5
8

7
,4
1
3

3
,5
9
8

7
,0
9
2

2
,2
0
3

生
涯
健
康
推

進
事
業

高
齢
化
が
進
む
中
で
、
区
民

が
い
つ
ま
で
も
元
気
で
い
ら

れ
る
よ
う
ス
ポ
ー
ツ
を
通
し
た

健
康
増
進
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

形
成
の
き
っ
か
け
づ
く
り
に
お

い
て
大
き
な
役
割
を
果
た
し

て
い
る
。
ま
た
、
区
の
ス
ポ
ー

ツ
振
興
計
画
や
財
団
の
ス

ポ
ー
ツ
ビ
ジ
ョ
ン
2
1
に
お
い

て
も
生
涯
健
康
事
業
は
計
画

項
目
に
挙
げ
ら
れ
て
お
り
、
ラ

イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た
効

果
的
な
事
業
展
開
が
必
要
と

な
る
。

中
高
年
の
生
涯
健
康
推

進
事
業
の
参
加
状
況
を

勘
案
し
、
見
直
し
を
図
る
。

同
種
の
事
業
を
実
施
す
る

保
健
セ
ン
タ
ー
と
の
連
携

を
強
化
し
、
よ
り
効
率
的
か

つ
効
果
的
で
、
充
実
し
た

事
業
運
営
を
目
指
し
、
委

託
費
の
減
に
つ
な
げ
る
。

区
の
福
祉
保
健
領
域
の

施
策
と
の
連
携
を
検
討

し
、
よ
り
効
率
性
の
向
上
と

区
の
施
策
の
補
完
を
図

る
。

3
,6
1
4

2
,0
4
2

3
,0
8
8

8
6
9

3
,4
6
3

1
,4
3
4

3
,2
9
0

1
,0
6
4

障
害
者
ス

ポ
ー
ツ
・
レ
ク

リ
エ
ー
シ
ョ
ン

推
進
事
業

障
害
児
（
者
）
対
象
の
定
期

的
な
ス
ポ
ー
ツ
教
室
や
イ
ベ

ン
ト
、
ス
ポ
ー
ツ
レ
ク
リ
エ
ー

シ
ョ
ン
事
業
は
、
区
の
福
祉

領
域
で
も
行
っ
て
い
な
い
事

業
で
あ
る
。
財
団
の
独
自
性

を
活
か
し
推
進
し
て
い
く
。
今

後
は
、
対
象
者
の
拡
大
等
に

つ
い
て
検
討
を
進
め
る
必
要

が
あ
る
。

登
録
指
導
者
の
増
員
・
レ

ベ
ル
ア
ッ
プ
を
図
る
。
ま

た
、
事
業
対
象
者
の
拡
大

に
つ
い
て
区
民
ニ
ー
ズ
の

把
握
に
努
め
る
と
と
も
に
、

情
報
収
集
や
調
整
を

行
っ
て
い
く
。
ま
た
、
経
費

の
精
査
に
よ
り
、
諸
謝
金

等
の
減
に
つ
な
げ
る
。

登
録
指
導
者
の
増
員
・
レ

ベ
ル
ア
ッ
プ
を
図
る
。
ま

た
事
業
対
象
者
拡
大
の

検
討
結
果
を
も
と
に
、
内

容
の
充
実
等
を
図
る
。

1
6
,4
3
4

1
5
,2
9
0

1
4
,4
7
4

1
3
,5
0
7

1
6
,4
0
9

1
5
,2
7
0

1
4
,2
5
6

1
3
,2
8
2
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

２
４
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

２
４
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
５
年
度

区
民
ス
ポ
ー

ツ
ま
つ
り

財
団
賛
助
会
員
（
区
内
競
技

団
体
）
の
協
力
に
よ
り
行
っ
て

お
り
、
2
3
年
度
で
第
4
7
回
と

な
る
。
一
般
的
な
普
及
啓
発

事
業
と
は
違
い
、
各
種
目
の

ス
ポ
ー
ツ
を
実
際
に
体
験
し

て
み
る
こ
と
で
、
ス
ポ
ー
ツ
の

き
っ
か
け
づ
く
り
に
直
接
つ
な

が
っ
て
い
る
。
ま
た
、
賛
助
会

員
と
の
連
携
を
よ
り
深
め
る
こ

と
が
で
き
、
ス
ポ
ー
ツ
の
世
田

谷
を
発
信
す
る
有
効
な
事
業

で
あ
る
。

効
率
的
な
運
営
と
協
賛
企

業
の
確
保
に
よ
り
経
費
削

減
を
図
り
つ
つ
、
内
容
の

充
実
を
検
討
し
て
い
く
。

引
き
続
き
、
効
率
的
な
運

営
と
協
賛
企
業
の
確
保

に
よ
り
経
費
削
減
を
図
り

つ
つ
、
内
容
の
充
実
を
検

討
し
て
い
く
。

6
,9
2
0

6
,7
4
6

6
,7
4
1

6
,4
7
9

6
,7
6
5

6
,5
3
6

7
,1
8
2

7
,1
8
2

元
旦
あ
る
こ

う
会

元
旦
に
行
う
ス
ポ
ー
ツ
レ
ク
リ

エ
ー
シ
ョ
ン
イ
ベ
ン
ト
と
し
て

2
3
年
度
で
第
3
7
回
を
数
え

る
。
毎
年
1
0
0
0
名
弱
の
区
民

が
参
加
し
て
い
る
。
元
旦
の

イ
ベ
ン
ト
の
た
め
区
民
へ
の

イ
ン
パ
ク
ト
も
強
く
、
財
団
自

体
の
広
報
的
な
役
割
も
担

い
、
非
常
に
意
義
が
大
き
い

事
業
で
あ
る
。

効
率
的
な
運
営
を
行
い

経
費
削
減
を
図
り
つ
つ
、

内
容
の
充
実
を
図
る
。
ま

た
、
単
に
季
節
行
事
と
し

て
で
な
く
、
ス
ポ
ー
ツ
・
レ

ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
の
普
及
・

啓
発
の
た
め
の
事
業
と
し

て
広
く
区
民
が
参
加
で
き

る
事
業
内
容
の
検
討
を
進

め
る
。

引
き
続
き
、
消
耗
品
等
の

削
減
に
努
め
効
率
的
な

運
営
を
行
う
と
と
も
に
、
内

容
の
充
実
を
図
る
。
ま

た
、
単
に
季
節
行
事
と
し

て
で
な
く
、
ス
ポ
ー
ツ
・
レ

ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
の
普
及
・

啓
発
の
た
め
の
事
業
と
し

て
広
く
区
民
が
参
加
で
き

る
事
業
内
容
の
検
討
を

進
め
る
。

6
8
7

6
8
7

8
2
1

8
2
1

7
0
1

7
0
1

7
5
0

7
5
0

ス
ポ
ー
ツ
の

し
お
り

(S
p
o
rt
s

In
fo
rm
at
io
n

）
の
発
行

財
団
の
作
成
す
る
ス
ポ
ー
ツ

情
報
誌
と
し
て
年
4
回
各

1
0
,0
0
0
部
作
成
し
て
い
る
。

区
や
財
団
の
管
理
す
る
施

設
の
他
、
区
内
の
ス
ポ
ー
ツ

施
設
や
イ
ベ
ン
ト
情
報
も
掲

載
し
て
い
る
。
ま
た
、
区
内
の

全
小
中
学
校
、
高
校
、
大
学

へ
も
配
布
し
て
お
り
、
効
率

的
な
施
設
利
用
案
内
と
し
て

も
有
効
で
あ
る
。

財
団
の
広
報
媒
体
の
一

つ
と
し
て
記
載
内
容
の
充

実
を
図
る
と
と
も
に
、
配
布

先
や
紙
面
構
成
の
工
夫

を
図
り
、
広
告
協
賛
の
確

保
に
努
め
、
経
費
の
削
減

を
図
る
。

引
き
続
き
、
記
載
内
容
の

充
実
を
図
る
と
と
も
に
、
配

布
先
や
紙
面
構
成
の
工

夫
を
図
り
、
広
告
協
賛
の

確
保
に
努
め
、
経
費
の
削

減
を
図
る
。

4
,6
7
3

4
,4
7
3

4
,6
3
6

4
,4
3
6

4
,6
7
3

4
,4
7
3

4
,4
9
9

4
,4
9
9
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

２
４
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

２
４
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
５
年
度

ス
ポ
ー
ツ
・
レ

ク
リ
エ
ー
シ
ョ

ン
指
導
者
養

成
・
活
用

財
団
で
ス
ポ
ー
ツ
レ
ク
リ
エ
ー

シ
ョ
ン
指
導
者
を
育
成
し
指

導
者
を
必
要
と
し
て
い
る
区

民
及
び
グ
ル
ー
プ
に
紹
介
を

行
っ
て
い
る
。
区
の
ス
ポ
ー
ツ

振
興
計
画
、
財
団
の
ス
ポ
ー

ツ
ビ
ジ
ョ
ン
2
1
で
も
重
要
項

目
と
し
て
挙
げ
て
お
り
、
区
と

連
携
し
て
取
り
組
む
べ
き
事

業
で
あ
る
。
制
度
の
周
知
不

足
や
指
導
者
の
活
用
方
法

な
ど
の
課
題
が
あ
る
。

区
と
連
携
し
、
地
域
や
学

校
等
へ
の
制
度
の
周
知

拡
大
を
図
る
。
さ
ら
に
、
効

果
的
な
指
導
者
の
養
成
・

活
用
が
行
え
る
よ
う
、
賛

助
会
員
や
関
係
機
関
の

協
力
を
得
な
が
ら
講
習
会

の
実
施
時
期
、
内
容
等
の

見
直
し
を
図
る
。

引
き
続
き
、
区
と
連
携
し

た
制
度
の
充
実
に
努
め

る
。

1
,4
2
5

1
,2
4
8

5
8
6

5
0
3

1
,1
5
9

9
6
3

2
6
5

1
9
0

賛
助
会
員
選

手
強
化
助
成
都
民
体
育
大
会
に
出
場
す

る
競
技
の
各
競
技
団
体
（
財

団
賛
助
会
員
）
に
対
し
、
財

団
が
、
競
技
力
向
上
を
目
的

に
2
万
円
の
助
成
を
行
っ
て

い
る
。
競
技
力
の
向
上
は
国

の
ス
ポ
ー
ツ
振
興
基
本
計
画

で
も
大
き
な
柱
と
な
っ
て
い

る
。
区
内
の
競
技
力
向
上
に

お
い
て
は
有
効
で
あ
る
。

競
技
団
体
と
適
正
な
強
化

費
金
額
の
設
定
を
協
議
し

予
算
縮
減
を
図
り
つ
つ
、

引
き
続
き
支
援
を
行
っ
て

い
く
。

競
技
団
体
と
適
正
な
強

化
費
金
額
の
設
定
を
協

議
し
予
算
縮
減
を
図
り
つ

つ
、
引
き
続
き
支
援
を

行
っ
て
い
く
。

9
6
0

9
6
0

9
2
0

9
2
0

9
6
0

9
6
0

9
2
0

9
2
0

総
合
型
地
域

ス
ポ
ー
ツ
ク

ラ
ブ
育
成

総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ

ブ
の
設
立
は
、
国
の
ス
ポ
ー

ツ
振
興
基
本
計
画
、
区
の
ス

ポ
ー
ツ
振
興
計
画
の
大
き
な

柱
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
財

団
の
ス
ポ
ー
ツ
ビ
ジ
ョ
ン
２
１

に
お
い
て
は
、
そ
の
支
援
を

行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

区
で
は
、
区
内
5
地
域
に
ク
ラ

ブ
設
立
を
目
標
と
し
て
お
り
、

財
団
と
し
て
は
、
地
域
ス

ポ
ー
ツ
の
振
興
の
観
点
か
ら

支
援
・
育
成
及
び
協
力
・
連

携
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ

る
。

区
と
連
携
し
、
引
き
続
き

支
援
を
行
っ
て
い
く
。

区
と
連
携
し
、
引
き
続
き

支
援
を
行
っ
て
い
く
と
と
も

に
、
地
域
ス
ポ
ー
ツ
の
振

興
の
観
点
か
ら
、
総
合
型

地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
と

の
連
携
等
も
検
討
を
進
め

る
。
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

２
４
年
度

事
務
事
業

名
等

現
状
と
課
題

２
４
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
５
年
度

地
域
活
動
団

体
支
援

財
団
で
、
各
地
域
で
使
用
で

き
る
ニ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
物
品

の
貸
出
を
行
っ
て
い
る
。
区
と

財
団
の
進
め
る
総
合
型
ス

ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
設
立
の
足
が

か
り
と
し
て
非
常
に
有
効
な

事
業
と
な
っ
て
い
る
。

引
き
続
き
支
援
を
行
っ
て

い
く
。

引
き
続
き
支
援
を
行
っ
て

い
く
。

5
9
9

5
9
9

4
4
3

4
4
3

5
0
9

5
0
9

5
6
5

5
6
5

売
店
、
自
動

販
売
機
等
販

売
事
業

区
が
、
財
団
に
対
し
行
政
財

産
使
用
許
可
を
し
、
財
団
が

民
間
企
業
に
使
用
さ
せ
使
用

料
を
徴
収
し
て
い
る
。
こ
れ
に

よ
っ
て
財
団
が
得
た
収
益
は

財
団
が
行
う
自
主
事
業
（
公

益
事
業
）
に
充
て
る
こ
と
で
区

の
補
助
金
の
減
額
に
つ
な

が
っ
て
い
る
。
財
団
の
自
主

自
立
に
有
益
で
あ
る
。
区
の

税
外
収
入
確
保
の
観
点
か

ら
、
収
益
の
2
割
を
区
へ
納
め

る
こ
と
と
な
っ
た
た
め
、
新
た

な
収
益
確
保
が
求
め
ら
れ

る
。

区
補
助
金
の
減
額
に
対

応
す
る
た
め
、
自
動
販
売

機
の
増
設
に
つ
い
て
区
と

調
整
を
進
め
る
。

指
定
管
理
施
設
以
外
の

施
設
へ
の
自
動
販
売
機

設
置
の
可
能
性
を
検
討

し
、
更
な
る
収
益
確
保
を

図
る
と
と
も
に
、
新
た
な
収

益
事
業
の
開
発
に
努
め

る
。

1
1
,9
1
5

0
8
,8
8
5

0
9
,3
9
4

0
8
,5
3
7

0

区
の
支
援
の
あ
り
方
（
区
所
管
部
コ
メ
ン
ト
）

　
財
団
自
主
事
業
に
つ
い
て
、
よ
り
区
民
ニ
ー
ズ
や
社
会
情
勢
な
ど
に
対
応
し
た
実
施
内
容
と
な
る
よ
う
、
必
要
性
・
有
効
性
・
公
平
性
な
ど
を
考
慮
し
、
さ
ら
に
優
先
性
の
視
点
も
取
り
入
れ
た
事
業
の
再

構
築
を
支
援
し
て
い
く
。
ま
た
、
新
た
な
自
主
財
源
確
保
に
向
け
た
取
組
み
に
つ
い
て
は
、
既
存
事
業
の
参
加
料
、
施
設
使
用
料
の
見
直
し
を
、
引
き
続
き
受
益
者
負
担
の
あ
り
方
も
踏
ま
え
て
検
討
し
、
自

主
事
業
の
展
開
を
、
財
団
と
協
議
し
な
が
ら
支
援
し
て
い
く
。
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（１）事業内容と経営目標
指
定
管
理
者

区
委
託

○

○

○

○

○

○

○

○

○

ﾊﾟﾙﾒｿﾞﾝ上北沢管理運
営事業

諸事情により母子で生活している世帯、これに準ずる世帯で住宅環境、経済的
困窮等により児童の養育に支障が生ずると思われる者を入所させ、母子の安定、
自立を図る｡

配食サービス事業 病弱などで食事作りや買い物が困難な65歳以上のひとり暮らしや高齢者のみの
世帯に、夕食を届け安否の確認を行う｡

地域包括支援センター
（あんしんすこやかセン
ター）

地域に身近な相談窓口として、介護を必要とされる高齢者や家族への相談及び
支援をする｡また、介護予防ケアマネジメント・見守りネットワーク・包括的継続的ケ
アマネジメント及び区への申請代行を行う。（25年度地域包括支援センター5か
所）

福祉人材育成・研修セ
ンター事業

福祉人材の確保・育成を総合的に推進するため、人材発掘、育成、就労支援事
業等を行う。認知症ケア研修をはじめとする区内介護サービス事業者向けの研
修、せたがや福祉区民学会の事務局等を行うとともに、自主事業として、介護職員
初任者研修と同行援護従業者養成研修一般課程を行う。

訪問看護事業 疾病や障害のある在宅療養者を対象に、看護師や理学療法士などが家庭を訪
問し、看護やリハビリサービスを行う｡（25年度訪問看護事業所5か所）

居宅介護支援事業 介護保険制度に関する相談をはじめ、要介護と認定された方を対象にした居宅
サービス計画の作成やサービス事業者の紹介等を行う｡（25年度居宅介護支援事
業所3か所）

事業名 事業内容

通所介護（デイ・サービ
ス）事業

要介護高齢者の方などを対象に、通所により日常生活の支援、機能訓練、相
談、入浴、認知症対応、食事等の提供を行う｡また、要支援者に対して予防事業を
実施する。(25年度通所介護事業所（デイ・ホーム）7か所）

訪問介護（ホームヘル
プ）事業

心身上の理由により、日常生活を営むことに支障がある高齢者や障害者（児）の
方への身体介護、家事援助、外出介助等のサービスを行う。（25年度訪問介護
（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ）事業所2か所）

特別養護老人ホーム管
理運営事業

原則として、65歳以上で身体上又は精神上著しい障害があるために、日常生活
全般にわたって介護が必要であり、家庭では、介護が困難な方を対象とした施設
の運営を行う｡（芦花ホーム、上北沢ホーム）※短期入所も含む

区出資額 ５００万円設立 平成６年９月 ５００万円基本金 区出資率 100%

３－６ 社会福祉法人世田谷区社会福祉事業団
代表者 理事長　佐藤　健二
区担当所管 高齢福祉部高齢福祉課

難病患者であって、本人またはその家族が家事、介護等を行うことが困難な状
況にある世帯に対して、適切な家事、介護等のホームヘルプサービスを行う。

難病患者ホームヘルプ
サービス事業

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を営める施設として、安心して暮らせ
る居住部門と地域高齢者の活動の場の提供等を行う｡平成24年8月末をもって事
業終了。

高齢者センター新樹苑
事業

経
営
目
標

職員一人ひとりが、区民のニーズを的確に捉え、創意工夫したサービスを提案・提供する。
　１　区民が安心して地域で生活できるよう、最適な福祉サービスを提案・提供していく。
　２　地域に開かれた施設・サービスを通して、地域住民と共生を図る。
　３　福祉を担う人材の確保と育成を通して、豊かな福祉社会の実現に寄与する。
　４　質の高いサービスを継続的に提供するために経営基盤の強化を図る。

在宅医療電話相談セン
ター事業

本人及び家族等からの在宅医療や転院先についての相談に、電話・ＦＡＸで対
応する。

世田谷高齢者住宅生活
協力員業務事業等

世田谷住宅（区立高齢者借上げ集合住宅）、八幡山慶明館及び桜丘五丁目第
二アパート（区営住宅）の生活協力員業務を受託し、居住者の安否確認、関係機
関との連携調整を行う｡また、デイ・ホーム世田谷地下会議室を地域高齢者の活動
の場として提供する。

社会福祉法人　世田谷区社会福祉事業団 78



（２）改善計画の推進状況

ア　事業目標

項目 ２４年度
（計画）

２４年度
（実績）

計画との差 達成率 ２５年度
（計画）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

計画との
差

達成率

訪問介護（ホームヘルパー派遣）年間
総時間数

121,272 111,077 △ 10,195 91.6% 116,976 116,760 106,054 △ 10,706 91%

通所介護（デイ・ホーム）利用率 85.2 81.0 △ 4.2 95.1% 86.0 84.0 80.4 △ 3.6 96%

特別養護老人ホーム利用率 97.5 94.7 △ 2.8 97.1% 97.5 93.2 △ 4.3 96%

短期入所生活介護（ショートステイ）
利用率

102.5 107.1 4.6 104.5% 102.5 102.4 107.9 5.5 105%

訪問看護年間訪問回数 42,000 47,537 5,537 113.2% 46,980 54,656 7,676 116%

地域包括支援センター（居宅介護予防
支援事業）年間予防給付ケアプラン作
成件数

8,676 8,916 240 102.8% 8,904 9,398 494 106%

居宅介護支援事業年間ケアプラン作成
件数

8,064 7,819 △ 245 97.0% 8,064 7,927 △ 137 98%

主な事業目標

平成２４～２５年度の取組み方針
○各種事業のサービスの質の向上を図るとともに、各種事業運営の改善に取り組み、事業運営の効率化を推進する。

●各項目の考え方
訪問介護（ホームヘルパー派遣）事業
ヘルパーの高年齢化が進んでおり、また、介護報酬の改定により利用者のニーズが訪問1回当り短時間になる傾向があることを踏ま
え、ヘルパーの世代交代による効率化を図り、サービス量の維持と安定的な事業運営を図る。

通所介護（デイ・ホーム）事業
失語症コースや若年認知症コース、機能訓練などの多様なメニューを提供し、特色ある運営を進めるとともに、重度者や医療依存度
の高い利用者の受け入れを行うなど利用率の向上を図る。

特別養護老人ホーム事業
利用者の健康管理、事故や感染症の予防の徹底等により、利用者が安心して過ごせる環境を維持し、利用者満足度の向上を図り、高
い利用率を維持する。

短期入所生活介護（ショートステイ）事業
特別養護老人ホームの空床の有効利用を図るなど、緊急性の高い高齢者を積極的に受け入れることにより区民のニーズに応えてい
く。

訪問看護事業
営業時間拡大や平成25年2月の事業所増設などにより、増加傾向にある要介護者等の医療ニーズに対応する。

地域包括支援センター（居宅介護予防支援）事業
介護予防支援業務を通し、適切なサービスを提供するとともに見守りや地域のネットワークづくりに取り組む。

居宅介護支援事業
医療、介護等の連携に努め、利用者の自立支援を高めるプランを提供する。

通所介護（デイ・ホーム）利用率（％）
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●２５年度実績・目標達成に対する評価
　訪問介護（ホームヘルプサービス）の短時間化が継続
しており、訪問時間数が目標に達しなかった。
訪問看護事業について、平成２５年２月に開設した訪問
看護ステーション三軒茶屋を含め新規利用者が増え、計
画数を大幅に上回ることができた。
　通所介護（デイサービス）は、人員不足が続いたこと
に加え、大型台風や大雪等による営業時間制限を実施し
たため、全体の利用率は伸びなかった。デイ・ホーム弦
巻に関しては、利用ニーズが増加し、平成２５年１０月
に定員を３５人に増員した。特養は想定以上の退所が発
生したことや、待機者の入所辞退等による空床期間が影
響し、目標に達しなかった。
　ショートステイは空床利用や、キャンセル対応を積極
的に実施し、利用率は目標を上回った。特養の待機者に
ついて、スムーズな入所のための事務効率化に向けた検
討を行った。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　訪問看護はサービス量に対する需要が多く、利用率を
伸ばすことができた。
　通所介護事業は、一般の通所介護に加え、事業団が
担っている先駆的事業への取組みとして、失語症コース
の拡大や若年性認知症コースの充実を図ることができ
た。一方、入浴設備がない一般通所は利用率が伸び悩ん
でいる。また、認知症コースは全国的に利用率が低下傾
向の中、事業団においては6割～7割の利用率となってい
る。
　特別養護老人ホームは空床をショートステイで活用し
てきたが、待機者の重度化や新規入所者の入所期間の短
縮傾向等により、平成25年度は想定を超える退所があり
施設全体として目標を下回った。

●今後の進め方
　在宅者の重度化や要介護者の増大に伴い、高齢者施策
が在宅中心の制度となっていく中で、訪問看護・介護を
始め、在宅サービス事業者は増加している。事業団の果
たすべき役割を明確にしつつ、区民のニーズに応えられ
るようサービスの質の一層の向上・連携に努めていく。
　施設(特養）が重点化されている中、入所の受入を効率
的に行うため、サービスの標準化を図る。
　人材の確保、育成と定着を推進し安定的な経営を図
る。

●外郭団体のコメント
＜主な事業目標、計画の推進状況について＞

　事業団全体として、多様なニーズ、特に医療的配慮の必要な
高齢者に対応するため、介護職員のたん吸引等研修実施に向
け、指導看護師を養成した。（平成２６年度から研修実施）
　デイ・ホームでは利用者受入を拡充するため、世田谷及び
太子堂の定員増員を図る準備をした。（平成２６年４月から
増員）
　介護保険サービスにおいても、多様なニーズに対応するた
め太子堂地域での事業所開設に向け準備した。（平成２６年
４月開設）

●区所管部のコメント
　事業目標全体に対して、２年連続して９０％を超える目標
を達成していることは、評価することができる。
　特に訪問看護については、看護人材の不足の中、計画値を
大幅に上回る訪問を行うなど、高く評価することができる。
　また、通所介護についても、若年性認知症コースの充実や
失語症コースの拡充等の先駆的な取り組みを実施するなど、
多様なニーズに対応した様々なサービス提供について高く評
価する。
　今後も、社会福祉事業団が高い専門性と独自性を生かしな
がら、世田谷区における福祉サービスの先導的役割を果たせ
るよう引き続き支援を行うとともに、事業の見直しや事務改
善等により経営基盤の強化と収支構造の改善を図り、自立し
た経営ができるよう指導・助言を行っていく。
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イ　財政計画　 （単位：百万円）

２４年度
（当初予算額）

２４年度
（決算額）

２５年度
（当初予算額）

２５年度
（決算額）

備考

3,756 3,929 3,949 3,902

団体財源(Ｂ) 2,966 3,168 3,236 3,208

区からの収入額(Ｃ+Ｄ) 790 761 713 694

　　区補助金収入(Ｃ） 229 208 213 199

　　区からの委託料収入(Ｄ） 561 553 500 495

区からの収入比率（（Ｃ+Ｄ）/Ａ） 21.0% 19.4% 18.1% 17.8%

250 166 230 180

55 42 41 36

22.0% 25.3% 17.8% 20.0%

70.0% 69.2% 69.4% 69.6%

平成２４～２５年度の取組み方針
○安定的な利用率の維持により増収を図るとともに、固定経費の見直しにより経費を削減
する。

項目

管理費に対する区補助金額（Ｆ）

管理費(Ｅ）

管理費における区補助金比率（F/E）

※「２５年度（当
初予算額）」から
は、財団法人等
に派遣する職員
の給与支給方法
を、区からの直接
支給に変更し
た。

団体総収入額(A）

人件費比率

区からの収入比率

19.4% 17.8%

21.0% 18.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

24年度 25年度
決算額（％） 当初予算額（％）

●外郭団体のコメント
　全体では連続して黒字決算とすることができたが、
個々の事業では利用率の低下や施設の老朽化、人員確
保の困難などの課題が深刻化している。今後もそうし
た課題の解消に向け取り組み、また、区民ニーズに応
えるサービス等を提供し安定した経営を目指してい
く。

●区所管部のコメント
 平成２４、２５年度ともに区からの収入額の減額に
加え、介護や看護人材の確保が難しい中、連続して黒
字決算としたことは評価することができる。
　今後も引き続き、人件費その他の管理費の割合を管
理しつつ、事業目標を達成しながら、効率的かつ安定
的な運営に向けた経営基盤の強化と収支構造の改善を
図り、自立した経営ができるよう監理に努める。

●２５年度決算、目標達成に対する評価
　訪問看護事業は平成２５年開設の訪問看護ステーション三
軒茶屋をはじめ、目標を大きく上回った。しかしそれ以外の
事業は目標未達成が多く、デイホームは積立金を取り崩し、
特養も一体的運営の短期入所の繰越金を赤字財源補てんに使
用するなど、厳しい状況である。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　平成24年度に生じた新樹苑受託終了による過員は早期に解
消することができたが、一方で特養の利用率低下（退所者の
急増）や、介護及び看護職員の人材不足が解消されず、厳し
い状況となった。一方、固定経費の削減はネットワーク関連
経費など順調に削減できた事項もあったが、水道光熱費は電
気代単価上昇が節減を上回り、支出増となった部分もあっ
た。

●今後の進め方
　より効率的な運営に取り組むとともに、看護・介護職員の
確保、人材育成により質を向上し、収益性の向上及び経営基
盤の安定化に努める。
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ウ　人員計画　 （単位：人）

備考

平成２４～２５年度の取組み方針

○人材育成計画を着実に推進し、安定的かつ質の高いサービスを提供する。

11

２５年度

1

項目

役員数

　常勤役員数

常勤職員数(役員除く)

　うち派遣職員数

57

425

契約職員等

非常勤・嘱託等

２４年度

11

239

2

1

229

1

57

457

常勤職員数（人）

239 229

0

50

100

150

200

250

300

24年度 25年度

●外郭団体のコメント
　事業団の経営基盤の安定化には、人材確保と人材育成
が重要である。平成２５年度秋以降、人材確保が困難と
なっているが、利用者の求めるニーズに的確に応え、質
の高いサービスを継続して提供していくため、強力に取
り組んでいく。

●区所管部のコメント
　今後も健全経営を維持し、質の高いサービスを継続し
ていくためには、人事給与制度の改善と、介護人材の確
保と育成を確実に進めていく必要がある。
　今後も引き続き、課題解決に向けて、計画的に取組み

を進めるよう指導・監督に努める。

●２５年度組織・人員数・目標達成に対する評価
　平成２４年度９月に高齢者センター新樹苑の受託終了に
伴い過員が生じたが、退職不補充により過員解消を行い、
平成２５年度当初人員は適正規模となった。 訪問看護ス
テーションの1カ所増設に伴う人員配置については、積極的
な募集活動を行い、予定配置数を確保できた。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　職員配置数について、平成２４年度当初は過員であった
が、ほぼ1年間で過員を解消できた。平成２５年度当初は、
ほぼ適正規模でスタートしたが、平成２５年秋以降、特に
介護職の不足が顕著となり、派遣職員の占める割合が多く
なっている。
　看護職については、職員の不足が常態化しており、常時
募集により確保している。

●今後の進め方
　事業所運営の安定化を図るとともに、継続的に質の高い
サービスを提供できるよう、職員の確保と人材育成に努め
る。
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３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
執
行
体
制
の
見
直
し

２
３
年
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継
続

継
続
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続

継
続
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会
議
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て
、
２
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ご
と
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収
支
改
善
へ
の
取
組
み
を
報
告
し
た
。
特

養
の
利
用
率
改
善
に
向
け
て
は
事
業
団
全
体
で
課
題
を

共
有
し
検
討
し
た
。
よ
り
迅
速
な
意
思
決
定
に
向
け
、

併
設
デ
イ
を
特
養
組
織
に
編
入
し
た
。

経
営
会
議
に
つ
い
て
、
毎
月
開
催
か
ら
隔
月
に
変
更

し
、
数
値
の
実
績
に
加
え
、
一
定
期
間
の
課
題
取
り
組

み
状
況
や
事
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直
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適
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い
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か
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整
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が
で
き
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。

②
非
正
規
職
員
制
度
等
の
見
直
し

２
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年
度

継
続
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討
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続
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続
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老
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ホ
ー
ム
に
お
い
て
、
勤
務
時
間
に
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も
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形
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度
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で
き
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職
員
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数
で
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に
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。
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の
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②
固
定
経
費
の
削
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度
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施
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入
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委
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札
実
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修
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実
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。
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を

周
知
し
た
。

毎
年
、
対
象
職
員
を
替
え
て
研
修
を
実
施
し
て
い
る
。

研
修
受
講
者
の
増
加
に
伴
い
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に

対
す
る
意
識
の
定
着
化
が
図
れ
て
い
る
。

②
積
立
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の
運
用
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用
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績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
４
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

―
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
―

―
団
体
事
業
の
見
直
し
―

平
成
２
４
～
２
５
年
度
の
取
組
み
方
針

○
効
果
的
・
効
率
的
な
事
業
運
営
を
図
る
た
め
、
執
行
体
制
を
強
化
す
る
。

○
安
定
し
て
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
経
営
基
盤
を
整
備
す
る
。

２
５
年
度

（
計
画
）
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①
新
社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準
改
正
へ
の
対
応

２
５
年
度

検
討

検
討

検
討
・

実
施

検
討

新
社
会
福
祉
会
計
基
準
へ
の
移
行
を
平
成
２
７
年
度
に

変
更
し
、
平
成
２
６
年
度
に
実
施
す
る
新
会
計
シ
ス
テ

ム
選
定
に
向
け
て
、
複
数
業
者
の
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て

情
報
収
集
を
行
っ
た
。

サ
ー
バ
の
リ
ー
ス
期
間
や
他
の
基
幹
シ
ス
テ
ム
変
更
時

期
を
踏
ま
え
て
新
社
会
福
祉
会
計
基
準
へ
の
移
行
時
期

を
変
更
し
た
。
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
や
効
率
性
な
ど
、

事
業
団
へ
の
付
加
価
値
向
上
を
総
合
的
に
目
指
し
た
。

②
苦
情
・
事
故
情
報
の
分
析
評
価
の
充
実

２
４
年
度

検
討
・

実
施

検
討
・
実
施

継
続

継
続

事
故
防
止
策
の
強
化
に
向
け
、
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

マ
ニ
ュ
ア
ル
を
使
用
し
た
研
修
を
全
職
員
対
象
に
実
施

し
た
。
ま
た
、
事
故
件
数
の
統
計
や
傾
向
を
経
営
会
議

や
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
で
共
有
し
た
。

平
成
２
４
年
度
に
管
理
監
督
者
向
け
、
平
成
２
５
年
度

に
は
全
職
員
向
け
の
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修
を
行

い
、
事
故
防
止
に
向
け
て
取
組
み
を
充
実
す
る
こ
と
が

で
き
た
。
引
き
続
き
ヒ
ヤ
リ
ハ
ッ
ト
、
事
故
防
止
の
取

組
み
の
充
実
を
図
る
。

③
危
機
管
理
体
制
の
強
化

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

特
別
警
戒
警
報
の
発
表
や
大
雪
等
に
よ
り
事
業
に
影
響

を
及
ぼ
す
恐
れ
が
あ
る
場
合
の
具
体
的
な
対
応
策
を
検

討
し
実
施
し
た
。
平
成
２
６
年
度
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
整
備

に
向
け
、
準
備
を
す
す
め
た
。

災
害
発
生
時
の
対
策
、
感
染
症
対
策
に
つ
い
て
、
継
続

的
取
り
組
み
を
実
施
し
て
き
た
。
非
常
時
の
通
信
手
段

の
確
保
に
つ
い
て
は
、
職
員
の
異
動
、
退
職
等
を
考
慮

し
た
取
り
組
み
を
充
実
す
る
。

④
障
害
者
雇
用
の
促
進

２
４
年
度

検
討
・

実
施

検
討
・
実
施

実
施

実
施

障
害
者
の
職
域
拡
大
を
図
る
た
め
、
各
事
業
所
に
お
け

る
研
修
や
他
団
体
へ
の
視
察
を
実
施
し
た
。

２
名
が
保
護
的
就
労
を
経
て
企
業
に
就
職
し
た
。
障
害

者
の
職
域
拡
大
や
支
援
員
の
強
化
を
図
る
た
め
、
積
極

的
に
取
り
組
ん
だ
。

※
区
所
管
部
の
取
組
み

-
継
続

継
続

継
続

継
続

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
一
翼
を
担
う
事
業
団
の
役

割
と
し
て
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
に
資
す
る
た

め
、
事
業
者
支
援
や
人
材
育
成
な
ど
公
共
性
の
高
い
取

り
組
み
に
つ
い
て
、
連
携
と
支
援
を
行
っ
た
。

事
業
団
の
事
業
者
支
援
や
人
材
育
成
な
ど
の
公
共
性
の

高
い
取
り
組
み
に
つ
い
て
連
携
と
支
援
を
行
い
、
区
民

福
祉
の
向
上
が
図
ら
れ
た
。

２
４
年
度

実
施

実
施

-
-

-

平
成
2
3
年
度
に
策
定
し
た
「
新
た
な
新
樹
苑
の
構
想
」

に
基
づ
き
、
平
成
2
4
年
度
8
月
末
を
も
っ
て
区
立
高
齢
者

セ
ン
タ
ー
の
機
能
を
廃
止
し
た
。
平
成
2
5
年
度
か
ら
新

た
な
新
樹
苑
と
し
て
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
運
営
が
円

滑
に
行
え
る
よ
う
調
整
を
行
っ
た
。

２
５
年
度

（
計
画
）

新
た
な
新
樹
苑
へ
の
機
能
変
更

項
目

区
民
福
祉
の
向
上
の
取
組
み
に
係
る
連
携
と
支
援

２
４
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
実
績
）

項
目

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
４
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

―
そ
の
他
―

２
５
年
度

（
計
画
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
５
年
度

（
実
績
）

２
４
年
度

（
実
績
）

実
施
年
度

実
施
年
度

●
２
５
年
度
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

　
経
営
基
盤
の
整
備
に
向
け
、
人
事
給
与
制
度
改
正
の
課
題
抽
出
、
整
理
が

で
き
た
。

　
ま
た
、
既
存
事
業
に
つ
て
は
、
デ
イ
・
ホ
ー
ム
の
営
業
日
や
失
語
症
コ
ー

ス
等
の
充
実
、
訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
新
設
な
ど
を
実
施
す
る
こ
と
が

で
き
た
。

経
営
の
透
明
性
に
向
け
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
研
修
の
継
続
、
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
や
広
報
紙
で
の
財
務
諸
表
の
公
開
等
を
実
施
し
た
。

　
そ
の
他
、
安
定
的
な
経
営
に
向
け
、
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化
（
事

故
防
止
の
た
め
の
研
修
、
特
別
警
報
の
発
表
等
に
対
応
す
る
た
め
の
検
討
）

を
行
っ
た
。

●
今
後
の
進
め
方

　 　
人
事
給
与
制
度
改
正
に
つ
い
て
は
、
整
理
し
た
課
題
を
も
と
に
具
体
的
な

検
討
を
実
施
し
て
い
く
。

　
ま
た
、
団
体
事
業
の
見
直
し
、
経
営
の
透
明
性
の
向
上
に
つ
い
て
は
、
引

き
続
き
継
続
と
見
直
し
を
行
い
、
地
域
か
ら
信
頼
さ
れ
る
、
よ
り
健
全
な
事

業
団
経
営
を
目
指
す
。

●
２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

　
執
行
体
制
に
つ
い
て
、
平
成
２
４
年
度
か
ら
経
営
会
議
を
２
か
月
ご

と
の
開
催
と
し
、
よ
り
詳
細
な
実
績
の
分
析
を
行
う
こ
と
が
で
き
た
。

ま
た
、
新
会
計
基
準
へ
の
対
応
に
向
け
、
組
織
の
見
直
し
を
行
い
、
よ

り
迅
速
な
意
思
決
定
が
行
え
る
よ
う
平
成
２
６
年
度
か
ら
併
設
の
デ

イ
・
ホ
ー
ム
を
特
養
組
織
に
編
入
す
る
こ
と
と
し
た
。

　
ま
た
、
デ
イ
・
ホ
ー
ム
の
祝
日
営
業
開
始
、
シ
ス
テ
ム
や
業
務
委
託

費
の
見
直
し
、
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
充
実
な
ど
、
安
定
経
営
に
向

け
た
改
善
を
行
う
こ
と
が
で
き
た
。
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（
４
）
外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

①
ホ
ー
ム
ヘ

ル
プ
事
業
（
介

護
保
険
）

予
防
介
護
や
短
時
間
訪
問

が
増
え
て
お
り
、
派
遣
時
間

数
が
減
少
し
て
い
る
。

平
成
２
３
年
度
の
実
績

に
鑑
み
、
事
業
の
適
正

規
模
を
検
討
す
る
。

介
護
保
険
制
度
改
正

後
の
状
況
を
確
認
し
、

平
成
２
４
年
度
の
検
討

結
果
に
基
づ
き
事
業
規

模
に
合
わ
せ
た
運
営
体

制
に
変
更
す
る
。

②
ホ
ー
ム
ヘ

ル
プ
事
業
（
自

立
支
援
）

順
調
に
新
規
利
用
者
が
増

え
、
派
遣
時
間
数
も
伸
び
て

い
る
。
今
後
は
、
更
に
多
様

な
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
た

め
、
職
員
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ

が
必
要
と
な
る
。

引
き
続
き
、
職
員
の
ス
キ

ル
ア
ッ
プ
を
図
り
、
利
用

者
の
拡
大
に
努
め
る
。

ま
た
、
新
た
な
障
害
者

福
祉
法
制
の
動
向
を
見

な
が
ら
、
次
年
度
の
事

業
所
の
あ
り
方
を
検
討

す
る
。

平
成
２
４
年
度
に
検
討

し
た
結
果
を
受
け
、
ス

ム
ー
ズ
に
新
た
な
障
害

者
福
祉
法
制
へ
移
行

で
き
る
よ
う
に
取
り
組

む
。

③
ホ
ー
ム
ヘ

ル
プ
事
業
（
移

動
支
援
）

障
害
者
自
立
支
援
法
改
正

に
よ
り
、
平
成
２
３
年
１
０
月
か

ら
同
行
援
護
事
業
へ
移
行
し

た
。
現
在
、
区
内
サ
ー
ビ
ス

利
用
者
の
約
９
割
を
事
業
団

が
担
っ
て
い
る
。
今
改
正
で

サ
ー
ビ
ス
単
価
が
下
が
り
、

収
入
が
減
少
し
て
い
る
。

平
成
２
３
年
度
の
半
年

間
の
同
行
援
護
サ
ー
ビ

ス
の
結
果
を
踏
ま
え
、

収
支
バ
ラ
ン
ス
等
を
考

慮
し
、
事
業
の
運
営
体

制
等
の
見
直
し
・
検
討

を
行
う
。

平
成
２
４
年
度
の
状
況

を
踏
ま
え
、
同
行
援
護

サ
ー
ビ
ス
の
運
営
体
制

を
再
編
す
る
。

④
ホ
ー
ム
ヘ

ル
プ
事
業
（
自

費
サ
ー
ビ
ス
）

介
護
保
険
事
業
の
派
遣
時

間
数
減
少
に
伴
い
、
実
績
が

低
水
準
に
あ
る
。

平
成
２
３
年
度
の
実
績

に
鑑
み
、
収
支
バ
ラ
ン

ス
を
考
慮
の
上
、
事
業

の
見
直
し
を
行
う
。

平
成
２
４
年
度
の
検
討

結
果
に
基
づ
き
、
事
業

を
運
営
す
る
。

0

事
務
事
業

名
等

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

現
状
と
課
題

２
５
年
度

0

２
４
年
度

3
4
7
,7
2
3

0
3
5
6
,3
8
5

２
４
年
度

3
6
3
,9
4
6

２
５
年
度

3
7
5
,8
2
3

0
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

事
務
事
業

名
等

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

現
状
と
課
題

２
５
年
度

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

⑤
訪
問
看
護

事
業
（
介
護
保

険
）

順
調
に
新
規
の
利
用
者
も
増

え
て
い
る
が
、
３
０
分
訪
問
が

増
え
、
収
入
増
に
つ
な
が
っ

て
い
な
い
。

他
事
業
所
が
３
０
分
訪
問
を

引
き
受
け
な
い
こ
と
か
ら
、
事

業
団
の
使
命
と
し
て
、
引
き

受
け
る
必
要
が
あ
る
。
今
後

は
、
介
護
職
員
が
一
部
の
医

療
行
為
（
た
ん
の
吸
引
等
）
を

担
う
こ
と
と
な
り
、
看
護
師
と
ヘ

ル
パ
ー
と
の
連
携
が
更
に
重

要
と
な
る
。

３
０
分
訪
問
な
ど
の
、
利

用
者
ニ
ー
ズ
に
応
じ
る

た
め
、
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の

再
編
成
な
ど
の
運
営
体

制
の
見
直
し
を
行
う
。

ま
た
、
ヘ
ル
パ
ー
の
行
う

医
療
行
為
が
安
全
に
利

用
者
に
提
供
で
き
る
よ
う

に
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
事
業

と
の
連
携
を
強
化
し
て

い
く
。

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
を
再
編

成
し
、
事
業
運
営
の
効

率
化
を
図
る
。

⑥
訪
問
看
護

事
業
（
医
療
保

険
）

小
児
、
精
神
障
害
者
の
利
用

者
が
増
え
て
い
る
。
ま
た
、
終

末
期
に
あ
る
方
の
利
用
の

ニ
ー
ズ
は
今
後
も
増
え
る
こ
と

が
予
測
さ
れ
る
。

更
に
、
独
居
の
方
、
認
知
症

の
方
が
増
え
る
こ
と
が
予
測

さ
れ
る
。

在
宅
療
養
児
の
家
族
会

を
支
援
す
る
と
と
も
に
、

引
き
続
き
認
知
症
、
独

居
者
等
の
利
用
者
ニ
ー

ズ
に
対
応
す
る
た
め
、

研
修
会
、
事
例
検
討
の

実
施
に
よ
り
職
員
の
資

質
を
向
上
さ
せ
、
在
宅

生
活
を
支
え
る
。

継
続
実
施
す
る
。

⑦
通
所
介
護

事
業
（
通
常

型
）

７
業
所
を
運
営
。
デ
イ
・
ホ
ー

ム
世
田
谷
で
失
語
症
コ
ー

ス
、
デ
イ
・
ホ
ー
ム
太
子
堂
で

若
年
認
知
症
コ
ー
ス
、
デ
イ
・

ホ
ー
ム
上
北
沢
で
世
田
谷
区

高
齢
者
ト
ワ
イ
ラ
イ
ト
ス
テ
イ
モ

デ
ル
事
業
（
委
託
）
を
実
施
。

民
間
の
参
入
が
多
く
、
利
用

率
が
低
下
し
て
い
る
事
業
所

が
あ
る
。

重
度
者
や
医
療
依
存

度
の
高
い
利
用
者
の
受

け
入
れ
を
行
う
。

ま
た
、
利
用
率
向
上
の

た
め
、
営
業
日
や
営
業

時
間
、
Ｐ
Ｒ
等
に
つ
い
て

検
討
す
る
。

平
成
２
４
年
度
の
検
討

結
果
に
基
づ
き
事
業
を

展
開
す
る
。

⑧
通
所
介
護

事
業
（
認
知

症
）

３
事
業
所
を
運
営
。
ニ
ー
ズ

は
あ
る
が
、
入
院
、
シ
ョ
ー
ト

ス
テ
イ
等
の
利
用
が
多
く
利

用
率
が
高
く
な
い
。

認
知
症
コ
ー
ス
の
Ｐ
Ｒ
強

化
等
に
よ
り
、
利
用
者
の

増
に
取
り
組
む
。

継
続
実
施
す
る
。
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0
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

事
務
事
業

名
等

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

現
状
と
課
題

２
５
年
度

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

⑨
居
宅
介
護

支
援
事
業

３
事
業
所
を
運
営
。
ケ
ア
プ
ラ

ン
の
作
成
、
認
定
調
査
を
実

施
。

職
員
の
資
質
向
上
を
図

る
と
と
も
に
、
P
R
等
に
努

め
、
取
扱
件
数
の
増
を

目
指
す
。

継
続
実
施
す
る
。

1
3
7
,2
8
2

0
1
3
7
,2
3
5

0
1
4
0
,7
8
7

0
1
3
4
,7
7
7

0

⑩
障
害
者
就

労
支
援

現
在
、
芦
花
ホ
ー
ム
で
就
労

者
１
５
名
（
定
数
１
５
名
）
、
上

北
沢
ホ
ー
ム
で
１
１
名
（
定
数

１
３
名
）
の
技
術
・
生
活
支
援

を
し
て
い
る
。
課
題
と
し
て
、

事
業
開
始
時
か
ら
従
事
し
て

い
る
障
害
者
が
い
る
た
め
、

一
般
就
労
へ
の
移
行
支
援

を
積
極
的
に
実
施
す
る
必
要

が
あ
る
。

障
害
者
の
一
般
就
労
に

向
け
、
就
労
者
の
個
別

支
援
計
画
書
と
個
別
評

価
を
充
実
す
る
た
め
、

見
直
し
を
行
う
。

指
導
員
育
成
の
た
め
の

研
修
を
継
続
実
施
し
、

新
規
従
事
者
を
積
極
的

に
受
け
入
れ
る
。

ま
た
、
事
業
団
内
で
の

職
域
の
拡
大
に
向
け
、

関
係
職
員
の
研
修
を
実

施
す
る
。

就
労
者
の
個
別
支
援

計
画
書
や
個
別
評
価

の
検
証
を
行
い
、
個
別

評
価
に
基
づ
い
た
、
一

般
就
労
へ
の
移
行
支

援
を
実
施
す
る
。

9
5
,5
4
1

7
7
,8
6
4

7
9
,5
3
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7
6
,9
2
7

9
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5
,7
1
7

7
7
,8
6
4

⑪
介
護
サ
ー

ビ
ス
事
業
者

に
対
す
る

サ
ー
ビ
ス
向

上
等
支
援

・
世
田
谷
区
介
護
サ
ー
ビ
ス

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
や
、
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
連
絡
会
な
ど
の
活
動

を
間
接
的
に
支
援
し
て
い

る
。
今
後
は
、
区
内
事
業
者

の
自
主
的
活
動
に
対
し
、
効

果
的
な
支
援
が
必
要
と
な

る
。
・
せ
た
が
や
福
祉
区
民
学
会

の
事
務
局
と
し
て
運
営
を
支

援
し
て
い
る
。
今
後
は
、
会
員

及
び
協
力
大
学
の
拡
大
が

必
要
と
な
る
。

・
講
師
登
録
制
度
の
検

討
、
自
主
的
研
修
へ
の

講
師
派
遣
等
を
調
査
・

検
討
す
る
。

・
せ
た
が
や
福
祉
区
民

学
会
会
員
及
び
協
力

大
学
の
拡
大
を
支
援
す

る
。

・
講
師
登
録
制
度
の
検

討
、
自
主
的
研
修
へ
の

講
師
派
遣
等
を
検
討
･

試
行
す
る
。

・
せ
た
が
や
福
祉
区
民

学
会
会
員
及
び
協
力

大
学
の
拡
大
を
支
援
す

る
。

1
0
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0
8

9
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5
9

9
,3
7
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8
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

事
務
事
業

名
等

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

現
状
と
課
題

２
５
年
度

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

⑫
ヘ
ル
パ
ー

２
級
養
成
研

修

年
４
回
実
施
、
平
均
３
２
名
受

講
。
受
講
者
の
安
定
的
確
保

が
課
題
。
ま
た
、
ヘ
ル
パ
ー
2

級
研
修
の
制
度
変
更
が
予

定
さ
れ
て
い
る
。

新
制
度
（
初
任
者
研

修
）
へ
の
円
滑
な
移
行

に
向
け
準
備
す
る
。
ま

た
、
現
行
の
研
修
に
つ

い
て
、
受
講
し
や
す
い

早
期
日
程
周
知
な
ど
、

受
講
者
の
安
定
的
確
保

に
つ
い
て
工
夫
す
る
。

新
制
度
（
初
任
者
研

修
）
の
定
着
及
び
、
受

講
し
や
す
い
早
期
日
程

周
知
な
ど
、
受
講
者
の

安
定
的
確
保
に
つ
い
て

工
夫
す
る
。

9
,5
8
5

0
8
,5
0
0

0

⑬
視
覚
障
害

者
ガ
イ
ド
ヘ
ル

パ
ー
養
成
研

修

・
年
１
回
実
施
、
１
６
名
受
講

・
障
害
者
自
立
支
援
法
改
正

に
よ
り
、
新
た
に
同
行
援
護

事
業
が
施
行
さ
れ
た
。
そ
の

た
め
、
同
行
援
護
従
事
者
養

成
研
修
を
実
施
し
た
。

重
度
視
覚
障
害
者
の
同

行
援
護
従
事
者
養
成

研
修
に
つ
い
て
、
引
き

続
き
区
と
調
整
し
実
施

す
る
。

平
成
２
３
年
度
を
も
っ
て

ガ
イ
ド
ヘ
ル
パ
ー
養
成

研
修
を
終
了
し
、
平
成
２

４
年
度
よ
り
重
度
視
覚

障
害
者
同
行
援
護
従

事
者
養
成
研
修
を
委
託

事
業
に
よ
る
実
施
に
移

行
し
た
。

⑭
福
利
厚
生

事
業

健
康
診
断
の
二
次
検
診
の

あ
り
方
や
、
加
入
率
の
低
い

職
員
互
助
制
度
等
の
見
直
し

の
必
要
が
あ
る
。

健
康
診
断
の
対
象
職
員

の
範
囲
、
職
員
互
助
制

度
の
付
加
サ
ー
ビ
ス
等

の
検
証
と
見
直
し
を
行

う
。

平
成
２
４
年
度
の
検
討

結
果
を
踏
ま
え
、
事
業

を
実
施
す
る
。

2
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0
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9

0
2
3
,5
9
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⑮
お
客
様

サ
ー
ビ
ス
評

価
ア
ン
ケ
ー
ト

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
が
、
充
分

に
事
業
に
生
か
し
切
れ
て
い

な
い
傾
向
が
あ
り
、
有
効
活

用
に
向
け
検
討
す
る
必
要
が

あ
る
。

平
成
２
３
年
度
の
ア
ン

ケ
ー
ト
結
果
を
基
に
、
各

所
属
で
改
善
計
画
を
立

て
、
取
り
組
み
の
進
捗

状
況
を
管
理
す
る
。

ま
た
、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

の
実
施
手
法
に
つ
い
て

検
討
す
る
。

平
成
２
４
年
度
の
検
討

結
果
を
踏
ま
え
、
ア
ン

ケ
ー
ト
内
容
や
実
施
方

法
を
見
直
し
、
実
施
す

る
。

0
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0
0

1
,2
9
8

0
2
1
0

0

⑯
広
報
事
業

広
報
紙
の
発
行
、
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
、

P
R
グ
ッ
ズ
活
用
な
ど
に
よ
り
、

利
用
者
や
区
民
に
対
し
事
業

団
の
サ
ー
ビ
ス
内
容
等
を
情

報
提
供
し
て
い
る
。
今
後
さ
ら

に
事
業
団
の
情
報
を
わ
か
り

や
す
く
発
信
す
る
必
要
が
あ

る
。

広
報
の
実
施
計
画
（
単

年
度
）
に
基
づ
き
、
区
民

等
に
わ
か
り
や
す
い
情

報
発
信
等
を
行
う
。

平
成
２
４
年
度
の
実
施

効
果
を
検
証
し
、
必
要

に
応
じ
媒
体
の
見
直
し

な
ど
、
実
施
計
画
に
反

映
し
て
い
く
。
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

事
務
事
業

名
等

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

現
状
と
課
題

２
５
年
度

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

⑰
シ
ス
テ
ム
管

理
等
事
業

介
護
保
険
事
業
シ
ス
テ
ム
、

財
務
会
計
シ
ス
テ
ム
、
人
事

給
与
シ
ス
テ
ム
等
を
活
用
し

て
い
る
。
各
種
法
改
正
を
見

据
え
、
現
行
シ
ス
テ
ム
の
修

正
が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。
一

方
、
文
書
管
理
は
紙
媒
体
を

主
と
し
て
お
り
、
シ
ス
テ
ム
化

を
検
討
す
る
。
今
後
は
、
更

に
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
強
化
や
シ
ス

テ
ム
維
持
管
理
の
効
率
化
及

び
費
用
を
削
減
す
る
。

介
護
保
険
制
度
改
正
に

伴
い
シ
ス
テ
ム
を
改
修

す
る
。
新
社
会
福
祉
法

人
会
計
基
準
や
組
織
な

ど
の
制
度
改
正
に
向

け
、
シ
ス
テ
ム
の
パ
ッ

ケ
ー
ジ
導
入
な
ど
の
合

理
化
を
検
討
す
る
。

紙
媒
体
の
電
子
文
書

化
、
文
書
保
存
方
法
及

び
文
書
決
裁
シ
ス
テ
ム

の
導
入
に
つ
い
て
調
査

す
る
。

新
社
会
福
祉
法
人
会

計
基
準
や
組
織
改
正

に
伴
う
シ
ス
テ
ム
対
応

に
向
け
準
備
す
る
。

事
業
団
に
お
け
る
シ
ス

テ
ム
環
境
の
再
構
築
計

画
（
平
成
２
４
年
度
策

定
）
に
基
づ
き
、
検
討
及

び
改
善
を
進
め
る
。

4
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0
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,2
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0
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8
,2
0
2

0
2
1
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5

0

⑱
リ
ー
ス
見
直

し
（
主
に
複
写

機
関
連
）

事
業
団
全
体
で
複
写
機
を
２

０
台
以
上
リ
ー
ス
し
て
い
る

が
、
総
合
的
な
費
用
の
削
減

が
必
要
と
な
る
。

事
業
団
全
体
の
、
複
写

機
使
用
の
現
状
洗
い
出

し
、
最
適
化
の
検
討
及

び
見
直
し
案
を
作
成

し
、
実
施
す
る
。

平
成
２
４
年
度
と
同
様

（
順
次
実
施
）

1
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9
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0
1
1
9
,1
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0
9
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※
⑪
の
区
補
助
金
額
は
、
当
初
予
算
策
定
後
に
修
正
さ
れ
た
数
値
に
基
づ
く
。

　
世
田
谷
区
社
会
福
祉
事
業
団
は
、
区
と
連
携
し
て
、
そ
の
高
い
専
門
性
や
独
自
性
を
生
か
し
な
が
ら
、
他
の
事
業
者
で
は
対
応
の
難
し
い
事
業
や
先
駆
的
な
取
り
組
み
、
質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行

う
な
ど
、
地
域
に
根
ざ
し
た
サ
ー
ビ
ス
を
展
開
し
、
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
と
し
て
大
変
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
。
一
方
で
、
区
の
補
助
金
の
削
減
や
人
件
費
の
増
加
等
に
よ
り
、
社
会
福
祉
事
業
団
の

経
営
状
況
は
厳
し
い
状
況
に
あ
り
、
こ
れ
ま
で
も
事
務
事
業
の
見
直
し
等
を
行
う
な
ど
、
効
率
的
な
事
業
運
営
に
努
め
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
今
後
も
、
社
会
福
祉
事
業
団
が
そ
の
使
命
を
果
た
し
て
い
け
る
よ
う
、
引
き
続
き
経
費
削
減
や
事
務
事
業
の
見
直
し
な
ど
の
経
営
の
効
率
化
を
進
め
る
と
と
も
に
、
経
営
基
盤
の
強
化
や
収
支
構
造
の
見

直
し
に
よ
り
、
区
の
補
助
金
に
頼
ら
な
い
自
立
的
経
営
が
で
き
る
よ
う
、
区
と
し
て
も
必
要
な
支
援
を
行
っ
て
い
く
。

区
の
支
援
の
あ
り
方
（
区
所
管
部
コ
メ
ン
ト
）
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（１）事業内容と経営目標
指
定
管
理
者

区
委
託

○

○

○

○

社協の事業運営や社協活動を支える財源を確保するため、社協会員の拡充による
会費増、広告収入、自動販売機設置による収益等の自主財源の確保を行う。

福祉サービス利用援助
事業（地域福祉権利擁
護事業）

　判断能力に不安がある高齢者や障害者への福祉サービスの利用援助や金銭管理
を行い、日常生活を支援する。高齢者や障害者の相続、遺言などについて弁護士
による法律相談を実施する。法人として成年後見人を受任するとともに、区民成
年後見人の後見監督人を受任し活動を監督する。
 平成２５年４月より権利擁護センター」と「世田谷区成年後見支援センター」を
統合し、「成年後見センター」とする。

基本金

成年後見推進事業 法人として、成年後見人及び区民成年後見人の後見監督人の受任をする。また任
意後見契約を実施し、契約者に対し定期訪問・相談支援を行う。
＊平成２５年度４月より、成年後見推進事業に位置づける。

歳末たすけあい・
地域支えあい募金

世田谷区町会総連合会、世田谷区民生委員・児童委員協議会、世田谷区赤十字奉
仕団、世田谷区等の協力により募金活動を行い、要支援世帯等への見舞金の配布
等を行なって生活困窮者等へ支援する。また赤い羽根共同募金及び歳末たすけあ
い募金の地域配分について、地域の実情を反映した配分を行う「世田谷区共同募
金配分推せん委員会」の事務局運営を行う。

地区社協活動の支援 28地区社協の円滑な組織運営や事業活動の推進に向け、さまざまな情報提供や
提案等を通して積極的な支援を行う。

ふれあい･いきいきサ
ロン（子育てサロンを
含む）

高齢者、障害者、子育て中の方などがいつまでも住みなれたまちでいきいきと
暮らせるよう、”楽しく・気軽に・無理なく”を基本に地域の方々とともに進め
る仲間づくり活動の推進、支援を行う。

経営基盤の強化

世田谷区成年後見
制度利用支援事業

　成年後見制度に関する案内や法律相談、後見申立手続き等の支援、普及啓発を
行い、利用促進を図るとともに、区民成年後見人の養成と活動を支援する。
＊平成２５年度４月より、成年後見推進事業に位置づける。

老人会館（ひだまり友
遊会館）の運営

老人福祉センター「老人会館（ひだまり友遊会館）｣を運営する。高齢者間の交
流を促進するための場を提供するほか、福祉電話訪問や老人なんでも相談を実施
し、高齢者の安否確認や悩み相談に応じる。また世田谷区生涯大学を運営し、高
齢者の学習が新しい人間関係を得て知識の向上や地域の発展のために活躍するこ
とを促進する。

厚生会館の運営 厚生会館の施設管理及び老人福祉センター「厚生会館」を運営する。高齢者間
の交流の場の提供と、各種講座等を開催するとともに、その後の自主活動グルー
プへと繋げ、高齢者の健康保持・増進を図る等生涯現役の推進の場とする。

　閉じこもりがちな高齢者や虚弱な高齢者を対象とし、昼食をはさんで、お茶と
おしゃべりや手工芸、健康体操等を通じ、仲間づくりや健康維持を進めるための
活動の推進及び支援をする。

ふれあいサービス（ふ
れあい子育て支援を含
む）

　支援を必要とする人が地域で安心して暮らすことができるよう、日常生活にお
ける困り事を地域住民の協力により解決するとともに、孤立化や閉じこもりを防
ぎ、見守りの機能も果たしている。
･ふれあいサービス:家事のお手伝い､身の回りのお世話､大掃除･枝切り･草取り､ご
み出し、理美容､食事(宅配)などを行う。
･ふれあい子育て支援:保育園､幼稚園の送迎及び在宅での見守り､小学生の帰宅後
の見守りなどを行う。

地域福祉活動団体の助
成

地域で福祉活動を行う団体の発展、充実を図るため、活動経費や設立費用の一
部を助成する。

食事（配食）サービス ひとり暮らしの高齢者や障害者に栄養バランスのとれた夕食を提供し、健康の
維持と日常生活の自立を支援するとともに、安否確認を行う。

経
営
目
標

１．平成２３年度を初年度とする第３次世田谷区住民活動計画、社協会費制度に基づき、地域福祉
　　の推進に向けた円滑な事業運営を行う。
２．地域に根ざした福祉によるまちづくりの実現に向け、28地区社協の地域住民による主体的な活
　　動が活発になるよう支援する。
３．①地域支えあい活動の拡充、②福祉サービス利用援助事業・成年後見推進事業の拡充を重点事
　　業として推進する。
４．平成２５年度を初年度とする「財政収支３カ年計画」を作成し、中長期的視点から従来の事務
　　事業の見直しを含め財政の健全化を図る。

　会長　　　飯田　恭次
区担当所管 保健福祉部生活福祉担当課

区出資率 ― 区出資額 ―

３－７ 社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会
代表者

事業名 事業内容

設立 昭和６１年10月 ３００万円

支えあいミニデイ
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（２）改善計画の推進状況

ア　事業目標

項目 ２４年度
（計画）

２４年度
（実績）

計画との
差

達成率 ２５年度
（計画）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

計画との
差

達成率

ふれあい・いきいきサロン・支え
あいミニデイ団体数

700 703 3 100.4% 720 738 691 △ 47 93.6%

支えあい活動延参加人数 235,000 248,923 13,923 105.9% 261,850 245,557 △ 16,293 93.8%

支えあい活動延ボランティア数 52,600 51,175 △ 1,425 97.3% 53,600 48,858 △ 4,742 91.2%

ふれあいサービス協力会員総数 810 634 △ 176 78.3% 800 750 771 21 102.8%

ふれあい子育て援助会員数 750 713 △ 37 95.1% 800 830 895 65 107.8%

ふれあいサービス初回訪問相談数 650 483 △ 167 74.3% 650 445 △ 205 68.5%

成年後見センター相談件数 1,500 1,589 89 105.9% 1,550 1,706 156 110.1%

・権利擁護センター
・成年後見センター

（200）
（1,300）

（166）
（1,423）

(△34)
(123)

(83.0%)
(109.5%)

（200）
（1,350）

（242）
（1,464）

42
114

121.0%
108.4%

地域福祉権利擁護事業利用者数 85 82 △ 3 96.5% 85 90 100 10 111.1%

社協会員数 45,000 46,122 1,122 102.5% 46,800 44,991 △ 1,809 96.1%

社協ホームページアクセス件数 550,000 534,443 △ 15,557 97.2% 600,000 580,000 348,781 △ 231,219 60.1%

主な事業目標

平成２４～２５年度の取組み方針
○第３次世田谷区住民活動計画に基づき地域福祉の推進に向けた効果的な事業を実施し、計画の着実な推進を図る。
○地区社協を軸とした身近な地区での見守りの仕組みづくり等地域住民と一体となって福祉のまちづくりを推進していく。

■各項目の考え方
●ふれあい・いきいきサロン・支えあいミニデイ団体数
　※区と連携するとともに、空き家・空き部屋の募集を行い活動の場の確保に努め、活動の継続に向けた支援を行う。
●支えあい活動延参加人数
　※地域交流事業や地区社協事業などを通じて、PRを強化するほか、スタッフの高齢化や担い手の不足等により活動継続が困難な
　　グループに対して、傾聴講座をはじめ人材育成研修修了者を紹介する等、活動継続に向けた支援を強化することによりサポー
　　ターの育成を図る。
●支えあい活動延ボランティア数
　※ＰＲを強化し、活動の担い手を確保する。また、活動の活性化・継続性を図り、地域の支えあいによる見守り機能としての効
　　果を高める。
●ふれあいサービス協力会員総数
　※就労や家族介護のために退会する協力会員が増えていることから、計画数値を下方修正する。
●ふれあい子育て援助会員数
　※登録時の研修を子育てニーズの高い地域で実施するなどにより、効果的な援助会員増が見込まれるため、計画数値を上方修正
　　する。
●ふれあいサービス初回訪問相談数
　※初回訪問時に、サロン・ミニデイ等の社協事業や、他の団体が実施する活動やサービスを紹介し、参加を促進することによ
　　り、閉じこもり予防につなげる。
●成年後見センター相談件数
　※成年後見制度、地域福祉権利擁護事業の普及啓発を行なうとともに、各事業の利用につなげ、利用者の課題解決を図る。事業利用
　　につながらない場合でも、各関係機関につなげ、相談者の課題解決に努める。
●福祉サービス利用援助事業利用者数
　※あんしんすこやかセンター等の福祉関係機関、自主事業「老い支度講座」で制度の周知を図り、新規契約件数の増加を見込む。
●社協会員数
　※社協ＰＲを積極的に行い会員増を図り、社協事業への理解者・協力者を増やす。具体的には、ふれあいサービス・ふれあい子
　　育て会員向け研修会や事業説明会での周知、子育て会員に対する会費募集案内、職員による法人会員を中心とした会員獲得の
　　ためのＰＲ活動などにより、会員数の増をはもとより、会費の増額も目指す。
●社協ホームページアクセス件数
　※区民に有益な情報をタイムリーに提供するとともに、よりわかりやすく見やすいホームページづくりを進める。

ふれあい・いきいきサロン・支えあいミニディ団体数（団体）

703
691

738700

300

400

500
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700

800

24年度 25年度
実績 計画

権利擁護等に関する相談件数（件）

1,589
1706

1,500
1,550

0
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1,000

1,500

2,000

24年度 25年度
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●２５年度実績・目標達成に対する評価
・ふれあいいきいきサロン・支えあいミニディの活動は、高齢者や障害者の
孤立防止や閉じこもり予防、地域の見守り機能に繋げているところである
が、スタッフの高齢化や担い手不足などにより活動継続が困難なグループが
生じたことなどから、計画を下回る結果となった。
・ふれあいサービス事業は、実際の活動者数は減少傾向にあるが、その中
で、家事援助サービスの他、介護保険に該当しない大掃除や理美容、ごみ出
しサービス等も提供し、区民ニーズに対応してきた。
・ふれあい子育て支援事業は、援助会員数が増加している状況があり、地域
全体で子どもや子育て世帯を見守り、ともに育つことを理念とする活動を推
進することができた。
・成年後見センター３ヵ年計画に基づき、成年後見センター事業のPRに努
め、利用者本人、親族だけでなく、関係機関、特に行政からの相談が増加し
た。
・事業周知を強化した結果、地域福祉権利擁護事業、新規の法人後見におい
ても計画数以上の実績をあげることができた。
・社協会員数は、前年度より△2.5%となったが、6地区で前年度を上回る会員
数を獲得し、法人会員は全体で21件増となるなどの実績をあげた。
・社協ホームページのアクセス件数は、カウントの取り方を変更したため、
実績が減少している。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
・ふれあいいきいきサロン・支えあいミニディへの支援を通じ、活動団体数
の増加を図り、日頃外出の機会の少ない高齢者や障害者、子育て中の方々
が、地域で気軽に参加できる場づくりを行い、地域住民との顔の見える関係
を基盤とした地域における緩やかな見守り機能を果たした。活動の担い手、
参加者といった地域住民が主体となり、地域福祉の推進に効果を発揮した。
・ふれあいサービス事業は、実際の活動者数は減少傾向にあるが、家事援助
サービスだけでなく産前・産後サービスといった新しいニーズについても実
績を残すことができてきた。
・ふれあい子育て支援事業は、援助会員が増加傾向にあり、高まる利用ニー
ズに対して、地域の支えあいを基盤とした地域の見守りの機能の推進を図る
ことができた。
・24年度に成年後見センター３ヵ年計画を策定、法人後見の拡大を図ること
により、相談から支援まで、ワンストップで対応できる体制を作り、平成２
５年度には計画数を上回る実績を得ることができた。
・社協会員数は、年々微減傾向にあるが、こうした中で25年度より会員会費
見直し検討委員会を設置し、集め手の意見を踏まえて課題整理を行い、中間
報告としてまとめた。
・区民にとって必要な情報を探しやすくするよう、また社協のＰＲを行うた
め、社協ホームページのリニューアル、ＳＮＳなどの新たなコミュニケー
ションツールの導入を検討した。

●今後の進め方
・地域支えあい活動の「事業主旨」・「登録基準」の整備を行ない、補助金
の一部削減を具体に実施する。また、空き家・空き部屋等、社協独自の場の
確保と健康体操リーダー養成研修の実施等、地域人材育成に努め、今後ます
ます重要性の高まる身近な見守りの場として、地域支えあい活動の数的拡大
を図る。
・ふれあいサービス事業は、今後もニーズの拡大が予想される中、事務改善
やサービスのあり方について見直しを進めながら拡充を図る。
・ふれあい子育て支援事業は、増え続ける子育てニーズに対応すべく、援助
会員の増加に向けた仕掛けを検討するとともに、事業のあり方についても見
直しを図る。
・成年後見事業は、社会福祉協議会が行なう地区社協活動やいきいきサロン
等との連携を活かし、早期発見、対応で適宜適切な利用者支援を進める。
・成年後見センターも地域支えあいの観点から、住民の協力を得ながら、利
用者支援を行なう。そのために地域住民の発掘、育成、支援を積極的に行な
う。
・ホームページ（トップページ）の改修やSNSなどの活用などにより、更に必
要な情報が探しやすくなるよう改修を進めるとともに、積極的にＰＲに取り
組む。

●外郭団体のコメント
＜主な事業目標、計画の推進状況について＞
・ふれあいサービス事業は一定の役割を果たしているが、提供
サービス内容や広報手段の硬直化等、長年の制度のひずみも出
ており、高齢者人口の増加等、拡大する利用ニーズに対して、
制度の見直しも視野に入れて検討を進めながら、いっそうの拡
充を図る。
・ふれあい子育て支援事業は、ますます拡大が予想されるニー
ズに対応する体制作りを進める。
・わかりやすいホームページに改修し、アクセス数を上げるこ
とによりバナー広告掲載希望企業を募集し、バナー広告収入の
増にもつなげ、自主財源の増につなげていく。

●区所管部のコメント
　社会福祉協議会は第３次世田谷区住民活動計画に基づき、住
民の主体的な活動参加に向けた啓発・推進や、地域の支えあい
活動等への参加促進・支援の充実、権利擁護の推進などに取り
組んできており、25年度の新規事業として「高齢者見守りネッ
トワーク」への参画、地域支えあい活動団体が新たに利用でき
る地域資源として開発する「空き家・空き室プロジェクト」に
取り組んできている。
　権利擁護に関する事業に関しては、「成年後見センター3ヵ年
計画」に基づく法人後見の拡大や、「私のノート（エンディン
グノート）」を作成するなど、権利擁護の啓発を進めるととも
に、成年後見センター相談件数及び地域福祉権利擁護事業利用
者数については、昨年度目標を上回る実績をあげることができ
た。
　区としては、今後高齢化が進む中、高齢者の社会的孤立の防
止や地域住民の交流の場づくりの中心的役割を果たしていくも
のと期待するとともに、近年需要が拡大している成年後見制度
の取組みについて引き続き支援を行っていく。
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イ　財政計画　 （単位：百万円）

２４年度
（当初予算額）

２４年度
（決算額）

２５年度
（当初予算額）

２５年度
（決算額）

備考

1,233 1,761 1,386 1,373

団体財源(Ｂ) 509 1,066 695 692

区からの収入額(Ｃ+Ｄ) 724 695 691 681

　　区補助金収入(Ｃ） 549 527 522 512

　　区からの委託料収入(Ｄ） 175 168 169 169

区からの収入比率（（Ｃ+Ｄ）/Ａ） 58.7% 39.5% 49.9% 49.6%

119 608 266 269

49 46 35 35

41.2% 7.6% 13.2% 13.0%

49.8% 32.9% 46.5% 44.2%

管理費における区補助金比率
（F/E）

人件費比率

※「２５年度（当
初予算額）」から
は、財団法人等
に派遣する職員
の給与支給方法
を、区からの直
接支給に変更し
た。

団体総収入額(A）

平成２４～２５年度の取組み方針
○自主財源の確保を図り、経営基盤を強化する。
○事務事業を点検し、評価・検証を行い、効率的な事業運営に努める。

項目

管理費に対する区補助金額（Ｆ）

管理費(Ｅ）

区からの収入比率

39.5% 49.6%

58.7%
49.9%
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60%
70%
80%
90%
100%

24年度 25年度決算額（％） 当初予算額（％）

●外郭団体のコメント
　財政収支改善計画を着実に実行することによ
り、現在の財政構造を改め、自立した財政基盤
を構築することを目指す。

●区所管部のコメント
　平成25年度を初年度とする財政収支改善計画
に基づく取組みにより、事業活動収支差額の赤
字を大幅に縮小することができたことは評価で
きる。
　依然として厳しい財政状況下にあるものの、
引き続き経費削減、自主財源の確保に向け、区
としても継続して指導・助言を行い、持続可能
な財政基盤の構築を図っていく。

●２５年度決算、目標達成に対する評価
　財政収支改善計画に基づく25年度の決算は、事業活
動収支差額は赤字であるものの、新規事業による収
入財源の確保、支出面での人件費抑制、事業費の圧
縮などにより、約3,600万円の改善効果があり、財政
収支改善の第一歩が始まったものと考えている。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　基金・積立金の活用・組替を行い、事業運営・組
織運営への柔軟な資金活用を行えるようにした。ま
た、財政収支改善計画を策定し、今後の財政状況改
善の見通しを明らかにした。

●今後の進め方
　引き続き、財政収支改善計画を着実に推進する。
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ウ　人員計画　 （単位：人）

備考

32

２５年度

25

0

66

2

3

33

２４年度

25

　常勤役員数

項目

0

0

66

3　うち派遣職員数

非常勤・嘱託等

常勤職員数(役員除く)

契約職員等

役員数

平成２４～２５年度の取組み方針
○固有職員の管理・監督者としての育成を図る。
○人材育成計画に基づく職員の育成及び組織体制の強化を図る。

常勤職員数（人）

66 66

0

20

40

60

80

24年度 25年度

●２５年度組織・人員数・目標達成に対する評価
　既に係長級職員は全て固有職員となっており、25年
度にははじめて2名の固有職員の管理職を登用した。

●外郭団体のコメント
　今後も固有職員の育成を図り、積極的に管理
職の登用を図ることにより、派遣区職員の縮減
を進める。

●区所管部のコメント
　25年度に固有職員を管理職として登用するこ

とにより、社会福祉協議会の自立した組織運営
が推進されたものと考える。
　このことは、社会福祉協議会が継続してこと
を職員育成に積極的に取り組んできた成果とし
て評価できる。
　今後も引き続き職員の育成に取組み、強固な
組織体制を構築していくことを期待する。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　25年度に2名の固有職員の管理職登用を行うととも
に、管理監督者層の育成を行った。また、当法人の経
営状況や事業内容・規模等に見合った定年退職者の再
雇用制度や新たな非常勤職員制度の創設、産休・育休
代替として派遣スタッフの活用等を行った。

●今後の進め方
　職員育成のための研修計画の策定を行う。
　組織運営部門においては、アウトソーシングの活用を積
極的に図る。
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（
３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
組
織
改
革
と
地
域
福
祉
活
動
の
強
化

２
５
年
度

検
討

検
討

実
施

実
施

①
｢
部
｣
制
か
ら
｢
課
｣
制
へ
変
更
､
②
事
務
局
次
長
･
財
務
改
善
担
当
係
の
新

設
､
③
人
材
育
成
係
と
ふ
れ
あ
い
ｻ
ｰ
ﾋ
ﾞ
ｽ
係
の
統
合
､
④
権
利
擁
護
事
業
を

含
め
た
成
年
後
見
事
業
の
一
体
的
な
運
営
を
行
っ
た
。

組
織
改
正
を
行
い
、
社
会
情
勢
の
変
化
へ
の
対
応
や
多
様
化
す
る
生

活
福
祉
課
題
の
解
決
に
向
け
、
組
織
運
営
と
事
業
執
行
の
体
制
整
備

を
進
め
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
2
8
地
区
社
協
の
支
援

２
０
年
度

継
続
実
施

継
続
実
施

継
続
実
施

継
続
実
施

地
区
社
協
の
組
織
化
と
自
主
的
な
活
動
拡
充
に
向
け
、
地
区
活
動
情

報
の
提
供
や
事
例
紹
介
、
福
祉
団
体
と
の
顔
合
わ
せ
の
機
会
等
の
支

援
を
行
っ
た
。

地
区
社
協
活
動
支
援
に
必
要
な
職
員
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
研
修
を
実
施

す
る
こ
と
が
で
き
た
。

①
人
事
考
課
制
度
の
導
入

２
０
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

人
事
考
課
制
度
（
目
標
管
理
・
自
己
申
告
）
を
継
続
的
に
実
施
し
、

職
員
人
材
育
成
を
行
っ
た
。

継
続
的
に
実
施
し
、
職
員
の
人
材
育
成
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
職
員
の
人
材
育
成

２
４
年
度

実
施

検
討

継
続

継
続

職
層
研
修
や
専
門
研
修
､
苦
情
対
応
研
修
の
実
施
､
職
員
の
ス
キ
ル

ア
ッ
プ
を
図
る
た
め
の
検
討
を
行
っ
た
。

今
日
の
地
域
課
題
や
生
活
課
題
に
対
応
で
き
る
職
層
研
修
や
専
門
研

修
な
ど
を
実
施
し
、
職
員
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
を
図
る
こ
と
が
で
き

た
。

③
多
様
な
雇
用
形
態
の
導
入

１
７
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

産
休
・
育
休
代
替
に
対
す
る
派
遣
ス
タ
ッ
フ
の
雇
用
を
行
っ
た
。
ま

た
、
再
雇
用
制
度
や
専
門
非
常
勤
制
度
の
創
設
を
検
討
し
た
。

多
様
な
雇
用
形
態
や
専
門
職
を
導
入
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
福
祉
の

知
識
や
経
験
を
持
つ
職
員
を
各
所
属
に
配
置
し
、
専
門
性
を
発
揮
で

き
る
よ
う
に
取
組
む
こ
と
が
で
き
た
。

④
障
害
者
の
雇
用
促
進

４
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

障
害
を
抱
え
る
従
事
者
の
う
ち
６
名
を
一
般
就
労
に
移
行
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
た
。

従
事
者
の
一
般
就
労
へ
の
移
行
を
見
据
え
て
、
継
続
的
に
店
長
・
援

助
者
が
働
き
か
け
を
行
い
、
一
般
就
労
に
つ
な
ぐ
こ
と
が
で
き
た
。

⑤
民
間
専
門
家
の
活
用
（
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
、
　
　
ＩＴ

サ
ポ
ー
タ
ー
な
ど
）

１
５
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

弁
護
士
、
税
理
士
、
電
算
運
用
支
援
業
者
な
ど
民
間
専
門
家
の
活
用

を
行
っ
た
。

民
間
専
門
家
の
活
用
を
導
入
し
、
職
員
が
地
域
福
祉
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
と
し
て
の
専
門
性
を
発
揮
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
で
き

た
。

①
事
務
事
業
の
点
検

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

時
間
貯
蓄
制
度
の
完
全
廃
止
を
図
る
と
と
も
に
、
研
修
事
業
及
び
地

域
事
業
の
見
直
し
検
討
を
行
っ
た
。

財
政
収
支
改
善
計
画
を
基
本
に
事
務
事
業
の
点
検
を
実
施
し
、
改
善

の
取
組
み
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
地
区
社
協
の
高
齢
者
見
守
り
事
業
へ
の
取
り
組
み

２
４
年
度

準
備
・
実
施
準
備
・
実
施
準
備
・
実
施
準
備
・
実
施
地
区
に
お
け
る
高
齢
者
の
見
守
り
に
関
す
る
講
演
会
等
、
普
及
啓
発
に
向

け
た
支
援
を
行
っ
た
。

高
齢
者
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業
や
あ
ん
し
ん
見
守
り
事
業
に
お
い
て
、

団
体
間
の
調
整
等
実
務
支
援
を
行
い
、
地
区
単
位
の
高
齢
者
の
見
守
り

事
業
を
推
進
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

③
サ
ロ
ン
・
ミ
ニ
デ
イ
の
取
り
組
み

２
５
年
度

検
討

検
討

調
整

調
整

団
体
の
拡
充
に
向
け
、
活
動
助
成
金
の
見
直
し
の
検
討
や
団
体
の
継
続

性
を
保
つ
た
め
の
人
材
育
成
を
行
な
っ
た
。

地
域
住
民
が
主
体
と
な
り
、
高
齢
者
や
障
害
者
の
孤
立
防
止
や
閉
じ
こ
も

り
予
防
を
進
め
、
地
域
福
祉
の
推
進
に
効
果
を
発
揮
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

④
空
き
家
・
空
き
部
屋
を
活
用
し
た
ふ
れ
あ
い
拠
点
拡
大
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト

２
５
年
度

検
討

検
討

実
施

実
施

サ
ロ
ン
・
ミ
ニ
デ
ィ
等
の
活
動
の
場
の
確
保
を
図
る
た
め
、
個
人
や
企
業
に

対
し
事
業
Ｐ
Ｒ
を
行
っ
た
。
個
人
宅
、
企
業
よ
り
会
場
提
供
の
申
込
が
あ
っ

た
。
（
5
件
）

空
き
家
や
一
人
暮
ら
し
高
齢
者
に
着
目
し
、
生
活
支
援
の
視
点
を
含
め
た

新
た
な
地
域
資
源
の
開
拓
と
し
て
、
地
域
活
動
団
体
が
利
用
で
き
る
社
協

独
自
の
場
の
確
保
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
た
。

⑤
食
事
サ
ー
ビ
ス
の
取
り
組
み

２
５
年
度

検
討

検
討

調
整

廃
止

民
間
事
業
者
と
の
直
接
契
約
等
、
サ
ー
ビ
ス
廃
止
に
向
け
た
取
り
組

み
を
進
め
た
。

社
会
情
勢
や
利
用
ニ
ー
ズ
等
を
分
析
し
た
上
で
、
サ
ー
ビ
ス
廃
止
の

方
針
を
打
ち
出
し
、
手
続
き
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
た
。

⑥
時
間
貯
蓄
制
度
の
廃
止

２
４
年
度

廃
止

廃
止

―
完
全
廃
止

現
時
点
で
の
時
間
貯
蓄
の
各
自
精
算
を
行
い
、
制
度
自
体
を
廃
止
し

た
。

介
護
保
険
、
ま
た
時
間
貯
蓄
者
の
高
齢
化
に
よ
り
所
在
の
確
認
が
困

難
な
ケ
ー
ス
が
生
じ
た
た
め
、
時
間
貯
蓄
制
度
を
完
全
廃
止
と
し
、

時
間
貯
蓄
を
選
択
し
た
協
力
会
員
の
利
益
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き

た
。

―
団
体
事
業
の
見
直
し
―

平
成
２
４
～
２
５
年
度
の
取
組
み
方
針

○
第
３
次
世
田
谷
区
住
民
活
動
計
画
を
着
実
に
推
進
す
る
と
と
も
に
、
２
８
地
区
社
協
の
特
性
を
活
か
し
た
住
民
活
動
が
効
果
的
に
展
開
す
る
よ
う
支
援
を
行
う
。

○
自
主
財
源
の
確
保
及
び
、
事
務
事
業
の
点
検
に
よ
る
効
率
的
運
営
を
進
め
、
経
営
基
盤
の
強
化
を
図
る
。

○
人
材
育
成
計
画
を
策
定
し
、
計
画
に
基
づ
い
た
取
り
組
み
を
行
い
職
員
の
能
力
を
伸
ば
す
と
と
も
に
効
果
的
な
人
事
配
置
を
行
い
組
織
体
制
の
強
化
を
図
る
。

―
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
―

―
執
行
体
制
の
簡
素
･効
率
化
―

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

実
施
年
度

２
５
年
度

（
計
画
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

項
目

２
４
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
実
績
）
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⑦
成
年
後
見
等
権
利
擁
護
事
業
の
取
り
組
み

２
４
年
度

継
続

継
続

拡
大

拡
大

法
定
後
見
、
任
意
後
見
の
実
施
に
あ
た
り
、
区
民
成
年
後
見
人
養
成

研
修
修
了
生
か
ら
募
り
、
法
人
後
見
支
援
員
制
度
を
創
設
す
る
と
と

も
に
実
施
す
る
体
制
を
確
立
し
た
。

成
年
後
見
セ
ン
タ
ー
３
ヵ
年
計
画
に
基
づ
き
、
地
域
福
祉
権
利
擁
護

事
業
、
法
定
後
見
、
任
意
後
見
と
も
積
極
的
に
受
任
し
、
利
用
者
支

援
を
行
う
こ
と
が
で
き
た
。

⑧
会
員
会
費
募
集
の
取
り
組
み

２
５
年
度

検
討

準
備

検
討

検
討

会
員
会
費
の
見
直
し
検
討
委
員
会
を
設
置
し
、
課
題
を
整
理
す
る
と

と
も
に
、
対
応
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
た
。

課
題
を
整
理
し
、
解
決
に
向
け
た
取
り
組
み
案
を
中
間
報
告
と
し
て

ま
と
め
る
こ
と
が
で
き
た
。

⑨
地
域
支
え
あ
い
活
動
ス
タ
ッ
フ
の
発
掘
・
育
成

２
５
年
度

検
討

実
施

実
施

実
施

地
域
支
え
あ
い
活
動
の
人
的
基
盤
と
な
る
活
動
ス
タ
ッ
フ
の
発
掘
や

育
成
支
援
と
し
て
、
「
健
康
体
操
リ
ー
ダ
ー
養
成
研
修
」
等
、
新
た

な
取
組
み
を
行
な
っ
た
。

活
動
ス
タ
ッ
フ
の
発
掘
と
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
に
取
組
み
、
生
活
上
の
困

難
を
抱
え
た
方
の
早
期
発
見
や
支
援
機
関
へ
の
繋
ぎ
機
能
を
強
化
す

る
こ
と
が
で
き
た
。

①
情
報
開
示
の
推
進

１
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

事
業
計
画
予
算
や
事
業
報
告
・
決
算
に
つ
い
て
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
広

報
紙
等
で
公
開
し
た
。

情
報
公
開
規
程
に
則
っ
た
適
正
な
管
理
運
用
に
取
組
む
と
と
も
に
、

公
正
で
開
か
れ
た
組
織
・
事
業
の
運
営
を
推
進
し
、
経
営
の
透
明
性

を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

①
「
第
3
次
世
田
谷
区
住
民
活
動
計
画
」
に
沿
っ
た
事
業
の

推
進

２
３
年
度

実
施

実
施

実
施

実
施

計
画
に
基
づ
き
、
地
域
特
性
を
生
か
し
た
地
域
福
祉
活
動
を
推
進
し

た
。

次
期
計
画
に
向
け
た
改
定
委
員
会
を
設
置
し
、
現
計
画
の
実
施
と
並

行
し
、
評
価
検
討
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
大
規
模
災
害
時
各
部
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
精
査

２
３
年
度

実
施

実
施

継
続

継
続

大
規
模
災
害
に
対
応
す
る
所
要
物
品
の
整
備
や
、
組
織
活
動
復
旧
に

向
け
た
本
部
事
務
所
で
の
災
害
訓
練
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
関
係

団
体
と
連
携
し
、
災
害
時
の
被
災
者
支
援
の
訓
練
を
実
施
し
た
。

大
規
模
災
害
時
に
お
け
る
組
織
活
動
復
旧
の
た
め
の
体
制
整
備
を
推

進
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
ま
た
、
関
係
団
体
と
連
携
し
て
要
支
援
者

に
対
す
る
支
援
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
た
。

※
区
所
管
部
の
取
組
み

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

社
会
福
祉
協
議
会
が
地
域
福
祉
の
推
進
に
中
心
的
役
割
を
担
っ
て
い

け
る
よ
う
、
第
３
次
住
民
活
動
計
画
に
基
づ
く
取
組
み
や
社
会
福
祉

協
議
会
自
ら
の
改
善
に
向
け
た
取
組
み
に
対
し
、
支
援
・
助
言
を

行
っ
た
。

社
会
福
祉
協
議
会
へ
の
財
政
的
な
支
援
及
び
様
々
な
事
業
に
お
け
る

連
携
し
た
取
組
み
に
よ
り
、
区
の
地
域
福
祉
の
推
進
を
図
る
こ
と
が

で
き
た
。

項
目

―
経
営
の
透
明
性
の
向
上
―

２
５
年
度

（
実
績
）

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
５
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
実
績
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

地
域
福
祉
推
進
の
取
り
組
み
に
対
す
る
支
援

―
そ
の
他
―

項
目

実
施
年
度

●
今
後
の
進
め
方

・
引
き
続
き
、
社
会
福
祉
協
議
会
が
持
っ
て
い
る
人
的
・
物
的
資
源

の
活
用
及
び
社
会
福
祉
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
し
て
の
実
績
と
経
験

を
有
効
か
つ
効
果
的
に
発
揮
す
る
こ
と
を
念
頭
に
、
財
政
収
支
改
善

を
図
り
つ
つ
、
区
民
の
新
た
な
生
活
課
題
へ
対
応
す
る
た
め
、
新
規

事
業
へ
の
取
り
組
み
を
積
極
的
に
行
っ
て
い
く
。

・
中
長
期
的
な
財
政
状
況
は
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
で
あ
る
こ

と
に
変
わ
り
は
な
い
が
、
今
後
と
も
財
政
収
支
改
善
を
図
り
、
住
民

ニ
ー
ズ
に
即
し
た
新
た
な
福
祉
事
業
に
取
組
ん
で
い
く
。

●
２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

・
地
域
社
会
を
取
り
巻
く
状
況
は
、
少
子
高
齢
化
や
家
族
機
能
の
脆
弱
化
、
単
身
世
帯

や
夫
婦
の
み
高
齢
者
世
帯
の
増
加
、
区
民
同
士
の
つ
な
が
り
の
希
薄
化
が
進
み
、
区
民

の
生
活
課
題
の
多
様
化
と
拡
大
の
中
で
公
的
サ
ー
ビ
ス
に
対
応
に
も
限
界
が
あ
り
、
地

域
社
会
の
再
生
、
支
え
あ
い
の
仕
組
み
づ
く
り
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

・
こ
う
し
た
中
で
、
社
会
福
祉
協
議
会
の
活
動
は
、
こ
れ
ま
で
も
制
度
の
狭
間
や
深
刻

な
生
活
課
題
を
受
け
止
め
、
相
談
支
援
や
解
決
に
つ
な
げ
る
な
ど
、
誰
も
が
安
心
し
て

暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
を
先
進
的
に
行
っ
て
き
た
。

・
今
日
の
生
活
課
題
の
解
決
に
あ
た
っ
て
は
、
あ
ら
た
め
て
社
会
福
祉
協
議
会
の
実
績

と
福
祉
資
源
の
活
用
が
不
可
欠
で
あ
り
、
今
後
の
活
動
へ
の
区
民
の
期
待
は
増
し
て
い

る
と
考
え
る
。

２
５
年
度
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

・
地
域
支
え
あ
い
活
動
推
進
の
分
野
で
は
、
区
が
推
進
し
て
い
る
「
地
区
高
齢
者
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
」
に
事
務
局
と
し
て
参
画
、
サ
ロ
ン
ミ
ニ
デ
イ
な
ど
の
地
域
支
え
あ
い
活
動
支
援
と
し
て
の
「
健
康

体
操
リ
ー
ダ
ー
養
成
研
修
」
や
「
空
き
家
・
空
き
部
屋
活
動
拠
点
の
確
保
」
へ
の
取
り
組
み
、
更
に
福

祉
学
習
支
援
と
し
て
子
ど
も
の
学
習
教
材
用
に
「
福
祉
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
活
用
冊
子
」
を
作
成
し

た
。

・
成
年
後
見
事
業
の
分
野
で
は
、
引
き
続
き
区
民
後
見
・
法
人
後
見
の
拡
大
を
図
る
と
と
も
に
、
新
た

に
「
任
意
後
見
事
業
」
へ
の
取
り
組
み
を
は
じ
め
、
成
年
後
見
事
業
の
啓
発
の
た
め
に
安
心
し
て
暮
ら

せ
る
た
め
の
備
え
に
役
立
つ
「
私
の
ノ
ー
ト
」
（
一
般
的
に
言
わ
れ
る
エ
ン
デ
ィ
ン
グ
ノ
ー
ト
）
を
作

成
・
発
行
し
た
。

・
新
た
な
分
野
と
し
て
は
、
区
の
「
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業
」
を
2
6
年
4
月
か
ら
新
規
受
託
す
る

こ
と
に
な
り
、
年
度
内
に
セ
ン
タ
ー
準
備
室
を
立
ち
上
げ
、
体
制
整
備
を
行
っ
た
。

・
ま
た
、
事
務
事
業
の
見
直
し
を
図
り
、
財
政
収
支
改
善
計
画
を
基
本
に
着
実
に
推
進
し
た
。

・
2
5
年
度
の
決
算
と
し
て
は
、
事
業
活
動
収
支
差
額
は
依
然
と
し
て
赤
字
で
は
あ
る
が
、
新
規
事
業
に

よ
る
収
入
財
源
の
確
保
や
支
出
面
で
の
人
件
費
抑
制
、
事
業
費
の
圧
縮
な
ど
を
行
い
、
前
年
度
と
比
べ

約
3
,
6
0
0
万
円
の
大
幅
な
改
善
を
行
っ
て
お
り
、
財
政
収
支
改
善
の
第
一
歩
が
始
ま
っ
た
も
の
と
考
え

て
い
る
。
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

組
織
運
営
事
業
○
理
事
会
・
評
議
員
会

の
適
時
開
催
等
組
織

運
営
○
世
田
谷
区
共
同
募

金
配
分
推
選
委
員
会

の
事
務
局
運
営
、
歳

末
と
共
募
の
配
分
推

せ
ん
検
討

○
組
織
運
営
事
務
費
の
節
減
を

徹
底
す
る
。

○
配
分
推
せ
ん
委
員
会
の
運
営

に
よ
り
、
歳
末
た
す
け
あ
い
募
金

と
共
同
募
金
の
適
正
な
地
域
配

分
推
せ
ん
を
実
施
す
る
。

○
組
織
運
営
事
務
費
の
節
減
を

徹
底
す
る
。

○
配
分
推
せ
ん
委
員
会
の
運
営

及
び
、
歳
末
と
共
募
の
適
正
な
地

域
配
分
推
せ
ん
等
を
実
施
す
る
。

1
1
8
,8
1
6

4
8
,7
5
4

6
0
8
,6
2
4

4
6
,4
4
9

2
6
6
,1
4
8

3
5
,1
2
8

2
6
9
,8
2
0

3
5
,0
7
0

調
査
・
広
報
・
連

絡
調
整
事
業
、

会
員
募
集

○
新
会
員
会
費
制
度

の
定
着
化
と
会
員
増

○
広
報
紙
発
行
等
に

よ
る
社
協
P
R

○
社
協
会
員
の
拡
充
を
図
り
、
自

主
財
源
の
確
保
を
行
う
。

○
社
協
事
業
の
周
知
拡
大
に
向

け
た
、
効
果
的
な
広
報
の
充
実
に

努
め
る
。

○
社
協
会
員
の
拡
充
を
図
る
。

○
社
協
事
業
の
周
知
拡
大
に
向

け
た
効
果
的
な
広
報
の
充
実
に

努
め
る
。

○
財
政
収
支
改
善
３
カ
年
計
画

に
則
り
、
自
主
財
源
の
確
保
に
向

け
て
会
員
会
費
見
直
し
Ｐ
Ｔ
を
設

置
し
、
検
討
を
行
い
、
報
告
す

る
。

7
8
,1
5
7

5
8
,5
1
5

7
4
,8
2
6

5
6
,5
7
7

7
7
,5
6
5

5
5
,0
7
8

6
8
,6
6
1

5
5
,6
2
0

地
域
支
え
あ
い

活
動
推
進
事
業
○
サ
ロ
ン
・
ミ
ニ
デ
イ
活

動
支
援
の
見
直
し

○
子
育
て
支
援
の
担

い
手
増

○
活
動
団
体
へ
の
支
援
内
容
の

見
直
し
に
つ
い
て
優
先
順
位
を

付
け
て
検
討
を
行
う
。

○
援
助
会
員
の
増
加
に
努
め
る
。

○
新
た
な
団
体
支
援
内
容
の
周

知
を
行
い
、
平
成
２
６
年
度
か
ら

新
た
な
支
援
を
行
う
。

2
4
3
,6
2
4

1
8
1
,1
6
6

2
4
1
,9
4
1

1
7
9
,9
6
8

2
3
9
,3
4
4

1
8
6
,4
1
2

2
2
5
,4
1
8

1
8
2
,6
0
5

地
区
活
動
支
援

事
業

○
地
区
社
協
設
立
後

の
検
証

○
地
区
社
協
設
立
後
の
現
状
と

課
題
に
つ
い
て
整
理
す
る
。

○
課
題
整
理
を
行
っ
た
項
目
に

つ
い
て
具
体
的
取
り
組
み
を
検

討
し
、
優
先
順
位
を
つ
け
て
実
施

し
て
い
く
。

○
高
齢
者
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

事
業
の
取
り
組
み
を
支
援
す
る
。

1
0
6
,3
5
4

7
3
,1
1
1

1
0
3
,8
3
9

7
0
,7
2
2

1
0
2
,5
7
6

7
0
,1
8
7

9
8
,8
7
7

7
1
,0
8
5

（
４
）
外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）

２
４
年
度

２
５
年
度

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
５
年
度
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
４
年
度

２
５
年
度

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
５
年
度

在
宅
福
祉
サ
ー

ビ
ス
事
業

○
協
力
員
の
不
足

○
今
後
の
配
食
サ
ー

ビ
ス
実
施
の
必
要
性
・

有
効
性
の
検
討

○
登
録
時
研
修
の
地
域
展
開
を

促
進
す
る
。

○
ふ
れ
あ
い
サ
ー
ビ
ス
の
目
的

や
効
果
を
改
め
て
検
証
し
、
サ
ー

ビ
ス
提
供
の
見
直
し
を
図
る
。

○
平
成
２
６
年
度
か
ら
新
た
な
食

事
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る
。

○
見
直
し
を
反
映
し
た
ふ
れ
あ
い

サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る
。

1
9
0
,9
2
4

6
2
,2
0
1

1
7
0
,0
3
4

6
0
,6
0
9

1
9
4
,7
1
6

5
9
,5
3
9

1
4
0
,8
0
9

5
9
,9
7
1

障
害
者
保
護
就

労
施
設
設
置
経

営

○
障
害
者
（
従
事
者
）

雇
用
1
4
人
（
2
2
年
度
）

○
従
事
者
の
一
般
就

労
移
行
の
促
進
と
店

舗
の
魅
力
向
上
が
課

題
。

○
す
き
っ
ぷ
と
連
携
し
、
従
事
者

の
一
般
就
労
へ
の
移
行
を
促
進

す
る
。

○
新
規
メ
ニ
ュ
ー
開
発
等
に
よ
り

店
舗
の
魅
力
を
向
上
さ
せ
る
。

○
す
き
っ
ぷ
や
他
の
関
係
機
関
と

連
携
し
、
従
事
者
の
一
般
就
労

へ
の
移
行
を
促
進
す
る
。

○
新
規
メ
ニ
ュ
ー
開
発
等
に
よ
る

売
上
高
の
増
加
と
コ
ス
ト
削
減
に

取
り
組
み
、
経
営
改
善
を
行
う
。

5
9
,8
8
4

3
6
,3
4
4

5
3
,9
1
0

3
0
,8
3
2

5
9
,4
7
4

3
6
,3
7
9

5
2
,0
7
6

2
9
,6
3
3

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活

動
推
進
事
業

○
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
保
険

の
加
入
受
付
事
務

【
東
社
協
受
託
事
業
】

○
世
田
谷
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
協
会
と

連
携
を
図
り
、
引
き
続
き
事
業
を

実
施
す
る
。

○
世
田
谷
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
協
会
と

連
携
を
図
り
、
引
き
続
き
事
業
を

実
施
す
る
。

7
,8
5
8

7
,1
1
8

7
,7
2
1

6
,8
3
4

7
,5
8
8

6
,7
1
8

7
,2
4
9

6
,7
0
9

社
会
福
祉
活
動

助
成
事
業

○
助
成
金
事
業
の
内

容
見
直
し

○
見
直
し
に
向
け
た
課
題
整
理

を
行
う
。

○
平
成
２
６
年
度
か
ら
新
た
な
助

成
金
制
度
を
実
施
す
る
。

3
0
,1
8
9

2
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と
あ
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す
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等
と
の
連
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○
利
用
者
（
契
約
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）

の
判
断
能
力
低
下
時

の
対
応

○
あ
ん
し
ん
す
こ
や
か
セ
ン
タ
ー

と
の
連
携
等
に
よ
る
事
業
周
知
を

図
り
、
判
断
能
力
に
不
安
が
あ
る

方
の
利
用
に
つ
な
げ
る
。

○
福
祉
関
係
団
体
と
の
連
携
に

よ
る
事
業
周
知
や
契
約
の
促
進

を
図
り
、
判
断
能
力
に
不
安
が
あ

る
方
の
利
用
を
拡
大
す
る
。

○
成
年
後
見
制
度
へ
の
移
行
を

視
野
に
入
れ
、
切
れ
目
の
な
い

支
援
を
図
る
。
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平
成
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4
年
度

平
成
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年
度
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降

当
初
予
算
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（
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（
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２
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年
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２
５
年
度

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
５
年
度

○
後
見
制
度
の
利
用

支
援
（
区
委
託
）
に
よ
る

制
度
の
普
及
啓
発
や

区
民
後
見
人
の
養

成
。
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○
更
な
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後
見
制
度
の
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民
後
見
人
を
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す
る
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増
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法
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幅
な
増
加
等
に
よ
り
後

見
供
給
量
の
拡
大
。
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後
見
セ
ン
タ
ー
３
ヵ
年
計
画
に
よ

る
事
業
見
直
し
に
伴
う
新
規
事

業
）

○
セ
ン
タ
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の
組
織
体
制
整
備

に
よ
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相
談
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能
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化
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等
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幅
に
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大
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札
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実
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財
源
の

確
保
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で
自
販
機
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。

○
入
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配
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推
せ
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員
会
）

○
募
金
の
理
解
促
進
の
た
め
の

広
報
の
充
実
や
、
配
分
推
せ
ん

委
員
会
で
の
適
正
な
配
分
推
せ

ん
を
実
施
す
る
。

○
募
金
の
理
解
促
進
の
た
め
の

広
報
の
充
実
や
、
配
分
推
せ
ん
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員
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で
の
適
正
な
配
分
推
せ

ん
を
実
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す
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。
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「
社
会
福
祉
協
議
会
」
は
、
地
域
福
祉
の
推
進
を
目
的
と
し
た
事
業
の
企
画
及
び
実
施
、
住
民
の
参
加
の
た
め
の
援
助
等
を
行
う
社
会
福
祉
法
人
と
し
て
、
社
会
福
祉
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
団
体
で
あ
る
。

　
世
田
谷
区
社
会
福
祉
協
議
会
は
、
第
3
次
住
民
活
動
計
画
に
基
づ
き
、
い
き
い
き
・
ふ
れ
あ
い
サ
ロ
ン
や
支
え
あ
い
ミ
ニ
デ
イ
、
成
年
後
見
制
度
の
普
及
・
啓
発
な
ど
、
区
民
同
士
の
支
え
あ
い
を
活
か
し
な
が

ら
、
地
域
福
祉
の
推
進
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　
ま
た
、
法
人
運
営
と
し
て
、
平
成
2
5
年
度
を
初
年
度
と
す
る
｢
財
政
収
支
3
ヵ
年
計
画
｣
を
作
成
し
、
中
長
期
的
視
点
か
ら
従
来
の
事
業
の
見
直
し
を
含
め
、
自
主
財
源
の
確
保
や
事
業
経
費
の
節
減
な
ど
財
政
の
健

全
化
を
図
っ
て
き
て
い
る
。

　
区
は
、
こ
う
し
た
法
人
の
取
組
み
を
支
援
し
、
法
人
が
自
立
し
た
財
政
基
盤
を
築
け
る
よ
う
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
基
づ
き
指
導
・
助
言
を
す
る
と
と
も
に
、
法
人
独
自
の
地
域
の
資
源
を
活
か
し
た
高
齢
者
見

守
り
や
成
年
後
見
を
は
じ
め
と
す
る
権
利
擁
護
事
業
の
拡
大
な
ど
、
地
域
福
祉
推
進
に
係
る
施
策
の
展
開
に
期
待
す
る
。

成
年
後
見
推
進

事
業

―
―

6
,4
6
2

3
,0
1
7

区
の
支
援
の
あ
り
方
（
区
所
管
部
コ
メ
ン
ト
）
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（１）事業内容と経営目標
指
定
管
理
者

区
委
託

○

○

○

○

シルバー人材センターは、高齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づき設置される法人
で、平成２３年４月に公益社団法人に移行し、次の目標に取り組んでいる。
１　高齢者が長年培ってきた知識と経験を活かし、活き活きと活躍し続けることが出来る
　　よう、意欲と能力のある会員が年齢に関わりなく働ける雇用でない就業機会を確保し
　　ます。
２　自己実現や社会参加を求める高齢者に対して、ボランティア等に係わる相談その他各
　　種の情報提供など幅広い機能を担います。
３　「世田谷区との連携強化の取り組み推進」を、センター運営の基本に据え、会員の
　　自主性・自立性を高め、地域から信頼されるシルバー人材センターを目指します。

経
営
目
標

区立公園等の維持・
清掃業務

　区立公園約100か所の日常清掃作業を受託（比較的規模の小さな公園が中
心）している。約100名の会員が作業を行っている。

広報板ポスター
掲示業務

　区が、区民の方々にお知らせをするために区内に設置している737か所の
区広報板に、ポスター掲示する仕事を受託している。約20名の会員が、区
内全地域に分かれて10日に一度、ポスターの張替作業をし、新しい情報を
区民に届けている。

家庭からの受託事業   一般家庭からの仕事として、「家事援助サービス」「除草」「植木剪
定」「襖・障子張り」等を受託し、季節的な偏りがあったり、量的に少な
い仕事でも比較的安価で仕事を行っている。(年間約12,500件)

企業からの受託事業   企業からの仕事としては、「一般事務」「経理事務」「駐輪場管理」
「マンション管理」「マンションごみ出し清掃」「物品管理・販売」等、
多様な仕事を受託し会員に提供している。

区立自転車等駐車場
管理業務

  平成17年度より、区立自転車等駐車場42か所の指定管理者の指定を受け
て、約260名の会員が従事している。
　平成23年度から5年間、新たな指定を受け、45か所の同駐車場の運営を
行っている。

区立レンタサイクル
ポート管理業務

  平成18年度より、区内6か所の区立レンタサイクルポートの指定を受け
て、約80名の会員が従事している。
  平成23年度から新たな指定を受け、区内7か所の運営を行っている。

- 区出資額 -設立 昭和55年12月

事業名 事業内容

各種教室事業   小・中学生補習教室(延約800名)、陶芸教室(延約550名)、パソコン教室
(延約250名)、カルチャー教室(延約1,200名)の独自事業を年間を通じ、宮
坂(本部)、粕谷(烏山支部)、その他施設で実施する。

代表者 会長　竹内　　弘
区担当所管 産業政策部工業・雇用促進課

-基本金

３－８ 公益社団法人世田谷区シルバー人材センター

区出資率
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（２）改善計画の推進状況

ア　事業目標

項目 ２４年度
（計画）

２４年度
（実績）

計画との
差

達成率 ２５年度
（計画）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

計画との
差

達成率

会員数（人） 3,140 3,036 △ 104 96.7% 3,240 3,116 △ 124 96.2%

会員就業率（％） 80.0 79.5 △ 0.5 99.4% 83.0 77.7 △ 5.3 93.6%

就業延日人員（人日） 258,000 252,427 △ 5,573 97.8% 265,000 256,835 △ 8,165 96.9%

配分金額（千円） 1,037,400 1,012,919 △ 24,481 97.6% 1,022,709 1,012,264 △ 10,445 99.0%

契約金額（千円） 1,296,300 1,270,400 △ 25,900 98.0% 1,280,000 1,271,800 △ 8,200 99.4%

受託件数（件） 21,100 20,958 △ 142 99.3% 22,000 21,976 △ 24 99.9%

民間受託比率（％） 48.5 48.2 △ 0.3 99.4% 48.2 47.9 △ 0.3 99.4%

平成２４～２５年度の取組み方針

○多様な会員活動の環境整備を行い会員の拡充を図る。
○会員の就業機会を確保するとともに、新たなる就業開拓を検討し、事業の拡大を図る。
○社会奉仕活動への積極的参加を図る。

●各項目の考え方
{会員数}
　平成24年から3年間は、いわゆる「団塊の世代」が65歳を迎えることにより入会者の増加が見込まれる。平成
22～23年度の2年間で、約262人の会員増があり、平成24年度末には会員数3,036人となった。ここ数年高齢会員
の退会が増加する傾向がある中でも、年間100人程度の増が見込まれ、特に女性会員の増加が顕著である。セン
ターは多くの高齢者に生きがいが持てる生活を実現するため、会員の拡充を図るとともに就業等・会員活動の
機会を提供していく必要がある。
　多様な会員活動の環境整備を行い、新規入会者の増加をはかり、特に女性の仕事の開拓を検討する。会員の
募集については、入会を促進するために、区報やセンター会報、ポスター掲示、ホームページ等を活用したＰ
Ｒ活動を継続的に行うとともに、一般区民からの就業相談や入会説明会の実施により、新規入会者の確保に繋
げる。また、センターの就業の目的や仕組みの理解を十分に図るとともに、会員の多様なニーズに応えること
で、会員数の維持を図り、センターの組織率を高める。

{会員就業率}
　就業率を上げるためには、より多くの区民や事業所にセンター事業の周知を図り、就業機会を提供していた
だく必要がある。そのため就業開拓専門員等による新たな就業機会の開拓、新規会員の積極的な就業促進、会
員増に応じたワークシェアリングの実施、未就業会員の意識調査と就業促進、就業意思のない会員等の退会勧
奨等多面的な対応によって、就業率のさらなる向上に努める。（都内シルバーの就業率の平均が77%前後で推移
していることもあり、就業率80％の達成を目指す。）

{就業延日人員}
　より多くの会員に就業の機会を提供するというセンターの就業提供方針に基づき、地道に就業開拓に取り組
み、就業機会の確保を図るとともに、社会貢献的要素の強い事業の積極的な拡大や、新たなる独自事業の立ち
上げについて検討し、就業機会の確保に繋げていく。より多くの会員への就業機会提供のため、ワークシェア
リング(仕事の分かち合い)が可能な職種については、可能な限りのワークシェアリングを進めることによっ
て、就業延日人員の増加に努める。年2％程度の受託件数の伸びを見込み、265,000日人程度の水準を目指す。
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主な事業目標

 就業延日人員（人日）

252,427 256,835

258,000 265,000

0

100,000

200,000

300,000

24年度 25年度

実績 計画

受託件数（件）

20,958 21,976

21,100 22,000

0

10,000

20,000

30,000

24年度 25年度実績 計画

{配分金額}
　発注者とセンターで交わす契約に基づき、会員の就業実績に応じた対価（雇用ではないため、給料や賃金で
はない配分金という。）を支払い、発注者からは配分金の5～10％を事務費として納入してもらう仕組みとなっ
ており、これがセンターの管理費や自主財源に充てられている。より多くの会員に就業機会を提供するため、
就業開拓専門員等による地道な就業開拓活動や、ポスター掲示、契約発注者となる家庭や企業に対するチラシ
配布等のＰＲ活動を継続的に実施し、官民ともに受託件数の拡充に向けて取り組み、配分金の増加を図る。平
成23年度以降、配分金総額10億円超を維持している。

{契約金額}
　これまでも全理事による発注者訪問、就業開拓員の新規開拓訪問、会員による「１人１件受注運動」の推
進、家事援助の「あったかサポート事業」等の新規事業の開始、独自事業や仕事別グループでの新規事業調査
やグループ内の活性化の取り組みのほか、日常業務におけるシルバー事業ＰＲ、事務局職員による新規開拓に
努め、就業機会の確保に取り組んでいる。就業開拓専門員等による地道な就業開拓活動や、ポスター掲示、契
約発注者となる家庭や企業に対するチラシ配布等のＰＲ活動を継続的に実施し、官民ともに受託件数の拡充に
向けて取り組み、契約金額の増加に努める。また、センターは公益社団法人移行により信頼性の向上、コンプ
ライアンス（法令遵守）を求められている。今後とも法に基づくシルバー人材センター事業の考えに沿って、
高齢者に相応しい就業機会を拡大しつつ適正な就業への改善を推進していく。

{受託件数}
　就業開拓専門員等による地道な就業開拓活動や、会員による「１人１件受注運動」の推進、ポスター掲示、
契約発注者となる家庭や企業に対するチラシ配布などのＰＲ活動を強化し、官民ともに受託件数の増加を図
る。また、仕事に対する考えが年々変化する会員や発注者ニーズを的確に捉えて事業運営に反映していくため
ニーズに応じ、センターホームページで臨機応変に対応し、有効活用する。適正な就業への改善を推進してい
るなか、民間部門の堅調な伸びにより、平成23年度以降、5.5％の伸びを見込み2万件台への増を目指す。

{民間受託比率}
　地域の特性として、民間（家庭）からの短期で小規模な仕事の受注が多く、仕事１件あたりの金額は、公共
（区）からの受託契約の１件当たりの金額に比べて少額であり、短期間で契約金額の民間比率が大きく伸びる
ことは見込めないが、受託件数は着実に増加傾向になっていることから、積極的な事業ＰＲによって増加を目
指し仕事の就業機会の確保に繋げる。
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●２５年度実績・目標達成に対する評価
　平成25年度のシルバー人材センターを取り巻く環境は、「景気は
緩やかに回復している」ものの、東京労働局からの適正就業（偽
装請負）等の調査・指導に対する適切な対応で企業を中心にした
大きな契約実績の減少につながった上、公共部門でも受注実績が
厳しさを増し、僅かながら民間部門で家庭からの受注が増加して
きたが、センター運営は厳しい状況だった。
　こうした状況下、当センターの契約実績は、年間を通じて前年
比微増の傾向となり、契約額が前年度比0.1％増の12億7,180万
円、契約件数は前年度比4.9％増の21,976件となったものの、就業
率は目標値の83％に対し77.7%と目標数値を下回る結果となった。
　また、会員数について、「団塊の世代」が65歳を迎えることに
よる入会者の増加が見込まれるが、会員の高齢化も進むことから
退会会員も多く、平成25年度末の会員数は3,116人と目標を下回っ
た。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
１　会員数、就業率
　新入会員の大幅な増加がなく、会員数の目標に達しなかった。
また、未就業会員の状況把握による就業への結びつけを行ってき
たが、就業率の目標に達しなかった。
２　就業延日人員、配分金額、契約金額
　より多くの区民や事業所に対し、センター事業の周知を図り、
就業機会提供の拡大のためのPRを実施したが、適正就業等の指導
に対する適切な対応を行ったことなどの影響により、契約実績が
減少し、就業延日人員、配分金額、契約金額ともに目標に達しな
かった。
３　受託件数
　既存就業の拡大と新規の就業開拓のため仕事発注者となる企業
や家庭等へのチラシ配布等のPR活動を継続的に実施するととも
に、就業開拓専門員や理事による就業開拓活動を集中的に実施し
たことで、新たな就業確保に繋げ目標値に近づけた。

●今後の進め方
１　既存就業の拡大と就業開拓
　会員数は伸びているが、これに見合った受注の確保ができてい
ない状況にあり、一層の既存就業の拡大と新規の就業開拓が課題
になっている。当センターは、役職員及び各会員がそれぞれ、就
業の拡大と仕事の新規開拓に積極的に取り組む。
２　就業改善の推進
　当センターの理念「自主･自立」「共働･共助」を実現するた
め、就業改善は大変重要な課題となる。受注量の大幅な増加が望
めない状況の中で、ワークシェアリングの拡大、未就業会員調査
による就業支援の着実な推進を図り、就業率83％の目標値の達成
を目指す。

●外郭団体のコメント
＜主な事業目標、計画の推進状況について＞
　会員数の伸びに見合った受注の確保を目指し、役職員及
び各会員がそれぞれ、就業の拡大と仕事の新規開拓に積極
的に取り組み、企業や家庭等へのチラシ配布等のPR活動を
継続的に実施するとともに、就業開拓専門員等による就業
開拓活動を集中的に実施する。

●区所管部のコメント
　シルバー人材センターは、働くことを通じで高齢者の生き
がいを創造し、地域社会の活性化に寄与する重要な役割を
担っている。
創意工夫による事業展開により、就業実績等を通じて一応
の成果が見られるものの、今後も社会状況や経済状況の変
化に適応した事業運営の改善を行い、生涯現役社会を担う
組織として機能することが重要である。
引き続き、シルバー人材センターの管理運営体制の強化や
事業拡大に関して指導、助言を行い地域社会の期待に応え
られるよう支援していく。
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イ　財政計画　 （単位：百万円）

２４年度
（当初予算額）

２４年度
（決算額）

２５年度
（当初予算額）

２５年度
（決算額）

備考

1,403 1,368 1,385 1,380

団体財源(Ｂ) 654 624 639 633

区からの収入額(Ｃ+Ｄ) 749 744 746 747

　　区補助金収入(Ｃ） 86 86 85 85

　　区からの委託料収入(Ｄ） 663 658 661 662

区からの収入比率（（Ｃ+Ｄ）/Ａ） 53.4% 54.4% 53.9% 54.1%

70 64 76 67

28 28 27 27

40.0% 43.8% 35.5% 40.3%

9.7% 9.8% 9.9% 9.7%

平成２４～２５年度の取組み方針
○自主財源の拡大のため、事業収入の増加を図る。
○自主財源の確保、事務の効率化を図り、経営効率を高める。

項目

管理費に対する区補助金額（Ｆ）

管理費(Ｅ）

団体総収入額(A）

管理費における区補助金比率（F/E）

人件費比率

区からの収入比率

54.4% 54.1%

53.4% 53.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

24年度 25年度
決算額（％） 当初予算額（％）

●外郭団体のコメント
　センターは、利益追求ではなく収支均衝を
基本とし運営している。長引く景気低迷の
影響などもあり、受注拡大の厳しい状況
下、職員の資質向上と事務の効率化・合理
化を図る。また、財務・経理事務を確立
し、的確な予算見込みや財政見通しによる
財政運営の安定した運営を推進する。

●区所管部のコメント
　厳しい財政状況の中で適切に団体運営を
行っていくためにも、効率的な団体運営を
維持できるよう引き続き指導していく。

　

●２５年度決算、目標達成に対する評価
　区からの補助金収入が5年連続で減少している中で、団体財源
の確保に努めてきた。管理費についても5年連続で減少してい
る。
　財政計画全体として、概ね目標は達成したと考えている。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　区からの補助金収入が連続で減少している中、団体財源の確保
に努めてきた。自主財源の伸びにより財政計画全体として、概ね
目標は達成したと考えている。

●今後の進め方
　計画的な財政運営と一層の透明性の確保などが求められるな
か、公益社団法人の改革にあわせ、職員の資質向上と事務の効率
化・合理化を図る。また、新会計制度移行に伴ない、財務・経理
事務を確立し、的確な予算見込みや財政見通しによる財政運営の
安定した運営を推進する。
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ウ　人員計画　

備考

非常勤・嘱託等

２５年度

平成２４～２５年度の取組み方針
○職員、役員のさらなるスキルアップを図る。
○会員による自発的な組織運営の参加の促進を図る。

項目

　うち派遣職員数

常勤職員数(役員除く)

役員数

0

0

（単位：人）

　常勤役員数

契約職員等

２４年度

4

12

1

13

0

0

5

12

2

13

常勤職員数（人）

13 13

0

10

20

30

24年度 25年度

●外郭団体のコメント
　センター事業は拡大していく中、理事数は
減少し、理事会や役員の負担の増加。また、
財政状況の厳しさから、事務局体制は現行維
持によることでの職員への負担の増大など、
課題は多い。こうした課題意識の共有を図
り、理事会活動の活性化のため研修の実施に
よるスキルアップに取り組む。委員会等の活
動強化を図るため一般会員委員の人選を幅広
く行い登用する。

●区所管部のコメント
　公益社団法人としての組織機能を強化し、
経営の安定を図り、効率的な事業運営をして
いくためには、事務局職員、理事や会員と
いった事業運営に係る人材の育成が重要とな
る。
人材育成を計画的に進め、人事考課制度の定
着化を図るための助言等、継続的な組織基盤
を構築するためのを支援行う。

●２５年度組織・人員数・目標達成に対する評価
　平成23年4月の公益法人改革により理事数は減少したが、理事
会や役員の権限･責任が強化され、一層の活動の活発化が図られ
た。
　会員数、受託件数の増加や新法人の安定的運営における課題
は多くあるが、財政状況の厳しさから、事務局体制は現行体制
により目標達成に向けた事業展開を行った。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　理事数は減少したが、センター事業は拡大していく中で、理事
会や役員の負担の増加への対応を行った。
　事業拡大や新法人運営等、課題は増大しているが、財政状況
の厳しさから、事務局体制は現行維持によることでの職員への
負担が増大した。

●今後の進め方
　課題意識の共有を図り、理事会の活動を活性化させるため、理
事への研修を実施する。また、委員会等の活動の強化を図るた
め、一般会員委員の人選を幅広く行い登用するとともに、研修
の実施によるレベルアップに取り組む。
　人事考課制度（目標管理・自己申告制度）は、実施継続し、
関連制度は都連合が見直す制度を中心に関連づけを逐次進めて
いく。
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（
３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
理
事
会
組
織
の
見
直
し

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

理
事
の
人
数
減
に
よ
り
、
委
員
会
や
部
会
の
構
成
員
に
一
般
会
員
を
選

任
す
る
こ
と
か
ら
、
研
修
会
・
連
絡
会
等
を
実
施
し
、
円
滑
な
組
織
活

動
を
進
め
る
。
ま
た
、
任
期
満
了
の
年
度
に
あ
た
り
選
任
の
際
、
若
手

を
登
用
し
理
事
会
組
織
の
若
返
り
と
活
性
化
を
図
る
。

理
事
の
人
数
減
に
よ
り
、
委
員
会
や
部
会
の
構
成
員
に
一
般
会
員
を
選

任
し
、
研
修
会
・
連
絡
会
等
を
実
施
し
た
こ
と
で
、
円
滑
な
組
織
活
動

を
進
め
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
事
務
局
職
員
の
見
直
し

２
６
年
度

検
討

検
討

検
討

継
続

会
員
数
の
増
加
、
受
注
量
の
増
大
、
新
規
事
業
等
の
事
務
量
の
増
加
等

に
よ
る
事
務
の
効
率
化
を
図
る
。
組
織
改
正
も
視
野
に
入
れ
事
務
局
体

制
を
検
討
す
る
。

法
に
基
づ
く
継
続
雇
用
制
度
を
検
討
す
る
。

事
務
量
の
増
加
等
に
対
応
す
る
事
務
の
効
率
化
を
図
る
た
め
、
事
務
局

の
組
織
改
革
を
行
っ
た
。

ま
た
、
法
に
基
づ
く
継
続
雇
用
制
度
を
実
施
で
き
た
。

③
経
理
シ
ス
テ
ム
の
見
直
し

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

着
実
な
新
法
人
の
会
計
管
理
の
構
築
に
努
め
経
営
の
安
定
化
を
図
る
。
新
法
人
の
会
計
管
理
の
構
築
に
努
め
た
こ
と
に
よ
り
、
経
営
の
安
定
化

を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

①
人
事
考
課
制
度
（
目
標
管
理
・
自
己
申
告
制
度
）

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

2
3
年
度
よ
り
導
入
の
人
事
考
課
制
度
の
定
着
化
を
進
め
る
と
と
も
に
、

シ
ル
バ
ー
組
織
に
よ
り
マ
ッ
チ
し
た
も
の
に
修
正
し
て
い
く
。

人
事
考
課
制
度
の
実
施
よ
り
3
年
が
経
過
し
定
着
化
し
て
き
て
い
る
。

各
職
員
の
状
況
把
握
・
目
標
管
理
と
評
価
に
活
用
。

②
職
員
の
人
材
育
成

２
４
年
度

実
施

継
続

継
続

継
続

都
連
合
の
人
材
育
成
計
画
を
ベ
ー
ス
に
当
セ
ン
タ
ー
独
自
の
研
修
や
、

区
へ
の
研
修
参
加
も
加
え
た
計
画
の
も
と
、
職
員
の
育
成
に
取
り
組

む
。

都
連
合
の
人
材
育
成
計
画
研
修
の
他
、
当
セ
ン
タ
ー
独
自
の
人
材
育
成

計
画
を
作
成
し
研
修
等
を
実
施
し
、
職
員
の
育
成
に
取
り
組
め
た
。

③
多
様
な
雇
用
形
態
の
導
入

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

障
害
者
雇
用
に
つ
い
て
は
、
他
セ
ン
タ
ー
の
状
況
も
踏
ま
え
、
関
係
機

関
と
の
協
議
を
引
き
続
き
行
う
。

障
害
者
雇
用
な
ど
多
様
な
雇
用
形
態
の
導
入
に
つ
い
て
は
更
な
る
検
討

が
必
要
で
、
他
セ
ン
タ
ー
の
状
況
把
握
、
関
係
機
関
と
の
協
議
を
引
き

続
き
行
う
。

④
ブ
ロ
ッ
ク
（
近
隣
６
区
）
共
同
研
修

１
５
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

役
員
、
新
人
職
員
、
新
会
計
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
、
交
通
安
全
等
の
内

容
に
よ
る
研
修
が
計
画
さ
れ
て
い
る
た
め
、
参
加
す
る
。

役
員
、
職
員
、
新
会
計
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
、
交
通
安
全
等
の
内
容
に

よ
る
研
修
計
画
に
沿
っ
て
参
加
し
職
員
の
資
質
の
向
上
を
図
っ
た
。

①
高
齢
者
世
帯
に
対
す
る
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
「
あ
っ
た

か
サ
ポ
ー
ト
事
業
」
の
実
施

２
４
年
度

実
施

継
続

継
続

継
続

民
間
受
託
事
業
の
一
つ
と
し
て
、
あ
っ
た
か
サ
ポ
ー
ト
事
業
の
拡
大
を

進
め
る
。

高
齢
者
世
帯
に
対
す
る
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
「
あ
っ
た
か
サ
ポ
ー

ト
事
業
」
を
5
3
件
実
施
、
電
球
交
換
、
家
具
の
移
動
な
ど
の
生
活
支
援

を
行
っ
た
。

①
個
人
情
報
保
護
規
程
の
整
備

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

新
法
人
に
お
け
る
規
程
と
し
て
制
定
し
、
取
得
し
た
個
人
情
報
の
保
護

等
の
運
用
を
着
実
に
行
う
。

個
人
情
報
保
護
等
の
規
程
の
整
備
、
運
用
を
着
実
に
行
っ
た
。

②
情
報
開
示
の
推
進

(ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
よ
る
情
報
開
示
の
取
組
み
）

２
３
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

定
款
、
役
員
名
簿
や
貸
借
対
照
表
等
と
い
っ
た
公
益
社
団
法
人
に
お
け

る
法
定
事
項
を
中
心
に
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
情
報
公
開
を
進
め
る
。

定
款
、
役
員
名
簿
や
貸
借
対
照
表
等
と
い
っ
た
公
益
社
団
法
人
に
お
け

る
法
定
事
項
を
中
心
に
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
の
情
報
公
開
を
進
め

た
。

①
会
費
の
増
額

未
定

検
討

検
討

検
討

継
続

誰
で
も
が
容
易
に
入
会
で
き
る
よ
う
に
会
費
を
据
え
置
い
て
き
た
が
、

財
政
状
況
の
推
移
に
よ
り
柔
軟
な
対
応
を
行
う
。

誰
で
も
が
容
易
に
入
会
で
き
る
よ
う
に
会
費
を
据
え
置
き
、
財
政
状
況

の
推
移
に
よ
り
柔
軟
な
対
応
を
行
っ
た
。

―
団
体
事
業
の
見
直
し
―

平
成
２
４
～
２
５
年
度
の
取
組
み
方
針

○
公
益
法
人
と
し
て
の
組
織
機
能
を
強
化
し
、
組
織
運
営
体
制
の
安
定
化
を
図
る
。

○
長
期
的
視
野
に
基
づ
く
研
修
計
画
の
も
と
、
職
員
の
人
材
育
成
を
推
進
し
、
能
力
開
発
、
資
質
向
上
、
そ
の
活
用
を
図
る
。

２
５
年
度

（
計
画
）

―
そ
の
他
―

―
執
行
体
制
の
簡
素
･効
率
化
―

―
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
―

実
施
年
度

２
５
年
度

（
実
績
）

項
目

―
経
営
の
透
明
性
の
向
上
―

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
４
年
度

（
計
画
）
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※
区
所
管
部
の
取
組
み

２
０
年
度

継
続

実
施

継
続

継
続

人
事
考
課
制
度
の
定
着
化
を
図
る
た
め
の
設
定
へ
の
助
言
等
、
継
続
的

な
組
織
基
盤
を
構
築
す
る
た
め
の
支
援
を
行
っ
た
。

課
題
は
あ
る
も
の
の
、
人
事
考
課
制
度
の
定
着
化
が
図
れ
た
こ
と
は
評

価
で
き
る
。

事
務
局
体
制
の
強
化

項
目

２
４
年
度

（
計
画
）

実
施
年
度

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
５
年
度

（
実
績
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

●
今
後
の
進
め
方

　
公
益
社
団
法
人
と
し
て
、
組
織
基
盤
を
強
化
し
、
経
営
安
定
と
効
率
的
な
運
営

を
め
ざ
す
。
特
に
、
地
域
組
織
の
充
実
や
就
業
グ
ル
ー
プ
の
自
主
的
な
会
員
活
動

の
活
発
化
を
図
る
。

　
理
事
会
活
動
に
つ
い
て
の
活
発
化
や
効
率
化
を
め
ざ
し
、
一
層
の
｢
自
主
・
自

立
｣
の
活
動
を
す
る
。
運
営
委
員
会
や
部
会
の
充
実
強
化
を
図
り
、
会
員
の
積
極

的
な
参
加
・
提
案
を
進
め
る
。

　
地
域
組
織
で
は
、
社
会
奉
仕
活
動
の
実
施
、
セ
ン
タ
ー
等
と
の
情
報
交
換
を
図

る
「
地
域
活
動
連
絡
会
議
」
を
活
発
化
す
る
。
地
域
組
織
の
活
性
化
に
向
け
、
理

事
等
執
行
部
に
よ
る
支
援
や
協
働
態
勢
の
構
築
を
進
め
る
。

　
事
務
局
体
制
で
は
事
務
局
職
員
個
々
の
資
質
向
上
を
図
り
、
役
員
や
会
員
を
サ

ポ
ー
ト
す
る
態
勢
を
め
ざ
す
。
世
代
交
代
が
進
む
な
か
で
、
「
人
材
育
成
計
画
」

の
推
進
と
事
務
局
体
制
の
充
実
を
め
ざ
す
。

　
高
齢
者
が
長
年
培
っ
て
き
た
知
識
と
経
験
を
活
か
し
、
活
き
活
き
と
活
躍
し
続

け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
意
欲
と
能
力
の
あ
る
限
り
年
齢
に
関
わ
り
な
く
働
け

る
就
業
機
会
を
確
保
す
る
。
ま
た
、
自
己
実
現
の
た
め
の
社
会
参
加
を
求
め
る
会

員
に
対
し
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
に
係
わ
る
相
談
そ
の
他
各
種
の
情
報
提
供
な
ど
幅

広
い
機
能
を
担
っ
て
い
く
。

　
「
世
田
谷
区
と
の
連
携
強
化
の
取
組
み
推
進
」
を
、
セ
ン
タ
ー
運
営
の
基
本
に

据
え
、
会
員
の
自
主
性
・
自
立
性
を
高
め
、
地
域
か
ら
信
頼
さ
れ
る
シ
ル
バ
ー
人

材
セ
ン
タ
ー
を
め
ざ
す
。

　
会
員
数
の
増
加
傾
向
の
な
か
、
就
業
機
会
の
確
保
と
拡
大
を
め
ざ
し
、
、
受
注

量
の
維
持
・
拡
大
を
図
る
。
特
に
、
区
の
所
管
部
な
ど
と
連
携
を
図
り
、
「
政
策

目
的
随
意
契
約
の
趣
旨
」
を
周
知
し
な
が
ら
、
さ
ら
な
る
契
約
実
績
向
上
が
図
れ

る
よ
う
、
日
常
の
協
議
の
場
や
全
理
事
の
訪
問
な
ど
の
機
会
を
と
ら
え
受
注
拡
大

を
め
ざ
す
。

●
２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

　
公
益
法
人
改
革
に
よ
り
理
事
数
は
減
少
し
た
が
、
セ
ン
タ
ー
の
事
業
は
拡
大
し
て
い
く

中
、
理
事
会
や
役
員
の
活
動
量
・
負
担
が
増
大
し
て
し
ま
っ
た
。
こ
の
対
応
策
と
し
て
、
2
5

年
度
は
組
織
改
革
に
よ
り
理
事
会
の
も
と
に
運
営
委
員
会
を
置
き
、
下
部
組
織
と
し
て
４
つ

の
部
会
を
設
置
し
、
一
般
会
員
の
構
成
員
の
活
躍
も
あ
り
、
特
定
事
項
の
調
査
分
析
・
検
討

を
推
進
さ
せ
、
決
定
や
実
践
す
る
機
能
が
タ
イ
ム
リ
ー
に
円
滑
に
活
動
で
き
た
。

　
会
員
の
入
会
者
数
は
、
5
年
連
続
で
伸
び
て
お
り
、
こ
こ
5
年
間
で
は
約
2
1
%
伸
び
た
半
面
、

こ
れ
に
見
合
う
契
約
額
の
伸
び
に
な
ら
な
い
状
況
に
あ
り
、
一
層
の
就
業
の
拡
大
と
発
注
者

の
新
規
開
拓
に
役
職
員
及
び
各
会
員
が
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
き
た
。
財
政
状
況
が
厳
し
い

こ
と
か
ら
、
事
務
局
体
制
は
現
行
体
制
を
維
持
せ
ざ
る
を
得
な
い
が
会
員
数
の
増
加
、
受
注

件
数
の
増
加
、
社
会
奉
仕
活
動
な
ど
新
法
人
の
運
営
等
に
よ
る
事
務
量
の
増
加
な
ど
に
よ
る

職
員
へ
の
負
担
が
増
加
し
て
し
ま
っ
た
。

　
当
セ
ン
タ
ー
の
仕
事
の
評
価
は
、
仕
事
の
完
成
度
、
会
員
の
技
能
、
モ
ラ
ル
や
マ
ナ
ー
な

ど
に
大
き
く
左
右
さ
れ
る
。
公
共
事
業
に
限
ら
ず
、
企
業
や
家
庭
の
就
業
で
も
、
発
注
者
か

ら
は
よ
り
質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
を
セ
ン
タ
ー
会
員
に
求
め
ら
れ
る
。
指
定
管
理
者
事
業
の
就

業
会
員
全
員
に
対
す
る
接
遇
研
修
、
家
事
援
助
サ
ー
ビ
ス
で
の
研
修
や
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

の
指
導
等
の
ほ
か
、
会
員
全
員
を
対
象
に
し
た
、
入
会
時
研
修
、
2
年
次
研
修
、
５
年
次
研
修

に
加
え
て
、
班
長
研
修
、
組
長
研
修
な
ど
、
経
験
や
役
割
に
応
じ
た
研
修
で
動
機
づ
け
し
な

が
ら
、
合
わ
せ
て
マ
ナ
ー
向
上
を
図
っ
た
。
さ
ら
に
、
仕
事
別
グ
ル
ー
プ
で
の
技
能
研
修
、

都
連
合
や
近
隣
６
区
の
共
同
研
修
な
ど
で
、
技
能
や
マ
ナ
ー
の
向
上
の
人
材
育
成
に
取
り
組

み
成
果
が
み
ら
れ
た
。

　
区
民
・
発
注
者
・
会
員
へ
の
情
報
・
資
料
等
の
提
供
を
は
じ
め
、
関
係
機
関
等
へ
の
情
報

提
供
へ
向
け
て
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
内
容
の
充
実
を
図
り
、
随
時
更
新
を
行
う
こ
と
に
タ
イ

ム
リ
ー
な
多
く
の
情
報
を
広
く
提
供
し
ア
ク
セ
ス
件
数
も
増
加
し
た
。

　
事
務
局
体
制
な
ど
改
善
の
余
地
を
残
す
も
の
も
あ
る
が
、
お
お
む
ね
目
標
を
達
成
で
き
た

と
考
え
て
い
る
。

●
２
５
年
度
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

　
平
成
2
3
年
4
月
の
公
益
法
人
改
革
に
よ
り
理
事
数
を
削
減
し
た

が
、
理
事
会
の
活
動
は
活
発
に
行
わ
れ
、
構
成
員
に
一
般
会
員
を

選
任
し
た
委
員
会
･
専
門
部
会
も
期
待
以
上
の
活
動
を
行
っ
た
。

　
平
成
2
3
年
度
に
導
入
し
た
人
事
考
課
制
度
も
3
年
目
と
な
り
、

職
員
の
状
況
把
握
・
目
標
管
理
な
ど
も
定
着
化
し
、
職
員
全
体
の

レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
を
図
る
た
め
に
、
連
合
、
ブ
ロ
ッ
ク
の
研
修
へ
の

参
加
や
セ
ン
タ
ー
独
自
の
研
修
を
実
施
し
た
。
ま
た
、
日
頃
か
ら

O
J
T
に
よ
る
職
員
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
を
図
っ
た
。
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

管
理
運
営

事
業

公
益
制
度
改
革
や
新

規
事
業
開
拓
等
を
進

め
る
に
あ
た
り
、
事
務

局
の
運
営
体
制
の
強

化
や
体
制
の
再
構
築
、

運
営
に
係
る
人
材
の

育
成
が
課
題
で
あ
る
。

新
法
人
運
営
、
会
員
の

増
加
、
事
業
拡
大
に
伴
う

事
務
量
の
増
加
に
よ
っ

て
、
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を

招
か
ぬ
よ
う
、
目
的
達
成

に
適
っ
た
組
織
体
制
の

整
備
を
進
め
る
。
経
費
節

減
及
び
財
政
支
援
基
準

に
よ
り
、
補
助
金
の
減
額

を
行
う
。

公
益
法
人
認
定
の
安
定

化
を
図
る
た
め
、
管
理
運

営
の
仕
組
み
、
基
本
方

針
を
確
立
し
、
効
率
的
な

経
営
基
盤
を
整
え
る
。
都

連
合
と
の
連
携
の
も
と

に
、
人
材
育
成
計
画
を
計

画
的
に
進
め
、
職
員
等
の

育
成
・
活
用
を
図
る
。

6
9
,9
9
0

2
7
,5
0
9

6
3
,9
4
1

2
7
,5
0
9

7
6
,2
6
1

2
6
,9
3
4

6
6
,5
4
7

2
6
,9
3
4

事
業
関
連

の
人
材
確

保
事
業

新
法
人
運
営
や
会
員

数
の
増
加
に
よ
り
、
事

務
量
が
増
加
し
て
い

る
。
現
行
体
制
を
維
持

し
つ
つ
、
サ
ー
ビ
ス
の

低
下
を
防
ぐ
た
め
、
組

織
機
能
を
見
直
し
、
強

化
を
図
る
必
要
が
あ

る
。

事
務
局
運
営
体
制
の
強

化
・
充
実
を
図
る
た
め
、

目
標
管
理
に
基
づ
く
職

員
の
人
材
育
成
計
画
を

策
定
す
る
。
増
加
す
る
事

務
局
事
務
量
の
解
消
に

向
け
、
事
務
補
助
と
し
て

の
会
員
の
就
業
を
検
討

す
る
。

現
行
体
制
に
よ
る
事
務
局

運
営
を
維
持
し
つ
つ
、

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
る

た
め
、
事
務
補
助
と
な
る

会
員
活
用
の
段
階
的
導

入
を
目
指
す
。

6
8
,0
9
9

3
9
,7
8
5

6
8
,1
0
7

3
9
,7
8
5

6
8
,2
7
1

3
9
,6
6
5

7
0
,1
3
2

3
9
,6
6
5

受
託
事
業
公
共
部
門
か
ら
の
受
注

は
厳
し
さ
を
増
し
、
今

後
は
減
少
す
る
こ
と
も

予
想
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、

民
間
の
受
注
比
率
を
さ

ら
に
高
め
て
い
く
こ
と
が

必
要
で
あ
る
。

公
共
部
門
の
受
注
拡
大

を
図
る
た
め
、
随
時
Ｐ
Ｒ

や
各
職
場
訪
問
を
実
施

し
、
仕
事
の
開
拓
に
取
り

組
む
。
民
間
か
ら
の
受
注

量
の
拡
大
に
向
け
て
地

道
に
就
業
開
拓
活
動
に

取
り
組
む
と
と
も
に
、
地
域

貢
献
的
事
業
に
つ
い
て

も
拡
大
を
図
る
。

多
様
な
人
材
が
適
材
適

所
に
就
業
機
会
の
確
保

が
な
さ
れ
る
よ
う
、
受
注
量

の
確
保
・
拡
大
に
努
め
る

と
と
も
に
、
特
に
高
齢
会

員
の
対
応
が
可
能
な
職

種
分
野
を
開
拓
し
て
い

く
。

7
7
3
,3
7
6

0
7
3
4
,1
7
1

0
7
4
9
,9
1
7

0
4
9
4
,6
2
8

0

（
４
）
外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）

２
５
年
度

事
務
事

業
名
等

現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

事
務
事

業
名
等

現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

受
託
事
業

(施
設
の

管
理
業

務
・
指
定

管
理
者
と

し
て
行
う

事
業
)

自
転
車
等
駐
車
場
や

レ
ン
タ
サ
イ
ク
ル
ポ
ー
ト

に
つ
い
て
は
、
再
指
定

を
受
け
た
こ
と
に
よ
り
、

効
果
的
な
運
営
に
努

め
、
本
事
業
の
一
層
の

充
実
強
化
を
図
る
必
要

が
あ
る
。

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
る

た
め
、
柔
軟
で
き
め
細
か

な
対
応
を
行
う
体
制
を
構

築
す
る
。
指
示
系
統
の
明

確
化
、
適
切
な
情
報
管

理
、
会
員
の
現
場
対
応

力
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
に
努

め
る
こ
と
で
、
組
織
対
応

力
の
向
上
を
図
る
。

本
事
業
は
就
業
会
員
が

多
く
、
会
員
に
よ
る
自
主

的
運
営
の
仕
組
み
も
整

備
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

引
き
続
き
次
期
も
指
定
を

受
け
る
た
め
、
利
用
者

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
や
地
域

と
の
連
携
に
よ
る
放
置
自

転
車
対
策
に
取
り
組
ん
で

い
く
。

4
0
4
,4
3
9

0
4
1
8
,6
8
3

0
4
1
3
,8
4
6

0
6
6
1
,7
1
3

0

独
自
事
業
会
員
の
経
験
や
技
術

を
活
用
し
、
自
主
的
に

企
画
・
運
営
事
業
か

ら
、
仕
事
を
通
じ
た
生

き
が
い
対
策
、
地
域
社

会
へ
の
貢
献
、
就
業
機

会
の
確
保
に
お
い
て
、

拡
大
を
図
る
必
要
が
あ

る
。

既
存
事
業
の
見
直
し
と
活

性
化
を
図
る
と
と
も
に
、
新

規
分
野
事
業
の
段
階
的

導
入
を
目
指
し
、
調
査
・

研
究
、
開
発
試
行
に
取
り

組
む
。

引
き
続
き
既
存
事
業
の
採

算
性
・
継
続
性
・
事
業
成

果
等
を
多
面
的
に
検
証

し
、
存
続
事
業
の
活
性
化

を
図
る
。
新
規
分
野
事
業

の
調
査
・
研
究
、
開
発
試

行
に
取
り
組
み
、
段
階
的

導
入
を
目
指
す
。

2
1
,5
8
5

0
2
0
,2
4
2

0
2
0
,7
8
0

0
2
0
,0
8
5

0

高
齢
者
の

就
業
に
関

す
る
情
報

の
収
集
及

び
提
供

(普
及
啓

発
事
業
)

各
種
媒
体
を
活
用
し
、

情
報
を
発
信
し
て
い

る
。
セ
ン
タ
ー
事
業
運

営
に
お
け
る
存
在
意
義

や
果
た
す
役
割
へ
の

理
解
・
協
力
を
得
る
必

要
が
あ
る
。

会
員
の
意
向
や
費
用
対

効
果
、
ＩＴ
の
普
及
状
況

等
を
踏
ま
え
た
普
及
啓
発

活
動
を
展
開
し
、
的
確
に

セ
ン
タ
ー
事
業
活
動
を
提

供
す
る
。

セ
ン
タ
ー
事
業
運
営
に
お

い
て
、
普
及
啓
発
活
動
は

重
要
で
あ
る
た
め
、
よ
り
一

層
の
充
実
・
強
化
を
図

り
、
情
報
発
信
を
行
う
。

3
,5
2
9

1
,1
8
4

2
,7
0
8

1
,1
8
4

2
,2
9
0

1
,1
8
4

7
,3
0
4

1
,1
8
4

高
齢
者
就

業
に
関
す

る
調
査
・

研
究
(調

査
研
究
事

業
)

未
就
業
会
員
調
査
及

び
会
員
の
意
向
調
査

の
実
施
だ
け
で
な
く
、

今
後
は
顧
客
満
足
度

調
査
等
の
実
施
を
検

討
す
る
必
要
が
あ
る
。

未
就
業
会
員
意
向
調
査

を
実
施
す
る
際
に
、
併
せ

て
顧
客
満
足
度
を
把
握

す
る
た
め
の
必
要
調
査

の
実
施
に
向
け
て
検
討

す
る
。

調
査
の
効
率
化
を
図
り
、

経
費
節
減
に
努
め
る
。

セ
ン
タ
ー
事
業
運
営
に
は

広
範
な
情
報
収
集
が
必

要
と
な
る
た
め
、
会
員
意

識
調
査
や
未
就
業
会
員

調
査
の
ほ
か
、
発
注
者
の

意
向
等
を
把
握
す
る
た
め

の
調
査
を
実
施
し
、
サ
ー

ビ
ス
の
向
上
を
図
る
。

3
0
6

1
0
0

1
9
8

1
0
0

1
6
0

7
0

1
0
4

7
0
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

事
務
事

業
名
等

現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

高
齢
者
の

就
業
に
関

す
る
相
談

(相
談
事

業
)

事
務
局
に
よ
る
随
時
相

談
、
入
会
説
明
会
、
理

事
に
よ
る
相
談
会
を
実

施
し
て
い
る
が
、
就
業

会
員
数
や
新
規
会
員

の
増
加
に
向
け
て
体

制
の
充
実
が
必
要
で

あ
る
。

就
業
希
望
者
へ
の
相
談

体
制
の
充
実
を
図
る
た

め
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
活

用
し
、
気
軽
に
相
談
出
来

る
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す

る
。

高
齢
区
民
や
会
員
が
気

軽
に
活
用
出
来
る
相
談

窓
口
と
す
る
た
め
、
理
事

と
事
務
局
の
連
携
体
制
を

強
化
し
、
相
談
機
能
の
充

実
や
効
率
化
を
図
る
。

2
4

0
2
4

0
2
4

0
3
8

0

就
業
機
会

の
開
拓
及

び
提
供

(就
業
開

拓
提
供
)

事
業
Ｐ
Ｒ
、
理
事
に
よ
る

発
注
者
訪
問
、
就
業
開

拓
専
門
員
を
中
心
に

新
規
受
注
を
図
っ
て
い

る
。
会
員
の
就
業
機
会

の
確
保
か
ら
、
さ
ら
な
る

受
注
拡
大
が
必
要
と
な

る
。

行
政
機
関
と
の
連
携
に

よ
っ
て
、
公
共
事
業
の
拡

大
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、

就
業
開
拓
専
門
員
の
強

化
や
会
員
の
高
齢
化
に

伴
う
新
た
な
就
業
開
拓
に

つ
い
て
検
討
す
る
。
財
政

支
援
基
準
に
よ
り
、
補
助

金
の
減
額
を
行
う
。
自
主

財
源
の
確
保
に
努
め
る
。

就
業
機
会
を
確
保
す
る
た

め
、
新
た
な
就
業
開
拓
手

法
や
発
注
者
訪
問
の
方

策
を
多
角
的
に
検
討
す

る
。

5
3
,3
1
5

1
6
,9
8
2

5
2
,9
5
5

1
6
,5
0
7

5
2
,6
7
9

1
6
,1
8
2

5
0
,0
1
4

1
6
,1
2
3

就
業
改
善

推
進
事
業
第
２
次
就
業
改
善
推
進

計
画
等
に
基
づ
き
、
就

業
拡
大
、
公
平
化
、
適

正
化
に
取
り
組
ん
で
い

る
。
就
業
ミ
ス
マ
ッ
チ
や

ク
レ
ー
ム
等
の
解
消
に

向
け
て
取
り
組
み
を
改

良
す
る
必
要
が
あ
る
。

会
員
の
能
力
と
希
望
に

応
じ
た
公
平
・
適
正
な
就

業
機
会
を
提
供
す
る
た

め
、
就
業
会
員
の
交
代
と

ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
、
未

就
業
会
員
の
実
態
を
把

握
す
る
未
就
業
会
員
調

査
を
実
施
す
る
。
高
齢
者

の
新
た
な
働
き
方
の
制
度

化
を
国
に
求
め
て
い
く
。

財
政
支
援
基
準
に
よ
り
、

補
助
金
の
減
額
を
行
う
。

自
主
財
源
の
確
保
に
努

め
る
。

引
き
続
き
就
業
会
員
の
交

代
及
び
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ

ン
グ
を
進
め
る
と
と
も
に
、

未
就
業
会
員
調
査
を
実

施
し
、
よ
り
多
く
の
会
員
に

就
業
機
会
の
提
供
を
行

う
。

9
6
8

3
4
2

5
1
7

3
4
2

8
5
2

2
5
0

4
9
9

2
5
0
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

事
務
事

業
名
等

現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

安
全
就
業

推
進
事
業
研
修
会
等
に
よ
り
、
会

員
の
意
識
高
揚
を
図

り
、
事
故
防
止
に
取
り

組
ん
で
い
る
が
、
継
続

的
に
取
り
組
む
べ
き
重

要
な
課
題
で
あ
る
。

事
故
を
防
止
す
る
た
め
、

あ
ら
ゆ
る
機
会
を
利
用
し

安
全
就
業
の
た
め
の
啓

発
を
行
い
、
事
故
ゼ
ロ
を

目
指
し
て
安
全
就
業
に

取
り
組
む
。

無
事
故
を
目
指
し
、
安
全

委
員
会
を
中
心
に
、
安
全

対
策
を
計
画
立
案
し
実

施
す
る
。
会
員
の
意
識
啓

発
や
安
全
委
員
に
よ
る
就

業
現
場
の
巡
回
等
に
よ

り
、
一
層
の
強
化
を
図
る
。

9
2
9

3
0
2

6
0
9

3
0
2

8
1
8

3
0
2

5
6
0

3
0
2

知
識
・
技

能
の
付
与

を
目
的
と

し
た
講
習

会
等

会
員
一
人
ひ
と
り
の
ス

キ
ル
ア
ッ
プ
が
サ
ー
ビ

ス
の
向
上
に
繋
が
る
た

め
、
研
修
の
充
実
を
図

り
、
人
材
を
育
成
す
る

必
要
が
あ
る
。

各
種
研
修
受
講
機
会
の

提
供
に
よ
っ
て
、
会
員
へ

の
事
業
趣
旨
、
就
業
に

関
す
る
知
識
・
技
能
・
マ

ナ
ー
の
向
上
、
役
員
の

質
的
向
上
を
図
る
。
財
政

支
援
基
準
に
よ
り
、
補
助

金
の
減
額
を
行
う
。
自
主

財
源
の
確
保
に
努
め
る
。

会
員
の
高
齢
化
に
伴
う
受

注
対
応
を
円
滑
に
す
る
た

め
、
研
修
の
充
実
を
図

り
、
技
術
・
技
能
職
群
の

後
継
者
育
成
に
取
り
組
む

と
と
も
に
、
事
務
・
管
理
職

群
に
必
要
な
パ
ソ
コ
ン
基

本
操
作
な
ど
を
支
援
す
る

施
策
を
検
討
す
る
。

1
,2
1
8

1
0
5

1
,0
3
4

1
0
5

1
,0
8
6

1
0
5

9
6
2

1
0
5

1
,3
6
3
,1
8
9

1
0
5

　
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
が
持
つ
高
齢
者
の
豊
富
な
知
識
や
経
験
を
活
か
し
た
就
業
シ
ス
テ
ム
が
、
地
域
社
会
の
活
性
化
に
つ
な
が
る
よ
う
、
さ
ら
な
る
自
主
事
業
の
充
実
・
改
善
に

努
め
、
時
代
の
状
況
に
適
応
し
た
事
業
運
営
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

区
所
管
部
と
し
て
は
、
引
き
続
き
事
務
改
善
等
に
関
す
る
助
言
や
指
導
を
行
い
、
自
主
性
の
高
い
安
定
し
た
経
営
基
盤
を
確
立
し
て
い
け
る
よ
う
支
援
し
て
い
く
。

区
の
支
援
の
あ
り
方
（
区
所
管
部
コ
メ
ン
ト
）
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（１）事業内容と経営目標
指
定
管
理
者

区

委

託

○

○

施
設
維
持
管
理
等
事
業

砧・北沢・烏山・玉川の総合支所及び新代田・松沢・池尻・祖師谷・上野毛まち
づくりセンター並びに三軒茶屋分庁舎において、受付案内、日常清掃、設備機器
の保守点検等を行い施設を利用される方々への快適な空間の提供に努め、区民
サービスの向上を担う事業運営を展開している。

高齢者、女性、地域雇用を推進し、積極的に採用している。人員配置は、各施設
の特徴に配慮し、適材適所の考え方で行っている。「世田谷区地域活性化に向け
た指針」などを踏まえ、より多くの区民と共に活動していきたいとの考えのも
と、従業員の約７割が区内在住者である。

区内企業との連携・協力により地域経済の発展に寄与している。

区民センター（12施設）、地区会館（6施設）及び複合施設（2施設）において受
付案内・日常清掃・設備機器の保守点検等を行い施設利用者の方々へ快適な空間
を提供し、区民サービスの向上を担う事業運営を展開している。
なお、区民センターでは、運営協議会が実施する様々な企画を事務局としてサ
ポートしている。

総合支所・まちづくり
センター等

区民センター・地区会
館等（運営協議会事務
局）

社会貢献事業

雇
　
用

区内企業との連携

事業名

３－９ 株式会社世田谷サービス公社
代表者 代表取締役　田 中　　茂
区担当所管 政策経営部 政策企画課

設立 昭和６０年４月 区出資額

文化・教育、生涯学習
施設

○

福祉作業所等

ﾌｧﾐﾘｰ農園（２４箇所）、砧ｸﾗｲﾝｶﾞﾙﾃﾝ及び学童ふれあい農園(２箇所）を運営
し、除草や区画整備を行なっている。また、抽選業務を始め利用者の適正な管理
を行い、多くの方に土に触れる機会を提供している。

福祉作業所（9施設）など障害のある方々が利用或いは通所する福祉施設で日常
清掃・設備機器の保守点検等を行い、安全、安心して使っていただくよう適切な
施設維持管理を実施している。

砧図書館、教育会館（中央図書館含む）、青年の家、民家園（次大夫堀・岡本）
などの文化教育施設において受付案内・日常清掃・設備機器の保守点検等を行い
施設利用者の方々へ快適な空間を提供し、区民サービスの向上を担う事業運営を
展開している。

４億円

事業内容

４億４,５００万円資本金 区出資率 90%

社会貢献に係る基本方針を策定し、「事業展開による貢献」、「利益の還元によ
る貢献」、「社員の実践による貢献」の３つの柱によりペットボトルキャップの
回収やｅ-ネットキャラバンなどによる社会貢献活動を行っている。
世田谷区と「災害時等における協力態勢に関する協定書」を締結し、震災発生時
には、エフエム世田谷の通常番組に優先して災害防災情報等を放送する。また、
区の要請に基づく帰宅困難者施設の開設・運営や、物資集積所での物資の仕分け
作業等を行う。

世田谷区や都が発行する刊行物の閲覧や販売などを行っている。区政や都政など
の情報を広く公開している。

職員住宅

○
職員住宅（２７棟）の給排水設備などの点検を実施している。また、入居前のリ
フォームを実施。さらに、簡易的な修繕の実施により住宅に居住されている方に
安全、安心とともに快適な空間を提供している。

○

地域雇用（区内雇用）

区政情報センター・
コーナー

〇
その他施設

区民農園

公園 世田谷公園（ミニＳＬ含む）、羽根木公園、玉川野毛町公園では、各種スポーツ
施設の受付案内、グラウンド・テニスコートなどのメンテナンスのほか、園内の
清掃業務を行っており、多くの方に憩いの場を提供している。

北沢総合支所の地下駐車場を運営。来庁される方や、下北沢を訪れる方に利用さ
れている。※２５年度末事業終了
収容台数・・・２６台

外郭団体関連

エムケイアースビルにおいて、試験管清掃をはじめ、維持管理事業を行ってい
る。

障害者雇用 区から受託している12施設の受付業務、清掃業務、世田谷公園ミニＳＬの売改札
業務や、がやがや館レストランにおける調理補助業務等で障害者79名が従事して
いる。障害者雇用率は26.17%と高い割合を維持しており、区内の障害者雇用に積
極的に取り組んでいる。（平成25年4月より法定雇用率は2.0%）

高齢者雇用

女性雇用

区政情報センター・コーナーなどで世田谷区の関連団体が発行する書籍、区民団
体が主催するイベントチケットなどを販売している。（区政情報センターでは切
手や印紙も販売）
また、世田谷公園売店ではお菓子や玩具を、民家園ではラムネ、団子、工芸品な
どを販売している。

世田谷美術館、世田谷文学館、総合福祉センター、産業プラザ会議室の維持管理
運営を世田谷区関係団体より受託している。

駐車場事業

物販事業

○

○

○
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指
定
管
理
者

区

委

託

一
部
○

一
部
○

一
部
○

健康増進・交流事業
（せたがや がやがや館）

広告事業
（三茶パティオ内広告
板）

経
営
目
標

１　区を補完する地方公社として、区民ニーズに的確に機動的に応える組織運営に努める。（経営理念）
２　障害者、高齢者、女性など、働く意欲のある区民の雇用を拡大する。（地域雇用）
３　質の高いサービスの提供とともに、区内企業との連携による地域経済の発展に寄与する。（地域経済）
４　地域社会への貢献活動による地域福祉及び地域の「絆」づくりを支援する。（地域貢献）
５　区民満足度を重視した、良質な区民サービスを提供する。（品質向上）

世田谷区の情報システム全般について、横断的な視点により、導入支援、運用等
のライフサイクル全般への支援、提案等を行う。

事務センター維持管理
事業

自然エネルギー普及事業

公共システム支援事業

エ
フ
エ
ム
世
田
谷
放
送
事
業

Ｉ
Ｔ
支
援
事
業
区民情報環境支援事業

○

番組制作・販売事業

○

公益システム支援事業

イベント事業

世田谷美術館内のフランス料理店「ル・ジャルダン」では、美術品の鑑賞や公園
散策の合間などに本格的なフレンチを提供している。また、教育会館の喫茶「ル
ソー弦巻」、世田谷美術館地下喫茶「セタビカフェ」及びキャロットタワー内の
「カフェ くりっく」では、軽食やコーヒーなどを提供している。

「三茶パティオ内屋外広告板」（広告板10面）の運営管理を行っている。平成25
年度は、従来の利用宣伝広告に加え「セールスキャンペーン」を企画し、ダイレ
クトメールの発送、電話、訪問により利用促進を図るとともに、１件あたりの利
用期間の拡大を目指している。

自然エネルギー普及のための諸施策を進める世田谷区の政策方針に応え、区民等
に安価・安心・安全の太陽光発電システムを提供するため、メーカーや金融機関
等との提携による「せたがやソーラーさんさん事業」を進めている。

広告の企画・制作を行う。また、広告代理業を行う。

各種催事（音楽、スポーツ、祭、学会、集会等）を企画・運営する。また、各種
催事の司会業務等を行う。

コミュニティ放送施設を用いて報道、教育、教養、娯楽及び広告放送を行う。ま
た、防災・災害情報及び各種催事情報を提供する。

区民会館、区民センター等の災害発生時の情報収集・区民への情報環境の整備を
行う。
Ｗｅｂサイト「世田谷くみん手帖」を運営する。

事業名

指定管理者事業
（区民会館）

広告事業

コミュニティ放送事業

ラジオ放送番組の制作及び販売を行う。

〇
平成25年度より、池尻健康増進・交流施設の指定管理者としてレストラン・運動
室・集会施設の運営とともに、多世代の区民の健康増進・世代間交流を目的とし
た事業を行っている。

入退出管理、設備機器保守点検業務、清掃、警備等について、システム運用と連
携した施設維持管理業務を行う。

区の外郭団体に対して、情報システム導入、運用等の支援を行う。

飲食事業

事業内容

○

世田谷区民会館・玉川区民会館・三茶しゃれなあど・梅丘パークホールを指定管
理者として運営している。様々なイベントを開催しながら、利用率の向上を目指
し、地域の方を始め利用者の方々に喜ばれる施設運営を展開し、地域の活性化に
貢献している。
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（２）改善計画の推進状況

２４年度
（計画）

２４年度
（実績）

計画との
差

達成率 ２５年度
（計画）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

計画との
差

達成率

障害者雇用
被雇用者数（社員数：人）        76        76         - 100%        78         79 1 101%
全体に占める割合（％）        11        10      △ 1 91%        10  10.4 0.4 104%
法定雇用率（％）     28.59     28.00   △ 0.59 98%        28 26.17 △ 1.8 93%

高齢者雇用
被雇用者数（社員数：人）       373       412        39 110%       430 405 △ 25 94%
全体に占める割合（％）        54      54.4       0.4 101%        55 53.4 △ 1.6 97%

女性雇用
被雇用者数（社員数：人）       391       443        52 113%       461 443 △ 18 96%
全体に占める割合（％）        56      58.4       2.4 104%        59 58.4 △ 0.6 99%

地域雇用（区内在住社員数：人）      474       524        50 111%       547 524 △ 23 96%
全体に占める割合（％）        68      69.1       1.1 102%        70         69 △ 1 99%

※社員総数（人）       688       758        70 110%       781 759 △ 22 97%
地域社会への貢献活動（回）         8         4      △ 4 50%         6 7 1 117%
障害者就労場所の拡大（施設）        10        11         1 110%        12 12 - 100%

区内業者委託率（％）        55      54.2    △ 0.8 99%        55  54.7 △ 0.3 99%

地域社会への貢献活動（回）
ペットボトルキャップの回収
(㎏)

     　8
　　 300

       4
     607

    △ 4
     307

50%
        6
      700

        7
      870

 1
170

117%
124%

ｅ－ネット安心講座受講者(人）       100        75     △ 25 75%       100 - △ 100 0%

施設数（施設）        10        10         - 100%        10         10 - 100%

施設数（施設）        19        20         1 105%        20         20 - 100%

運協主催のイベント数（回）       203       205         2 101%       205        248 43 121%

施設数（施設）         9         9         - 100%         9          9 - 100%

施設数（施設）         5         6         1 120%         6          6 - 100%

施設数（施設）         3         3         - 100%         3          3 - 100%

農園数（園）        25        30         5 120%        30       26         24 △ 2 92%

利用区画数（区画）     1,124     1,088     △ 36 97%     1,088    1,078      1,005 △ 73 93%

施設数（施設）         4         4         - 100%         4          4 - 100%

販売金額（万円）       350       222    △ 128 63%       220        162 △ 58 74%

品目数（品）       200       215        15 108%       200        200 - 100%

管理棟数（棟）        26        27         1 104%        27         27 - 100%

管理戸数（戸）       277       280         3 101%       280        275 △ 5 98%

修繕回数（回）       205       223        18 109%       230        150 △ 80 65%

施設数（施設）         4         4         - 100%         4          4 - 100%

施設数（施設）         2         2         - 100%         1          1 - 100%

区内企業との連携

施
設
維
持
管
理
等
事
業

平成２４～２５年度の取組み方針

○区行財政運営を補完する地方公社として、迅速・公正・透明度の高い経営に努める。
○障害者、高齢者、女性等の就労できる場所の確保を図るとともに、障害者雇用の職種の拡大、新規事業分野の開拓を進める。
○区内企業との連携・協力の観点から、事業実施に必要となる場合は、「業務委託契約基準」の定めに基づき適正な運用を図る。
○これまでの社会貢献活動の取組を公企業の社会的責任の観点から検証・評価、体系化し、「社会貢献方針」に基づく取組を強化す
る。
○国際品質保証規格ISO9001に基づくマネジメントシステムを有効に活用するとともに、利用される区民のご意見・苦情対応等の仕組み
を強化する。（品質向上）
○株式会社エフエム世田谷との経営統合を通じて災害時の社会貢献体制を強化するとともに、エフエム世田谷の放送事業を通じて既
存の各事業の拡充、質の向上を検討する。

ア　事業目標

項目

雇
　
　
用

公園

区民農園

社
会
貢
献

社会貢献活動等

総合支所・まちづくりセンター等

区民センター・地区会館等

福祉作業所等

文化・教育、生涯学習施設

区政情報センター・コ－ナー

職員住宅

外郭団体関連

その他施設
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項目 ２４年度
（計画）

２４年度
（実績）

計画との
差

達成率 ２５年度
（計画）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

 計画との
差

達成率

売上（万円）      1,680      1,621      △ 59 96%      1,650     1,540      1,500 △ 40 97%

利用台数（台）     20,400     21,467      1,067 105%     23,000    20,500     21,620 1,120 105%

回転率（回／１日）       3.16       3.32       0.16 105%       3.50      3.15       3.35 0.2 106%

売上（万円）      2,962      2,108     △ 854 71%      2,330      2,033 △ 297 87%

施設数（施設）          2          2          - 100%          2          2 - 100%

利用料金（万円）      5,100      5,080      △ 20 100%      5,995      5,599 △ 396 93%

利用件数（件）      4,700      2,628   △ 2,072 56%      3,800      4,505 705 119%

施設数（施設）          2          2          - 100%          2          2 - 100%

利用率（％）         77       77.6        0.6 101%         80         77 △ 3 96%

実施回数（回）         20         18       △ 2 90%         20         20 - 100%

参加者数（人）      3,500      4,686      1,186 134%      5,000      1,950 △ 3,050 39%

売上（万円）     19,950     23,552      3,602 118%     24,576     23,220 △ 1,356 94%

来客者数（人）    133,100    177,699     44,599 134%    180,000    177,877 △ 2,123 99%

ウェディング数（件）         60         74         14 123%         85         77 △ 8 91%

イベント数（回）          7          9          2 129%         15        10          7 △ 3 70%

売上（万円）     14,828      4,109 △ 10,719 28%

来客者数（人）    298,000     84,226 △ 213,774 28%

売上（万円）          -        813        813      1,586        233 △ 1,353 15%

掲出件数（件）          -         12         12         24         12 △ 12 50%

パートナー企業数（社）         11         11          - 100% 11 9 9 - 100%

年間スポンサー数（件）         85         95         10 112%         90 100 89 △ 11 89%

ホームページアクセス数
（件／１ヵ月）

    82,000     87,569      5,569 107%     85,000 90,000 11,853 △ 78,147 13%

区民参加番組（本／１週間）         16         16          - 100%         17 16 15 △ 1 94%

災害時放送訓練（回）          2          1       △ 1 50%          2 1 △ 1 50%

売上（万円）          -        551        551      1,700         49 △ 1,651 3%

戸建住宅（戸）          -        193        193        300         12 △ 288 4%

事業用建物（棟）          -          -          -        160          3 △ 157 2%

自然エネルギー普及活動事業

物販事業

駐車場事業

ＩＴ支援事業

飲食事業

広告事業

エフエム世田谷放送事業

健康増進・交流事業
（せたがや　がやがや館）

事業企画・イベント開催

指
定
管
理
者
事
業

区民会館・利用料金制

区民会館・管理委託
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主な事業目標

障害者就労場所の拡大（施設）

11 12
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地域社会への貢献活動（回）

4 7
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実績 計画

●各項目の考え方
○雇用
・地域に根ざした企業活動を推進し、地域社会の発展と区民福祉の向上に寄与することを目的として、障害者雇用、高齢者雇
用、女性の雇用、地域雇用に積極的に取り組んでいく。
・障害者雇用については、法定雇用率２.０％を大幅に上回る目標を掲げ、引き続き世田谷区の「保護的就労」の拡充に寄与
していく。今後も職域の拡大を図り、区の障害者自立支援施策を補完する役割を担っていく。
〇区内企業との連携
　区内業者と連携・協力しながら、世田谷区の地域経済の発展に寄与していく。
○社会貢献事業
・施設社員からの自発的な提案により、ペットボトルキャップの回収を行い、ＮＰＯ法人を通じ、世界の子供たちへワクチン
提供を行っている。
・ｅ‐ネット安心講座とは、総務省、文部科学省等で構成されたｅ-ネットキャラバン運営協議会が実施している講座で、主
に児童・生徒と接する機会の多い保護者及び教職員向けに、インターネットの安心・安全利用に向けた啓発を行う講座であ
る。当社には講師の有資格者が３名在席しているが、スマートホンの急速な普及など、コミュニケーション手段の多様化によ
り、専門知識も複雑となったため、講師の派遣要請は縮小傾向にある。
・区との協定に基づき、災害時等には世田谷区と協力し、帰宅困難者支援施設の開設・運営や、物資集積所での物資の仕分け
作業等を行うとともに、災害防災情報等の放送を行っていく。
○施設維持管理等事業
・公共施設の適正な管理運営に努め、常に安全・安心に利用できる快適な空間を提供する。
・区民センターにおいては、地域コミュニティーの醸成に貢献するため、運営協議会の実施する地域活動のサポートを行って
いく。
〇駐車場事業
　研修により施設従事者の接遇力を上げ、利用者に対してのサービス向上と事故防止を目指す。
〇物販事業
・公園売店利用者のニーズにあった商品アイテムを調査し、品揃えを充実させるとともに、季節感のある商品を提供し、売上
増を目指す。
・区政情報センター（情報コーナー含む）における書籍や、次大夫堀民家園における民芸品の販売など利用者ニーズに応えて
いく。
〇指定管理者事業
・指定管理者事業では、指定管理施設の運営や、施設を活用した様々なイベントの開催などを通じて、区民生活の向上に貢献
していく。また、利用料金の収受にともなう振込制度の導入など、提供するサービスの向上や、企業・団体あてダイレクト
メールによるパンフレット配布などを行い、利用率の向上を図っていく。
・指定管理受託施設等を活用して、区民の健康づくりや、地域産業に貢献する自主事業を展開している。今後はＰＲ方法の拡
充、地域資源との連携を図りながら集客数をアップして、より多くの区民の生活の向上に貢献していく。
○飲食事業
　これまで培ってきたレストラン運営のノウハウを活用し、区民利用施設等での飲食事業の展開を図る。
○健康増進・交流事業（せたがや　がやがや館）
　健康増進･交流施設は高齢者を中心とした多世代の区民に、自らの健康を増進し、世代間交流を進め、生きがいを持って主
体的に活動することができる場および機会を提供することにより、豊かな地域社会の形成に寄与し、区民の福祉の向上を図る
ことを目的としている。指定管理者として、同施設を適正かつ円滑に管理運営し、がやがや館の集客向上も目指していく。
○広告事業
　従来の利用宣伝広告に加え「セールスキャンペーン」を企画し、ダイレクトメールの発送、電話、訪問により利用促進を図
ると共に、１件あたりの利用期間の拡大を目指す。
○ＩＴ支援事業
　世田谷区の情報システム全般について、横断的な視点で支援、提案等を行い、質の高いサービス提供の実現を図っていく。
○エフエム世田谷放送事業
　平成２４年７月１日に経営統合し、災害時の対応力を強化するとともに、エフエム世田谷の放送事業を通じて、地域のメ
ディアとして豊かなまちづくりの推進を図る。
○自然エネルギー普及活動事業
・自然エネルギー普及のための諸施策を進める世田谷区の政策方針に応え、区民等に安価・安心・安全に太陽光発電システム
を提供する事業を実施する。
・平成２４年度に実施した戸建住宅に加え、２５年度は集合住宅や区内事業者の省エネ対策等も対象として事業拡充を図る。
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●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
・株式会社エフエム世田谷との経営統合や、世田谷区の施策
に沿った「自然エネルギー普及活動事業（せたがやソーラー
さんさん事業）」、新事業分野となる「広告事業」、指定管
理者の公募により獲得した「健康増進・交流事業（せたがや
がやがや館）」、「プライバシーマークの取得」など、新た
な課題に社員一丸となって取り組んだ。
・ＩＲ情報をホームページで公開し、新たな経営指標（事業
別損益）のもと徹底したコスト削減を図った。また社内の監
査体制を刷新するなど、経営の透明性・効率性の向上に努め
た。

●今後の進め方
・新たに策定した「経営ビジョン」と「第２期行動プラン
（平成２６～２９年度）」に基づき、区の政策方針に沿っ
て、障害者雇用の拡大や、区内事業者と連携した新規事業の
開発・獲得に取り組み、経営基盤の強化と安定した雇用を実
現していく。
・そのための取り組みとして、人材育成と幹部社員の養成、
施設運営経費の削減、飲食事業の見直し、障害者雇用の拡
充、新規事業の展開などの重要な項目を着実に進めていく。

●区所管部のコメント
 （株）世田谷サービス公社は、障害者や高齢者、女性な
ど、区民雇用の拡大に取り組むとともに、公的性格と企業
的性格を併せ持つ経営体として、区と密接な連携をとりな
がら公共的サービスの実践に努めてきた。
　今後、５ヵ年を展望した経営指針である新たな経営ビ
ジョンのもと、さらなる区民雇用の促進と地域産業との連
携や地域貢献へ取り組むとともに、早期の収支改善を期待
する。
　区としては、外郭団体改革基本方針に掲げる障害者雇用
の拡充や経営基盤の強化といった課題の解決に向け、
（株）世田谷サービス公社と危機感を共有し、改革の取組
みの実現に向け、指導調整を図っていく。

●２５年度実績・目標達成に対する評価
・雇用において、高齢者・女性・地域雇用(区内在住者)の人
数は、ほぼ計画通り達成した。特に障害者については、雇用
率の算出方法の変更等に伴い減少したが、法定雇用率2.0％を
大きく超え、引き続き、世田谷区の障害者自立支援施策を補
完する役割を担う。
・障害者の就労場所と職種についても拡大に至った。また、
改正障害者雇用促進法の主旨に沿って、平成30年度からの精
神障害のある方の雇用実現に向け、区内の障害者就労支援団
体から職場体験を受け入れるなど、具体的な検討も開始し
た。
・地域社会への貢献活動回数を増やした。区民まつりでは古
本や雑貨の販売を行い約10万円を売上げ、障害者福祉団体の
２事業所へ5万円ずつ寄付を行った。ペットボトルキャップの
回収では５施設に回収箱を設置し、870kg（約374,100個≒ﾎﾟﾘ
ｵﾜｸﾁﾝ435人分相当）の回収量を達成した。

●外郭団体のコメント
＜主な事業目標、計画の推進状況について＞
○障害者の就労場所の拡大
・２５年４月から知的障害のある２名が「せたがや がやが
や館」内のレストラン「せたがやキッチン」で、調理補助
スタッフとして従事を開始した。就労場所の拡大ととも
に、職種の拡大も図られた。
○地域社会への貢献活動
・三軒茶屋駅周辺の清掃・放置自転車へ注意喚起（クリー
ンキャンペーン）や、ふるさと区民まつりでの雑貨等販売
など、社内の社会貢献委員を中心に活動を行った。
本社内で福祉作業所の生産物品（クッキー等）を定期的に
販売し、区内福祉団体の活動支援を行った。
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イ　財政計画　 （単位：百万円）

２４年度
（当初予算額）

２４年度
（決算額）

２５年度
（当初予算額）

２５年度
（決算額）

備考

平成２４～２５年度の取組み方針
○良質な区民サービスの向上を図る一方で、世田谷区の厳しい財政状況を踏まえ、人員
体制の見直しや業務の効率化によるコスト削減に努める。
○自主事業の強化や、新たな事業の開拓に努め、経営の安定を図る。

          △163

          △153

           2,420           2,549

項目

           2,448

                 7

                 7

          △195

経常利益

　　　区からの売上高

売上高            3,245            3,145           3,181

           2,644

           3,256

営業利益                  9

                 9           △130

売上高（百万円）

3,181 3,145

3,245 3,256

0

1000

2000

3000

4000

24年度 25年度決算額 当初予算額

●２５年度決算、目標達成に対する評価
・４月から始まった「健康増進・交流事業（せたがや が
やがや館）」では、立地等の問題から区民の認知度も低
く、有料施設利用者が当初の計画から大幅に落ち込み、事
業単体で１億２千万円の赤字となった。販管費や施設経費
等の徹底したコストカットを行ったが、最終的に３期連続
の赤字決算という厳しい結果になった。

●外郭団体のコメント
・事業別収支と予算管理を徹底し、あわせて、より一
層の経費削減を進めることにより、２６年度の収支予
測では、３期連続の赤字決算から脱却する見通しであ
る。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
・エフエム世田谷、自然エネルギー事業、広告事業、健康
増進・交流事業などの新たな事業開始に伴う初期経費と、
その後の売上が振るわなかったことにより、赤字決算と
なった。

●区所管部のコメント
  「健康増進・交流事業（せたがや がやがや館）」
を始めとした事業の経営不振により平成２３年度から
赤字を計上し、大変厳しい経営状況が続いており、今
後も更なる経営努力と自主事業の新規開拓等が課題と
なる。
  新実施計画に掲げる障害者雇用の拡充や施設運動経
費の削減、飲食事業の見直しなど、（株）世田谷サー
ビス公社と連携し、掲げた取組みを着実に推進すると
ともに早期の収支改善を実現し、経営基盤を強化する
よう指導調整していく。

●今後の進め方
・引き続きコストカットに取り組み、経営効率を高めてい
く。
・飲食事業では不採算店舗の経営転換や廃止等、事業の継
続性を見極める。
・新規事業の開発・獲得にあっては、一般民間事業者と競
合する事業への参画について見直しを行う。
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ウ　人員計画　 （単位：人）

備考

758 781 781 781

                         650非常勤・嘱託等

役員数

項目

平成２４～２５年度の取組み方針
○組織人員体制を検証・評価し、より一層多様な雇用を図るなど、機動的・効率的な組
織体制を整備する。
○固有社員を監督職・管理職として計画的に育成する。
○中長期的な採用計画を整備し、適正な人材の人員計画を策定する。

                             5

                           62

                         620

契約社員等

　常勤役員数

　うち派遣社員数

常勤社員数(役員除く)

                             2

                           68

                           62

                             1

                           61

２５年度

                             8

                             5

２４年度

                             8

常勤職員数（人）

62 62

0
10
20
30
40
50
60
70

24年度 25年度

●２５年度組織・人員数・目標達成に対する評価
・新たな管理職昇任選考制度を構築し、選考試験の結果、
社内から管理職候補者が生まれた。
・事業規模に応じて施設従業員を採用した。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
・２年間で世田谷区からの派遣社員を、幹部職員は３名か
ら２名に、非幹部職員は２名から１名に削減した。
・社員育成研修プログラムに基づき、職層に応じた研修を
実施した。

●今後の進め方
・事業規模や雇用状況を勘案し、必要に応じて人材を確保
していく。

●外郭団体のコメント
・正社員の再雇用制度を見直し、希望者を６５歳ま
で継続雇用するため就業規則を改正した。
・引き続き、社員の定数管理の適正化を図る。

●区所管部のコメント
　新たな管理職昇任選考制度の構築や機動的・効率
的な組織体制の整備により、区からの派遣社員数は
削減されており、固有社員への計画的育成の推進が
図られている。
　今後も、自立した経営を目指し、専門的スキルの
向上と社内からの管理職登用に向け調整・支援す
る。
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（
３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
総
務
部
門
の
効
率
化

２
５
年
度

検
討

検
討

実
施

実
施

給
与
事
務
（
給
与
・
賞
与
・
年
末
調
整
・
社
会
保
険
・
自
動
仕

訳
）
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
実
施
し
た

Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
を
活
用
し
た
勤
怠
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
、
給
与
事
務

と
連
携
を
図
っ
た

定
型
業
務
(
給
与
・
勤
怠
)
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
行
い
、
事
務

の
効
率
化
が
図
ら
れ
た

②
執
行
体
制
の
効
率
的
・
機
能
的
整
備

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
証
・
実
施

実
施

新
規
事
業
等
に
効
率
的
に
対
応
す
る
た
め
組
織
を
整
備
し
た

新
規
事
業
の
獲
得
や
安
定
稼
動
、
サ
ー
ビ
ス
品
質
の
向
上
を
目
途

と
し
、
機
動
的
・
効
率
的
な
執
行
体
制
を
整
備
し
た

③
人
員
計
画
の
策
定
（
採
用
計
画
）

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
改
善
・
実
施
改
善
・
実
施
正
社
員
の
再
雇
用
制
度
を
見
直
し
、
希
望
者
を
6
5
歳
ま
で
継
続
雇

用
と
す
る
た
め
、
就
業
規
則
を
改
正
し
た

社
員
の
退
職
補
充
等
、
必
要
な
人
材
は
外
部
か
ら
の
登
用
を
基
本

と
す
る

事
業
規
模
や
雇
用
状
況
を
勘
案
し
、
必
要
に
応
じ
て
新
卒
採
用
を

実
施
す
る

引
き
続
き
、
本
社
社
員
の
定
数
管
理
の
適
正
化
を
図
る

④
事
業
別
収
支
計
画
・
事
業
別
収
支
管
理

２
４
年
度

改
善
・
実
施
改
善
・
実
施
改
善
・
実
施
改
善
・
実
施
事
業
別
収
支
管
理
方
式
へ
移
行
し
た

事
業
別
予
算
管
理
方
式
へ
移
行
し
た

⑤
資
産
運
用
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

２
３
年
度

実
施

実
施

運
用

運
用

「
資
産
運
用
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
基
づ
き
都
債
を
購
入
し
た

「
資
産
運
用
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
基
づ
き
、
時
流
に
即
し
て
流
動

性
・
収
益
性
・
安
全
性
に
配
慮
し
た
資
産
運
用
が
行
わ
れ
た

①
人
事
考
課
制
度
（
目
標
管
理
・
自
己
申
告
制
度
）

の
評
価
・
改
善

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
目
標
管
理
に
よ
る
人
事
考
課
・
勤
務
評
定
を
実
施
し
た

目
標
管
理
・
自
己
申
告
方
式
の
人
事
考
課
制
度
に
改
正
し
た

②
人
事
・
給
与
制
度
の
評
価
・
改
善

２
６
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
従
前
、
社
員
区
分
ご
と
に
独
立
し
て
い
た
就
業
規
則
（
社
員
・
契

約
社
員
・
臨
時
社
員
）
を
一
本
化
し
た

準
社
員
制
度
を
廃
止
し
た

人
事
制
度
の
見
直
し
を
行
い
、
従
前
、
社
員
・
準
社
員
・
契
約
社

員
・
臨
時
社
員
だ
っ
た
社
員
区
分
を
社
員
と
契
約
社
員
に
改
め
た

③
人
事
・
昇
任
制
度
の
評
価
・
改
善

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
管
理
職
昇
任
選
考
制
度
を
改
正
し
、
選
考
試
験
を
実
施
し
た

新
た
な
管
理
職
昇
任
選
考
制
度
に
基
づ
く
選
考
試
験
を
実
施
し
、

社
内
か
ら
管
理
職
候
補
者
が
生
ま
れ
た

④
社
員
育
成
研
修
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
再
整
備

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
新
た
な
職
層
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
策
定
し
、
年
間
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

に
基
づ
き
研
修
を
実
施
し
た

職
層
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
再
整
備
が
図
ら
れ
た

⑤
技
能
・
資
格
取
得
奨
励
研
修
の
実
施

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
職
能
研
修
の
策
定
に
向
け
、
有
用
な
資
格
や
技
能
の
洗
い
出
し
を

行
っ
た

専
門
分
野
別
の
職
能
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
に
向
け
て
、
検
討

が
進
め
ら
れ
た

⑥
職
場
内
実
務
研
修
の
計
画
的
実
施

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
毎
月
月
初
に
開
催
す
る
施
設
の
責
任
者
会
議
（
主
任
会
議
）
の
終

了
後
に
、
社
内
講
師
に
よ
る
施
設
維
持
管
理
の
シ
ョ
ー
ト
セ
ミ

ナ
ー
を
適
宜
開
催
し
た

専
門
知
識
を
有
す
る
社
員
を
社
内
講
師
と
し
て
活
用
し
た

平
成
２
４
～
２
５
年
度
の
取
組
み
方
針

○
公
社
経
営
改
革
に
向
け
た
基
盤
強
化
及
び
経
営
革
新
に
向
け
た
経
営
課
題
、
及
び
公
社
運
営
の
喫
緊
の
課
題
へ
の
取
組
み
手
順
、
実
施
目
途
を
明
示
す
る
。

○
こ
の
期
間
の
取
組
項
目
は
、
前
計
画
期
間
の
実
績
を
踏
ま
え
、
経
営
資
源
の
効
率
的
な
活
用
、
公
社
経
営
力
の
強
化
及
び
透
明
度
の
高
い
経
営
を
目
指
す
項
目
を
重
点
課
題
と
し
て
取
り
組
む
。

項
目

実
施
年
度

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

―
執
行
体
制
の
簡
素
･効
率
化
―

―
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
―

２
４
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
実
績
）
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⑦
弾
力
的
な
勤
務
時
間
制
度

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
Ｉ
Ｔ
支
援
部
で
シ
フ
ト
勤
務
と
土
日
出
勤
（
交
代
制
勤
務
）
を
、

Ｆ
Ｍ
放
送
事
業
本
部
で
シ
フ
ト
制
勤
務
を
導
入
し
た

弾
力
的
な
勤
務
時
間
制
度
を
導
入
し
た

※
フ
レ
ッ
ク
ス
制
度
や
サ
マ
ー
タ
イ
ム
は
、
世
田
谷
区
や
公
共
施

設
の
営
業
時
間
と
差
異
が
生
じ
、
本
社
業
務
に
支
障
を
来
た
す
た

め
導
入
し
な
い

⑧
多
様
な
雇
用
形
態
の
導
入

２
０
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
育
児
休
業
取
得
社
員
の
欠
員
補
充
と
し
て
、
人
材
派
遣
会
社
を
活

用
し
た

育
児
・
介
護
休
業
制
度
の
下
、
３
名
が
育
児
休
業
を
取
得
し
、
育

児
短
時
間
や
育
児
交
通
時
間
な
ど
の
各
種
制
度
を
活
用
し
た

①
事
業
評
価
制
度
の
検
証
・
改
善

２
４
年
度

検
討
・
実
施

検
討

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施

顧
客
満
足
度
の
向
上
の
た
め
、
宴
会
受
注
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し

た 月
２
回
の
施
設
回
り
時
に
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
実
施
し
、
特
に
「
せ

た
が
や
キ
ッ
チ
ン
」
の
業
績
向
上
に
注
力
し
た

顧
客
満
足
度
の
向
上
に
向
け
た
活
動
が
実
践
さ
れ
た

②
事
業
継
続
計
画
の
策
定

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
世
田
谷
区
情
報
政
策
課
と
防
災
演
習
(
避
難
訓
練
)
を
実
施
し
た

Ｉ
Ｔ
支
援
部
内
社
員
の
安
否
確
認
や
拠
点
間
連
絡
訓
練
を
実
施
し

た

Ｉ
Ｔ
支
援
部
の
事
業
継
続
計
画
が
策
定
さ
れ
、
各
種
訓
練
を
実
施

し
た

全
社
版
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
く

③
第
三
者
評
価
制
度
の
実
施
（
ＩＳ
Ｏ
９
０
０
１
）

１
７
年
度

実
施

実
施

更
新
・
実
施
更
新
・
実
施
更
新
審
査
の
結
果
、
2
0
1
6
年
８
月
ま
で
Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
１
の
認
証

を
継
続
し
た

内
部
監
査
の
執
行
体
制
を
簡
素
化
し
、
業
務
量
を
軽
減
し
た

Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
１
の
各
種
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
全
施
設
に
展
開
し
、
浸

透
を
図
っ
た

④
施
設
維
持
管
理
事
業
の
改
善

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施

実
施

実
施

2
6
年
度
よ
り
一
部
の
施
設
に
お
い
て
夜
間
清
掃
を
編
成
し
、
日
常

清
掃
の
適
正
な
人
員
配
置
を
実
施
し
た

Ｉ
Ｓ
Ｏ
の
管
理
手
法
の
全
施
設
へ
の
周
知
と
あ
わ
せ
、
各
施
設
の

清
掃
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
た

施
設
管
理
・
運
営
業
務
の
効
率
化
が
図
ら
れ
た

⑤
指
定
管
理
者
受
託
施
設
運
営
改
善

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
事
業
企
画
担
当
課
を
設
置
し
、
指
定
管
理
施
設
の
公
募
に
参
加
し

た

せ
た
が
や
 
が
や
が
や
館
の
指
定
管
理
者
に
選
定
さ
れ
た

2
7
年
度
の
指
定
管
理
施
設
の
公
募
獲
得
に
向
け
て
、
競
争
力
の
強

化
を
図
っ
て
い
る

⑥
障
害
者
雇
用
拡
大
に
向
け
た
新
規
事
業
の
開

発
・
提
案

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施

社
内
検
定
制
度
（
清
掃
検
定
）
を
構
築
し
、
２
事
業
所
で
実
施
し

た 「
せ
た
が
や
キ
ッ
チ
ン
」
で
当
社
障
害
の
あ
る
社
員
及
び
特
別
支

援
学
校
生
徒
を
対
象
に
実
習
を
実
施
し
た

障
害
者
就
労
支
援
団
体
か
ら
、
精
神
障
害
の
あ
る
方
の
就
労
訓
練

を
受
け
入
れ
た

障
害
の
あ
る
社
員
の
職
種
･
就
労
場
所
の
拡
大
が
図
ら
れ
た

⑦
危
機
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

２
３
年
度

実
施

検
討
・
実
施

実
施

実
施

震
災
発
生
時
用
の
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
た

地
震
発
生
を
想
定
し
た
緊
急
連
絡
訓
練
や
、
エ
フ
エ
ム
世
田
谷
で

の
災
害
放
送
訓
練
を
実
施
し
た

地
震
発
生
時
の
避
難
誘
導
、
被
害
報
告
、
緊
急
参
集
等
に
関
す
る

マ
ニ
ュ
ア
ル
を
整
備
し
た

⑧
シ
ス
テ
ム
支
援
事
業

（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
事
業
）
の
見
直
し

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施

実
施

実
施

新
規
事
業
を
実
施
し
た

サ
ー
ビ
ス
レ
ベ
ル
評
価
と
シ
ス
テ
ム
構
成
管
理
を
行
っ
た

Ａ
ｃ
ｃ
ｅ
ｓ
ｓ
等
の
設
計
・
開
発
や
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
管
理
を
行
っ

た

メ
ー
カ
ー
色
の
な
い
強
み
を
活
か
し
た
新
た
な
事
業
分
野
の
開
発

を
進
め
て
い
る

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

―
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
―

―
団
体
事
業
の
見
直
し
―

項
目

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
実
績
）
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⑨
飲
食
事
業
の
今
後
の
あ
り
方

２
３
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施

企
画
展
や
演
劇
公
演
と
の
コ
ラ
ボ
メ
ニ
ュ
ー
の
開
発
や
、
せ
た
が

や
キ
ッ
チ
ン
で
の
宴
会
プ
ラ
ン
の
提
供
な
ど
、
集
客
向
上
を
図
っ

た 全
店
舗
の
合
同
会
議
を
実
施
し
、
内
容
を
検
証
し
た

「
ギ
ャ
ラ
リ
ー
カ
フ
ェ
 
く
り
っ
く
」
を
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
オ
ー
プ
ン

し
、
「
せ
た
が
や
キ
ッ
チ
ン
」
を
新
た
に
開
店
し
た

飲
食
お
客
様
窓
口
担
当
の
新
設
な
ど
、
飲
食
事
業
の
強
化
を
図
っ

た

⑩
公
社
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
改
善

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施

実
施

実
施

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
を
実
施
し
、
「
世
田
谷
く
み
ん

手
帖
」
「
ヤ
ネ
ル
ギ
ー
」
「
セ
タ
ビ
カ
フ
ェ
」
「
池
尻
複
合
施

設
」
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
新
た
に
開
設
し
た

Ｗ
ｅ
ｂ
サ
イ
ト
「
世
田
谷
く
み
ん
手
帖
」
を
開
設
し
、
区
民
向
け

の
イ
ベ
ン
ト
情
報
を
発
信
し
た

⑪
新
規
自
主
事
業
の
検
討
・
開
発

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施

実
施

実
施

指
定
管
理
者
施
設
で
自
主
イ
ベ
ン
ト
を
２
０
回
開
催
し
、
ア
ン

ケ
ー
ト
や
集
客
数
か
ら
検
証
を
行
っ
た

三
軒
茶
屋
駅
地
下
通
路
の
広
告
事
業
を
開
始
し
た

自
然
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
の
普
及
に
資
す
る
せ
た
が
や
ソ
ー
ラ
ー
さ
ん
さ
ん
事

業
を
開
始
し
た

指
定
管
理
者
施
設
の
自
主
イ
ベ
ン
ト
を
企
画
し
、
計
画
的
な
開
催

と
改
善
を
図
っ
た

⑫
営
業
力
の
強
化

-
-

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施

エ
フ
エ
ム
世
田
谷
に
営
業
課
を
新
設
し
、
正
社
員
１
名
と
契
約
社

員
１
名
を
増
員
し
た

ラ
ジ
ネ
タ
（
Ｐ
Ｒ
誌
）
の
増
刷
・
配
布
拡
大
や
、
マ
ス
コ
ッ
ト

キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
（
Ｄ
Ｊ
せ
た
ハ
チ
）
の
グ
ッ
ズ
等
を
作
成
し
広
く

周
知
を
図
っ
た

開
局
1
5
周
年
を
記
念
し
た
特
別
番
組
の
放
送
や
ス
ペ
シ
ャ
ル
ラ
イ

ブ
の
開
催
や
、
マ
ス
コ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
「
Ｄ
Ｊ
せ
た
ハ
チ
」

な
ど
、
Ｐ
Ｒ
活
動
を
充
実
さ
せ
、
営
業
力
の
強
化
を
図
っ
た

①
個
人
情
報
保
護
規
程
の
運
用
体
制
の
強
化
・
整

備
２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
個
人
情
報
保
護
規
程
・
個
人
情
報
保
護
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
基
づ
き
、

個
人
情
報
の
適
切
な
管
理
を
行
っ
た

Ｊ
Ｉ
Ｓ
Ｑ
１
５
０
０
１
に
則
し
た
個
人
情
報
マ
ニ
ュ
ア
ル
と
個
人

情
報
保
護
方
針
を
整
備
し
、
個
人
情
報
の
保
護
を
徹
底
し
た

②
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
マ
ー
ク
の
取
得

２
５
年
度

検
討

検
討
・
実
施

実
施

実
施

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
マ
ー
ク
取
得
済
（
２
５
年
３
月
）

社
内
監
査
を
実
施
し
た

個
人
情
報
の
保
護
体
制
を
再
整
備
し
、
２
５
年
３
月
に
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
マ
ー
ク
を
取
得
し
た

③
ＩＲ
（
経
営
）
情
報
の
開
示

２
４
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
定
款
を
改
正
し
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
決
算
公
告
を
行
っ
た

事
業
報
告
書
に
新
た
な
Ｉ
Ｒ
情
報
（
事
業
別
損
益
）
を
掲
載
し
た

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
経
営
指
標
や
経
営
情
報
を
開
示
す
る
な
ど
、
経

営
の
透
明
性
の
向
上
が
図
ら
れ
た

④
財
務
監
査
基
準
及
び
体
制
・
監
査
結
果
の
開
示

２
５
年
度

検
討

検
討
・
実
施

実
施

実
施

専
門
部
門
に
よ
る
社
内
監
査
を
実
施
し
た

監
査
で
の
指
摘
項
目
と
改
善
内
容
を
他
施
設
に
開
示
し
、
水
平
展

開
が
図
ら
れ
た

監
査
体
制
が
整
備
さ
れ
、
監
査
結
果
が
広
く
開
示
さ
れ
た
、

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

―
団
体
事
業
の
見
直
し
―

―
経
営
の
透
明
性
の
向
上
―

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

項
目

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）
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①
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
・
経
営
計
画
の
策
定

２
５
年
度

検
討

検
討

実
施

実
施

新
た
な
「
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
」
を
策
定
し
た

「
当
面
の
行
動
プ
ラ
ン
」
の
計
画
年
次
終
了
に
伴
い
、
新
た
に

「
第
２
期
行
動
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
た

新
た
な
「
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
」
が
策
定
さ
れ
、
中
長
期
の
公
社
経
営

の
方
向
性
が
社
員
に
広
く
示
さ
れ
た

②
社
会
貢
献
活
動
方
針
の
策
定

２
５
年
度

検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施
検
討
・
実
施

8
7
0
ｋ
ｇ
（
約
3
7
4
,
1
0
0
個
）
の
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
キ
ャ
ッ
プ
を
回
収

し
た

せ
た
が
や
区
民
ま
つ
り
の
売
上
金
を
、
区
内
の
障
害
者
福
祉
団
体

へ
寄
付
し
た

区
内
福
祉
団
体
が
製
作
し
た
菓
子
や
雑
巾
等
の
購
入
を
通
じ
て
福

祉
団
体
の
活
動
を
支
援
し
た

現
行
の
社
会
貢
献
活
動
方
針
の
検
証
と
評
価
を
行
い
、
現
方
針
に

基
づ
き
2
6
年
度
の
活
動
計
画
を
策
定
し
た

※
新
た
な
社
会
貢
献
活
動
方
針
の
策
定
は
見
送
る

※
区
所
管
部
の
取
組
み

-
実
施

実
施

実
施

実
施

取
締
役
会
や
外
郭
団
体
連
絡
協
議
会
等
を
通
じ
て
、
公
社
経
営
改

革
に
関
す
る
指
導
・
調
整
の
実
施
。

経
営
状
況
報
告
に
お
け
る
事
業
計
画
の
事
業
別
損
益
の
掲
載
な

ど
、
経
営
の
透
明
性
の
向
上
に
寄
与
す
る
と
と
も
に
、
外
郭
団
体

改
革
基
本
方
針
を
策
定
し
、
公
社
経
営
改
革
に
向
け
た
基
盤
強
化

及
び
経
営
革
新
に
向
け
た
方
針
を
明
ら
か
に
し
た
。

２
５
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

―
そ
の
他
―

２
５
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

指
導
、
調
整

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

項
目

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

項
目

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）

●
２
５
年
度
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

　 ○
給
与
事
務
（
給
与
・
賞
与
・
年
末
調
整
・
社
会
保
険
・
伝
票

仕
訳
）
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
実
施
し
、
従
前
は
毎
月
４
名

で
行
っ
て
い
た
給
与
関
連
事
務
が
、
２
．
５
名
程
度
の
事
務
量

と
な
り
、
人
件
費
の
圧
縮
と
消
耗
品
費
の
削
減
が
図
ら
れ
た
。

○
タ
イ
ム
レ
コ
ー
ダ
ー
を
廃
止
し
、
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
を
活
用
し
た

勤
怠
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
た
こ
と
で
、
勤
務
状
況
の
速
や
か
な

把
握
と
、
労
働
力
の
適
正
配
置
に
つ
な
が
っ
た
。
今
後
、
シ
ス

テ
ム
を
浸
透
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
施
設
監
督
者
と
本
社
事
務

担
当
者
の
事
務
軽
減
に
つ
な
げ
て
い
く
。

○
保
護
的
就
労
か
ら
一
般
就
労
へ
の
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
と
、
清

掃
ス
キ
ル
の
維
持
・
向
上
、
士
気
の
高
揚
を
目
標
に
、
社
内
で

「
清
掃
作
業
検
定
」
制
度
を
構
築
し
、
２
６
年
３
月
に
１
回
目

と
な
る
検
定
を
実
施
し
た
。

○
世
田
谷
区
の
新
た
な
基
本
計
画
や
、
従
業
員
か
ら
の
意
見
を

も
と
に
、
平
成
２
６
年
度
か
ら
お
お
む
ね
５
ヵ
年
を
展
望
し
た

経
営
の
指
針
と
な
る
「
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
」
を
策
定
し
た
。

●
２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

　 ○
事
業
別
収
支
管
理
方
式
へ
移
行
し
、
事
業
ご
と
の
収
支
状

況
の
把
握
と
、
適
正
な
コ
ス
ト
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
に
つ
な
が
っ

た
。

○
個
人
情
報
保
護
体
制
を
再
整
備
し
、
Ｊ
Ｉ
Ｓ
Ｑ
１
５
０
０

１
に
則
し
た
個
人
情
報
保
護
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
基
づ
く
活
動
を

行
い
、
外
部
審
査
を
経
て
、
２
５
年
３
月
に
プ
ラ
イ
バ
シ
ー

マ
ー
ク
の
認
証
を
取
得
し
た
。

○
障
害
者
の
就
労
場
所
の
拡
大
に
取
り
組
み
、
２
年
間
で
２

施
設
拡
大
さ
れ
た
。
２
６
年
度
か
ら
は
さ
ら
に
３
施
設
増

え
、
区
内
５
つ
の
地
域
（
世
田
谷
・
北
沢
・
玉
川
・
砧
・
烏

山
）
全
て
で
の
就
労
場
所
が
実
現
し
、
障
害
の
あ
る
社
員
の

身
近
な
地
域
で
の
就
労
の
利
便
性
が
図
ら
れ
る
。

○
総
務
省
の
許
可
を
得
て
、
２
５
年
４
月
か
ら
緊
急
地
震
速

報
が
エ
フ
エ
ム
世
田
谷
の
放
送
内
で
流
れ
る
よ
う
に
な
り
、

地
域
防
災
力
の
強
化
が
図
ら
れ
た
。

○
新
た
な
管
理
職
昇
任
選
考
制
度
を
構
築
し
、
選
考
試
験
の

結
果
、
社
内
か
ら
管
理
職
候
補
者
が
生
ま
れ
た
。

●
今
後
の
進
め
方

○
世
田
谷
区
が
策
定
し
た
『
外
郭
団
体
改
革
基
本
方
針
』
に

沿
っ
て
、
施
設
維
持
管
理
等
業
務
に
お
け
る
専
門
性
の
再
構
築

な
ど
事
業
全
体
を
検
証
す
る
一
方
、
一
般
民
間
事
業
者
と
競
合

す
る
事
業
へ
の
参
画
に
つ
い
て
見
直
し
を
行
う
。
ま
た
、
障
害

者
雇
用
の
拡
大
や
区
内
事
業
者
と
の
連
携
な
ど
に
よ
る
、
区
の

政
策
方
針
に
沿
っ
た
新
規
事
業
の
開
発
・
獲
得
、
将
来
に
つ
な

が
る
人
材
の
確
保
・
育
成
・
能
力
の
向
上
な
ど
に
積
極
的
に
取

り
組
み
、
特
に
不
採
算
事
業
の
収
支
改
善
を
早
急
に
実
現
す
る

等
、
経
営
基
盤
を
強
化
す
る
。

○
具
体
の
取
組
項
目
と
目
標
は
、
①
人
材
育
成
と
幹
部
社
員
の

養
成
　
②
施
設
運
営
経
費
の
削
減
（
適
正
な
経
費
の
見
直
し
）

③
飲
食
事
業
の
見
直
し
　
④
障
害
者
雇
用
の
拡
充
　
⑤
新
規
事

業
の
展
開
と
な
る
。
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

飲
食
事
業

指
定
管
理
者
非
選
定
に
伴
う

事
業
規
模
の
縮
小
や
、
飲
食

事
業
の
公
募
対
応
な
ど
、
今

後
に
お
け
る
事
業
展
開
が
大

き
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

レ
ス
ト
ラ
ン
部
門
、
喫
茶
部

門
の
見
直
し
を
行
い
、
事

業
内
容
の
充
実
を
図
る
。

区
民
利
用
施
設
（
飲
食
含

む
）
に
お
け
る
指
定
管
理
者

公
募
に
向
け
て
の
準
備
な

ど
、
新
た
な
施
設
の
獲
得
を

目
指
す
。

  
 1
9
9
,5
0
0
  
  
  
  
  
  
-
  
 2
3
5
,5
2
2
  
  
  
  
  
  
-
  
 2
4
5
,7
6
0
  
  
  
  
  
  
-
  
 2
3
2
,2
0
1
  
  
  
  
  
  
-

駐
車
場
事
業

駐
車
場
の
構
造
上
、
地
上
、

地
下
2
,3
階
と
な
っ
て
い
る

為
、
稼
働
効
率
が
悪
く
利
用

者
が
少
な
い
。
駐
車
場
自
体

の
認
知
度
が
低
い
為
、
宣
伝

力
を
つ
け
る
。

駐
車
場
の
認
知
度
を
上
げ

る
為
、
夜
の
看
板
照
明
や
、

カ
ー
ナ
ビ
ゲ
ー
シ
ョ
ン
の
登

録
等
、
有
効
性
の
検
討
・
検

証
を
し
、
利
用
者
の
増
加
と

売
上
向
上
を
図
る
。

2
4
年
度
の
経
過
を
検
証

し
、
新
た
な
改
善
を
検
討
す

る
。
特
に
接
遇
の
向
上
と
事
故

防
止
の
万
全
を
目
指
す
。

  
  
 1
7
,0
0
0
  
  
  
  
  
  
-
  
  
 1
6
,2
1
2
  
  
  
  
  
  
-
  
  
 1
6
,5
0
0
  
  
  
  
  
  
-
  
  
 1
5
,0
0
5
  
  
  
  
  
  
-

公
園
売
店
・
物
品
販

売
店
舗
の
老
朽
化
、
販
売
方

法
、
物
品
の
マ
ン
ネ
リ
化
等
、

前
例
を
踏
襲
の
ス
タ
イ
ル
か

ら
脱
却
し
、
区
民
ニ
ー
ズ
に

見
合
っ
た
営
業
方
法
を
展
開

す
る
。

品
揃
え
や
人
員
体
制
な
ど

を
再
構
築
し
、
原
価
の
見

直
し
を
行
い
、
利
用
者
の

ニ
ー
ズ
に
応
え
な
が
ら
、
収

益
性
の
向
上
を
図
る
。

区
民
満
足
度
を
向
上
さ
せ

る
為
、
顧
客
ニ
ー
ズ
を
把
握

し
、
更
な
る
利
便
性
や
売
上

の
向
上
を
図
っ
て
い
く
。

  
  
 2
9
,6
2
9
  
  
  
  
  
  
-
  
  
 2
1
,0
8
7
  
  
  
  
  
  
-
  
  
 2
3
,3
0
0
  
  
  
  
  
  
-
  
  
 2
0
,3
3
2
  
  
  
  
  
  
-

事
業
企
画
開
催

１
事
業
に
か
か
る
予
算
、
機

動
力
に
限
界
が
あ
り
、
過
去

に
実
施
し
た
集
客
力
の
あ
る

人
気
イ
ベ
ン
ト
を
繰
り
返
す

等
、
企
画
に
偏
り
が
見
ら
れ

る
。
イ
ベ
ン
ト
の
周
知
方
法
を

再
考
す
る
必
要
が
あ
る
。

各
地
の
指
定
管
理
者
施
設

の
イ
ベ
ン
ト
を
視
察
す
る
な

ど
情
報
収
集
を
行
い
、
イ
ベ

ン
ト
構
成
、
宣
伝
方
法
を
改

善
し
、
事
業
内
容
の
充
実

を
図
る
。

自
社
企
画
の
イ
ベ
ン
ト
に
加

え
、
他
団
体
と
の
タ
イ
ア
ッ

プ
イ
ベ
ン
ト
を
計
画
し
、
事

業
内
容
の
充
実
を
図
る
。

  
  
  
1
,1
0
0
  
  
  
  
  
  
-
  
  
  
  
 5
9
8
  
  
  
  
  
  
-
  
  
  
1
,5
0
0
  
  
  
  
  
  
-
  
  
  
  
 6
0
5
  
  
  
  
  
  
-

（
４
）
外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）

２
５
年
度

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題

２
４
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
５
年
度

２
４
年
度
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平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

２
５
年
度

事
務
事
業
名

等
現
状
と
課
題

２
４
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
５
年
度

２
４
年
度

広
告
事
業

広
告
事
業
に
応
札
し
、
2
4
年

７
月
か
ら
事
業
を
開
始
し
て

い
る
。
通
常
の
屋
外
広
告
板

だ
け
で
な
く
、
Ｆ
Ｍ
世
田
谷
や

Ｗ
ｅ
ｂ
サ
イ
ト
「
世
田
谷
く
み
ん

手
帖
」
と
の
一
体
的
な
展
開

が
必
要
で
あ
る
。

―

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
企
画
や
Ｄ

Ｍ
の
発
送
な
ど
の
営
業
に

加
え
、
Ｆ
Ｍ
世
田
谷
の
放

送
や
世
田
谷
く
み
ん
手
帖

に
よ
る
電
子
媒
体
と
の
タ
イ

ア
ッ
プ
展
開
を
行
い
、
利
用

促
進
を
図
る
。

  
  
 1
4
,0
0
0

  
  
  
8
,1
3
3
  
  
  
  
  
  
-
  
  
 1
5
,8
6
8
  
  
  
  
  
  
-
  
  
  
2
,3
3
1
  
  
  
  
  
  
-

エ
フ
エ
ム
世
田
谷
放

送
事
業

世
田
谷
の
情
報
を
中
心
に

3
6
5
日
放
送
し
て
い
る
。
災
害

時
に
は
昼
夜
を
問
わ
ず
、
情

報
発
信
に
努
め
て
い
る
。
3
月

1
1
日
の
震
災
時
の
放
送
等

で
、
エ
フ
エ
ム
世
田
谷
が
評

価
さ
れ
た
。
災
害
時
に
聴
い

て
も
ら
え
る
よ
う
、
日
常
的
に

聴
い
て
も
ら
え
る
番
組
作
り
が

必
要
で
あ
る
。

日
常
的
に
聴
い
て
も
ら
え
る

番
組
作
り
に
努
め
る
と
と
も

に
、
災
害
時
に
は
、
す
ば

や
く
放
送
で
き
る
体
制
の
整

備
を
図
り
、
周
辺
の
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
放
送
局
と
も
連
携

し
、
情
報
の
共
有
と
情
報
発

信
を
的
確
に
行
う
。

日
常
的
に
聴
い
て
も
ら
え
る

番
組
作
り
に
努
め
る
と
と
も

に
、
災
害
時
に
は
、
す
ば

や
く
放
送
で
き
る
体
制
の
整

備
を
図
り
、
周
辺
の
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
放
送
局
と
も
連
携

し
、
情
報
の
共
有
と
情
報
発

信
を
的
確
に
行
う
。
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0
6
,9
6
0
  
  
  
  
  
  
  
-
  
  
  
 9
3
,6
4
8
  
  
  
  
  
  
  
-
  
  
 1
5
0
,0
0
0
  
  
  
  
  
  
  
-
  
  
 1
5
1
,3
0
9
  
  
  
  
  
  
  
-

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
普

及
活
動
事
業

短
期
間
で
の
実
績
と
し
て
は

一
定
の
評
価
を
得
た
と
い
え

る
が
、
更
な
る
自
然
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
普
及
に
取
り
組
む
た

め
、
周
知
活
動
の
強
化
と
戸

建
て
住
宅
に
加
え
て
新
た
な

対
象
建
物
に
取
組
む
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
る
。

―

集
合
住
宅
、
事
務
所
、
店

舗
等
新
た
な
対
象
の
受
け

入
れ
態
勢
を
構
築
す
る
た

め
、
メ
ー
カ
ー
、
提
携
金
融

機
関
と
の
連
携
の
更
な
る

強
化
を
図
り
、
説
明
会
形
式

の
周
知
活
動
等
を
充
実
す

る
。
補
助
金
や
余
剰
電
力

売
電
価
格
の
減
額
に
対
応

し
た
新
た
な
モ
デ
ル
プ
ラ
ン

を
提
供
す
る
。

  
  
  
  
  
  
-
  
  
  
  
  
  
-
  
  
  
5
,5
1
4

  
  
 1
7
,0
0
0
  
  
  
  
  
  
-
  
  
  
  
 4
8
6
  
  
  
  
  
  
-

（
株
）
世
田
谷
サ
ー
ビ
ス
公
社
は
、
公
的
性
格
と
企
業
的
性
格
を
併
せ
持
つ
経
営
体
と
し
て
、
地
域
社
会
へ
の
貢
献
活
動
に
よ
り
区
民
福
祉
の
向
上
に
寄
与
す
べ
く
役
割
を
担
っ
て
い
る
。

指
定
管
理
者
制
度
の
公
募
を
は
じ
め
、
公
社
を
取
り
巻
く
環
境
は
一
層
厳
し
さ
を
増
す
中
、
障
害
者
や
高
齢
者
、
女
性
等
の
就
労
の
場
の
確
保
や
地
域
産
業
と
の
連
携
、
地
域
貢
献
な
ど
公
社
に
求
め
ら
れ
る
役

割
は
よ
り
多
種
多
様
化
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
社
会
変
化
を
契
機
と
し
て
捉
え
、
株
式
会
社
と
し
て
の
特
性
、
独
自
性
を
活
か
し
つ
つ
、
障
害
者
雇
用
の
拡
大
や
区
内
事
業
者
と
連
携
し
た
新
規
事
業
の
開
発
な

ど
に
取
り
組
み
、
経
営
基
盤
の
強
化
と
安
定
し
た
雇
用
を
実
現
す
る
必
要
が
あ
る
。

区
と
し
て
も
、
平
成
２
６
年
度
を
初
年
度
と
す
る
世
田
谷
区
基
本
計
画
に
掲
げ
た
「
外
郭
団
体
改
革
基
本
方
針
」
に
基
づ
き
、
（
株
）
世
田
谷
サ
ー
ビ
ス
公
社
が
良
質
な
区
民
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き
る
よ
う
、

今
後
と
も
適
切
な
助
言
や
調
整
に
努
め
て
い
く
。

区
の
支
援
の
あ
り
方
（
区
所
管
部
コ
メ
ン
ト
）
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（１）事業内容と経営目標
指
定
管
理
者

区
委
託

○

○

○

○

３－１０ 株式会社　世田谷川場ふるさと公社
代表者 代表取締役　宮林　茂幸
区担当所管 生活文化部区民健康村・ふるさと交流課

区出資率 75% 区出資額 3,000万円設立 昭和６１年４月 4,000万円基本金

事業名 事業内容

健康村施設の維持管
理運営

区民健康村施設において、①予約受付・フロントサービス②調理
配膳③リネンサービス④移動教室業務等の運営業務、及び①清掃・
ごみ処理②夜間警備③車両運行④設備の保守管理⑤ビレジ周辺環境
管理等の維持管理業務を行っている。

バスの運行 週末およびゴールデンウイーク、春・夏休み、年末年始等の期間
に区役所～区民健康村間のシャトルバスを運行している。また、利
用者からの要望により、貸切バスの手配・運行を行っている。

健康村里山自然学校
の運営

区民健康村なかのビレジ周辺の山林約８０ヘクタールの「友好の
森」を中心に区民・村民協働による里山保全の「里山塾」を企画・
運営している。また、レンタル農園や農業技術教室等を行う「農業
塾」を企画、運営し、山村の生活・生産域すべてを対象とした事業
を運営している。

文化・交流事業 区民と村民の交流を図る企画としてレンタアップル、健康村登
山、日帰りバスツアー、健康村友の会等を運営している。また、和
紙造形活動を行う区民の自主的活動のサポートや、世田谷美術館と
の連携による創作活動の実施、区の絵画展や写真展への村民作品の
出展やビレジ内での展示を行っている。

移動教室の運営 区立小学校６４校の５年生対象に実施される移動教室について、
農作業体験学習・創作活動等を企画・運営している。また、地域・
環境学習プログラムとして地域の特色を取り入れた内容の活動プロ
グラムを提供し、特徴ある移動教室運営を実現している。

川場村運動公園施設
運営維持管理

区民・村民のスポーツレクリエーションと相互交流の場として頻
繁に利用されているてんぐ山公園運動施設及び太郎運動広場につい
て、維持管理業務と運用業務を行い、円滑な施設利用とスポーツ交
流を実施している。

川場村森の学校施設
運営維持管理

友好の森及び利根・沼田地域一帯の森林環境保全・育成に係るビ
ジターセンターの役割を持つ「森の学校」において、資料収集・展
示、受付、利用料徴収等運営業務のほか、清掃や建物管理等維持管
理業務を行っている。

経
営
目
標

　健康村諸施設の維持管理運営業務を行う中で多様な交流事業等を展開し、区民と村民の
交流を図るとともに利用者サービスの拡大と地元振興を図りながら、世田谷区と川場村の
間で締結された｢区民健康村相互協力に関する協定｣の理念の実現をめざす。

売店経営 区民健康村利用者への村内産物の紹介として地場産物であるこん
にゃく製品、竹炭、りんごジュース、竹籠など民芸品の販売ととも
に、村内で企画される新規商品の紹介と販売を行っている。

食事提供業務 区民健康村の利用者へ地場産物を利用した食事や季節ごとのセカ
ンドメニュー等の提供を中心に、村民の会食等でも利用される内容
の食事も提供している。また、田園プラザレストラン、名主の館、
ピザ工房でも川場村来訪者に食事を提供している。
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（２）改善計画の推進状況

ア　事業目標

項目 ２４年度
（計画）

２４年度
（実績）

計画との
差

達成率 ２５年度
（計画）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

計画との
差

達成率

利用者・入場者の満足度（％） 94 91 △ 3 96.8% 95 94 △ 1 98.7%

施設稼働率（％） 59.0 50.0 △ 9.0 84.7% 59.0 52.7 △ 6 89.3%

健康村友の会会員数（人） 500 681 181 136.2% 500 864 364 172.8%

交流事業参加者（人） 8500 11,675 3,175 137.4% 8500 14,252 5,752 167.7%

ホームページアクセス件数 50,000 61,375 11,375 122.8% 51,000 67,656 16,656 132.7%

主な事業目標

平成２４～２５年度の取組み方針
○利用者視点での評価を第一とする観点から満足度の向上を指標とし、９５％を目標とする
○宿泊室の稼働率目標を５９％とし、平日の利用率改善に向けた取り組みを行う
○さまざまなメディアを活用し情報発信を強化する

●各項目の考え方
　
《利用者・入場者の満足度》
　利用者アンケートや公募モニターからの情報や評価を活用して改善に努めるとともに、地域の特色を活
かした施設運営とサービス提供を一層進めることで向上につなげていく。

《施設稼働率》
　閑散期の利用者数を向上させる努力をするなかで、施設稼働率は最終的に59％を達成する目標にした。
同様の宿泊規模を持つ旅館等と比較し、優良旅館と評価されるレベルの稼働率を実現していく。

《健康村友の会会員数》
　交流事業やミニイベントへの参加者など積極的な活動を志向する利用者を中心に情報発信を行い、継続
的な事業参加へ誘導していく。

《交流事業参加者》
　施設の最大の特色としての交流事業は、多様な参加形態のプログラム実施や内容の一層の充実で参加機
会の拡大を実現するとともに、世田谷区内でのＰＲ活動に力を入れることで参加者の拡大を図る。

《ホームページアクセス件数》
　情報の豊富さと新鮮さを維持する取り組みを続け、宿泊予約の機能を組み込むことでアクセス頻度が高
まり、川場村や健康村事業の有力な情報発信源としての位置を確立しつつある。区のＨＰへのバナー広告
の継続などでより多くの区民がアクセスしやすい環境を作っていく。

利用者・入場者の満足度（％）
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●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価

　それぞれの目標について改善あるいは達成の方向
にあるが、利用者の満足度や施設利用率について
は達成できておらず、これらの目標達成を目指し
て一層工夫と営業努力を重ねていく。

●今後の進め方

　区民にとって不可欠な事業・施設であることに
鑑み、それぞれの指標目標値を達成し、さらに向
上させる努力を積み重ねることで事業・施設運営
の一層の充実と利用者の満足度向上、稼働率向上
をめざしていく。

●区所管部のコメント
　
　区内イベントへの積極的な出店や、町会等団体
へのＰＲ活動、交流事業の充実などにより、友の
会会員数および交流事業参加者数、ＨＰへのアク
セス増加は大幅に伸びており、高く評価できる。
　また利用者の満足度および施設稼働率について
は目標に達しないものの、利用者アンケートやモ
ニターからの意見を基に柔軟かつ誠実に運営改善
に取組んでおり、その多様なニーズに応えようと
する姿勢は評価できる。
　なお利用者からは、運営などソフト面だけでな
く、施設に関するハード面での要望も多くなって
おり、団体だけでなく区所管としても共に検討を
する必要がある。

●２５年度実績・目標達成に対する評価

　利用者の満足度は改善がみられるが目標の95％を
達成するためになお一層の満足度向上のために努
力する必要がある。
施設稼働率についても、週末の土曜利用集中を分
散し、金曜日や日曜日、祝祭日当日の宿泊利用を
さらに拡大できるよう利用者の拡大に努めてい
く。

●外郭団体のコメント
＜主な事業目標、計画の推進状況について＞

　リピート率が極めて高いことを前提に、利用者
の満足度向上に向けた努力を一層強化していく。
また日常的にできるＰＲとして宿泊者向けの様々
な企画商品を提案し続けることで利用率の向上を
目指していくとともに、区内出店等での来場者に
対するＰＲをさらに強化して行う。
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イ　財政計画　 （単位：百万円）

２４年度
（当初予算額）

２４年度
（決算額）

２５年度
（当初予算額）

２５年度
（決算額）

備考

営業利益 1620

　　　区からの売上高 345

平成２４～２５年度の取組み方針

○利用者サービスの向上とコスト削減を両立させることにより、収益性を高めてい
く

項目
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売上高 661 655
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△ 11

売上高（百万円）
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●２５年度決算、目標達成に対する評価
　施設改修に伴う休館で受ける売上高の減少を、主に食事提
供部門での収益力向上で補うことができた。光熱費総額は使
用量の削減により減少したが、休館による減少を考慮すると
さらに節減する努力を強化する必要がある。

●外郭団体のコメント
　事業全体に大きく占める世田谷区民健康村事業
及び移動教室運営事業の運営内容の向上と顧客満
足度の向上への取り組みを強化しつつ、様々な方
策で収益の確保を継続して行ってきた。光熱費単
価の高止まり等収益圧迫要因の影響を可能な限り
小さくするとともに、予算全体の管理をさらに綿
密に行い、一層の売上高向上を目指し、集客力を
付けてきた川場村の様々な取り組みとも連動させ
ていくことで今後の事業運営をすすめていく。

●区所管部のコメント
　光熱費の経費増加や、区工事による施設休館な
ど団体にとって外的要因による収益減の要素は
あったが、効率的な運営といった組織努力や、区
との交流事業の充実、ＰＲなどが川場の魅力アッ
プに繋がり、それが川場村全体の集客力アップ、
ひいては食事提供部門の好調に繋がるなど好循環
になっている。
　今後も引き続き、好調な業務はさらなる向上を
目指し、また施設利用者等のアップに向けた取組
みも一層強化されたい。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
 　風評被害の影響が徐々に小さくなってきており、利用者数
では徐々に回復しつつある。新規企画の開催・ＰＲ活動・誘
客に努めたことや食事提供部門での売り上げ増加により、施
設改修休館による減収を補い、ほぼ予算計画が達成できた。

●今後の進め方
　引き続き反復利用者を中心に新規企画を提案して利用者増
を目指す。
新規顧客層開拓を行うため、世田谷区内でのＰＲ活動を積極
的に行う。
　食事提供分野の原価管理を適切に行い、収益性の向上を目
指す。
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ウ　人員計画　 （単位：人）

備考

　うち派遣社員数

項目

　常勤役員数 0

34

契約社員等

非常勤・嘱託等

常勤社員数(役員除く)

役員数

平成２４～２５年度の取組み方針

○現状の人員数を前提に業務拡大を進めていく
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●外郭団体のコメント
　社員の多能化、業務改善の継続的実施を通し
て、現状の社員規模を維持しながらより高いサー
ビス水準の達成と収益力の向上を達成できる組織
運営を進めていく。

●区所管部のコメント
　社員のスキル向上に向けた努力等により、人件
費を抑制しつつ業務量の増加等に対応している。
今後も引き続きベテラン社員から若手社員へのノ
ウハウやスキル継承が円滑に進むよう、計画的な
人員配置や担当業務の割り当てについて、必要に
応じ助言していく。

●２５年度組織・人員数・目標達成に対する評価
　計画に従って人員配置を行なっており、常勤社員の増加を
抑えている。また、高スキルの定年退職社員継続雇用により
社員数の減少を補い、業務水準の維持を行っている。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　高スキルの定年退職社員の継続雇用や技能職の嘱託採用な
どで業務水準を維持しつつ、人件費増加を抑制することがで
きている。

●今後の進め方
　体系的な社外研修と、ベテラン社員からのさまざまなノウ
ハウ継承などで社員の個別能力を高めていく。
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（
３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
総
務
部
門
の
効
率
化
（
定
型
業
務
の
外
注
化

等
）

１
６
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

経
理
補
助
・
総
務
業
務
の
一
部
を
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注
し
て
業
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を

進
め
て
い
る
。

専
任
の
社
員
は
1
名
で
あ
り
、
業
務
の
効
率
化
は
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成

で
き
て
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る
。

②
組
織
改
正
に
よ
る
定
数
の
削
減

１
８
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

す
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に
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を
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営
に
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模
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す
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で
社
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数
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、
目
的
は
達
成
で
き
て
い
る
。

①
人
事
考
課
制
度
（
目
標
管
理
・
自
己
申
告
制

度
）
の
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入

１
８
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続
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続
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績
の
自
己
申
告
を
含
め
、
総
合
的
な
評
定
人

事
評
価
を
行
っ
て
い
る
。
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。

②
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６
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。
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績

２
４
年
度

（
実
績
）

―
執
行
体
制
の
簡
素
･効
率
化
―

実
施
年
度

２
５
年
度

（
実
績
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
４
年
度

（
計
画
）

項
目

―
団
体
事
業
の
見
直
し
―

―
人
事
・
給
与
制
度
・
人
材
育
成
等
―
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②
第
三
者
評
価
の
実
施

１
８
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

区
民
モ
ニ
タ
ー
に
よ
る
宿
泊
調
査
等
を
実
施
し
、
評

価
を
業
務
改
善
に
反
映
さ
せ
て
い
る
。

適
正
に
運
用
し
て
い
る
。

③
自
主
事
業
の
拡
大
（
田
園
プ
ラ
ザ
レ
ス
ト
ラ
ン
経

営
）

１
６
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

2
4
年
度
か
ら
開
始
し
た
新
規
店
舗
の
営
業
を
含
め
、

自
主
事
業
の
売
上
増
加
を
達
成
し
て
い
る
。

順
調
に
達
成
し
て
い
る
。

①
個
人
情
報
保
護
規
程
の
整
備

１
７
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

す
で
に
整
備
済
み
の
規
定
に
従
い
、
個
人
情
報
の
管

理
を
進
め
い
て
い
る
。

適
正
に
運
用
し
て
い
る
。

②
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
決
算
書
の
公
表

１
９
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

継
続
し
て
公
表
し
て
い
る
。

適
正
に
運
用
し
て
い
る
。

①
役
員
報
酬
の
見
直
し

１
６
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

継
続
し
て
実
施
し
て
い
る
。

適
正
に
運
用
し
て
い
る
。

※
区
所
管
部
の
取
り
組
み

２
０
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

H
2
6
年
4
月
か
ら
の
消
費
税
率
引
上
げ
に
向
け
、
食
事
料

金
の
見
直
し
に
つ
い
て
提
案
を
受
け
、
協
議
の
上
承
認
し

た
。

区
民
以
外
の
宿
泊
料
金
お
よ
び
、
消
費
税
率
引
上
げ
に

伴
う
食
事
料
金
の
見
直
し
な
ど
、
状
況
に
応
じ
た
料
金
設

定
に
つ
い
て
協
議
し
た
。

１
１
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

利
用
希
望
者
、
利
用
団
体
の
人
数
お
よ
び
施
設
の
利
用

状
況
を
考
慮
し
、
情
報
提
供
を
継
続
。

利
用
状
況
等
を
考
慮
し
、
適
切
に
情
報
提
供
を
行
っ
て
き

た
。
今
後
も
引
き
続
き
情
報
提
供
を
行
っ
て
い
く
。

２
５
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
４
年
度

（
実
績
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

―
経
営
の
透
明
性
の
向
上
―

―
そ
の
他
―

項
目

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

項
目

実
施
年
度

２
４
年
度

（
計
画
）

２
５
年
度

（
実
績
）

既
存
施
設
の
活
用

（
森
の
む
ら
・
村
内
観
光
施
設
等
）

収
益
向
上
に
向
け
た
環
境
づ
く
り

（
承
認
料
金
制
の
導
入
）

２
５
年
度

（
実
績
）

●
２
５
年
度
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

　
各
項
目
は
お
お
む
ね
実
施
済
み
で
あ
り
、
継
続
実
施
す
る
こ

と
で
運
営
の
効
率
化
と
収
益
の
確
保
を
実
現
し
て
い
る
。

●
２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

　
技
能
の
継
承
を
中
心
に
長
期
間
の
訓
練
が
必
要
な
分
野
に
つ

い
て
、
さ
ら
に
継
続
す
る
必
要
が
あ
る
。
個
々
の
項
目
に
つ

い
て
は
お
お
む
ね
達
成
し
て
い
る
と
評
価
で
き
る
が
引
き
続

き
業
務
の
見
直
し
と
改
善
に
向
け
て
再
点
検
す
る
必
要
が
あ

る
。

●
今
後
の
進
め
方

　
適
正
な
業
務
の
運
営
と
一
層
の
効
率
化
を
目
的
に
、
業
務
内
容

の
再
検
討
を
行
っ
て
い
く
。

株式会社　世田谷川場ふるさと公社 132



平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降
当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

バ
ス
の
運
行
現
状
：
多
様
な
交
通
手
段

を
確
保
す
る
一
環
と
し
て

週
末
及
び
長
期
の
学
校
休

業
期
間
に
バ
ス
運
行
を
行

い
、
利
便
性
の
確
保
に
努

め
て
い
る
。

課
題
：
採
算
性
の
確
保

多
様
な
交
通
手
段
の

確
保
が
整
い
つ
つ
あ

り
、
利
用
希
望
や
採

算
性
を
考
慮
し
な
が

ら
バ
ス
運
行
事
業
の

終
了
に
向
け
て
準
備

し
て
い
く
。

バ
ス
運
行
事
業
の
継

続
・
終
了
の
判
断
を

行
う
。

2
,
7
0
0

0
1
,
9
8
4

0
2
,
0
0
0

0
2
,
1
8
5

0

売
店
経
営

現
状
：
村
内
に
あ
る
「
道

の
駅
」
と
競
合
し
な
い
地

場
産
物
や
手
工
芸
品
な
ど

の
産
品
を
中
心
に
品
ぞ
ろ

え
を
行
い
、
特
色
あ
る
商

品
の
紹
介
と
販
売
を
行
っ

て
い
る
。

課
題
：
特
色
あ
る
商
品
の

発
掘
と
確
保

多
数
の
利
用
者
か
ら

の
意
見
や
要
望
を
反

映
さ
せ
、
品
質
重
視

の
商
品
構
成
を
継
続

し
て
い
く
。

多
数
の
利
用
者
か
ら

の
意
見
や
要
望
を
反

映
さ
せ
、
品
質
重
視

の
商
品
構
成
を
継
続

し
て
い
く
。

2
4
,
0
0
0

0
2
0
,
8
7
6

0
1
9
,
0
0
0

0
1
9
,
4
1
8

0

食
事
提
供
業

務
現
状
：
地
産
地
消
を
基
本

と
し
て
移
動
教
室
や
区
民

利
用
者
を
中
心
に
村
民
の

利
用
な
ど
多
様
な
利
用
に

こ
た
え
て
い
る
。
田
園
プ

ラ
ザ
レ
ス
ト
ラ
ン
や
名
主

の
館
の
営
業
に
よ
り
村
内

の
日
帰
り
客
の
需
要
も
満

た
し
て
い
る
。
川
場
村
学

校
給
食
調
理
業
務
も
行
い

な
が
ら
、
調
理
内
容
・
衛

生
管
理
手
法
の
高
度
化
を

実
現
し
て
い
る
。

課
題
：
さ
ま
ざ
ま
な
店

舗
、
提
供
形
態
の
営
業
を

す
る
な
か
で
技
術
や
提
供

商
品
の
総
合
的
な
向
上
を

実
現
す
る
こ
と
。

地
域
の
特
徴
を
反
映

さ
せ
た
料
理
を
提
供

し
、
食
を
通
し
て
地

域
の
魅
力
を
伝
え
て

い
く
。
日
帰
り
の
来

訪
者
の
急
増
に
対
応

し
、
昼
食
を
中
心
に

食
事
提
供
機
会
を
増

や
す
た
め
年
度
途
中

か
ら
新
規
拠
点
で
の

営
業
を
開
始
し
た
。

地
域
の
特
徴
を
反
映

さ
せ
た
料
理
を
提
供

し
、
食
を
通
し
て
地

域
の
魅
力
を
伝
え
て

い
く
と
共
に
、
引
き

続
き
よ
り
多
く
の
来

訪
者
が
満
足
で
き
る

営
業
内
容
、
店
舗
構

成
を
充
実
さ
せ
て
い

く
。

1
8
4
,
0
3
6

0
1
6
5
,
2
1
5

0
1
7
8
,
5
8
8

0
1
8
8
,
7
9
3

0

２
５
年
度

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容

２
４
年
度

２
４
年
度

・
バ
ス
の
運
行
に
つ
い
て
は
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
、
よ
り
利
便
性
・
経
済
性
の
高
い
高
速
バ
ス
運
行
事
業
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
ふ
る
さ
と
公
社
に
よ
る
バ
ス
運
行
事
業
の
終
了
に
向
け
、
利
用
者
へ
の
周
知
等

を
行
っ
て
い
く
。

・
売
店
経
営
お
よ
び
食
事
提
供
業
務
に
つ
い
て
は
、
好
調
な
売
上
げ
を
維
持
で
き
る
よ
う
支
援
し
て
い
く
と
と
も
に
、
メ
ニ
ュ
ー
開
発
や
売
店
品
揃
え
に
健
康
村
交
流
事
業
や
イ
ベ
ン
ト
で
の
成
果
物
を
活
用
す

る
な
ど
、
よ
り
特
色
あ
る
経
営
展
開
が
図
ら
れ
る
よ
う
提
案
、
助
言
し
て
い
く
。

２
５
年
度

区
の
支
援
の
あ
り
方
（
区
所
管
部
コ
メ
ン
ト
）

事
務
事
業

名
等

（
４
）
外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）

現
状
と
課
題
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（１）事業内容と経営目標

指
定
管
理
者

代表者 理事長　安元　祐一郎

みどりとみず政策担当部公園緑地課

区出資額区出資率

区担当所管

85%52%

実施

区
委
託

○

２４年度
（計画）

実施

運動施設等の維持管理業務委託及び運動施設・駐車場等の使用料収納徴収事務等。

事業内容

44%

達成率

実施

計画との
差

施設の適切な維持管理と共に、受託業務の適正な執行及びより効率的な運営に努める。

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

財源寄与率の向上

項目

施設利用者の満足度の向上

２５年度
（計画）

-3% 94% 52%49%

経
営
目
標

２４年度
（実績）

（２）改善計画の推進状況
　ア　事業目標

達成率計画と
の差

-8%

３－１１ 多摩川緑地広場管理公社

実施

設立

事業名

昭和５３年１２月

世田谷区立多摩川玉
堤広場及び大田区多
摩川田園調布緑地の
運営管理

基本金

●各項目の考え方

○区と公社の役割分担を明確にしつつ、公社は、良好な施設維持管理に取り組み、利用者の満足度の向上を推
進する。
　利用者の満足度の向上には、良好に運動施設が整備されている等のハード面と職員の窓口対応や接遇等のソ
フト面、この両面の質が高くなることが必要である。
　また、河川敷であるため、天候の影響を受けやすく長期に渡って使用中止となることもあるが、利用者要望
に迅速に応えるため、早期復旧することも利用者の満足度向上に不可欠である。
　
○公社は、利用率の向上と併せて、経費削減に努め財源寄与率の向上を図る。
　

平成２４～２５年度の取組み方針

 ○区と公社の役割分担を明確にしつつ、公社は、良好な施設維持管理に取り組み、利用者の満足度の向上を推進す
る
○公社は、利用率の向上と併せて、経費削減に努め財源寄与率の向上を図る
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●２５年度実績・目標達成に対する評価
　利用者へ良好なサービスを提供するため、各運動施設
の補修・修繕を実施して適切な状態を保ってきた。ま
た、豪雨や降雪等の自然現象による被害が予想される場
合でも河川氾濫に備えた計画書に基づく設備の撤去・転
倒及び復旧等作業並びに降雪に伴う樹木枝伐採撤去作業
へ、迅速に対応し被害を最小限度にとどめたことは評価
できる取り組みである。
　また、挨拶の慣行や笑顔での接遇を心がけ、親しみや
すい窓口を目指して取り組んだことも評価できる。
　

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　運営体制の見直しによる事業執行体制の変更や利用者
要望への対応を行いながら、施設の整備に努めるととも
に、利用者サービスの向上に取り組み、良好な運営を
行ってきたことは評価できる。
　自然現象により施設利用が大きな影響を受けるが、影
響を最小限度にとどめるために維持管理に取り組んでき
たことは評価できる。

●今後の進め方
　区と公社の役割分担を明確にしつつ、公社は良好な維
持管理業務に取り組み、施設の充実と利用機会の拡大
に努め利用者の満足向上を図っていく。
　公社として臨機応変な対応ができる組織となるよ
う、運営形態を検証していく。

●外郭団体のコメント
＜主な事業目標、計画の推進状況について＞
　世田谷・大田の両区からの委託を受けて、各
運動施設の良好な維持管理を行って、利用者
サービスの向上に努めるとともに、財源寄与率
の向上に努力してきたが、豪雨や降雪などによ
る利用機会の減少により目標を下回った。

●区所管部のコメント
　平成２４・２５年度とも台風や降雪等による
施設への被害は少なかったが、悪天候や降雪に
よる利用機会の減少等があったため、当初の財
源寄与率の目標は達成できなかったが、降雨に
より利用できなくなった施設の早期回復に尽力
する等、利用率の低下を招かないように迅速な
対応を行っていることは評価できる。
　また、公社による消費税の納付については、
世田谷・大田両区とも認識が十分でなく、公社
へ適切な指導助言ができなかった。
　今後とも降雨や降雪での施設閉鎖の期間を最
小限にとどめ、利用機会の確保に向けた努力を
継続するよう促すとともに、共同運営を行って
いる大田区と協議しながら、公社への適切な指
導及び調整を行っていく。
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イ　財政計画　 （単位：百万円）

２４年度
（当初予算額）

２４年度
（決算額）

２５年度
（当初予算額）

２５年度
（決算額）

備考

100 92 104 100

団体財源(Ｂ) 1 1 1 1

区からの収入額(Ｃ+Ｄ) 99 91 103 99

　　区補助金収入(Ｃ） 0 0 0 0

　　区からの委託料収入(Ｄ） 99 91 103 99

区からの収入比率（（Ｃ+Ｄ）/Ａ） 99.0% 98.9% 99.0% 99.0%

30.0% 31.4% 30.0% 29.3%

平成２４～２５年度の取組み方針

○全体予算規模を引き続き１億円以内に抑制する。
○区からの収入比率を９９％以下とする。

項目

区からの委託料収
入（D)は世田谷区
＋大田区合計金
額。

団体総収入額(A）

人件費比率

区からの収入比率

98.9% 99.0%

99.0% 99.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

24年度 25年度
決算額 当初予算額

●２５年度決算、目標達成に対する評価
　効率的な運営に努めるとともに、消費税の納付に
伴い施設の維持管理経費の見直しを行ったことによ
り、当初予算額より４００万円ほど圧縮された。
　また、人件費は理事長（常勤）と短時間勤務職員
（再任用職員相当）６名の体制による経費となっ
た。

●外郭団体のコメント
　消費税の納付などに伴い、経費の見直しを行い削減
に努めてきたが、一部修繕工事の先送りなどが発生し
た。
　施設の老朽化も進んでおり、利用者に安心して利用
できる施設整備を図っていく必要がある。
　平成２６年度より年金制度の見直しが行われたた
め、職員の任用についても検討を進める必要がある。
　なお、消費税の納付について、「公益法人につき非
課税」との思い込みにより申告を行ってこなかったた
め、税務署の指導により過去５年について納付を行わ
なければならなかったことは、税務処理への認識を含
め反省する必要がある。

●２年間（２４～２５年度）の実績・目標に対する評価
　効率的な運営に心がけるとともに、事前の対処に
より台風や降雪による施設の損壊等を最小限にした
ことにより、両年とも当初見込みより経費を削減し
たことは評価できる。

●区所管部のコメント
　両年度とも経費の圧縮に努め、当初予算額より削減
したことは評価できる。
　今後も効率的な施設運営に努めるとともに、施設利
用者が安心して安全に気持ちよく利用できるように、
日々の維持管理に努めてもらいたい。
　なお、年金制度の見直しによる公社職員の体制につ
いては、両区と公社を含めて検討して行く必要があ
る。
　また、税務署からの消費税納付について指導を受
け、過去５年に遡って納付することとなった。今後と
も、団体が適切な税務処理がなされるよう指導監督し
ていく。

●今後の進め方
　今後とも効率的な運営による経費の削減に努める
とともに、施設の現状や安全対策及び利用者等の要
望・意見等を整理して、両区の改修計画の参考資料
として提案を行う。
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ウ　人員計画　 （単位：人）

備考
項目 ２４年度

7

1

0

0

非常勤・嘱託等

常勤職員数(役員除く)

7

0

0

0

6

0

7

1

平成２４～２５年度の取組み方針

○安定した運営のための人材確保

　常勤役員数

非常勤・嘱託等欄
の職員は再任用短
時間勤務相当（週
３１時間勤務）職
員及び非常勤職員
（月１５日以内勤

務）　うち派遣職員数

役員数

契約職員等

２５年度

常勤職員数（人）

0 00

1

2

3

4

5

24年度 25年度

●取組み方針に対する進め方
　２４年度より短時間勤務職員（再任用）による運営を予定していたが、１名が欠員とな
り、非常勤職員（月１５日以内勤務）２名を採用し７名による運営を行った。
　今後とも、両区と協議し確実に人員配置を行っていく。
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（
３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
組
織
体
制
の
見
直
し

２
２
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

　
平
成
２
２
年
よ
り
進
め
て
き
た
、
短
時
間
勤
務
職
員

（
再
任
用
職
員
）
６
名
と
理
事
長
（
常
勤
職
員
）
で
の
運

営
を
実
施
し
た
。

　
当
初
の
目
的
よ
り
１
年
の
遅
れ
は
あ
っ
た
が
、
短
時
間

勤
務
職
員
６
名
の
体
制
を
整
え
、
安
定
し
た
運
営
が
行
え

る
よ
う
に
な
っ
た
。

①
内
部
規
程
の
公
表

２
２
年
度

検
討

検
討

試
行

検
討

　
消
費
税
の
納
付
及
び
年
金
制
度
の
見
直
し
に
伴
う
職
員

体
制
に
つ
い
て
の
協
議
に
時
間
を
取
ら
れ
、
試
行
に
向
け

た
検
討
を
行
う
機
会
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。

　
当
初
の
目
標
で
あ
る
「
公
表
の
試
行
」
を
達
成
で
き
な

か
っ
た
。
公
社
経
営
の
透
明
性
を
示
す
試
み
と
し
て
早
期

に
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
。

②
抽
選
倍
率
を
種
目
別
に
公
表

１
８
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

公
開
抽
選
の
実
施

　
公
開
抽
選
と
抽
選
倍
率
の
公
表
に
よ
り
、
施
設
利
用
に

つ
い
て
利
用
者
の
信
頼
を
得
ら
れ
、
施
設
の
円
滑
な
利
用

に
つ
な
が
っ
た
。

※
区
所
管
部
の
取
組
み

―
継
続

継
続

継
続

継
続

公
社
の
安
定
運
営
の
た
め
に
、
大
田
区
と
協
議
し
な
が
ら

施
設
の
整
備
や
運
営
に
つ
い
て
の
助
言
を
行
っ
た
。

事
務
所
棟
の
耐
震
工
事
や
硬
式
野
球
場
（
Ａ
面
）
の
改
修

工
事
な
ど
、
施
設
の
充
実
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

ま
た
、
両
区
で
協
議
し
な
が
ら
支
援
す
る
こ
と
で
、
緊
急

な
課
題
へ
も
対
応
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

―
執
行
体
制
の
簡
素
･効
率
化
―

２
５
年
度

（
実
績
）

実
施
年
度

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
４
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度
取
組
み
実
績

２
５
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
実
績
）

２
５
年
度

（
計
画
）

２
４
年
度

（
計
画
）

安
定
運
営
に
向
け
た
公
社
へ
の
支
援

項
目

―
経
営
の
透
明
性
の
向
上
―

平
成
２
４
～
２
５
年
度
の
取
組
み
方
針

○
安
定
し
た
運
営
を
行
う
た
め
執
行
体
制
を
確
立
す
る
。

○
経
営
の
透
明
性
を
高
め
る
た
め
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
を
活
用
し
て
情
報
開
示
を
行
う
。

実
施
年
度

項
目

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

●
２
５
年
度
実
績
・
目
標
達
成
に
対
す
る
評
価

　
不
規
則
な
勤
務
形
態
の
た
め
、
職
員
の
確
保
が
難
し
い
中
で
職
員
を

確
保
し
、
安
定
し
た
運
営
を
行
っ
て
利
用
者
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
努
め

る
こ
と
が
で
き
た
。

　
内
部
規
程
の
公
表
に
つ
い
て
進
展
で
き
な
か
っ
た
。

●
２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の
実
績
・
目
標
に
対
す
る
評
価

 　
当
初
の
目
標
を
達
成
で
き
た
部
分
も
あ
る
が
、
取
り
組
み
が
十
分
で

な
い
も
の
も
あ
っ
た
。
今
後
と
も
安
定
し
た
運
営
を
行
い
、
利
用
者
か

ら
信
頼
さ
れ
る
公
社
と
し
て
い
く
た
め
に
は
改
善
を
進
め
て
い
く
必
要

が
あ
る
。

●
今
後
の
進
め
方

　
公
社
の
あ
り
方
や
運
営
方
針
等
の
決
定
に
つ
い
て
は
、
世
田
谷
・
大

田
両
区
の
共
通
な
認
識
や
同
意
を
必
要
と
す
る
た
め
、
今
後
と
も
協
議

を
進
め
て
い
く
。

　
公
社
の
組
織
体
制
で
、
年
金
制
度
の
見
直
し
に
関
連
し
た
職
員
の
任

用
に
つ
い
て
協
議
し
て
い
く
。

　
経
営
の
透
明
性
の
確
保
と
利
用
者
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
の
た
め
、
、
施

設
の
利
用
状
況
な
ど
の
公
表
に
つ
い
て
協
議
を
始
め
る
。

多摩川緑地広場管理公社 138



平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度
以
降
当
初
予
算
額

（
千
円
）

区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）
当
初
予
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

決
算
額

（
千
円
）
区
補
助
金
額

（
千
円
）

自
主
事
業
特

別
会
計

　
自
動
販
売
機
の
取
扱
手

数
料
や
運
動
用
具
の
貸

出
手
数
料
等
の
収
入
を

職
員
の
福
利
厚
生
費
や

運
動
場
利
用
者
へ
の
還

元
に
支
出
し
て
い
る
。

　
し
か
し
本
来
福
利
厚
生

費
等
は
委
託
料
に
含
ま

れ
る
べ
き
で
あ
る
が
、
自

主
事
業
で
賄
っ
て
お
り
、

安
定
し
た
運
営
が
必
要
で

あ
る
。

　
自
動
販
売
機

手
数
料
に
つ
い

て
、
業
者
選
定
方

法
を
検
討
し
、
手

数
料
収
入
の
増

額
を
目
指
す
。

　
自
動
販
売
機
手

数
料
に
つ
い
て
、

業
者
選
定
方
法
を

検
討
し
、
手
数
料

収
入
の
増
額
を
目

指
す
。

1
,3
2
9

0
1
,3
7
9

0
1
,3
2
9

0
1
,3
6
0

0

（
４
）
外
郭
団
体
に
お
け
る
全
事
業
点
検
（
団
体
自
主
事
業
）

２
５
年
度

　
本
来
両
区
か
ら
の
委
託
料
内
に
含
ま
れ
る
べ
き
職
員
の
福
利
厚
生
費
を
公
社
の
自
主
事
業
に
よ
っ
て
確
保
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
健
全
な
運
営
が
望
ま
れ
る
が
、
収
入
の
大
半

を
占
め
る
自
動
販
売
機
手
数
料
は
、
天
候
や
利
用
客
数
に
左
右
さ
れ
る
た
め
、
少
し
で
も
収
入
が
上
げ
ら
れ
る
よ
う
、
今
後
業
者
選
定
方
法
や
設
置
台
数
な
ど
を
両
区
と
公
社
で

検
討
し
て
い
く
。

２
５
年
度

２
４
年
度

２
４
年
度

事
務
事
業

名
等

区
の
支
援
の
あ
り
方
（
区
所
管
部
コ
メ
ン
ト
）

現
状
と
課
題

外
郭
団
体
に
お
け
る

全
事
業
点
検
の
取
組
み
内
容
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○事業内容と経営目標

事業名

0

２４年度

24

21

0

31

29

0

2

外環道の都市計画制限により生活に支障をきたしている土地等の権
利者を救済するため、国等の資金貸付が受けられることを条件に、区
の依頼による土地の取得及び譲渡。

基本金 ５００万円設立

特別会計（生活再建救済制度）
取得件数

特別会計（生活再建救済制度）
譲渡件数

一般会計取得件数

一般会計譲渡件数

項目

世田谷区からの取得
依頼に基づく、事業用
地の先行取得

「東京外かく環状道路
における生活再建救
済制度」による用地取
得

主に①公有地の拡大の推進に関する法律第４条第１項又は第５条第
１項に規定する土地 ②道路、公園、緑地その他の公共施設又は公用
施設の用に供する土地の取得及び譲渡。

２５年度

３－１２ 世田谷区土地開発公社
代表者 理事長　板垣　正幸　

区担当所管

区出資額 ５００万円

財務部用地課

昭和４９年８月

＊実績件数を記載

区出資率

備考

100%

事業内容

（２）改善計画の推進状況
　ア　事業目標

経
営
目
標

・世田谷区からの取得依頼に基づき、公有用地を機動的に取得すること。
・世田谷区が世田谷区土地開発公社から事業用地を取得する際、計画的に補助金導入を図
ることにより、区の安定的財政運営へ寄与すること。
・健全な財務・経営状況を維持すること。

　●各項目の考え方

　当公社は、世田谷区が必要とする土地の先行取得や処分を行うことで、公有地の拡大の計画的
な推進を図り、地域の秩序ある整備と区民福祉の増進に寄与するために、世田谷区により設立さ
れている。このため、当公社における土地の取得及び区への譲渡は、区の事業計画により決めら
れることから、当公社独自の事業目標は定めていない。また、区から依頼のある公有用地の取得
事業については、国が定めた経理基準要綱に基づき、事業収益と事業原価を同額で経理するた
め、事業収益は発生しない。なお、「東京外かく環状道路における生活再建救済制度」による土
地の取得も、譲渡先が国等となることの外は同様である。
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イ　財政計画　
２４年度
（実績）

２５年度
（目標）

２５年度
（修正）

２５年度
（実績）

2 1 2

一般会計 0 0 0

特別会計
（生活再建救済制度）

2 1 2

1,2年程度 1,2年程度

ウ　人員計画　 （単位：人）

備考

各年度末現在の
平均保有年数
H21:約0年5ヶ月
H22:約0年11ヶ月
H23:約１年3ヶ月
H24:約１年10ヶ月
H25:約2年2ヶ月

職員数

役員数

項目

平均公社保有年数
※生活再建救済制度分
（特別会計）含まず

長期保有地件数

項目 備考２４年度

9 9

50 49

２５年度

●取組み方針に対する進め方等
　
　当公社の仕組み上、事業収益はなく、区補助金や委託料もないことから、公
社の健全経営の判断材料とされる指標として、公社保有地の平均保有年数を掲
げる。
　なお、「東京外かく環状道路における生活再建救済制度」により取得した公
社保有地は、協定等により国による買い戻し時期（８年以内）が定められてい
るため、平均保有年数から除いている。

●取組み方針に対する進め方等

　当公社の役員は、法律に基づき区長が任命しており、無報酬の監事１名を除
いて、区職員が兼務している。また、当公社の事務局職員は、事業に関係する
部署の区職員が兼務していることから団体固有の職員はいない。よって、人員
は区の組織体制に合わせて見直していく。

世田谷区土地開発公社141



（
３
）
外
郭
団
体
改
善
方
針
に
沿
っ
た
取
組
み

①
事
業
資
金
調
達
方
法
の
検
討

２
４
年
度

実
施

実
施

継
続

継
続

事
業
資
金
の
調
達
方
法
に
つ

い
て
継
続
し
て
検
討
し
た
。

協
調
融
資
銀
行
団
か
ら
の
事
業
資

金
貸
付
利
率
の
低
減
に
努
め
た
。

①
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
開
設
、
充
実
、
発
展

２
２
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

２
２
年
度
か
ら
継
続
実
施
。

区
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
運
用
方
針
に

沿
っ
て
、
内
容
の
充
実
を
図
り
、

運
営
に
関
す
る
透
明
性
の
向
上
に

努
め
た
。

②
学
識
経
験
者
の
評
議
員
委
嘱

１
９
年
度

継
続

継
続

継
続

継
続

１
９
年
度
か
ら
継
続
実
施
。

健
全
な
財
務
・
経
営
状
況
を
維
持

で
き
る
よ
う
努
め
た
。

※
区
所
管
部
の
取
組
み

実
施

実
施

継
続

継
続

区
と
公
社
の
事
業
計
画
及
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行
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区
と
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て
公
社
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用
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と
判
断
し
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物
件
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つ
い
て
必
要

な
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整
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図
っ
た
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績
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績
）

２
年
間
（
２
４
～
２
５
年
度
）
の

実
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標
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社
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（
実
績
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（
計
画
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計
画
）

２
４
年
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（
実
績
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項
目

実
施
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２
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目
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２
４
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２
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組
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業
資
金
調
達
方
法
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討
（
公
有
地
の
機
動
的
、
効
率
的
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得
の
た
め
の
事
業
資
金
調
達
方
法
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体
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見
直
し
―

―
経
営
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性
の
向
上
―

２
５
年
度

（
計
画
）

実
施
年
度
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＜参考＞ 

 

外郭団体改善方針に基づく取組みの方向性等について 

 

  外郭団体改善方針に示されている改善の方向性をより具体的に進めるため

の項目を示す。 

 

１．対象団体 

「世田谷区外郭団体の指導調整事務要綱」に規定する全団体（１３団体） 

 

２．外郭団体改善に向けて取組む事項 

  外郭団体において、下記事項に基づく具体的な取組みを進めること。 
 
（１） 財務規定を整備し規定に基づく適切な財務・経理事務を進める。 
（２） 団体の設立目的の達成に必要な公益的事業が安定的、継続的に実施で

きる技術的能力、専門的知識を有する人材の育成に努める。 
（３） 透明性を高め、事業活動に対する区民への理解を深めるため、ホーム

ページ等を活用して積極的な情報開示を行う。 
  ＜開示例＞ 

・ 事業計画書、財務諸表（正味財産増減計算書 キャシュフロー等） 
・ 財産目録、役員等名簿、役員報酬等の支給基準  
・ 定款、組織、職員給与規程  

（４） 障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条及び障害者の雇用の促

進等に関する法律施行令第９条の規定に基づき常勤労働者数５６人以

上規模の団体については、法定雇用率 1.8％以上の障害者の雇用の確保
を図ること。また、それ以外の団体においても、障害者の雇用に努める。 

＊ 常勤労働者 
１年以上継続して雇用され、1週間の所定労働時間数が３０時間以上の
者 

＊ 常勤労働者数 
常勤労働者総数から除外率相当数（身体障害者及び知的障害者が就業

することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種に

ついて定められた率を乗じて得た数）を除いた法定雇用障害者数の算

定基礎となる労働者数 
      
３．公益法人制度改革に係る対応について 

  公益法人制度改革に係る対応については、「公益法人制度改革ガイドライ

ン」のとおりとする。 
 

平成２１年１月 
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